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主              文 

１ 別紙３取消処分目録記載の各処分部分をいずれも取り消す。 

２ 原告Ｐ１，原告Ｐ２，原告Ｐ３，原告Ｐ４，原告Ｐ５，原告Ｐ６及

び原告Ｐ７のその余の請求をいずれも棄却する。 

３ 訴訟費用は，① 原告Ｐ６と被告との間においては，原告Ｐ６に生

じた費用の５分の１を被告の，その余は各自の負担とし，② その余

の原告らと被告との間においては，全部被告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

   本判決中の表記等については，別紙４（凡例）によるものとする。 

第１ 請求 

   別紙５請求目録記載のとおり 

第２ 事案の概要 

① 原告らは，それぞれ外国信託銀行である本件各受託銀行との間で本件各

受託銀行を受託者とする本件各信託契約を締結したところ，② 本件各受託銀

行は，自らがリミテッド・パートナー（ＬＰ）となり，本件各ジェネラル・パ

ートナー（ＧＰ）等との間で，州ＬＰＳ法（米国デラウェア州改正統一リミテ

ッド・パートナーシップ法）に準拠して本件各リミテッド・パートナーシップ

（ＬＰＳ）を組成する旨の本件各ＬＰＳ契約を締結するとともに，本件各ＬＰ

Ｓに対し，本件各信託契約に基づいて拠出された原告らの現金資産を出資し，

③ 本件各ＬＰＳにおいて，米国所在の中古集合住宅である本件各建物の購

入・賃貸等の管理運営を内容とする海外不動産投資事業を行った。 

本件は，原告らが，本件各建物の貸付けに係る所得が所得税法２６条１項所

定の不動産所得に当たり，その賃貸料等を収入金額とし，減価償却費等を必要

経費として，不動産所得の金額を計算すると損失の金額が生ずると主張して，<

ア> その減価償却費等による損益通算をして所得税の確定申告書若しくは修

正申告書を提出し，又は<イ> 当該損益通算をせずに確定申告書若しくは修正
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申告書を提出した後，上記損益通算をすべきであったとして更正の請求をした

ところ，処分行政庁から，本件各建物の貸付けに係る所得が不動産所得に該当

しないとして，<ア> 所得税の各更正処分（本件各更正処分）及び各過少申告

加算税賦課決定処分（本件各賦課決定処分）又は<イ> 各更正の請求に対する

更正をすべき理由がない旨の各通知処分（本件各通知処分）等を受けたことか

ら，これらの処分がいずれも違法であるとして，それらの取消しを求めている

事案である。 

１ 関係法令の定め 

別紙６（関係法令の定め）のとおり 

２ 前提事実（争いのない事実，顕著な事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨

により容易に認められる事実） 

 (1) パートナーシップに係る統一法及びデラウェア州の制定法 

ア 米国の統一州法委員会全国会議（ＮＣＣＵＳＬ）は，米国各州から選任

された法律家により構成される専門家団体であり，米国に多数ある州の州

法につき必要に応じて統一を図ることを目的として，統一法（ユニフォー

ム・アクト）の提案を行っている。 

これに対し，米国各州は，統一州法委員会全国会議が提案した各統一法

につき，採択の適否を検討し，その一部につき必要に応じて修正を加える

などして，制定法を制定している。 

イ ＧＰＳ（ジェネラル・パートナーシップ）について 

 (ｱ) 統一州法委員会全国会議は，① １９１４年，ＧＰＳ（ジェネラル・

パートナーシップ）に関して，１９１４年統一ＧＰＳ法（Uniform Part

nership Act）を提案し，その後，② １９９４年，これを改訂した１９

９４年改訂統一ＧＰＳ法（The Revised Uniform Partnership Act）を提

案した。 

 (ｲ) これに対し，デラウェア州は，① １９４７年，１９１４年統一ＧＰ
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Ｓ法を基礎として一定の修正を施し，１９９９年改正前の州ＧＰＳ法（D

elaware Uniform Partnership Law）を制定し，その後，② １９９９年，

これを改正するため，１９９４年改訂統一ＧＰＳ法を基礎として一定の

修正を施し，州ＧＰＳ法（Delaware Revised Uniform Partnership Act）

を制定した（１９９９年７月１２日施行）。 

ウ ＬＰＳ（リミテッド・パートナーシップ）について 

 (ｱ) 統一州法委員会全国会議は，① １９１６年，ＬＰＳ（リミテッド・

パートナーシップ）に関して，１９１６年統一ＬＰＳ法（Uniform Limi

ted Partnership Act）を提案し，その後，② １９７６年，これを改訂

した１９７６年改訂統一ＬＰＳ法（The Revised Uniform Limited Part

nership Act）を提案し，１９８５年，１９７６年改訂統一ＬＰＳ法の改

訂を行い（この改訂後の統一法が１９８５年改訂統一ＬＰＳ法である。），

さらに，２００１年，その改訂を行った（この改訂後の統一法が２００

１年改訂統一ＬＰＳ法である。）。 

 (ｲ) デラウェア州は，１９８３年，１９７６年改訂統一ＬＰＳ法を基礎と

して一定の修正を施し，州ＬＰＳ法（Delaware Revised Uniform Limit

ed Partnership Act）を制定し，その後，これについて複数回の改正を

行った。 

 (2) 原告らが行った取引の概要等 

なお，原告らが行った取引の関係者は，別紙４（凡例）の第１の３に掲げ

たとおりである。 

ア Ｐ８証券による海外不動産投資事業の企画 

Ｐ８証券は，要旨下記内容の海外不動産投資事業を企画し，平成１２年

１１月以後，原告らに対し，その内容を説明した「"DO IT" Dual Ownersh

ip Investment Tactics 海外不動産投資事業プログラムのご案内（基本コ

ンセプト）」（乙１４），「"DO IT" Dual Ownership Investment Tactic
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s 海外不動産投資事業プログラムのご案内（ハイライト）」（乙１５）及

び「City Heights Apartments‐予想投資損益の概略‐」（乙１６）を配布

するなどして，当該海外不動産投資事業への参加を勧誘した。 

記 

この事業に参加する投資家は，外国信託銀行との間で当該銀行を受託者

とする信託契約を締結し，当該銀行において，第三者と共に，州ＬＰＳ法

に準拠し，第三者をジェネラル・パートナー，当該銀行をリミテッド・パ

ートナーとするリミテッド・パートナーシップ（ＬＰＳ）を組成し，当該

ＬＰＳにおいて，米国所在の中古集合住宅である本件建物（Ｃ）（通称Ｐ

９。）又は本件建物（Ｐ）（通称Ｐ１０。）を購入して第三者に賃貸する

などの管理運営を行い，その収益の分配を当該銀行を通じて受ける。 

イ 本件建物（Ｃ）に係る各契約の締結等 

なお，本件建物（Ｃ）に係る各契約の当事者，内容等を図式化すると，

別紙７－１のとおりである。 

 (ｱ) 原告Ｐ１１らは，Ｐ８証券との間で，Ｐ８証券を海外不動産投資に関

するファイナンシャル・アドバイザーとするファイナンシャル・アドバ

イザリー契約（別紙７－１の契約①。乙１）を締結するとともに，Ｐ８

証券に対し，本件建物（Ｃ）を対象とし，投資金額を１口２０万ドルと

する上記アの海外不動産投資事業への参加を申し込んだ。 

 (ｲ) 原告Ｐ１１らは，上記海外不動産投資事業に投資するため，Ｐ１２銀

行との間で，要旨下記内容の本件基本信託契約（Ｃー１）（別紙７－１

の契約②。乙３）を締結し，これに基づいてＰ１２銀行に開設された口

座に現金資産を拠出した。 

記 

① 原告Ｐ１１らを委託者兼受益者とし，Ｐ１２銀行を受託者とする。 

② Ｐ１２銀行は，受託者として，デラウェア州法に基づいて組成され
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たリミテッド・ライアビリティ・カンパニー（ＬＬＣ）との間で，当

該ＬＬＣをジェネラル・パートナーとし，Ｐ１２銀行をリミテッド・

パートナーとするリミテッド・パートナーシップ契約（ＬＰＳ契約）

を締結して，リミテッド・パートナーシップ（ＬＰＳ）を組成した上，

当該ＬＰＳにおいて，本件建物（Ｃ）の取得，管理，売却等を行う。 

③ 投資家（委託者兼受益者）である原告Ｐ１１らは，本件建物（Ｃ）

の取得，管理等のため，Ｐ１２銀行が開設した口座に現金資産を拠出

する。 

④ Ｐ１２銀行は，受託者として，当該ＬＰＳからパートナーシップ持

分の発行を受けるのと引換えに当該現金資産を当該ＬＰＳに拠出する

とともに，パートナーシップ持分及びこれから発生する全ての所得に

つき，投資家である原告Ｐ１１らのために受託者としての資格におい

て信託財産として保有する。 

 (ｳ) Ｐ１２銀行は，本件基本信託契約（Ｃー１）に従い，デラウェア州法

に基づいて組成されたＬＬＣである本件ＧＰ（Ｃ）（Ｐ１３）及びＰ１

４との間で，２０００年（平成１２年）１２月１９日，要旨下記内容の

本件ＬＰＳ契約（Ｃ）（別紙７－１の契約③。乙４）を締結し，本件Ｌ

ＰＳ（Ｃ）（Ｐ１５）に対し，上記(ｲ)の現金資産の一部を出資した。 

記 

① 州ＬＰＳ法に基づき，リミテッド・パートナーシップとして，本件

ＬＰＳ（Ｃ）を組成する（form）。 

② 本件ＧＰ（Ｃ）をジェネラル・パートナーとし，Ｐ１２銀行及びＰ

１４をリミテッド・パートナーとする。 

③ 本件建物（Ｃ）の購入，取得，開発，保有，賃貸，管理，売却その

他の処分（本件建物（Ｃ）の敷地である本件土地（Ｃ）の賃貸借等を

含む。）のみを目的とする。 
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 (ｴ) 本件建物（Ｃ）の購入等 

ａ 本件ＬＰＳ（Ｃ）は，Ｐ１６との間で，２０００年（平成１２年）

１２月２２日，本件建物（Ｃ）を３８６３万８４００ドルで購入する

旨の本件売買契約（Ｃ）（別紙７－１の契約④。乙５）及び本件土地

（Ｃ）を賃料年額１０９万１５８０ドル（初年度）で賃借する旨の本

件土地賃貸借契約（Ｃ）（別紙７－１の契約⑤。乙６）を締結した。 

なお，本件建物（Ｃ）については，譲渡証書に基づき，その所在地

を管轄する米国カリフォルニア州ロサンゼルス郡の登録所にその譲渡

が登録されており，米国の不動産登録情報確認システムにおいても，

同月１５日にＰ１６から本件ＬＰＳ（Ｃ）に売却され，同月２６日に，

譲渡証書により登録所に登録され，所有者は本件ＬＰＳ（Ｃ）とされ

ていることが確認できる。 

（乙５４，５５） 

ｂ 本件ＬＰＳ（Ｃ）は，Ｐ１７との間で，２０００年（平成１２年）

１２月２２日，本件不動産（Ｃ）の賃貸業務に係る管理，運営等をＰ

１７に委託する旨の本件管理契約（Ｃ）（別紙７－１の契約⑥。乙８）

を締結し，本件建物（Ｃ）につき，修理等を行った上，第三者に対し

て賃貸した（本件不動産賃貸事業（Ｃ））。 

なお，本件ＬＰＳ（Ｃ）は，本件不動産賃貸事業（Ｃ）に関して，

前記(ｳ)の出資金のほか，Ｐ１８からの借入金（２４１万４９００ドル。

乙２１）及びＰ１９からの借入金（３２８５万ドル。乙２２）を事業

資金に充てた。 

 (ｵ) 原告Ｐ２０らは，Ｐ８証券との間で，Ｐ８証券を海外不動産投資に関

するファイナンシャル・アドバイザーとするファイナンシャル・アドバ

イザリー契約（別紙７－１の契約①。乙１）を締結するとともに，Ｐ８

証券に対し，上記アの海外不動産投資事業への参加を申し込んだ。 
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 (ｶ) 原告Ｐ２０らは，上記アの海外不動産投資事業に投資するため，Ｐ１

２銀行との間で，要旨下記内容（その余の点は，前記(ｲ)と同じ。）の本

件基本信託契約（Ｃー２）（別紙７－１の契約②。乙３）を締結し，こ

れに基づいてＰ１２銀行に開設された口座に現金資産を拠出した。 

記 

① 原告Ｐ２０らを委託者兼受益者とし，Ｐ１２銀行を受託者とする。 

② Ｐ１２銀行は，受託者として，Ｐ１４との間で，Ｐ１４の保有する

本件ＬＰＳ（Ｃ）に係るパートナーシップ持分の一部を購入した上，

本件建物（Ｃ）の管理，売却等を行う本件ＬＰＳ（Ｃ）のリミテッド・

パートナーとなる。 

③ 投資家（受託者兼受益者）である原告Ｐ２０らは，Ｐ１４の保有す

る上記パートナーシップ持分の一部の購入等に充てるため，Ｐ１２銀

行が開設した口座に現金資産を拠出する。 

④ Ｐ１２銀行は，Ｐ１４から購入した上記パートナーシップ持分及び

これから発生する全ての所得につき，これらを投資家のために受託者

としての資格において信託財産として保有する。 

 (ｷ) Ｐ１２銀行は，原告Ｐ２０らの受託者として，Ｐ１４との間で，その

保有する本件ＬＰＳ（Ｃ）に係るパートナーシップ持分の一部を譲り受

ける旨の売買契約を締結し，Ｐ１４に対し，上記(ｶ)の現金資産の一部を

上記売買代金として支払い，本件ＧＰ（Ｃ）の同意を得て，本件ＬＰＳ

（Ｃ）につき，Ｐ１４に代わり，上記パートナーシップ持分に相当する

出資割合を有するリミテッド・パートナーとなった。 

 (ｸ) ファイナンシャル・アドバイザリー業務の譲渡等 

ａ Ｐ８証券は，平成１５年５月頃，経営合理化の一環として，スペシ

ャル・プロダクト部（旧金融商品開発部）における営業を終了するこ

とを決め，同年９月頃，Ｐ２１（株式会社Ｐ２１）に対し，前記(ｱ)
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及び(ｵ)のファイナンシャル・アドバイザリー契約に係る役務提供を含

む資産コンサルティング部門の営業を譲渡した。 

（乙１０，１８～２０，２３，２４） 

ｂ 原告Ｐ１１ら及び原告Ｐ２０らは，Ｐ１２銀行に対し，平成１５年

９月頃，本件基本信託契約（Ｃ－１）及び本件基本信託契約（Ｃ－２）

に基づき，受託者を解任する旨の通知（乙９）をした。 

ｃ 原告Ｐ１１ら及び原告Ｐ２０らは，Ｐ２１との間で，平成１５年１

０月頃，Ｐ２１を海外不動産投資事業に関するファイナンシャル・ア

ドバイザーとするファイナンシャル・アドバイザリー契約（別紙７－

１の契約⑦。乙１１）を締結するとともに，Ｐ２２銀行との間で，要

旨下記内容の本件新信託契約（Ｃ）（別紙７－１の契約⑧。乙１２）

を締結した。 

記 

① 原告Ｐ１１ら及び原告Ｐ２０ら各人を委託者兼受益者とし，Ｐ２

２銀行を受託者とする。 

② 委託者は，Ｐ２２銀行に対し，Ｐ１２銀行が保有していた本件Ｌ

ＰＳ（Ｃ）に係るパートナーシップ持分を移転し，Ｐ２２銀行は，

当該パートナーシップ持分につき，委託者のために受託者としての

資格において信託財産として保有する。 

（乙１１，１２，２０） 

ｄ Ｐ２２銀行は，Ｐ１２銀行との間で，２００３年（平成１５年）１

１月２８日，Ｐ１２銀行が原告Ｐ１１ら及び原告Ｐ２０らのために受

託者として保有していた本件ＬＰＳ（Ｃ）に係るパートナーシップ持

分をＰ２２銀行に対して譲渡する旨の契約（別紙７－１の契約⑨。乙

１３）を締結し，Ｐ２２銀行は，本件ＧＰ（Ｃ）の同意を得て，Ｐ１

２銀行に代わり，上記パートナーシップ持分に相当する出資割合を有
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するリミテッド・パートナーとなった。 

ウ 本件建物（Ｐ）に係る各契約の締結等 

なお，本件建物（Ｐ）に係る各契約の当事者，内容等を図式化すると，

別紙７－２のとおりである。 

 (ｱ) 原告Ｐ２３らは，Ｐ８証券との間で，Ｐ８証券を海外不動産投資に関

するファイナンシャル・アドバイザーとするファイナンシャル・アドバ

イザリー契約（別紙７－２の契約①。乙３３）を締結するとともに，Ｐ

８証券に対し，本件建物（Ｐ）を対象とし，投資金額を１口２０万ドル

とする前記アの海外不動産投資事業への参加を申し込んだ。 

 (ｲ) 原告Ｐ２３らは，前記アの海外不動産投資事業に投資するため，Ｐ１

２銀行との間で，要旨下記内容の本件基本信託契約（Ｐ）（別紙７－２

の契約②。乙３５）を締結し，これに基づいてＰ１２銀行に開設された

口座に現金資産を拠出した。 

記 

① 原告Ｐ２３らを委託者兼受益者とし，Ｐ１２銀行を受託者とする。 

② Ｐ１２銀行は，受託者として，デラウェア州法に基づいて組成され

たＬＬＣとの間で，当該ＬＬＣをジェネラル・パートナーとし，Ｐ１

２銀行をリミテッド・パートナーとするＬＰＳ契約を締結して，ＬＰ

Ｓを組成した上，当該ＬＰＳにおいて，本件建物（Ｐ）の取得，管理，

売却等を行う。 

③ 投資家（委託者兼受益者）である原告Ｐ２３らは，本件建物（Ｐ）

の取得，管理等のため，Ｐ１２銀行が開設した口座に現金資産を拠出

する。 

④ Ｐ１２銀行は，受託者として，当該ＬＰＳからパートナーシップ持

分の発行を受けるのと引換えに当該現金資産を当該ＬＰＳに拠出する

とともに，パートナーシップ持分及びこれから発生する全ての所得に
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つき，投資家である原告Ｐ２３らのために受託者としての資格におい

て信託財産として保有する。 

 (ｳ) Ｐ１２銀行は，本件基本信託契約（Ｐ）に従い，デラウェア州法に基

づいて組成されたＬＬＣである本件ＧＰ（Ｐ）（Ｐ２４）との間で，２

００２年（平成１４年）３月２８日，要旨下記内容の本件ＬＰＳ契約（Ｐ）

（別紙７－２の契約③。乙３６）を締結し，本件ＬＰＳ（Ｐ）（Ｐ２５）

に対し，上記(ｲ)の現金資産の一部を出資した。 

記 

① 州ＬＰＳ法に基づき，リミテッド・パートナーシップとして，本件

ＬＰＳ（Ｐ）を組成する（form）。 

② 本件ＧＰ（Ｐ）をジェネラル・パートナーとし，Ｐ１２銀行をリミ

テッド・パートナーとする。 

③ 本件建物（Ｐ）の購入，取得，開発，保有，賃貸，管理，売却その

他の処分（本件建物（Ｐ）の敷地である本件土地（Ｐ）の賃貸借等を

含む。）のみを目的とする。 

 (ｴ) 本件建物（Ｐ）の購入等 

ａ 本件ＬＰＳ（Ｐ）は，Ｐ２６との間で，２００２年（平成１４年）

３月２８日，本件建物（Ｐ）を６３６万６５００ドルで購入する旨の

本件売買契約（Ｐ）（別紙７－２の契約④。乙３７）及び本件土地（Ｐ）

を賃料年額１７万９０４８ドル（初年度）で賃借する旨の本件土地賃

貸借契約（Ｐ）（別紙７－２の契約⑤。乙３８）を締結した。 

なお，本件建物（Ｐ）については，特定的担保責任譲渡証書（SPEC

IAL WARRANTY DEED）に基づき，その所在地を管轄する米国フロリダ州

デュバル郡の登録所にその譲渡が登録されており，米国の不動産登録

情報確認システムにおいても，同日にＰ２６から本件ＬＰＳ（Ｐ）に

売却され，同年４月５日に，譲渡証書により登録所に登録され，所有
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者は本件ＬＰＳ（Ｐ）とされていることが確認できる。 

（乙５６，５７） 

ｂ 本件ＬＰＳ（Ｐ）は，Ｐ２７との間で，２００２年（平成１４年）

３月２８日，本件不動産（Ｐ）の賃貸業務に係る管理，運営等をＰ２

７に委託する旨の本件管理契約（Ｐ）（別紙７－２の契約⑥。乙４０）

を締結し，本件建物（Ｐ）につき，修理等を行った上，第三者に対し

て賃貸した（本件不動産賃貸事業（Ｐ））。 

なお，本件ＬＰＳ（Ｐ）は，本件不動産賃貸事業（Ｐ）に関して，

上記(ｳ)の出資金のほか，Ｐ２８からの借入金（５３７万ドル）を事業

資金に充てた。 

 (ｵ) ファイナンシャル・アドバイザリー業務の譲渡等 

ａ Ｐ８証券は，前記イ(ｸ)ａのとおり，平成１５年９月頃，Ｐ２１に対

し，前記(ｱ)のファイナンシャル・アドバイザリー契約に係る役務提供

を含む資産コンサルティング部門の営業を譲渡した。 

ｂ 原告Ｐ２３らは，Ｐ１２銀行に対し，平成１５年９月頃，本件基本

信託契約（Ｐ）に基づき，受託者を解任する旨の通知（乙４１）をし

た。 

ｃ 原告Ｐ２３らは，Ｐ２１との間で，平成１５年１０月頃，Ｐ２１を

米国不動産投資事業に関するファイナンシャル・アドバイザーとする

ファイナンシャル・アドバイザリー契約（別紙７－２の契約⑦。乙４

３）を締結するとともに，Ｐ２２銀行との間で，要旨下記内容の本件

新信託契約（Ｐ）（別紙７－２の契約⑧。乙４４）を締結した。 

記 

① 原告Ｐ２３らを委託者兼受益者とし，Ｐ２２銀行を受託者とする。 

② 委託者は，Ｐ２２銀行に対し，Ｐ１２銀行が保有していた本件Ｌ

ＰＳ（Ｐ）に係るパートナーシップ持分を移転し，Ｐ２２銀行は，
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当該パートナーシップ持分につき，委託者のために受託者としての

資格において信託財産として保有する。 

ｄ Ｐ２２銀行は，Ｐ１２銀行との間で，２００３年（平成１５年）１

１月２８日，Ｐ１２銀行が原告Ｐ２３らのために受託者として保有し

ていた本件ＬＰＳ（Ｐ）に係るパートナーシップ持分をＰ２２銀行に

対して譲渡する旨の契約（別紙７－２の契約⑨。乙４５）を締結し，

Ｐ２２銀行は，本件ＧＰ（Ｐ）の同意を得て，Ｐ１２銀行に代わり，

上記パートナーシップ持分に相当する出資割合を有するリミテッド・

パートナーとなった。 

 (3) 本件各処分の経緯 

別紙８（本件各処分の経緯）のとおりである。 

なお，第２事件に係る各処分後の原告Ｐ２０の住所の異動に伴い，世田

谷税務署長が処分行政庁として目黒税務署長の権限を承継し，第５事件，

第１５事件及び第２３事件に係る各処分後の原告Ｐ１の住所の異動に伴い，

京橋税務署長が処分行政庁として麻布税務署長の権限を承継し，第６事件

に係る各処分後の原告Ｐ２９の住所の異動に伴い，目黒税務署長が処分行

政庁として北沢税務署長の権限を承継している（行政事件訴訟法１１条１

項柱書き括弧内参照）。 

 (4) 本件各ＬＰＳの米国租税法上の取扱い 

ア チェック・ザ・ボックス規則（Check-the-box regulation） 

米国では，１９９７年に財務省規則（米国の Treasury regulations. ）

において，チェック・ザ・ボックス規則と称される規定が定められ，あ

る一定の事業体は，連邦課税上，コーポレーション（corporation）とし

て事業体課税を受けるか，又はパートナーシップ（partnership）として

構成員課税を受けるかを選択できるものとされている。 

すなわち，財務省規則は，信託（トラスト）に区分されるもの又は内
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国歳入法（Internal Revenue Code）において別段特別の取扱いがされる

もの以外の事業体を「ビジネス・エンティティ（business entity）」と

した上（財務省規則 301.7701-2(a)），このうち，① 適格事業体（eli

gible entity。具体的には，連邦又は州等の制定法によりインコーポレ

イティド（incorporated），コーポレーション（corporation），ボディ・

コーポレイト（body corporate）又は政治団体（body politic）と規定

されている事業体や保険会社など一定のコーポレーション（財務省規則

301.7701-2(b)(1)及び(3)～(8)において「corporation」として規定され

ている事業体）に区分されるもの以外のビジネス・エンティティをいう。）

であり，かつ，② ２人以上の構成員を有するものは，連邦課税上，コ

ーポレーションとしての課税又はパートナーシップとしての課税のいず

れかを選択することができるとしている（財務省規則 301.7701-3(a)）。 

なお，２人以上の構成員を有する米国の適格事業体において上記の選

択がない場合には，デフォルト・ルール（権利不行使による原則形態へ

のみなし原則）として，パートナーシップとしての課税を選択したもの

とみなされる（財務省規則 301.7701-3(b)(1)(i)）。 

適格事業体がパートナーシップとしての課税を選択した場合又は上記

デフォルト・ルールによりパートナーシップとしての課税を選択したも

のとみなされる場合には，当該事業体は納税義務者とならず（内国歳入

法７０１条），当該事業体の構成員が納税義務者となる。 

（甲３１，９２～９４） 

イ 本件各ＬＰＳは，州ＬＰＳ法に基づくＬＰＳであり，信託（トラスト）

に区分されるもの又は米国法の定めに従って特別の取扱いがされるもの

以外のビジネス・エンティティである。また，本件各ＬＰＳは，①財務

省規則 301.7701-2(b)(1)及び(3)～(8)において「corporation」として

規定されている事業体にも該当せず，②２人以上の構成員を有するため，
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連邦課税上，コーポレーションとしての課税又はパートナーシップとし

ての課税のいずれかを選択することができる適格事業体である。そして，

本件各ＬＰＳにおいては特に明示的な選択が行われていないことから，

デフォルト・ルールにより，本件各ＬＰＳは，連邦課税上，パートナー

シップとしての課税を選択したものとみなされている。 

本件各ＬＰＳにおいては，フォーム１０６５（連邦パートナーシップ

情報申告書。甲９５，１１５）及びその別表であるスケジュールＫ１（本

件各ＬＰＳのパートナーである本件各受託銀行を通じて不動産賃貸事業

を営む各原告ごとのパートナー持分に関するもの。甲７８，１１６）が

作成されている。 

以上のとおり，本件各ＬＰＳは，連邦課税上，パートナーシップとし

ての課税を選択したものとみなされていることから，米国租税法上の納

税義務者となっておらず，原告ら各構成員が納税義務者となった。 

（甲７８，８１，９５，１１５，１１６） 

３ 税額等に関する当事者の主張 

被告が本件訴訟において主張する原告らの総所得金額，納付すべき税額及び

過少申告加算税の額等は，別紙９（本件各処分の根拠及び計算）記載のとおり

であり，本件の争点（後記４(2)）に関する部分を除き，計算の基礎となる金額

及び計算方法に争いはない。 

なお，被告は，本件の争点（後記４(2)）に関して被告の主張が認められず，

本件各ＬＰＳに係る本件各不動産賃貸事業から生じた損益（本件各建物の貸付

けに係る損益）を各原告の各年分の所得税に関して損益通算することとなった

場合，本件各建物に係る収入金額及び必要経費として計上することのできる数

額が原告らの主張額（確定申告，修正申告又は更正の請求の額。別表９－１～

５２の各①欄参照）であることを争っていない。 

４ 争点 
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本件の争点は，以下のとおりである。 

 (1) 本案前の争点（第２２事件） 

第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成１７年分賦課決

定処分の取消しを求める訴えの適法性（これらの訴えが通則法１１５条１項

（不服申立前置）に違反するか） 

 (2) 本案の争点（全事件） 

本件各処分の適法性に関して，被告は，本件各ＬＰＳから本件各受託銀行

を介して原告らに割り当てられた本件各不動産賃貸事業から生じた損益（本

件各建物の貸付けに係る損益）について，<ア> 外国の事業体である本件各

ＬＰＳが我が国の租税法上の「法人」又は「人格のない社団」に該当するな

らば，当該損益は本件各ＬＰＳに帰属するものであって原告らに直接帰属す

るものではなく，<イ> 仮に，本件各ＬＰＳが我が国の租税法上の「法人」

又は「人格のない社団」に該当しないとしても，当該損益は原告らの不動産

所得（所得税法２６条１項）には該当しないことを理由として，本件各不動

産賃貸事業から生じた損失が本件各ＬＰＳから本件各受託銀行を通じて原告

らに割り当てられたとしても，当該損失は，原告らの「不動産所得の金額」

の「計算上生じた損失の金額」（所得税法６９条１項）に当たらず，これを

もって損益通算をすることはできないというべきであり，結局，本件各ＬＰ

Ｓのパートナーシップ持分の評価額を観念的に減少させる計算上の数値にす

ぎず，各種所得の金額を軽減させる要素である必要経費や損失等にも該当し

ないから，課税上考慮する必要のないものであるから本件各更正処分及び本

件各通知処分は適法であるし，○ウ  原告らに通則法６５条４項の「正当な理

由」があるとも認められないから本件各賦課決定処分も適法である旨主張す

る。 

これに対し，原告らは，<ア> 本件各ＬＰＳが我が国の租税法上の「法人」

及び「人格のない社団」には該当しないから，当該損益は，原告らに直接帰
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属しており，しかも，<イ> 本件各不動産賃貸事業から生じた損失のうち本

件各ＬＰＳから本件各受託銀行を介して原告らに割り当てられた部分は，原

告らの不動産所得に該当するから，これをもって損益通算をすることができ

るから本件各更正処分及び本件各通知処分は違法であり，<ウ> 仮に以上の

点が認められなかったとしても，原告らには通則法６５条４項の「正当な理

由」があるから本件各賦課決定処分は違法である旨主張する。 

そこで，具体的には，次のア～エの４点が原告らに共通する争点となる。 

ア 本件各ＬＰＳの租税法上の法人該当性 

イ 本件各ＬＰＳの租税法上の人格のない社団該当性 

ウ 本件各不動産賃貸事業から生じた損益の不動産所得該当性 

エ 通則法６５条４項の「正当な理由」の有無 

５ 争点に関する当事者の主張の要旨 

争点に関する当事者の主張の要旨は，別紙１０（争点に関する当事者の主張

の要旨）のとおりであるが，その骨子は，次のとおりである。 

 (1) 争点(1)（第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成１７年

分賦課決定処分の取消しを求める訴えの適法性）について 

（被告の主張の骨子） 

第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成１７年分賦課決

定処分（以下，(1)において「増額更正処分等」という。）の取消しを求める

訴えは，増額更正処分等について不服申立手続を経ていないところ，① 上

記訴えに先行して提起された取消訴訟の対象である第２２事件・平成１７年

分通知処分は，通則法１１５条１項２号の「更正決定等」に該当せず（通則

法５８条１項１号イ，９０条１項参照），② これと増額更正処分等は別個

独立の処分であり（通則法９０条，１０４条参照），その処分理由も異なる

から，増額更正処分等について不服申立手続を経ないことに正当な理由（通

則法１１５条１項３号）があるとはいえない。 
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したがって，上記訴えは不適法である（同項本文）。 

（原告Ｐ２０の主張の骨子） 

① 増額更正処分等（第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・

平成１７年分賦課決定処分）は，同じ年度の同一国税に係る第２２事件・平

成１７年分通知処分について異議決定及び審査請求を経て提起したその取消

訴訟の係属中にされたものであり，原告の不服内容も同一であるから，増額

更正処分等の取消しを求める上記訴えには通則法１１５条１項２号の適用が

ある。また，② 第２２事件・平成１７年分通知処分の「本件ＬＰＳ（Ｃ）

が外国法人に該当し，これを通じて取得した米国不動産事業の損失が原告Ｐ

２０の不動産所得（損失）に該当しない」との処分理由は，その不服申立手

続で示された処分行政庁の判断や原告Ｐ２０の平成１３年分から平成１６年

分までの所得税について示された国税不服審判所長の判断と同一であって，

これらの判断が今後も変更される余地がないと合理的に見込まれる状況にあ

るから，増額更正処分等についての司法審査に先立ち不服申立手続を経由さ

せる合理的理由がなく，不服申立手続を経ないことに正当な理由がある（同

項３号）。 

したがって，増額更正処分等の取消しの訴えは，増額更正処分等について

不服申立手続を経ていなくても，適法である。 

 (2) 争点(2)ア（本件各ＬＰＳの租税法上の法人該当性）について 

（被告の主張の骨子） 

ア 我が国の租税法上，損益の帰属主体となり得る「法人」（所得税法２条

１項６号，７号，２４条１項等参照）は，我が国の私法上の「法人」と同

義であり，自然人以外のもので権利義務の帰属主体となるものをいうと解

される。 

そこで，外国の法令によって設立された事業体が我が国の租税法上の「法

人」に該当するか否かは，具体的には，当該事業体の設立準拠法の内容の
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みならず，実際の活動実態，財産や権利義務の帰属状況等を考慮した上，

個別具体的に，我が国の私法において法人に認められる権利能力と同等の

能力を有するか否か，すなわち，当該事業体が，① その構成員の個人財

産とは区別された独自の財産を有するか否か（被告基準①），② その名

において契約を締結し，その名において権利を取得し義務を負うなど独立

した権利義務の帰属主体となり得るか否か（被告基準②），③ その権利

義務のためにその名において訴訟当事者となり得るか否か（被告基準③）

に基づいて判断すべきである。 

イ(ｱ) 本件各ＬＰＳの準拠法，本件各ＬＰＳ契約の内容，実際の活動内容，

財産や権利義務の帰属状態等をみると，特に次の事実を指摘することが

できる。 

すなわち，本件各ＬＰＳは，①，権利の主体となり当事者能力を有す

る独立した法主体を意味する「separate legal entity」である（州ＬＰ

Ｓ法２０１条(b)）。しかも，本件各ＬＰＳは，② 構成員である各パー

トナーの個人財産とは区別された独自の財産を所有し，自ら独立して負

債等を負担するなど，その事業，目的に必要なあらゆる行為をすること

ができる能力を有する事業体であり（州ＬＰＳ法１０６条(b)，３０３条

(a)，本件各ＬＰＳ契約１．３条，１．５条，２．７条），③ 現に本件

各建物について，本件各ＬＰＳ名義で本件各売買契約等を締結してその

所有権を取得し，本件各ＬＰＳ名義で米国の登録所に登録しているほか，

④ 本件各ＬＰＳの名義において自ら法的手続を行う権限・能力も有す

る（州ＬＰＳ法１０５条(a)，本件各ＬＰＳ契約１．３条）。他方，⑤ 

本件各ＬＰＳの各パートナーは，本件各ＬＰＳの個別（特定）の財産に

対して何らの持分を有しない（州ＬＰＳ法７０１条，本件ＬＰＳ契約１

０．１５条）。 

なお，⑥ 本件各ＬＰＳ契約４．５条は，州ＬＰＳ法２０１条(b)及び
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７０１条の適用を排除・変更するものではなく，⑦ 州ＬＰＳ法５０３

条並びに本件各ＬＰＳ契約４．７条及び４．８条によっても，本件各Ｌ

ＰＳに生じたグロスの損益（収益の総額と損失の総額）がその構成員で

ある本件各受託銀行を介して原告らに直接帰属することはない。 

(ｲ) 以上の事実等に照らすと，本件各ＬＰＳは，その構成員とは明確に区

別された独自の財産を有し（被告基準①），その名において契約を締結

し，権利義務の帰属主体となり（被告基準②），その権利義務のために

その名において訴訟当事者となり得るもの（被告基準③）といえる。 

(ｳ) なお，ＮＹＬＬＣ判決は，米国ニューヨーク州法に基づいて設立され

たＬＬＣが我が国の私法（租税法）上の法人に該当すると判断している

ところ，本件各ＬＰＳの準拠法である州ＬＰＳ法には，自身の名義で訴

訟手続を行うことができる旨の規定や同法に準拠して設立された事業体

は独立した法的主体（separate legal entity）になる旨の規定を始め，

上記ＬＬＣの準拠法であるニューヨーク州ＬＬＣ法と同趣旨又は類似の

規定があり，そのことも，本件各ＬＰＳが我が国の租税法上の法人に該

当することを裏付けている。 

ウ したがって，本件各ＬＰＳは，我が国の租税法上の「法人」である。 

（原告らの主張の骨子） 

ア 被告主張の解釈（（被告の主張の骨子）ア参照）は，① 法人とされた

ことから生じた効果を述べるにすぎず，内国の事業体の場合における形式

的一義的な判断とは異なる実質判断を行う点で我が国の私法上の法人概念

と相いれず，論理が破たんしており，しかも私法上の損益の帰属主体であ

るか否かを一切考慮していないから，その理論的な根拠を欠き，合理性を

有しないこと，② 被告基準①～③は我が国の租税法上の組合とされる事

業体にも当てはまるもので，法人と組合とを区別する基準になっていない

こと，③ 我が国においてもデラウェア州のＬＰＳが我が国の租税法上の
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法人と同等の事業体ではないとの理解が一般的であること及び本件各ＬＰ

Ｓについての米国での税務上の取扱いや米国のコーポレーション（corpor

ation）との違い（損益の帰属，組成手続等）からすれば，本件各ＬＰＳが

我が国の租税法上の法人に該当するとの解釈は社会通念等に反すること，

④ 実質的には，本件各不動産賃貸事業には適用できなかった本件措置法

特例を遡及適用したものにほかならないことから，失当である。 

イ 仮に被告主張の上記解釈によって本件各ＬＰＳの法人該当性を判断した

としても，次の諸点に照らすと，被告主張の判断基準（被告基準①～③）

を充足するとはいえない。 

すなわち，① 本件各ＬＰＳが「separate legal entity」であること（州

ＬＰＳ法２０１条(b)）は，我が国の民法上の組合と同じ取扱いを受けられ

るという程度の意味を有するにすぎず，法人格が与えられたことを意味す

るものではない。また，② 本件各ＬＰＳのパートナーは，パートナーシ

ップの財産についてそのパートナーシップ割合に等しい不可分の持分を有

し（本件各ＬＰＳ契約４．５条），本件各ＬＰＳの財産はパートナー間の

内部関係において特定の共有持分のない共有状態にあるから，州ＬＰＳ法

７０１条をもって，本件各ＬＰＳが構成員の財産とは区別された独自の財

産を有するといえず，③ 州ＬＰＳ法５０３条並びに本件各ＬＰＳ契約４．

７条及び４．８条によれば，ある会計年度において本件各ＬＰＳに生じた

損益は，パートナーシップ出資割合に従ってその各パートナーに配分され

るため，本件各ＬＰＳには当該損益が帰属せず，我が国の民法上の組合と

同様に，グロスの当該損益（収益の総額と損失の総額）が各パートナーに

（ＬＰＳにおける配当決議による配当を待たずに）直接帰属することとな

るから，本件各ＬＰＳが独立した権利義務の帰属主体となり得るともいえ

ない。④ 本件各ＬＰＳが訴訟当事者となる資格を有するのは，特に法律

で定められて初めてその資格を付与されたからであり（連邦民事訴訟法第
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１７条(b)(2)，同(3)(A)），コーポレーション（corporation）と同様の意

味において認められたものではない。さらに，⑤ ニューヨーク州ＬＬＣ

法上のＬＬＣは，州ＬＰＳ法上のＬＰＳと比べ，よりコーポレーションに

近い事業体であるから，ＮＹＬＬＣ判決をもって本件各ＬＰＳの我が国の

租税法上の法人該当性を肯定することもできない。 

したがって，被告主張の上記解釈によっても本件各ＬＰＳが我が国の租

税法上の法人に該当するとはいえない。 

ウ 外国の事業体が我が国の租税法上の外国法人として取り扱われるために

は，外国法人（法人税法２条４号，所得税法２条１項７号）に該当する必

要があるところ，これに該当するというためには，民法３６条１項に従い，

同項の外国法人であって，商事会社に該当するものとして，認許されるも

のでなければならないと解すべきであり，その判断方法としては，① 当

該外国の事業体の根拠法において，その事業体がコーポレーション（corp

oration）又はこれに準ずる「body corporate」，「juristic person」そ

の他のこれらと同等の概念（以下「コーポレーション等」という。）に該

当すると規定されているか否かという内国法人の法人法定主義と同様の専

ら形式的な基準により同項の外国法人該当性を判断した上，② 商行為を

することを業とする目的をもって設立された社団（商事会社）に当たるか

否かを判断すべきである。 

これを本件についてみると，① 本件各ＬＰＳの根拠法である州ＬＰＳ

法には，これに基づき組成されるＬＰＳをコーポレーション等のように権

利能力及び行為能力を有するものとして設立されたものとする旨の規定は

なく（州ＬＰＳ法２０１条(b)がこれに該当しないことは前記イ①のとおり

である。），② 本件各ＬＰＳは後記(3)（原告の主張の骨子）のとおり社

団でもないから，我が国の租税法上の「外国法人」に区分けされることは

ない。 
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 (3) 争点(2)イ（本件各ＬＰＳの租税法上の人格のない社団該当性）について 

（被告の主張の骨子） 

ア 所得税法所定の「人格のない社団」（同法２条１項８号）とは，原則と

して，[１] 団体としての組織を備え（要件[１]），[２] 多数決の原則が行われ

（要件[２]），[３] 構成員の変更にもかかわらず団体そのものが存続し（要

件[３]），[４] その組織によって代表の方法，総会の運営，財産の管理その

他団体としての主要な点が確定しているもの（要件[４]）をいうと解される

が，必ずしも上記４要件の全てを独立して厳格に満たす必要はなく，むし

ろ社団性認定のための指標として，各要件相互の関係で柔軟に解釈され得

るものというべきである。 

イ 本件各ＬＰＳは，① これを組織する構成員が特定され，その管理及び

運営に関する独占的権限（本件各ＬＰＳの業務執行を代表して行う権限）

が本件各ＧＰに，その解任権限がパートナーシップ持分の８０％を超える

持分を有する者の賛成又は同意を条件として各リミテッド・パートナーに

付与されていること等から，団体としての組織を備え（要件[１]），多数決

の原則が行われている（要件[２]）。また，② 本件各ＬＰＳ契約上，ジェ

ネラル・パートナーの解任，新規パートナーの承認，リミテッド・パート

ナーの脱退，パートナーシップ持分の譲渡が認められていること等から，

構成員の交代にもかかわらず団体が存続する（要件[３]）。そして，③ ①

の点に加え，本件各ＬＰＳが構成員の財産とは区別された独自の財産を有

し，本件各ＬＰＳ契約にはその管理の方法等や契約内容の多数決による変

更に関する定めがあること等から，団体としての主要な点も確定している

（要件[４]）。 

ウ したがって，本件各ＬＰＳは，仮に我が国の租税法上の「法人」に該当

しないとしても，人格のない社団（権利能力のない社団）に該当し，我が

国の租税法における独立した損益の帰属主体となる。 
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（原告の主張の骨子） 

ア 人格のない社団に該当するためには，被告主張に係る要件[１]～[４]の全て

を独立して満たす必要がある。 

イ 本件各ＬＰＳは，① ジェネラル・パートナー１名とリミテッド・パー

トナー１名又は２名間の契約関係が存在するにすぎず，意思決定のための

内部組織を備えておらず（要件[１]），本件各ＬＰＳの管理運営・業務執行

が原則的にジェネラル・パートナーのみにより行われることとされ（本件

各ＬＰＳ契約２．１条），多数決は行われていない（要件[２]）。また，②

 本件各ＬＰＳは，構成員が１人になるとそのまま存続できないことから

（州ＬＰＳ法１０１条(9)，本件各ＬＰＳ契約８０１条(3)及び(4)），構成

員の変更にもかかわらず団体が存続するとはいえない（要件[３]）。そして，

③ 本件各ＬＰＳは，現在の代表から次の代表を決めるルールが設けられ

ておらず，総会の運営や財産の管理に関する規定もないから，正に当事者

間の契約にすぎないのであって，団体としての主要な点が確定していると

はいえない（要件[４]）。 

ウ したがって，本件各ＬＰＳは，人格のない社団（権利能力のない社団）

にも該当しない。 

 (4) 争点(2)ウ（本件各不動産賃貸事業から生じた損益の不動産所得該当性）に

ついて 

（被告の主張の骨子） 

ア ある所得が不動産所得に該当するためには，一般的には，納税者が，<

ア> 賃貸借契約の「貸主」となり得る何らかの権利・権原（所有権，占有

権等）を有していることを前提とした上で，<イ> 不動産を「借主」に貸

し付け，これを収益させることによって得た対価としての性質を有するも

のであることを要すると解すべきである。 

イ 原告らは，<ア>，本件各ＬＰＳが各リミテッド・パートナー（本件各受
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託銀行）の財産と区別された独立の財産として本件各建物を所有する以上，

本件各建物の「貸主」となり得る占有権等の権利・権原を有しておらず，<

イ> 本件各建物を第三者に賃貸すること等も本件各ＬＰＳが行っている

から，その各リミテッド・パートナー（本件各受託銀行）において本件各

建物を第三者に貸し付け，これを収益させて対価を得ているとはいえない。 

ウ したがって，原告らが本件各受託銀行を介して受ける本件各不動産賃貸

事業から得た利益又は損失は，不動産所得に該当しない。 

（原告の主張の骨子） 

ア ① 本件各ＬＰＳが本件各不動産賃貸事業から得た所得（損益）は，不

動産の貸付けによる所得（不動産所得）に該当し，② 当該所得（損益）

が本件各ＬＰＳに直接帰属せず，（本件各受託銀行を介して）原告らに直

接帰属する以上，原告らに直接帰属した本件各不動産賃貸事業に係る損益

が不動産所得に該当することは明らかである。 

イ 不動産所得の意義（要件）に関する被告の主張は，明文なき要件を付加

して不動産所得の範囲を不当に狭く解釈するもので失当であるが，仮にこ

れによったとしても，① 本件各ＬＰＳのリミテッド・パートナーである

本件各受託銀行が本件各不動産に固有の権利を有すること（本件各ＬＰＳ

契約４．５条参照），② 本件各受託銀行が本件各ＬＰＳの管理又は運営

等の権限を有しないことは不動産所得の特質（規模や業務への関与度合い

に関係なくその損失と他の所得との損益通算が可能とされていること）か

らその該当性判断に影響を与えないこと等に照らして，被告主張の事情か

ら不動産所得の該当性を否定することはできない。 

 (5) 争点(2)エ（通則法６５条４項の「正当な理由」の有無）について 

（被告の主張の骨子） 

原告ら主張の事情は，結局法令の解釈を誤っていたというに尽きるから，

これをもって，真に納税者の責めに帰することのできない客観的な事情があ
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り，過少申告加算税の趣旨に照らしてもなお納税者に過少申告加算税を賦課

することが不当又は酷になる場合に当たるということはできず，通則法６５

条４項の「正当な理由」があるとは認められない。 

（原告の主張の骨子） 

平成１２年７月政府税調中期答申（甲２５）及び平成１２年４月小委員会

討議用資料（甲２６）等によれば，米国のＬＰＳに法人格はないという租税

法立法当局等の理解が示されており，他方，平成１８年１月に至るまで外国

のパートナーシップが法人に該当し得るとの公式の解釈は示されておらず，

国税不服審判所長も，同年に本件各ＬＰＳや州ＬＰＳ法を準拠法として組成

されたＬＰＳの法人該当性を否定する裁決をしていた。 

以上の事情等に照らすと，原告らが本件各不動産賃貸事業から生じた損失

を（いわゆる本文信託を介して）原告らに直接帰属すると解し，かつ，これ

が不動産所得に当たるとして損益通算を行ったことには，真に原告らの責め

に帰することのできない客観的な事情があり，過少申告加算税の趣旨に照ら

してもなお原告らに過少申告加算税を賦課することが不当又は酷になるとい

うべきであるから，通則法６５条４項の「正当な理由」があると認められる。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点(1)（第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成１７年分

賦課決定処分の取消しを求める訴えの適法性）について 

 (1) 通則法１１５条１項は，国税に関する法律に基づく処分で不服申立てをす

ることができるものの取消しを求める訴えは，審査請求をすることができる

処分にあっては審査請求についての裁決を経た後でなければ，同項各号の一

に該当する場合を除き，提起することができない旨を規定し（同項本文），

いわゆる不服申立前置の原則を採用し，例外的に不服申立前置を要しない場

合として，更正決定等の取消しを求める訴えを提起した者が，その訴訟の係

属している間に当該更正決定等に係る国税の課税標準等又は税額等について
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された他の更正決定等の取消しを求めようとするとき（同項２号），異議申

立てについての決定又は審査請求についての裁決を経ることにより生ずる著

しい損害を避けるため緊急の必要があるとき，その他その決定又は裁決を経

ないことにつき正当な理由があるとき（同項３号）等を規定している。 

一般に，行政処分の取消訴訟を提起するに当たって不服申立前置が要求さ

れるのは，主として，行政処分に対する司法審査に先立ち，行政庁又はその

設置する第三者機関（以下「行政庁等」という。）に対し，当該行政処分の

適否につき見直しの機会を与えることにより，紛争の自主的解決を図ること

にあると解されるから，その不服申立ては，当該処分の適否を直接対象とす

るものでなければならないのは当然のことであって，複数の処分がある場合

には，仮に不服の理由が共通であっても，一つの処分についての不服申立て

が退けられたからといって，他の処分について行政庁等が再考する余地がな

いとはいえないから，原則として，他の処分についての不服申立てを不要と

することはできない。 

しかしながら，上記のとおり不服申立前置が要求される趣旨に鑑みると，

行政庁等に対して当該行政処分の適否につき見直しの機会を与えることによ

り，紛争の自主的解決を図ることが期待できない場合，例えば，<ア> 各処

分が処分の理由を共通にし，不服申立てにおいて攻撃する点も専ら共通の処

分理由に対するものであり，かつ，<イ> それに対する行政庁等の基本的な

判断が一つの処分に対する不服申立手続において既に示されていて変更の余

地がないような場合には，他の処分について不服申立手続を経ないで取消訴

訟を提起したとしても，そのことにつき通則法１１５条１項３号の「正当な

理由」があると解すべきである。 

 (2) これを本件についてみると，前記前提事実(3)（別紙８の(2)の認定事実）に

よれば，① 第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成１７

年分賦課決定処分の処分理由は，本件ＬＰＳ（Ｃ）を通じて行った本件建物
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（Ｃ）の貸付けから生ずる損失が原告Ｐ２０の不動産所得には該当しないと

いうものであり，これは，第２２事件・平成１７年分更正処分に先行してさ

れた第２２事件・平成１７年分通知処分の処分理由と共通しており，仮に，

原告Ｐ２０が第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成１７

年分賦課決定処分について不服申立てをすれば，専ら上記処分理由を攻撃す

ることになったであろうこと，② 第２２事件・平成１７年分通知処分に係

る異議申立てにおいては，正に上記の処分理由が原告Ｐ２０の攻撃する点と

なっていたが，その異議決定においては，本件ＬＰＳ（Ｃ）は我が国の税法

上の外国法人に該当し，本件ＬＰＳ（Ｃ）を通じて行った本件建物（Ｃ）の

貸付けから生ずる損失（５６２万８４８７円）は本件ＬＰＳ（Ｃ）自体に帰

属し，原告Ｐ２０の不動産所得には該当しないとの異議審理庁としての世田

谷税務署長の判断が示されたこと，③ 原告Ｐ２０は，平成１３年分から平

成１６年分までの各所得税に関して，目黒税務署長及び世田谷税務署長から，

上記①と同様の理由による所得税更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分

（平成１６年分については更正をすべき理由がない旨の通知処分）を複数受

けており，それらに対して異議申立て及び審査請求をしたが，いずれも棄却

され，世田谷税務署長等の判断は，国税不服審判所長からも，「本件ＬＰＳ

（Ｃ）は法人には該当しないものの，原告Ｐ２０が不動産等を利用に供した

ことにより生じた所得であるとはいえない」として（理論構成こそ若干異な

るものの）一貫して支持されてきたこと，④ 上記②の世田谷税務署長の判

断は，原告Ｐ２０が第２２事件・平成１７年分通知処分の取消訴訟を提起し

た後に審査請求を取り下げたため，これについての国税不服審判所長の判断

は示されていないものの，③の経緯からすると，仮に原告Ｐ２０が審査請求

を取り下げなかったとしても，上記②の世田谷税務署長の判断は国税不服審

判所長から結論において支持されたであろうし，また，仮に原告Ｐ２０が第

２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成１７年分賦課決定処
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分について不服申立てをしたとしても，異議審理庁や国税不服審判所長から

少なくとも結論において上記①の処分理由を維持する判断がされることが見

込まれ，これらの判断に変更の余地はなかったことが認められる。 

したがって，原告Ｐ２０が第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２

事件・平成１７年分賦課決定処分の取消しを求める訴えの交換的変更をする

に当たり，これらの処分に関して審査請求についての裁決を経ないことにつ

き通則法１１５条１項３号の「正当な理由」があるというべきである。 

 (3) 以上によれば，その余の点について判断するまでもなく，原告Ｐ２０の被

告に対する訴えのうち，第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・

平成１７年分賦課決定処分の取消しを求める訴えは，適法である。 

２ 争点(2)ア（本件各ＬＰＳの税法上の法人該当性）について 

 (1) 外国の法令によって設立された事業体が我が国の租税法上の「法人」に該

当するか否かの判断の枠組みについて 

ア ある事業体の事業から生じた収益がその構成員に分配された場合の課税

関係に関して，我が国の租税法等は，概要後記(ｱ)～(ｴ)のとおり規定して

おり，また，我が国の法人法制に関して，我が国の私法の一般法である民

法は，概要後記(ｵ)のとおり規定している。 

 (ｱ) 事業体が内国法人等に該当する場合における当該事業体に対する課税

関係 

ａ ① 内国法人を国内に本店又は主たる事務所を有する法人とし（所

得税法２条１項６号，法人税法２条３号），外国法人を内国法人以外

の法人とした上（所得税法２条１項７号，法人税法２条４号），② 内

国法人及び外国法人（ただし，外国法人は平成２０年法律第２３号に

よる改正前の法人税法４条２項所定の場合に限る。）は法人税法によ

り法人税を納める義務があるとして（法人税法４条１項，２項），内

国法人に対しては，原則として，各事業年度の所得について各事業年
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度の所得に対する法人税を，清算所得について清算所得に対する法人

税を課し（平成２２年法律第６号による改正前の法人税法５条），外

国法人に対しては，原則として，各事業年度の所得のうち法人税法１

４１条各号に掲げる外国法人の区分に応じ当該各号に掲げる国内源泉

所得に係る所得について，各事業年度の所得に対する法人税を課する

（法人税法９条）とする。 

なお，所得税法上も，内国法人は，国内において所得税法１７４条

各号に掲げる利子等，配当等，給付補てん金，利息，利益，差益，利

益の分配又は賞金の支払を受けるときは，所得税を納める義務がある

とされ（平成１９年法律第６号による改正前の所得税法５条３項），

外国法人は，国内源泉所得のうち所得税法１６１条１号の２～７号又

は９号～１２号に掲げるものの支払を受けるときは，所得税を納める

義務があるとされている（所得税法５条４項）。 

ｂ そして，内国法人に対する法人税の課税標準は，各事業年度の所得

の金額であり（法人税法２１条），内国法人の各事業年度の所得の金

額は，原則として，当該事業年度の益金の額（資産の販売，有償又は

無償による資産の譲渡又は役務の提供，無償による資産の譲受けその

他の取引で資本等取引以外のものに係る当該事業年度の収益の額）か

ら当該事業年度の損金の額（① 当該事業年度の収益に係る売上原価，

完成工事原価その他これらに準ずる原価の額，② 当該事業年度の販

売費，一般管理費その他の費用の額，③ 当該事業年度の損失の額で

資本等取引以外の取引に係るもの）を控除した額であり（法人税法２

２条１項～３項），これに対して所定の税率を乗じて計算した金額が

法人税額とされる（法人税法６６条）。 

ｃ 他方，外国法人に対する法人税の課税標準は，各事業年度の所得の

うち法人税法１４１条各号に掲げる外国法人の区分に応じ当該各号に
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掲げる国内源泉所得に係る所得の金額であり（法人税法１４１条），

当該国内源泉所得に係る所得の金額は，当該国内源泉所得に係る所得

について，内国法人の場合に準じて計算した金額とされ（法人税法１

４２条），これに対して所定の税率を乗じて計算した金額が法人税額

とされる（法人税法１４３条１項）。 

なお，外国法人に対する所得税の課税標準は，原則として，その外

国法人が支払を受けるべき所得税法１６１条１号の２～７号又は９号

～１２号に掲げる国内源泉所得の金額であり（所得税法１７８条），

その金額に所定の税率を乗じて計算した金額が所得税額とされる（所

得税法１７９条）。 

ｄ 以上の点は，その事業体が人格のない社団等に該当する場合におい

ても，人格のない社団等は法人とみなして法人税法の規定が適用され

ることから（法人税法２条８号，３条，所得税法２条１項８号，４条），

同様である。 

なお，人格のない社団等（所得税法２条１項８号，法人税法２条８

号）のうち人格のない社団は，民事実体法における権利能力のない社

団と同義と解され，具体的には，団体としての組織を備え，そこには

多数決の原則が行われ，構成員の変更にもかかわらず団体そのものが

存続し，その組織によって代表の方法，総会の運営，財産の管理その

他団体としての主要な点が確定しているものをいうとされており，こ

のような権利能力のない社団の資産は，構成員に総有的に帰属すると

されている（最高裁昭和３５年（オ）第１０２９号同３９年１０月１

５日第一小法廷判決・民集１８巻８号１６７１頁参照）。 

 (ｲ) 事業体が内国法人等に該当する場合におけるその構成員に対する課税

関係 

法人（法人税法２条６号に規定する公益法人等及び人格のない社団等
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を除く。この項において同じ。）の構成員である個人については，配当

所得（法人から受ける利益の配当，剰余金の分配（出資に係るものに限

る。）など所得税法２４条１項所定の「配当等」に係る所得）として所

得税が課され（所得税法７条１項１号），その年中の配当等の収入金額

を配当所得の収入金額とし（所得税法２４条２項），これを基礎として

計算した総所得金額等（所得税法２１条１項２号，２２条２項１号）を

基礎として所得税の額が計算される（所得税法２１条１項４号）。 

 (ｳ) 事業体が内国法人等に該当しない場合におけるその構成員に対する課

税関係 

ａ 以上に対し，その事業体が，法人に該当せず，かつ，人格のない社

団等にも該当しない場合，法人税法は，当該事業体の行う個々の事業

活動から生じた損益について，当該事業体自体に法人税を課す旨の規

定を設けていないから，これに対する法人税としての課税はされず（法

人税法４条１項参照），その構成員に対する所得税又は法人税として

の課税がされること（以下「構成員課税」という。）となる。 

そこで，当該事業体の構成員が法人である場合には当該法人が，当

該損益に対する構成員課税として，法人税法により，法人税の納付義

務を負い（法人税法４条１項），当該構成員が法人ではなく個人であ

る場合には当該個人が，当該損益に対する構成員課税として，所得税

法により，所得税の納付義務を負うことになる（所得税法５条，２条

１項３号から５号まで）。 

ｂ そして，法人及び人格のない社団等に該当しない事業体の典型例で

ある民法６６７条の規定による組合（以下「任意組合」という。）の

事業に係る利益等の帰属時期やその額の計算については，所得税法及

び法人税法上の明文規定はないものの，平成１７年１２月２６日付課

個２－３９ほかによる一部改正前の所得税基本通達（昭和４５年７月
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１日付け直審（所）第３０号）及び同日付課法２－１４による一部改

正前の法人税基本通達（昭和４４年５月１日付け直審（法）第２５号）

においてそれぞれ要旨次のとおり定められ，そのような取扱いがされ

ていた（甲１５）。 

 (a) 所得税基本通達３６・３７共－１９ 

任意組合（民法６６７条《組合契約》の規定による組合をいう。

以下，３６・３７共－２０において同じ。）の組合員の当該組合の

事業に係る利益の額又は損失の額は，当該組合の計算期間を基とし

て計算し，当該計算期間の終了する日の属する年分の各種所得の金

額の計算上総収入金額又は必要経費に算入する。ただし，当該組合

が毎年１回以上一定の時期において組合事業の損益を計算しない場

合には，その年中における当該組合の事業に係る利益の額又は損失

の額を，その年分の各種所得の金額の計算上総収入金額又は必要経

費に算入する。 

 (b) 所得税基本通達３６・３７共－２０ 

３６・３７共－１９により任意組合の組合員の各種所得の金額の

計算上総収入金額又は必要経費に算入する利益の額又は損失の額は，

次の①の方法により計算する。ただし，その者が継続して次の②又

は③の方法により計算している場合には，その計算を認めるものと

する。 

① 当該組合の収入金額，支出金額，資産，負債等を，組合契約又

は民法６７４条《損益分配の割合》の規定による損益分配の割合

（以下，この項において「分配割合」という。）に応じて各組合

員のこれらの金額として計算する方法（総額方式） 

② 当該組合の収入金額，その収入金額に係る原価の額及び費用の

額並びに損失の額をその分配割合に応じて各組合員のこれらの金
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額として計算する方法 

この方法による場合には，各組合員は，当該組合の取引等につ

いて非課税所得，配当控除，確定申告による源泉徴収税額の控除

等に関する規定の適用はあるが，引当金，準備金等に関する規定

の適用はない。 

③ 当該組合について計算される利益の額又は損失の額をその分配

割合に応じて各組合員にあん分する方法（純額方式） 

この方法による場合には，各組合員は，当該組合の取引等につ

いて，非課税所得，引当金，準備金，配当控除，確定申告による

源泉徴収税額の控除等に関する規定の適用はなく，各組合員にあ

ん分される利益の額又は損失の額は，当該組合事業の主たる事業

の内容に従い，不動産所得，事業所得，山林所得又は雑所得のい

ずれか一の所得に係る収入金額又は必要経費とする。 

 (c) 法人税基本通達１４－１－１ 

法人が組合員となっている組合の利益金額又は損失金額のうち組

合契約又は民法６７４条《損益分配の割合》の規定により利益の分

配を受けるべき金額又は損失の負担をすべき金額は，たとえ現実の

利益の分配を受け又は損失の負担をしていない場合であっても，当

該組合の計算期間の終了の日の属する当該法人の事業年度の益金の

額又は損金の額に算入する。ただし，組合が毎年１回以上一定の時

期において組合事業の損益を計算しない場合には，当該法人の各事

業年度の期間に対応する組合事業の損益を計算して当該法人の当該

事業年度の益金の額又は損失の額に算入する。 

 (d) 法人税基本通達１４－１－２ 

法人が，組合員となっている組合から分配を受けるべき利益の額

又は負担すべき損失の額を１４－１－１により各事業年度の益金の
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額又は損金の額に算入する場合において，次のいずれか一の方法に

より継続してその利益の額又は損失の額を計算しているときは，こ

れを認める。 

① 当該組合について計算される利益の額又は損失の額をその分配

割合に応じて各組合員に分配又は負担させることとする方法（純

額方式） 

この方法による場合には，各組合員は，当該組合の取引等につ

いて，受取配当等の益金不算入，所得税額の控除，引当金の繰入

れ，準備金の積立て等の規定の適用はない。 

② 当該組合の収入金額，その収入金額に係る原価の額及び費用の

額並びに損失の額をその分配割合に応じて各組合員のこれらの金

額として計算する方法 

この方法による場合には，各組合員は，当該組合の取引等につ

いて受取配当等の益金不算入，所得税額の控除等の規定の適用は

あるが，引当金の繰入れ，準備金の積立て等の規定の適用はない。 

③ 当該組合の収入金額，支出金額，資産，負債等をその分配割合

に応じて各組合員のこれらの金額として計算する方法（総額方式） 

（注）１ ①の方法による場合において，当該組合の支出金額のう

ち寄附金又は交際費の額があるときは，当該組合を資本又

は出資を有しない法人とみなして法人税法３７条《寄付金

の損金不算入》又は措置法６１条の４《交際費等の損金不

算入》の規定を適用するものとしたときに計算される利益

の額又は損失の額を基としてその分配又は負担させる金額

の計算を行うものとする。 

２ ②又は③の方法による場合には，組合員に係るものとし

て計算される収入金額，支出金額，資産，負債等の額は，
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組合員における固有のこれらの金額に含めないで別個に計

算することができる。 

ｃ なお，任意組合は，前記(ｱ)ｄで述べた人格のない社団等の要件を満

たさず，所得税法及び法人税法上の人格のない社団等には該当しない

ものと解される（所得税基本通達２－５，法人税基本通達１－１－１）

が，我が国の民法の規定に鑑みると，法人格は有しないものの，組合

財産が組合事業の経営という目的のために各組合員個人の他の財産と

は独立の存在であると認められている（民法６６８条，６７６条１項，

２項，６７７条参照）。 

 (ｴ) 実質所得者課税の原則 

所得の帰属に関しては，資産又は事業から生ずる収益の法律上帰属す

るとみられる者が単なる名義人であって，その収益を享受せず，その者

以外の者（法人）がその収益を享受する場合には，その収益は，これを

享受する者（法人）に帰属するものとしている（所得税法１２条，法人

税法１１条）。 

 (ｵ) 我が国の法人法制について 

ａ そもそもどのような団体（これに準ずる社会的存在を含む。以下同

じ。）に法人格を付与するかは，国家がどのような団体に法人格を付

与するのを適当とするかという政策の問題に帰するところ，民法３３

条（現在の民法３３条１項）は，法人は民法その他の法律の規定によ

らなければ成立しない旨を定め，法人の成立（法人格の付与）は，法

律の定めによってのみ認められることを明らかにしている（法人法定

主義。なお，現在の民法３３条２項は，公益を目的とする法人，営利

事業を営むことを目的とする法人その他の法人の設立，組織，運営及

び管理については，民法その他の法律の定めるところによる旨を規定

し，その趣旨を更に明確にしている。）。 
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これを受けて，個々の団体の成立の根拠となる準拠法は，当該団体

に法人格を付与する場合には，これを法人とする旨の明文の規定を設

けている（例えば，会社法３条「会社は，法人とする。」，消費生活

協同組合法４条「消費生活協同組合（中略）は，法人とする。」等）。 

そして，民法４３条（現在の民法３４条）は，法人は，法令の規定

に従い，定款等によって定められた目的の範囲内において権利を有し，

義務を負う旨規定している。 

ｂ なお，民法３６条（現在の民法３５条）は，外国法人は，国，国の

行政区画，商事会社又は法律又は条約によって認許されたものを除き，

その成立を認許しない旨を規定し（１項），前項の規定によって認許

された外国法人は，外国人が享有することのできない権利及び法律又

は条約中に特別の定めがあるものを除き，日本において成立する同種

の法人と同一の私権を有する旨を規定している（２項）。これは，外

国の法令に準拠して法人として成立した（すなわち，外国の法令に準

拠して法人格を付与された）団体については，原則として上記の国，

国の行政区画及び商事会社等でなければ，我が国において法人として

活動し得る法人格の主体として認めないことを明らかにしたものと解

される。 

イ 以上のような我が国の租税法の規定等及び我が国の法人法制に関する我

が国の私法の規定を通観すれば，次の点を指摘することができる。 

 (ｱ) ある事業体の事業から生じた収益がその構成員に分配された場合にお

いて構成員課税がされるか否かは，第１次的には当該事業体が法人に該

当するか否かにより判断され，これに該当しない場合に人格のない社団

等に該当するか否かが問題となり，いずれも否定される場合に初めて構

成員課税がされることになる（前記ア(ｳ)ａ参照）。 

 (ｲ) 我が国の租税法は，法人の意義に関して，内国法人を国内に本店又は
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主たる事務所を有する法人，外国法人を内国法人以外の法人と定義する

にとどまり（前記ア(ｱ)ａ①参照），法人自体の意義を定義した規定はな

い。 

しかし，<a> 法人には，その事業（取引）に係る収益及び損失等，す

なわち当該法人の事業の損益により構成される所得が帰属することを前

提として，その所得に対する法人税が課され（前記ア(ｱ)ｂ，ｃ参照），

<b> その構成員には，上記所得の帰属主体である法人（ただし，公益法

人等及び人格のない社団等を除く。）から受ける利益の配当や剰余金の

分配で出資に係るものによる所得に所得税が課せられており（前記ア(ｲ)

参照），<c> <a>の点は人格のない社団等についても同様である（前記

ア(ｱ)ｄ参照）。他方，<d> 法人及び人格のない社団等のいずれにも該

当しない事業体には，例えば任意組合のように実質的に所得が帰属する

とみられるものであっても，法人税が課せられず，当該事業体の事業の

損益により構成される所得が構成員に帰属することを前提として，その

構成員に所得税が課せられている（構成員課税。前記ア(ｳ)）。そして，

<e> ①法人と②人格のない社団等とは，いずれも法人税の納税義務者で

ありながら法人格の有無が決定的に異なるところ，②人格のない社団等

と③任意組合のような法人及び人格のない社団等のいずれにも該当しな

い事業体とは，いずれも実質的にはその構成員の財産とは別個独立の財

産を有すると解されるものでありながら，事業の損益により構成される

所得の帰属主体となり得る実体（前記ア(ｱ)ｄで述べた権利能力のない社

団の要件）の有無が異なるため（前記ア(ｱ)ｄ，(ｳ)ｃ参照），法人税の

納税義務者になるか否かの結論を異にするものと解される（前記ア(ｳ)

ａ参照）。さらに，<f> 所得税及び法人税が事業の損益により構成され

る所得の実質的な帰属主体に課されるべきものであり，このことは実質

所有者課税の原則（所得税法１２条，法人税法１１条）からも裏付けら
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れるところ，この観点から<e>の点をみると，ある事業体が法人税の納税

義務者になるか否か（逆にいえば構成員課税を行うか否か）の実質は，

当該事業体がその事業の損益により構成される所得の帰属主体となり得

る実体を有するか否かにあるということができる。 

これらの点を総合すれば，我が国の租税法は，法人が，法律により，

法人格を付与されて構成員とは別個の（いわば自然人と同様の）権利義

務の主体とされ，損益の帰属すべき主体（逆にいえば，その構成員に直

接その損益が帰属することが予定されない主体）として設立が認められ

たものであることから，法人の事業から生じた収益により構成される所

得について，原則として，その帰属主体となり得る実体を有するものと

みて，当該法人をこれに対する法人税の納税義務者とし，当該法人の構

成員には当該所得に対する構成員課税を行わないこととしたものと解さ

れる。 

 (ｳ) 我が国の国内法に準拠して組成された事業体が法人である（法人格を

有する）というためには，その準拠法である民法その他の法律によって

法人とする（法人格を付与する）旨を規定されたものであることを要し

（民法３３条。前記ア(ｵ)ａ），このように規定された事業体だけが我が

国の私法上の法人と認められるから，民法その他の法律によって法人と

する旨を規定されていない任意組合，人格のない社団等（権利能力のな

い社団）その他の事業体は，たとえそれらが民法その他の法律によって

法人とする旨を規定された事業体と類似した属性を有するとしても，我

が国の私法上の法人と認められる余地はないものといわざるを得ない。 

この点，かつては，法人と任意組合や権利能力のない社団とを比較し

た場合に法人にのみ認められる属性を指摘する見解もあったが，社会の

実状を踏まえた実証的・多角的な分析・議論を経て，任意組合や権利能

力のない社団にも，実社会における現象面・機能面に照らすと，法人に
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付与された属性に類似した属性を有すると見られる側面を多分に有する

ことが認識されており（例えば，江頭論文も「債務・責任の帰属関係，

訴訟当事者能力，強制執行関係，持分払戻の可否の関係等においては，

権利能力のない社団に対する法的取扱いについては，法人との差が見出

せないといってよい。また，積極財産の帰属関係にしても，登記・登録

実務上，権利能力のない社団には法人と同様の取扱いが認められてない

ものの，それによって実質的効果が大きく違うわけのものでもない。そ

うだとすると，法人にしか認められない属性はもはや存在しない，とい

っても過言ではなかろう」とし，星野論文も要旨「より実質的にみると，

「法人」の意義は，若干の法律効果がそこから発生することである（「法

人」とは，構成員の個人財産から区別され，個人に対する債権者の責任

財産ではなくなって，法人自体の債権者に対する排他的責任財産を作る

法技術であるとされ，その名において契約を締結し，その名において権

利を取得し，義務を負い，その権利義務のためにその名において訴訟当

事者となること等が指摘されている。）が，イギリスやフランスで「法

人格」承認の意義とされた点のほとんど全てが，我が国では法律によっ

て認められてしまっており（具体的には，その名において訴え又は訴え

られること，構成員に対する債権者は，構成員が団体財産に対して有す

る持分を差し押さえられないこと，組合の有する債権と組合員個人の有

する債権とを相殺できないこと等が指摘されている。），実は，我が国

では，民法３３条の一般的立言にもかかわらず，既に実質的に法人とほ

ぼ同じ効果の認められた団体の存在を広く認めている」としている。），

今日では，準拠法である法律の明文の規定の有無以外に，法人と民法上

の組合（任意組合）や権利能力のない社団とを截然と区別する明確な一

般的基準は必ずしも見い出し難いものといわざるを得ない。 

そして，民法３６条１項の「外国法人」とは，外国の法令に準拠して
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法人として成立した（すなわち，外国の法令に準拠して法人格を付与さ

れた）団体をいうと解されるから（前記ア(ｵ)ｂ），我が国の私法上の「外

国法人」であるというためには，外国の法令の規定内容に照らして，外

国の法令に準拠して法人として成立した（外国の法令に準拠して法人格

を付与された）と認められることを要するというべきである。 

ウ 以上に加え，① 租税法律主義（憲法８４条）の下では，課税要件の定

めは明確でなければならないこと，② 租税法が私法上の概念を特段の定

義なく用いている場合には，租税法律主義や法的安定性の確保の観点から，

原則として私法上の概念と同じ意義に解するのが相当であることをも併せ

考慮すれば，我が国の租税法上の法人は，法律により損益の帰属すべき主

体（その構成員に直接その損益が帰属することが予定されない主体）とし

て設立が認められたものであり，我が国の私法上の法人と同様，原則とし

て，その準拠法によって法人とする（法人格を付与する）旨を規定された

ものをいうと解すべきである。 

そうであるとすれば，外国の法令に準拠して組成された事業体が我が国

の租税法上の法人に該当するか否かも，上記と同様に，原則として，当該

外国の法令の規定内容から，その準拠法である当該外国の法令によって法

人とする（法人格を付与する）旨を規定されていると認められるか否かに

よるべきであるが，諸外国の法制・法体系の多様性（特にいわゆる大陸法

系と英米法系との法制・法体系の本質的な相違），我が国の「法人」概念

に相当する概念が諸外国において形成されるに至った沿革，歴史的経緯，

背景事情等の多様性に鑑みると，当該外国の法令の規定内容をその文言に

従って形式的に見た場合に，当該外国の法令において当該事業体を法人と

する（当該事業体に法人格を付与する）旨を規定されているかどうかとい

う点に加えて，当該事業体を当該外国法の法令が規定するその設立，組織，

運営及び管理等の内容に着目して経済的，実質的に見れば，明らかに我が
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国の法人と同様に損益の帰属すべき主体（その構成員に直接その損益が帰

属することが予定されない主体）として設立が認められたものといえるか

どうかを検討すべきであり，後者の点が肯定される場合に限り，我が国の

租税法上の法人に該当すると解すべきである（その結果，前者の基準を限

定する場合もあり得るが，前者の基準によった場合に我が国の法人に相当

するか否かの判定が微妙なときに，後者の基準が満たされることによりこ

れが肯定されることもあり得よう。）。 

エ 被告の主張について 

 (ｱ) これに対し，被告は，我が国の租税法上，損益の帰属主体となり得る

「法人」（所得税法２条１項６号，７号，２４条１項等参照）は，我が

国の私法上の「法人」と同義であり，自然人以外のもので権利義務の帰

属主体となるものをいうと解されるから，外国の法令によって設立され

た事業体が我が国の租税法上の「法人」に該当するか否かは，具体的に

は，当該事業体の設立準拠法の内容のみならず，実際の活動実態，財産

や権利義務の帰属状況等を考慮した上，個別具体的に，我が国の私法に

おいて法人に認められる権利能力と同等の能力を有するか否か，すなわ

ち，当該事業体が，① その構成員の個人財産とは区別された独自の財

産を有するか否か（被告基準①），② その名において契約を締結し，

その名において権利を取得し義務を負うなど独立した権利義務の帰属主

体となり得るか否か（被告基準②），③ その権利義務のためにその名

において訴訟当事者となり得るか否か（被告基準③）に基づいて判断す

べきである旨主張する。 

我が国の私法上の法人は我が国の租税法上損益の帰属主体となること

が予定されているといえるが，権利義務の主体として取引行為を行い，

財産及び債権債務の帰属主体となる存在が，必ずしも損益の帰属主体に

なるとは限らないことについては，匿名組合や問屋等の例を見ても明ら



 - 42 - 

かであるから，外国の法令に準拠して組成された事業体が，その外国法

制の下において，前者の要件を備えているとしても，当然に損益の帰属

主体となるとは限らない。このことをおくとしても，被告の上記主張に

ついては，次のようにいうことができる。 

 (ｲ) まず，被告の上記(ｱ)の主張は，我が国の私法の一般法である民法の解

釈において，法人とは被告基準①～③に該当するものをいうとされてい

ることを論拠とするものであり，星野論文等の文献中にはこれに沿う記

載部分もある。 

しかしながら，星野論文中の上記主張に沿う記載部分は，前記イ(ｳ)

で指摘した部分も併せてみれば，現在においても法人と法人でない団体

（事業体）とを被告基準①～③によって区別できるとの見解が私法の一

般法である民法の解釈として確立していることを指摘するものでないこ

とが明らかであり，かえって，江頭論文は，前記イ(ｳ)のとおり「法人に

しか認められない属性はもはや存在しない」と指摘している。そして，

この点を実質的に検討してみても，民法は，前記ア(ｵ)ａのとおり法人法

定主義を規定するにとどまり（民法３３条），法律に法人である旨を規

定するに当たっての実質的な要件・属性等は民法その他の法令をみても

何ら規定していないのであるから，被告基準①～③が我が国の私法上の

法人を見渡したときに現行法上法人とされる団体（事業体）に共通して

みられる属性であったとしても，これは現行法上法人とされる団体（事

業体）の最小限度の属性であることを意味するにすぎず，被告基準①～

③の全てに該当する団体（事業体）は当然に法人であって，そこに現行

法上法人とされていない団体（事業体）が含まれないということは，何

ら論証されていない（江頭論文が「(1)の「その名において権利を取得し

義務を負う」という属性は，構成員が有限責任ではなく法人財産をもっ

て法人債務を完済できないかまたは会社財産に対する強制執行が効を奏
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しないときに連帯責任を負うものがあることを否定しないという注釈付

きで，全法人について肯定される。(2)の「訴訟当事者能力」，(3)の「そ

の名義が債務名義によってしか強制執行をうけない」という属性も，全

法人につき肯定される。以上の三点が，現行法上法人とされているもの

の最小限度の属性といえよう。」と指摘する点は，正にこのような趣旨

であると解される。）。そうであるとすれば，被告基準①～③は，一般

的に法人といえるための必要条件である可能性は否定することができな

いものの，十分条件となるものとまでいうことはできず，この基準をも

って現行法上法人とされる団体（事業体）とそうでない団体（事業体）

とを区別する基準とすることはできないというほかない。 

したがって，被告主張に係る上記論拠を採用することはできない。 

 (ｳ) また，被告の上記主張は，被告基準①～③によって法人と法人ではな

い団体（事業体）とを明確に区別することができることを前提とするも

のである。 

しかしながら，以下に述べるとおり，法人に該当しないことが明らか

な任意組合や権利能力のない社団も被告基準①～③に該当し得ることに

照らすと，被告基準①～③は，法人と法人ではない団体（事業体）とを

区別する基準として機能し得ないものであるといわざるを得ず，これを

採用することはできない。 

ａ 被告基準①について 

 (a) 被告基準①は，「その構成員の個人財産とは区別された独自の財

産を有するか否か」というものである。 

 (b) この点，民法は，任意組合について，<a> 組合員の出資その他の

組合財産は，総組合員の共有に属する旨（６６８条）と規定する一

方で，<b> 組合員は，組合財産についてその持分を処分したとして

も，その処分をもって組合及び組合と取引をした第三者に対抗する
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ことができず（６７６条１項），<c> 清算前に組合財産の分割を求

めることができないし（同条２項），さらに，<d> 組合の債務者は，

その債務と組合員に対する債権とを相殺することができない旨（６

７７条）を規定している。そこで，このような民法６７６条及び６

７７条等の趣旨に鑑みれば，組合財産は，特定の目的（組合の事業

経営）のために各組合員個人の他の財産（私有財産）と離れて別に

一団を成して存する特別財産（目的財産）であって，その結果，こ

の目的の範囲においては，ある程度の独立性を有し，組合員の私有

財産と混同されることはないと解される（大審院昭和９年（オ）第

３０６６号同１１年２月２５日判決・民集１５巻４号２８１頁参照）。 

以上のように解すべきことは，① 任意組合の組合財産となる債

権（組合債権）は，任意組合の総組合員の共有に属し，総組合員に

よらなければこれを請求できないとされ（最高裁昭和４０年(オ)第

１２２８号同４１年１１月２５日第二小法廷判決・民集２０巻９号

１９４６頁等参照），他方，② 民法は，組合の債権者は，その発

生の時に組合員の損失分担の割合を知らなかったときは，各組合員

に対して等しい割合でその権利を行使することができる旨を規定し

ている（６７５条）が，任意組合が契約等に基づいて負担する債務

は，消極的な組合財産として，任意組合の総組合員の共有に属し，

組合財産がその引き当てにされる（他方，各組合員もその固有の財

産をもって弁済すべき義務を負うことは，民法６７５条等に照らし

てもちろんである。）と解されていること（前掲大審院昭和１１年

２月２５日判決，最高裁平成６年（オ）第２１３７号同１０年４月

１４日第三小法廷判決・民集５２巻３号８１３頁等参照）からも裏

付けられているというべきである。 

 (c) また，人格のない社団（権利能力のない社団）も，その財産は構
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成員に総有的に帰属すると解されており（前掲最高裁昭和３９年１

０月１５日第一小法廷判決），その各構成員は，当該人格のない社

団から脱退しても，人格のない社団の財産につき，当然には共有の

持分権又は分割請求権を有するものではないと解されている（最高

裁昭和２７年(オ)第９６号同３２年１１月１４日第一小法廷判決・

民集１１巻１２号１９４３頁参照）。 

 (d) したがって，任意組合及び人格のない社団（権利能力のない社団）

は，民法の解釈上，いずれもその構成員の個人財産とは区別された

独自の財産を有すると解されているものというべきであるから，被

告基準①に該当するといわざるを得ない。 

ｂ 被告基準②について 

 (a) 被告基準②は，「その名において契約を締結し，その名において

権利を取得し義務を負うなど独立した権利義務の帰属主体となり得

る否か」というものである。 

 (b) この点，任意組合については，① 民法は，組合の業務の執行は，

組合員の過半数で決し，組合契約で組合の業務の執行を委任した者

（業務執行者）が数人あるときは，その過半数で決するものとした

上，組合の常務は，その完了前に他の組合員又は業務執行者が異議

を述べたときを除き，各組合員又は各業務執行者が単独で行うこと

ができる旨を規定するにとどまっているが（６７０条），民法の解

釈上，第三者との関係においては，組合契約その他により業務執行

組合員が定められている場合は業務執行組合員が組合の業務に関し

て組合員全員を代表する権限を有し，そうでない場合は組合員の過

半数において組合を代理する権限を有するものと解されていること

（最高裁昭和３１年（オ）第８５９号同３５年１２月９日第二小法

廷判決・民集１４巻１３号２９９４頁，最高裁昭和３５年（オ）第
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１４６１号同３８年５月３１日第二小法廷判決・民集１７巻４号６

００頁，最高裁昭和４１年（オ）第１４２９号同４３年６月２７日

第一小法廷判決・裁判集民事９１号５０３頁等参照），② 任意組

合の業務の執行により形成された組合財産は，上記ａのとおり，積

極財産・消極財産を問わず，構成員の個人財産とは区別された任意

組合独自の財産となるところ，そうであるが故に，任意組合に権利

義務を生じさせる法律行為の名義として任意組合自体や任意組合代

表者名義を用いることが許容されており（特に，厳格な要式性を要

するとされている手形行為に関して，手形の受取人欄につき大審院

大正１３年（オ）第１１０９号同１４年５月１２日判決・民集４巻

２５６頁，手形の振出人欄につき最高裁昭和３２年（オ）第６９３

号同３６年７月３１日第二小法廷判決・民集１５巻７号１９８２頁

等参照），取引の実情としても契約等を任意組合名義で行うことが

通例とされていることに照らすと，任意組合も，その名において契

約を締結し，その名において権利を取得し義務を負うと評価するこ

とが可能である。 

 (c) また，人格のない社団（権利能力のない社団）についても，① 「権

利能力のない」社団でありながら，その代表者によってその社団の

名において構成員全体のために権利を取得し，義務を負担するとさ

れ，社団の名において行われるのは，一々全ての構成員の氏名を列

挙することの煩を避けるためにほかならない（したがって，登記の

場合，権利者自体の名を登記することを要し，権利能力なき社団に

おいては，その実質的権利者たる構成員全部の名を登記できない結

果として，その代表者名義をもって不動産登記簿に登記するよりほ

かに方法がないのである。）と解されており（前掲最高裁昭和３９

年１０月１５日第一小法廷判決），② 権利能力なき社団の代表者
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が社団の名においてした取引上の債務は，その社団の構成員全員に，

一個の義務として総有的に帰属するとともに，社団の総有財産だけ

がその責任財産となり，構成員各自は，取引の相手方に対し，直接

には個人的債務ないし責任を負わないと解されていること（最高裁

昭和４５年（オ）第１０３８号同４８年１０月９日第三小法廷判決・

民集２７巻９号１１２９頁参照）に照らすと，人格のない社団も，

その名において契約を締結し，（形式的には総構成員の総有とされ

ながら）実質的にはその名において権利を取得し義務を負うものと

評価することが可能である（なお，星野論文２８３頁も参照。）。 

 (d) 以上によれば，任意組合又は人格のない社団（権利能力のない社

団）のいずれであっても，被告基準②を満たすものということがで

きる（もっとも，被告基準①，②を，その名においてのみ，独自の

財産を所有し，権利を取得し義務を負うという基準とした場合には，

任意組合や人格のない社団とは区別されるが，(ｲ)で述べたように，

これによっても，一般的に法人といえるための十分条件となるもの

とはいえない可能性が残るし，後述（(3)イ(ｴ)ｃ）のように本件各

ＬＰＳがその基準を満たすものということもできない。）。 

ｃ 被告基準③について 

被告基準③は，「その権利義務のためにその名において訴訟当事者

となり得るか否か」というものである。 

この点，民事訴訟法２９条は，法人でない社団又は財団で代表者又

は管理人の定めがあるものは，その名において訴え，又は訴えられる

ことができる旨規定しているところ，判例上，任意組合であっても同

条により訴訟上の当事者能力を認めることができると解されている

（最高裁昭和３４年（オ）第１３０号同３７年１２月１８日第三小法

廷判決・民集１６巻１２号２４２２頁等参照）。 
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そうであるとすれば，任意組合又は人格のない社団（権利能力のな

い社団）であっても，その権利義務のためにその名において訴訟当事

者になり得るから，被告基準③に該当するものといわざるを得ない。 

 (ｴ) 以上によれば，被告基準①～③は，法人と法人でない団体（事業体）

とを明確に区別する基準とすることはできず，被告の前記(ｱ)の主張を採

用することはできない。 

オ 原告らの主張について 

 (ｱ) 他方，原告らは，外国の事業体が我が国の租税法上の外国法人として

取り扱われるためには，外国法人（法人税法２条４号，所得税法５条４

項）に該当する必要があり，これに該当するというためには，民法３６

条１項に従い，同項の外国法人であって，商事会社に該当するものとし

て，認許されるものでなければならないと解すべきである旨主張する。 

 (ｲ) しかしながら，そもそも，本件で問題とされているのは，本件各ＬＰ

Ｓが事業から生じる損益により構成される所得の帰属主体となり得る団

体（事業体）としての，我が国の租税法上の「法人」に当たるか否かで

あって，外国法人を我が国において法人として活動し得る法人格の主体

として承認するかどうかという認許の問題は直接関係するものではない。

また，① 我が国の租税法は，「外国法人」を内国法人（国内に本店又

は主たる事務所を有する法人）以外の法人と定義しているから（前記ア

(ｱ)ａ参照），理論的には日本法に準拠して設立された法人でありながら

本店及び主たる事務所を国内に有しないものも（これが実在するかはと

もかく）外国法人として取り扱うことを排除していないといえる。これ

に対し，前述のとおり，民法３６条にいう「外国法人」とは，外国の法

令に準拠して法人として成立した（すなわち，外国の法令に準拠して法

人格を付与された）団体をいうものと解され（前記ア(ｵ)ｂ参照），上記

の「外国法人」とは異なる概念である。さらに，② 現に，外国法人に
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課せられる所得税の対象となる国内源泉所得（前記ア(ｱ)ａ，ｃ参照）に

は，例えば，外国法人が支払を受ける日本の国債等の利子（所得税法１

７８条，１６１条４号イ）のように，日本国内において（私法上の権利

義務を生じる）事業や取引等を行うことを前提としないものも含まれて

いるのに対し，民法３６条は，前記のとおり，外国の法令に準拠して法

人として成立した団体について我が国において法人として活動し得る法

人格の主体として認めるかどうかに関するものである（前記ア(ｵ)ｂ参

照）。 

これらの点を総合すれば，我が国の租税法上の外国法人が民法３６条

１項により認許される外国法人に限定されると解することはできないと

いうべきである。 

 (ｳ) したがって，原告らの前記主張は，独自の見解を前提とするものとい

わざるを得ないから，その余の点を検討するまでもなく，採用すること

ができない。 

カ 小括 

そうすると，本件各ＬＰＳが我が国の租税法上の法人に該当するか否か

については，被告基準及び原告らの主張する基準のいずれも採用すること

ができず，結局前記ウの観点からこれを検討せざるを得ない。そして，前

提事実及び証拠（乙４，３６）によれば，本件各ＬＰＳは，州ＬＰＳ法そ

の他のデラウェア州の法律に準拠する本件各ＬＰＳ契約（特に後記(2)イ

(ﾈ)参照）に基づいて組成されたものであると認められるから，この点につ

いて主として州ＬＰＳ法の規定内容に照らして検討すべきこととなる。 

そこで，以下では，まず州ＬＰＳ法及び本件各ＬＰＳ契約の概要を明ら

かにした上（後記(2)），これに従って上記の点を検討すること（後記(3)）

とする。 

 (2) 州ＬＰＳ法及び本件各ＬＰＳ契約の概要 
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前記前提事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば，州ＬＰＳ法及

び本件各ＬＰＳ契約の概要は，次のとおりであると認められる。 

ア 州ＬＰＳ法の概要（甲８４，１１１，乙２５，９０） 

なお，訳語について当事者間に争いがあるものは，本文に原語及び被告

主張の邦訳を記載し，原告ら主張の邦訳を注記した。 

 (ｱ) 定義 

ａ ジェネラル・パートナーとは，パートナーシップ契約に基づきＬＰ

Ｓのジェネラル・パートナーとして認められ，かつ，ＬＰＳ証明書又

は（必要とされる場合には）ＬＰＳの成立のよりどころになる類似の

法律文書で指名された者を意味する（１０１条(5)）。 

ｂ リミテッド・パートナーとは，３０１条に基づき，ＬＰＳのリミテ

ッド・パートナーと認められた者を意味する（１０１条(8)）。 

ｃ ＬＰＳとは，デラウェア州法の下で２人以上の者によって組織され，

かつ，１名以上のジェネラル・パートナーと１名以上のリミテッド・

パートナーで構成されたＬＰＳを意味し，更にデラウェア州法の下で

は，リミテッド・ライアビリティ・リミテッド・パートナーシップを

含むものとする（１０１条(9)）。 

ｄ パートナーとは，リミテッド・パートナー又はジェネラル・パート

ナーを意味する（１０１条(11)）。 

ｅ パートナーシップ契約とは，ＬＰＳの業務及び営業に関するパート

ナー全員の書面又は口頭による合意を意味する（１０１条(12)）。 

ｆ パートナーシップ持分（Partnership Interest）とは，ＬＰＳの損

益に対して各パートナーが保有する持分及びＬＰＳの資産（partners

hip assets）の分配を受ける権利をいう（１０１条(13)）。 

ｇ 者（Person）とは，自然人，（無限責任又は有限責任を問わない。）

パートナーシップ，ＬＬＣ，信託，財団，社団（corporation），企業，
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受託者，受取人又はその他の個人若しくはエンティティ（entity）で

あって本人又はその代理人の資格を有するものを意味する。（１０１

条(14)）。 

 (ｲ) 訴状・召喚状の送達 

ＬＰＳに対する訴状・召喚状は，ＬＰＳの経営代理人，総代理人若し

くはジェネラル・パートナー等に対して直接写しを手渡すことにより，

又は，これらの者のデラウェア州内の住居等に送付することにより，送

達されたものとみなされる（１０５条(a)）。 

 (ｳ) 認可事業の性格及び権限 

ａ ＬＰＳは，デラウェア州法第８編コーポレーション法の１２６条に

規定されている保険担保権を発行する事業，保険リスクを引き受ける

事業及び銀行業を除き，営利目的か否かを問わず，いかなる合法的な

事業，目的又は活動をも実施することができる（１０６条(a)）。 

ｂ ＬＰＳは，本章（デラウェア州法第６編第１７章，すなわち州ＬＰ

Ｓ法。以下同じ。）若しくはその他の法律又は当該ＬＰＳのパートナ

ーシップ契約により付与された全ての権限及び特権並びにこれらに付

随するあらゆる権限（当該ＬＰＳの事業，目的，活動の実行，促進及

び達成のために必要又は好都合な権限や特権を含む。）を保有し，そ

れを行使することができる（１０６条(b)）。 

 (ｴ) ＬＰＳ証明書 

ａ ＬＰＳを設立するためには，１名以上の者（persons）（ジェネラル・

パートナーの合計数を下回らない数とする。）がＬＰＳ証明書を履行

（作成・登録の意味と解される。）しなければならない。ＬＰＳ証明

書には次の事項を記載し，州務長官登録局に登録するものとする（２

０１条(a)）。 

 (a) ＬＰＳの名称 
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 (b) 登録された事務所の所在地及び本編の１０４条によって記載が義

務付けられている訴状・召喚状の送達のための登録代理人の名称及

び住所 

 (c) 各ジェネラル・パートナーの名称，事務所若しくは居住地の住所

又は郵送用の住所 

 (d) パートナー全員がＬＰＳ証明書に記載するものと決定したその他

の事項 

ｂ ＬＰＳは，最初のＬＰＳ証明書が州務長官登録局に登録された時点

又はＬＰＳ証明書に記載された（当該登録後の）日付にて設立される

（formed。注１）ものとし，いずれの場合においても，本項の要件を

完全に満たすものでなければならない。本章に基づき組織されたＬＰ

Ｓは，独立した法的主体（separate legal entity。注２）となり，そ

の独立した法的主体（separate legal entity）としての地位は，当該

ＬＰＳのＬＰＳ証明書が解除されるまで継続する（２０１条(b)）。 

（注１）原告主張の邦訳は「組成される」である。 

（注２）原告主張の邦訳は「セパレート・リーガル・エンティティ」で

ある。 

ｃ ＬＰＳ証明書が州務長官登録局に登録されているという事実は，当

該パートナーシップがＬＰＳであることを通告するものであるととも

に，本編の２０１条(a)(1)～(3)（上記ａ(a)～(c)）及び２０２条(f)

においてＬＰＳ証明書への記載が義務付けられている全ての事実並び

に本編の２１８条(b)においてＬＰＳ証明書への記載が認められてい

る事実が記載されているということを通告するものである（２０８条）。 

 (ｵ) リミテッド・パートナーの資格付与 

ＬＰＳの設立（the formation）に関連し，主体（person）は，次の事

象のうちいずれか遅い方が発生した時に，ＬＰＳのリミテッド・パート
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ナーとしての資格を付与される（３０１条）。 

ａ ＬＰＳの設立（the formation）。 

ｂ パートナーシップ契約に規定された日時。パートナーシップ契約に

規定されていない場合には，ＬＰＳの記録に当該者（person）への資

格付与が記載された時。 

 (ｶ) リミテッド・パートナーの第三者に対する責任 

リミテッド・パートナーは，自己がジェネラル・パートナーでもある

場合又はリミテッド・パートナーとしての権利や権限の行使に加えて当

該事業の経営管理に関与している場合を除き，ＬＰＳの債務を弁済する

責任を負わない。ただし，リミテッド・パートナーが事業の経営管理に

関与する場合でも，リミテッド・パートナーの行為に基づきリミテッド・

パートナーがジェネラル・パートナーであるものと合理的に信じてＬＰ

Ｓと取引をした者に対してのみ，責任を負う（３０３条(a)）。 

 (ｷ) ジェネラル・パートナーの一般的な権限と責任 

ａ 本章又はパートナーシップ契約で規定されている場合を除き，ＬＰ

Ｓのジェネラル・パートナーが有する権利や権限には，１９９９年７

月１１日時点で有効なデラウェア州統一パートナーシップ法（１９９

９年改正前の州ＧＰＳ法）に規定されるパートナーシップのパートナ

ーに対する制限が適用される（４０３条(a)）。 

ｂ 本章で規定されている場合を除き，ＬＰＳのジェネラル・パートナ

ーは，１９９９年７月１１日時点で有効なデラウェア州統一パートナ

ーシップ法（１９９９年改正前の州ＧＰＳ法）に準拠するパートナー

シップにおけるパートナーとしての責任を当該パートナーシップ以外

又は他のパートナー以外の者ら（persons）に対して有する（４０３条

(b)前段）。 

 (ｸ) 損益の分配 
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ＬＰＳの損益は，パートナーシップ契約の規定に従い，パートナー並

びにパートナーのクラス及びグループの間で割当てが行われる（shall 

be  allocated）。パートナーシップ契約にその定めがない場合，損益は，

各パートナーによって拠出された出資（ＬＰＳによって受領され，かつ

返還されていないものに限る。）に関して（当該ＬＰＳの記録上の）合

意された価額に基づき割当てが行われる（shall be allocated）（５０

３条）。 

 (ｹ) ジェネラル・パートナーの脱退 

ジェネラル・パートナーは，パートナーシップ契約で特定されている

事象の発生時に，パートナーシップ契約に基づきＬＰＳから脱退するこ

とができる。パートナーシップ契約は，ジェネラル・パートナーがＬＰ

Ｓのジェネラル・パートナーとしての地位から脱退する権利を有しない

と規定することもできる。しかしながら，パートナーシップ契約におい

てＬＰＳのジェネラル・パートナーがその地位から脱退する権利を有し

ないと規定されている場合でも，ジェネラル・パートナーは，他のパー

トナーに書面による通知を行うことにより，いつでもＬＰＳから脱退す

ることができる。ジェネラル・パートナーの脱退がパートナーシップ契

約の違反となる場合，準拠法の下で適用される救済策に加え，ＬＰＳは，

脱退するジェネラル・パートナーからパートナーシップ契約の違反に係

る損害賠償を受けることができ，当該損害賠償金によって脱退するジェ

ネラル・パートナーへの配当額を相殺することができる（６０２条）。 

 (ｺ) リミテッド・パートナーの脱退 

リミテッド・パートナーは，パートナーシップ契約に特定された事象

の発生時にのみパートナーシップ契約に基づきＬＰＳから脱退すること

ができる。準拠法の下で別段の定めがある場合においても，パートナー

シップ契約に別段の定めがある場合を除き，リミテッド・パートナーは，
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ＬＰＳの解散や清算前にＬＰＳから脱退してはならない。準拠法の下で

別段の定めがある場合においても，パートナーシップ契約は，パートナ

ーがＬＰＳに対する自己の持分をＬＰＳの解散や清算前に譲渡すること

を禁止することができる（６０３条）。 

 (ｻ) 脱退時の配当 

脱退するパートナーは，本節に規定されている場合を除き，パートナ

ーシップ契約に基づき受領資格のある配当を脱退時に受領することがで

き，当該パートナーは，パートナーシップ契約に別段の定めがある場合

を除き，脱退後の合理的な期間内において，当該パートナーのＬＰＳに

対するパートナーシップ持分の脱退日における公正価額を，ＬＰＳから

の配当の分配を受ける権利に基づき，ＬＰＳから受領することができる

（６０４条）。 

 (ｼ) パートナーシップ持分の性質 

パートナーシップ持分は，動産（personal property）である。パート

ナーは，特定のＬＰＳ財産（specific limited partnership property）

に対していかなる持分も所有しない（７０１条）。 

 (ｽ) パートナーシップ持分の譲渡 

当該パートナーシップ契約に別段の定めがある場合を除き，① パー

トナーシップ持分は，その全部又は一部を譲渡することができ，② パ

ートナーシップ持分の譲渡は，ＬＰＳの解散や譲受人がパートナーとな

ったりパートナーの権利・権限を行使したりする資格を得るということ

を示すものではなく，③ パートナーシップ持分の譲渡により，譲受人

はその損益に対する持分を有し，配当を受領し，収益，利益，損失，控

除，債権等に関して，譲受人による保有が認められているものについて

保有が認められている程度の割当てを受けることができる（７０２条

(a)）。 
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 (ｾ) 譲受人がリミテッド・パートナーとなる権利 

ａ パートナーシップ持分の譲受人（ジェネラル・パートナーの譲受人

を含む。）は，以下のいずれかの条件を満たした場合，リミテッド・

パートナーになることができる（７０４条(a)） 

 (a) パートナーシップ契約にその旨規定されている場合 

 (b) 全てのパートナーが同意した場合 

ｂ リミテッド・パートナーとなった譲受人は，譲渡された範囲におけ

る権利・権限を有し，パートナーシップ契約及び本章に規定されるリ

ミテッド・パートナーの責任・制限が適用される（７０４条(b)）。 

 (ｿ) 裁判所の決定によらない解散 

ＬＰＳは，以下のいずれかの事由等が発生した時点で解散し，その事

業は清算されるものとする（８０１条）。 

ａ パートナーシップ契約に規定された日時。当該日時がパートナーシ

ップ契約で規定されていない場合，ＬＰＳは永続的な存在（a perpet

ual existense。注）となる。（８０１条(1)） 

ｂ パートナーシップ契約に別段の定めがある場合を除き，<a>ＬＰＳの

ジェネラル・パートナー全員及び<b>ＬＰＳのリミテッド・パートナー

又はリミテッド・パートナーの複数のクラス若しくはグループが存在

する場合にはそのクラス別若しくはグループ別の賛成投票若しくは書

面による同意がある場合（８０１条(2)） 

ｃ ジェネラル・パートナーが脱退した場合（ただし，脱退の時点で別

のジェネラル・パートナーが少なくとも１名存在し，残存するジェネ

ラル・パートナーによって事業が続行されることがパートナーシップ

契約で認められ，当該パートナーがその続行を行う場合等を除く。）

（８０１条(3)） 

ｄ リミテッド・パートナーが存在しなくなった場合（ただし，最後の



 - 57 - 

リミテッド・パートナーが脱退する原因となった事象の発生時より 90

日以内又はパートナーシップ契約で定められた期間内に，最後のリミ

テッド・パートナーの代理人及び全てのジェネラル・パートナーが，

書面又は投票により，ＬＰＳの事業を継続することに同意し，最後の

リミテッド・パートナーが脱退する原因となった事象の発生日をもっ

て当該リミテッド・パートナーの代理人，被任命者又は被指名者を当

該ＬＰＳのリミテッド・パートナーとして迎え入れることに同意した

場合等の条件を満たした場合を除く。）（８０１条(4)） 

（注）原告の邦訳は「期限の定めのないもの」とする。 

 (ﾀ) 裁判所の決定による解散 

パートナーシップによる申立て又はパートナーのための申立てに基づ

き，衡平裁判所は，パートナーシップ契約を遵守した形での事業継続が

合理的に不可能であると判断した場合，当該ＬＰＳを解散する旨の判決

をすることができる（８０２条）。 

 (ﾁ) パートナーシップ契約の構築と適用 

契約における自由原則及びパートナーシップ契約の執行可能性に最大

限の効果を与えるのが本章の狙いである（１１０１条(c)）。 

 (ﾂ) 州ＧＰＳ法等の準用 

本章に規定されていないいかなる事例も，１９９９年７月１１日時点

で有効な（in effect）デラウェア州統一パートナーシップ法（１９９９

年改正前の州ＧＰＳ法），コモン・ロー及び衡平法（商事法を含む。）

に準ずるものとする（１１０５条）。 

イ 本件各ＬＰＳ契約の概要（乙４，３６） 

なお，本件ＬＰＳ契約（Ｃ）及び本件ＬＰＳ契約（Ｐ）の内容はほぼ同

様であるので，本件各ＬＰＳ契約をまとめて記載し，相違する部分のみ，

注記を付することとした。また，訳語について当事者間に争いがあるもの
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は，本文に原語及び被告主張の邦訳を記載し，原告ら主張の邦訳を注記し

た。 

 (ｱ) 前文 

ａ 本件ＬＰＳ契約（Ｃ） 

本件ＬＰＳ契約（Ｃ）は，２０００年１２月１９日に，本件ＧＰ（Ｃ）

をジェネラル・パートナーとし，本契約又は本契約の副本に署名する

各個人をリミテッド・パートナーとして，本件建物（Ｃ）に投資する

目的で，州ＬＰＳ法に基づきＬＰＳを設立するために締結された。以

下に定める事項及び相互の合意を約因とし，パートナーは，以下に定

める条件で，州ＬＰＳ法その他適用の法律に従って運営されるパート

ナーシップを設立することに同意し，これを設立する。 

ｂ 本件ＬＰＳ契約（Ｐ） 

本件ＬＰＳ契約（Ｐ）は，２００２年３月２８日に，本件ＧＰ（Ｐ）

をジェネラル・パートナーとし，本契約又は本契約の副本に署名する

各個人をリミテッド・パートナーとして，本件建物（Ｐ）に投資する

目的で，州ＬＰＳ法に基づきＬＰＳを設立するために締結された。以

下に定める事項及び相互の合意を約因とし，パートナーは，以下に定

める条件で，州ＬＰＳ法その他適用の法律に従って運営されるパート

ナーシップを設立することに同意し，これを設立する。 

 (ｲ) 本件各ＬＰＳの設立（Formation。注）（１．１条） 

本件各ＬＰＳは，ＬＰＳ証明書（本件各ＧＰに代わり，本件各ＧＰが

正式に任命した代理人Ｐ３０（Kevin Lutz）が作成。当該任命は本契約

により確認されている。）をデラウェア州事務局に提出することにより，

州ＬＰＳ法に従い，デラウェア州のＬＰＳとして設立された（formed。

注）。 

（注）原告らの邦訳は「Formation」を「組成」，「formed」を「組成さ



 - 59 - 

れた」とする。 

 (ｳ) 本件各ＬＰＳの目的（１．３条） 

本件各ＬＰＳは，本件各不動産の購入，取得，開発，保有，賃貸，管

理，売却その他の処分の目的のみのために設立され（organized。注），

当該目的を実施するために必要又は便宜的な範囲で次の権限を有する。 

ａ 本件各不動産の購入，取得，開発，保有，賃貸，管理，売却その他

の処分 

ｂ 銀行口座の開設及び維持並びに支払のための小切手その他為替の振

出し 

ｃ 必要又は望ましいと考えられる条件で，随時，金額又は支払方法及

び支払時期の制限なく金員を借り入れ，又は約束手形その他の流通性

のある証券若しくは流通性のない負債証書の発行，受領，裏書及び作

成をすること，本件各ＬＰＳの財産の全部又は一部を担保に供し，差

し入れ，委譲し，又は譲渡することによって上記借入れ等及びその利

息の支払を所有時か取得後かにかかわらず保証すること並びに本件各

ＬＰＳに関する当該証券及び負債証書を売却し，担保に供し，その他

処分すること。 

ｄ 第三者に対する請求について訴訟を提起し，提起され，解決し又は

和解し，本件各ＬＰＳに対する請求について解決し又は和解し，それ

らに関連して必要又は望ましいと考えられる書類の作成，意思表示，

許可及び権利放棄を行うこと。 

ｅ 独立した弁護士，会計士，その他上記の目的に関連して必要又は望

ましいと考えられる者の雇用。 

ｆ その他上記事項を達成するために必要，適切又は便宜的な活動及び

取引を行い，契約その他の約定を締結し，作成し，実施すること。 

（注）原告らの邦訳は，「organized」を「組成され」とする。 
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 (ｴ) 本件各ＬＰＳの存続期間（１．４条） 

ａ 本件ＬＰＳ契約（Ｃ） 

本件ＬＰＳ（Ｃ）は，①２０３５年１２月３１日又は②本件ＬＰＳ

（Ｃ）の現金以外の資産の全ての売却その他の処分により得られた収

益の最終支払を本件ＬＰＳ（Ｃ）が現金で受領した日のいずれか早い

方の時まで継続する。 

ｂ 本件ＬＰＳ契約（Ｐ） 

本件ＬＰＳ（Ｐ）は，①２０３７年１２月３１日又は②本件ＬＰＳ

（Ｐ）の現金以外の資産の全ての売却その他の処分により得られた収

益の最終支払を本件ＬＰＳ（Ｐ）が現金で受領した日のいずれか早い

方の時まで継続する。 

 (ｵ) パートナーの性質及び責任（１．５条） 

契約，不法行為その他により生じたかを問わず，本件各ＬＰＳの負債，

債務及び義務は本件各ＬＰＳの単独の負債，債務及び義務であり，リミ

テッド・パートナーは，リミテッド・パートナーであるという理由のみ

で本件各ＬＰＳの負債，債務又は義務について個人的に責任を負わない。 

 (ｶ) 一般的な管理（２．１条） 

本件各ＬＰＳの管理及び運営は，本件各ＧＰに独占的に権利を付与さ

れる。本件各ＧＰは，これにより，本件各ＬＰＳに代わり又は本件各Ｌ

ＰＳの名で，１．３条に定める本件各ＬＰＳの目的の全てを実施する権

限を有する。 

リミテッド・パートナーは，本件各ＬＰＳ契約に定める場合を除き，

本件各ＬＰＳの管理又は運営に参加してはならず，いかなる事項に関し

ても，本件各ＬＰＳに代わって又は本件各ＬＰＳの名で行為する権限又

は権利を有しない。 

 (ｷ) 解任（２．６条） 
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本件各ＧＰは，その時点でリミテッド・パートナー全員が有するパー

トナーシップ持分の８０％を超える持分を有するリミテッド・パートナ

ーの賛成又は同意により，正当な理由によって解任される。 

 (ｸ) 不動産投資及び資産等の登録（２．７条） 

本件各ＬＰＳが行う全ての不動産投資その他所有する資産は，本件各

ＬＰＳの名又は本件各ＧＰが随時決定できる名義人の名で登録される。 

 (ｹ) 本件各ＧＰに対する管理報酬（３．３条） 

本件各ＬＰＳは，本件各ＧＰに対し，本件各ＬＰＳの管理・運営につ

いて（本件ＬＰＳ（Ｃ）は毎月４０２５ドル，本件ＬＰＳ（Ｐ）は月１

３１０ドル）の管理報酬を支払う。管理報酬は，本件各土地賃貸借契約

に従い，本件各土地賃貸借契約に定める優先順位で支払う。本件各ＬＰ

Ｓが当該管理報酬を支払う十分なキャッシュフローがない場合，未払の

報酬は，当該未払報酬を支払う十分な資金があると本件各ＧＰが判断す

る時まで繰り越される。ただし，本件各ＬＰＳは，本件各ＬＰＳが解散

した時点で未払となっている繰延管理報酬については，本件各ＬＰＳが

当該繰延管理報酬全てを支払うための十分なキャッシュフローがない範

囲で，責任を負わず，支払う義務を負わない。３．３条に従って支払う

管理報酬は，内国歳入法７０７条に従った本件各ＬＰＳの費用として扱

われ，州ＬＰＳ法６０７条の限度が適用される分配とすることを意図す

るものではない。 

 (ｺ) 出資（４．２条～４．５条） 

ａ 本件各ＧＰは，本件各ＬＰＳの資本に当初の出資をする必要はない。

リミテッド・パートナーはそれぞれ，本件各ＬＰＳの資本に対し，別

紙Ａ（各パートナーごとに名称，資本出資，パートナーシップ出資割

合を順次記載したもの）のそれぞれの名の隣に記載された金額を「資

本出資」として出資する（４．２条）。 
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ｂ ４．２条の定めを除き，リミテッド・パートナーは，本件各ＬＰＳ

への追加出資をする必要はない（４．３条）。 

ｃ パートナーが本件各ＬＰＳの資本に対して出資した全ての出資金の

合計及び本件各ＬＰＳの分配されない純利益は，本件各ＬＰＳの目的

を実施するために本件各ＬＰＳが利用できる（４．４条）。 

ｄ パートナーは，別紙Ａのそれぞれの名の隣に記載されたパートナー

シップ出資割合を有する。各パートナーは，本件各ＬＰＳの資産に，

そのパートナーシップ出資割合に相当する不可分の持分（undivided 

interest）を有する（４．５条）。 

 (ｻ) 分配（４．６条） 

ａ 本件ＬＰＳ契約（Ｃ） 

 (a) 税金分配 

本件ＬＰＳ（Ｃ）は，本件ＧＰ（Ｃ）の単独で絶対的な裁量によ

り，各会計年度の３月３０日までに各パートナーに対して次と同額

の分配を行うことができる。(i) 本件ＬＰＳ（Ｃ）の前会計年度に，

４．７条その他の条項に基づいて当該パートナーに対して割り当て

られた所得，利益その他の項目の正味金額に(ii) ４０％を掛けた

金額。 

 (b) 裁量分配 

本件ＬＰＳ（Ｃ）は，本件ＧＰ（Ｃ）の単独で絶対的な裁量によ

り，パートナーに対し，随時，現金の分配を行うことができる。４．

６条(b)に従う現金分配は，パートナーのそれぞれのパートナーシッ

プ出資割合に応じて行われる。本契約に定めるものを除き，パート

ナーは，資本出資又は収益の分配を要求したり，受領する権利を有

しない。 

ｂ 本件ＬＰＳ契約（Ｐ） 
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 (a) 税金分配 

本件ＬＰＳ（Ｐ）は，本件ＧＰ（Ｐ）の単独で絶対的な裁量によ

り，各会計年度の３月３０日までに各パートナーに対して次と同額

の分配を行うことができる。(i) 本件ＬＰＳ（Ｐ）の前会計年度に，

４．７条その他の条項に基づいて当該パートナーに対して割り当て

られた所得，利益その他の項目の正味金額に(ii) ４０％を掛けた

金額。 

 (b) 裁量分配 

本件ＬＰＳ（Ｐ）は，本件ＧＰ（Ｐ）の単独で絶対的な裁量によ

りパートナーに対して随時，現金の分配を行うことができる。本件

ＬＰＳ契約（Ｐ）に定めるものを除き，４．６条(b)による現金の出

資は，次の優先順位に従って分配されるものとする。 

① 第１に，本件ＬＰＳ（Ｐ）に非強制の追加出資を行ったパート

ナー間で，該当するパートナー全員の未収の累積優先利益の総額

に対して各パートナーが負担する未収の累積優先利益と同じ割合

で，パートナーそれぞれが４．６条(b)（ⅰ）により当該分配を行

う直前での未収の累積優先利益に等しい金額を受け取るまで 

② 第２に，本件ＬＰＳ（Ｐ）に非強制の追加出資を行ったパート

ナー間で，該当するパートナー全員の追加出資勘定の総額に対し

てパートナーそれぞれが負担する追加出資勘定の金額と同じ割合

で，各パートナーが４．６条(b)(ⅱ)によりパートナーそれぞれの

追加出資勘定における残高をゼロまで減少させるのに必要な金額

を受け取るまで 

③ 第３に，パートナー間で，それぞれのパートナーシップ出資割

合に比例して分配する。 

 (ｼ) 利益及び損失の割当て等（４．７条，４．８条，４．１２条） 
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ａ 本件ＬＰＳ契約（Ｃ） 

 (a) 会計年度の利益及び損失は，パートナーのそれぞれのパートナー

シップ出資割合に応じてパートナーに割り当てられる（４．７条，

４．８条）。 

 (b) 本契約で別途定められていない限り，本パートナーシップの所得，

収益，損失及び控除の全ての項目のパートナーの分配持分は，利益

及び損失の分配持分と同じとする（４．１２条(a)）。 

ゼネラル・パートナーは，内国歳入法７０６条及び規則で認めら

れた方法を使用して，期間に適切に割り当てられる利益，損失その

他項目を割り当てる（４．１２条(b)）。 

ｂ 本件ＬＰＳ契約（Ｐ） 

 (a) 会計年度の利益及び損失は，パートナー間で以下のように割り当

てられるものとする（４．７条，４．８条。なお，①は，利益の割

合の規定を前提として損失の割当の規定では異なる点を括弧内に記

載している。）。 

① 第１に，各パートナーに対して，各パートナーの以前の損失割

合と同じ割合で順序は逆にして（各パートナーの以前の利益割合

に比例し順序は逆にして），当期及び以前の全期間に対して４．

７条(a)（４．８条(a)）により割り当てられた累積利益（累積損

失）が，以前の全期間に対して４．８条(b)及び４．８条(c)（４．

７条(b)及び４．７条(c)）により各パートナーに割り当てられた

累積損失（累積利益）に等しくなるまで。 

②【利益の割合。４．７条(b)】 

第２に，各パートナーに対して，４．７条(b)により該当するパ

ートナーに以前に割り当てられた累積利益の総額に対して当該パ

ートナーの未収の累積優先利益を超過した分に等しい（それによ
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り少ない場合はそれに応じて按分比例した）金額 

【損失の割当。４．８条(b)】 

第２に，各パートナーに対して，当該パートナーの資本勘定の

プラス残高があればその超過分に等しい金額（マイナスの場合は

それに比例して按分する。） 

③ その後，パートナーに対して，それぞれのパートナーシップ出

資割合に比例して按分する。 

 (b) 本契約で別途定められていない限り，本パートナーシップの所得，

収益，損失及び控除の全ての項目のパートナーの分配持分は，利益

及び損失の分配持分と同じとする（４．１２条(a)）。 

ゼネラル・パートナーは，内国歳入法７０６条及び規則で認めら

れた方法を使用して，期間に適切に割り当てられる利益，損失その

他項目を割り当てる（４．１２条(b)）。 

 (ｽ) 本件各ＧＰによるその他の決定事項（４．９条） 

本件各ＬＰＳ契約を解釈する上で必要な範囲で，本件各ＧＰは，全て

の目的のために，合理的な慣例を適用する完全かつ絶対的な裁量を有す

る。本件各ＧＰによる当該決定は，最終的なもので，パートナーを拘束

する。 

 (ｾ) 新規パートナー（５．２条） 

ＧＰは，７条に適合する代替リミテッド・パートナー以外の追加のリ

ミテッド・パートナーを承認する権限を有しない。 

 (ｿ) 本件各ＬＰＳからの脱退（６．１条，６．２条） 

ａ リミテッド・パートナーは，本件各ＬＰＳから脱退する権利を有す

る。ただし，本件各ＧＰの単独かつ絶対的な裁量による同意がある場

合に限られる。本件各ＧＰがリミテッド・パートナーの脱退に同意し

た場合，当該リミテッド・パートナーは，脱退時に，パートナーシッ
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プ持分を脱退した日時点での公正価格で受け取る権利を有する。 

ｂ 本件各ＧＰは，本件各ＬＰＳから脱退する権利を有しない。 

 (ﾀ) パートナーシップ持分の譲渡（７．１条，７．２条） 

ａ 本件各ＧＰは，本件各ＬＰＳの持分の全部又は一部を売却したり譲

渡してはならず，いかなる方法によっても処分したり授けてはならず，

又は授与を許してはならず，担保権を設定してはならない。 

ｂ リミテッド・パートナー（受益者ではないもの）は，本件各ＧＰの

それぞれ単独で絶対的な裁量に基づく書面による同意がない限り，当

該リミテッド・パートナーのパートナーシップ持分の全部又は一部を

売却したり譲渡してはならず，いかなる方法によっても処分したり授

けてはならず，又は授与を許してはならず，担保権を設定してはなら

ない。 

 (ﾁ) リミテッド・パートナーの代替（７．５条。ただし，本件ＬＰＳ契約

（Ｐ）においては７．４条） 

パートナーシップ持分のいかなる譲受人も，(ⅰ) 譲受人が譲渡関連文

書に本件各ＬＰＳ契約の条件に拘束される意図を表明し，かつ，(ⅱ) 本

件各ＧＰがその代替に同意しない限り，代替リミテッド・パートナーと

なる権利を有しない。 

 (ﾂ) 入会金等（７．６条） 

ジェネラル・パートナーが７．２条又は７．５条（ただし，本件ＬＰ

Ｓ契約（Ｐ）においては７．４条）のいずれかに従ってリミテッド・パ

ートナーのパートナーシップ持分の譲渡若しくは移転又は代替に同意し

た場合， 

ａ 当該リミテッド・パートナー（ＬＰ）のパートナーシップ持分（Ｐ

Ｓ持分）の譲渡人等は，当該譲渡又は代替を有効にするために生じた

弁護士費用その他の費用について本件各ＬＰＳに払い戻し，当該パー
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トナーシップ持分（ＰＳ持分）の購入価格の３％に相当する仲介手数

料をジェネラル・パートナー（ＧＰ）に支払い， 

ｂ 当該リミテッド・パートナー（ＬＰ）のパートナーシップ持分（Ｐ

Ｓ持分）の譲渡人又は譲受人は，Ｐ３１銀行株式会社又はその関連会

社に手数料として当該パートナーシップ持分（ＰＳ持分）の買取価格

の１０％に相当する額を支払う。 

 (ﾃ) 本件各ＬＰＳの終了（８．１条） 

本件各ＬＰＳは，次のいずれかの事由が最初に発生した場合に終了す

る。 

ａ 本件各ＧＰの解散（(a)） 

ｂ 本件各ＧＰによる本件各ＬＰＳを解散すべきとの決定（(b)） 

ｃ １．４条に定める本件各ＬＰＳの期間の終了（(c)） 

ｄ 適用法令に基づいて本件各ＬＰＳの終了となる事由の発生（(d)） 

 (ﾄ) 清算（８．２条） 

本件各ＬＰＳが終了したときは，本件各ＧＰが（８．１条(a)に従って

本件各ＬＰＳが終了した場合には，リミテッド・パートナー（ＬＰ）の

パートナーシップ出資割合の過半数により選任された清算受託者が），

① 本件各ＧＰ（又は清算受託者）が必要又は望ましいと考える本件各

ＬＰＳの現金以外の資産を現金化し（本件ＬＰＳ契約（Ｃ）においては，

さらに，② ４．１条に従ってパートナーの資産勘定を確定した上），

③ 次の方法及び順序で本件各ＬＰＳの資産から次の措置及び分配を行

う。 

ａ 本件各ＧＰ（又は清算受託者）が，パートナーではない本件各ＬＰ

Ｓの債権者の全ての請求に係る債務を支払い，消滅させ，本件各ＬＰ

Ｓの偶発債務又は予測不能な負債若しくは債務の補填に必要又は対応

可能と考える準備金を設定する。ただし，偶発債務がなくなり，現金
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その他資産がある場合は特別準備金は８．２条(c)に定めるとおり分配

される（(a)）。 

ｂ パートナーである本件各ＬＰＳの債権者全ての請求に係る債務を按

分して支払い，消滅させる（(b)）。 

ｃ ４．６条(b)に従い，資産の残りをパートナーに支払い，分配する

（(c)）。 

 (ﾅ) 分配の方法（８．３条） 

８．２条(a)及び(b)に従って行われる分配は，現金のみで行われる。

８．２条(c)に従って行われる分配は，本件各ＧＰ（又は本清算受託者）

が決定するとおり，現金若しくはその他資産又はその両方で行うことが

できる。 

 (ﾆ) 決定事項の拘束力（９．８条） 

本件各ＧＰが会計事項に関連して行う決定は，最終的なものであり，

リミテッド・パートナー及びそのそれぞれの法定代理人を拘束する。 

 (ﾇ) 修正（１０．２条） 

本件各ＬＰＳ契約は，ジェネラル・パートナー及びリミテッド・パー

トナーの持分の過半数によって署名した書面でされない限り，修正する

ことはできない。 

 (ﾈ) 準拠法（１０．７条） 

本契約は，デラウェア州の法律（the laws of the states of Delawa

re）に準拠し，それに従って解釈される。 

 (ﾉ) 分割に対する権利の放棄（１０．１５条） 

各パートナーは，当該パートナーが本件各ＬＰＳの資産に関連する分

割の訴訟を維持するために有する権利を本件各ＬＰＳ期間中に取消不能

の条件で放棄するとともに，パートナーシップ会計のための訴状を提出

するなど他のパートナーや本件各ＬＰＳに対してそれに反するいかなる
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方法の手続もしないことに同意する。 

 (3) 本件各ＬＰＳが我が国の租税法上の法人に該当するか否かの検討 

ア 前記(2)で認定した州ＬＰＳ法の規定内容によれば，州ＬＰＳ法上，州Ｌ

ＰＳ法に準拠して組成されたＬＰＳが法人である（法人格を有する）旨を

明示的に定めた規定はないものの，① 州ＬＰＳ法に基づき組織されたＬ

ＰＳは，独立した法的主体（separate legal entity）となる旨の規定（２

０１条(b)）があり，これが当該ＬＰＳが法人である（法人格を有する）旨

の規定であるとする見解に沿う規定として，② ＬＰＳは，州ＬＰＳ法若

しくはその他の法律又は当該ＬＰＳのパートナーシップ契約により付与さ

れた全ての権限及び特権並びにこれらに付随するあらゆる権限（当該ＬＰ

Ｓの事業，目的，活動の実行，促進及び達成のために必要又は好都合な権

限や特権を含む。）を保有し，それを行使することができ（１０６条(b)），

③ パートナーは，特定のＬＰＳ財産（specific limited partnership p

roperty）に対していかなる持分も所有しない（７０１条）旨の規定等もあ

ることから，州ＬＰＳ法２０１条(b)の規定をもって州ＬＰＳ法に準拠して

組成されたＬＰＳが我が国の租税法上の法人である（法人格を有する）旨

を定めたものといえるか否かを検討する。 

イ 州ＬＰＳ法２０１条(b)の規定等が当該ＬＰＳを我が国の租税法上の法

人とする（法人格を有する）旨を定めたものであるか否かについて 

 (ｱ) 州ＬＰＳ法２０１条(b)の規定が州ＬＰＳ法に準拠して組成されたＬ

ＰＳが我が国の租税法上の法人である（法人格を有する）旨を定めたも

のというためには，前記(1)ウで述べたとおり，この規定が定める「sep

arate legal entity」が我が国の租税法（私法）上の法人を意味する概

念であることが必要である。 

 (ｲ) そこで検討するに，日米租税条約の文言等に鑑みると，米国において，

我が国の租税法（私法）上の法人に相当する概念は「company」や「cor
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poration」であり，我が国の租税法（私法）上の法人格を有するという

概念は「corporate」であると解することができる。 

すなわち，① 日米租税条約は後記のとおり「法人」に関する規定を

設けているが，同条約は，日本国政府と米国政府との間で，所得に対す

る租税に関し，二重課税を回避し，脱税を防止することを目的として締

結された条約であって，日本国については所得税及び法人税に適用され

るものであり（２条１項），我が国の所得税法及び法人税法を中心とす

る租税法の一環をなす法規範であるから，日米租税条約で用いられた法

概念は，その意義が我が国の所得税法や法人税法と異なることが留保さ

れているなどの特段の事情がない限り，所得税法及び法人税法上の概念

と同義であると解することができる。 

そして，② 一般に，租税法は第１次的には私法により規律される各

種の経済活動や経済現象を前提に課税要件等を定めるものであるから，

租税法が私法上の概念を特段の定義なく用いる概念は，租税法律主義（憲

法８４条）や法的安定性の観点から，私法上の概念と同義に解すること

ができ，この点は租税法の一環をなす租税条約であっても同様であると

解されるところ，③ 殊に，租税条約は，各締結国の租税法規やその前

提となる私法上の法制度の異なることを考慮しつつ，各締結国の課税権

を調整し，国際的二重課税の回避等をしようとするものであって，各締

結国の公用語によりそれぞれ正文が作成されるものであるから，租税条

約の正文で同一概念を指すものとして用いられた各締結国の公用語によ

る概念は，特段の事情がない限り，同義であると解すべきである。 

そこで，法人等の意義について日米租税条約の規定内容をみると，日

米租税条約３条１項(e)及び(f)並びに日米租税条約の議定書２項が下記

のとおり規定していること（なお，下線部が該当部分である。）に照ら

すと，① 我が国の租税法（私法）上の「法人」という概念に該当する
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米国の概念は「company」であり，② 我が国の租税法（私法）上の「法

人格を有する」という概念に該当する米国の概念は「corporate」である

のに対し，③ 米国の「entity」という概念は我が国における租税法（私

法）上の「団体」という概念に相当し，④ 米国の「partnership」とい

う概念は，我が国における租税法（私法）上の「法人」に含まれないこ

とを認めることができる。 

記 

日米租税条約 

第３条 

１ この条約の適用上，文脈によ

り別に解釈すべき場合を除く

ほか， 

(e) 「者」には，個人，法人

及び法人以外の団体を含む。 

 

(f) 「法人」とは，法人格を

有する団体又は租税に関し

法人格を有する団体として

取り扱われる団体をいう。 

 

    ARTICLE 3 

１ For the purposes of this Conve

ntion, unless the context otherwis

e requires: 

 (e) the term "person" includes a

n individual, a company and any ot

her body of persons; 

 (f) the term "company" means any

 body corporate or any entity that

 is treated as a body corporated f

or tax purposes; 
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日米租税条約の議定書 

２ 条約第３条１(e)に関し，「

法人以外の団体」には，遺産，

信託財産及び組合を含む。 

 

 

 

２ With reference to subparagraph

 (e) of paragraph 1 of article 3 o

f the Convention, the term "any ot

her body of persons" includes an e

state, trust, and partnership 

 (ｳ) 我が国の租税法（私法）上の法人と同義である米国の概念等を上記(ｲ)

のように解すべきことは，次の諸点に鑑みても，その相当性を肯定する

ことができるというべきである。 

ａ 前提事実によれば，米国の財務省規則においても，連邦税の課税上，

ビジネス・エンティティ（business entity）について，コーポレーシ

ョン（corporation）とパートナーシップ（partnership）に区分した

取扱い（前者については事業体課税，後者については構成員課税）を

定めており，コーポレーションとされるものとして，連邦又は州の制

定法に基づき組織されたビジネス・エンティティで，その法律がその

事業体をインコーポレイティド（incorporated）として，又はコーポ

レーション，ボディ・コーポレート（body corporate）として記述し，

言及するもの（財務省規則 301.7701-2(a)，(b)）が定められており，

それ以外のビジネス・エンティティで２人以上の構成員を有するもの

は，コーポレーションとしての課税を選択しない限り，パートナーシ

ップとして構成員課税（当該事業体は納税義務者とならない。）がさ

れるものとされている。 

また，証拠（甲６５）によれば，米国の連邦民事訴訟法においても，

団体が訴え又は訴えられる能力について，①コーポレーション（corp

oration）と②パートナーシップ（partnership）その他の法人格なき

団体（other unincorporated association）とで分けて規律している。 
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このように，米国の他の法令においても，① 法人をコーポレーシ

ョン（corporation），インコーポレイティド（incorporated）やボデ

ィ・コーポレート（body corporate）とし，② 法人格のない団体の

典型としてパートナーシップ（partnership）を掲げている。 

ｂ 我が国の英米法に関する文献においても，米国の州法に基づくＬＰ

Ｓが「法人」ではない旨の記述がされているものが多く（①英米法辞

典（甲３８［２０２頁］），②林良平・前田達明編「新版注釈民法(2)」

［木南敦執筆部分］（甲４［６４頁］），③江頭憲治郎「株式会社第

２版」（甲９），④上柳克郎・鴻常夫・竹内昭夫編「新版注釈会社法(1)」

［竹内昭夫執筆部分］（甲１４）），特に上記①は「corporation」，

「body corporate」を法人としており，他方，税務当局の実務家又は

その経験者の税務関係の著作にも，米国の州法に基づくＬＰＳが「法

人」ではない旨の記述がされているものがある（⑤遠藤克博（執筆当

時・税務大学校研究部教育官）「企業の海外投資をめぐる会計監査と

税務調査の接点」－外国パートナーシップに係る組合型所得計算方式

の問題点を中心に－（甲２７［１４１頁］），⑥長谷部啓（執筆当時・

前税務大学校研究部教授）「パス・スルー課税のあり方」（甲７５［資

料３］））。 

ｃ 証拠（甲１６，２５，２６，乙９２～９６）によれば，① 平成１

２年４月２８日開催の第６回政府税制調査会法人課税小委員会におい

て，大蔵省（現財務省）主税局提出の平成１２年４月小委員会討議用

資料（甲２６）に「日米における事業体に係る課税上の取扱い」とし

てＧＰＳやＬＰＳが法人格のないもの代表例として分類・明記される

とともに，パートナーシップが非法人の事業組織体（unincorporated 

organization）であると明記され，これを踏まえて議論された結果，

② 同年７月１４日に政府税制調査会から内閣総理大臣に提出された



 - 74 - 

平成１２年７月政府税調中期答申（甲２５）において，主として，Ｇ

ＰＳやＬＰＳについて，「わが国の税制では，外国の事業体がその外

国において私法上「法人」とされているかどうかにより，法人課税の

対象とするかどうかを判断していますが，外国の多様な事業体の中に

は，その本国において私法上「法人」とはされないものの，自己の名

前で取引をしているなど，その実態を見れば法人税の課税対象とする

ことがふさわしいものもあると考えられます。」とした上で，これら

が我が国の租税法上「法人」に当たらないことから生起する課税上の

諸問題を解消するためのルール作りを行うことが提言されたこと，③

 本件措置法特例は，平成１７年に，任意組合の事業から生ずる損失

を利用した租税回避行為を防止するために制定されたが，任意組合を

利用して航空機リース事業を行うような租税回避行為に対応するため

であれば必要がないはずの<a>外国における民法第６６７条１項に規

定する組合契約又は投資事業有限責任組合契約に関する法律３条１項

に規定する投資事業有限責任組合契約に類する契約，<b>外国における

有限責任事業組合契約（有限責任事業組合契約に関する法律第３条１

項に規定する有限責任事業組合契約をいう。）に類する契約までその

適用対象としており，財務省主税局の本件措置法特例の立案担当者が

執筆した解説（甲１６）においても，上記<a>及び<b>の代表例として，

米国におけるＧＰＳやＬＰＳが掲げられていること（ただし，パート

ナーシップ契約の中にも，その事業体の個々の実態等により外国法人

と認定されるケースもあるとの記述もされている。）が認められる。 

これらの事実に照らすと，課税当局は，ＧＰＳ及びＬＰＳが原則と

して我が国の租税法上の法人に該当しないとの認識の下に，本件措置

法特例の制定に至ったものと推認することができる（以上の認定に反

する被告の主張は，上記説示に説示した事実に照らして理由がなく，
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採用することができない。）。 

ｄ 前提事実によれば，原告らに対する本件各処分に係る審査請求に係

る国税不服審判所長の裁決も，本件各ＬＰＳが法人には該当しない旨

の判断を示していた。 

ｅ なお，① 平成１６年法律第３４号による改正前の中小企業等投資

事業有限責任組合契約に関する法律（平成１０年法律第９０号。平成

１６年法律第３４号による一部改正により題名が「投資事業有限責任

組合契約に関する法律」に改正された。）は，米国の有限責任組合制

度を参考にした制度とされるが（甲１０の１・２参照），同法に基づ

いて成立する組合は，「法人」とされておらず，また，② 平成１７

年には，共同で営利を目的とする事業を営むための組合契約であって，

組合員の責任の限度を出資の価額とするものに関する制度を確立する

ことにより，個人又は法人が共同して行う事業の健全な発展を図り，

もって，我が国の経済活力の向上に資することを目的とする有限責任

事業組合契約に関する法律（平成１７年法律第４０号）が制定され，

同法は，英米法におけるリミテッド・ライアビリティ・パートナーシ

ップ（ＬＬＰ）をモデルにしているとの指摘がされている（甲１２参

照）が，同法３条１項の有限責任事業組合契約によって成立した組合

（有限責任事業組合）も，「法人」とはされていない。 

 (ｴ) 他方，州ＬＰＳ法２０１条(b)の「separate legal entity」という概

念については，次の諸点に照らすと，少なくとも我が国の租税法（私法）

上の法人という概念とは同一の概念であると認めることはできないとい

うべきである。 

ａ 「separate legal entity」又は「entity」の用語等の州ＬＰＳ法等

での使用状況 

掲記の証拠によれば，州ＬＰＳ法等において，「separate legal e
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ntity」又は「entity」の用語等が次のとおり規定されていると認めら

れるが，本件全証拠によっても，これらの法律に「separate legal e

ntity」又は「entity」とされたものが「company」，「corporation」，

「body corporate」と同様に取り扱われる旨の規定等は認められない。 

 (a) 州ＬＰＳ法 

１９８７年に開始した統一州法委員会全国会議（ＮＣＣＵＳＬ）

での１９１４年統一ＧＰＳ法の修正の検討状況等を踏まえ，１９９

０年，州ＬＰＳ法の改正が行われたが，同年改正後の州ＬＰＳ法２

０１条(ｂ)は，「本章に基づき組成されたＬＰＳは，「separate l

egal entity」となり，その「separate legal entity」としての地

位はＬＰＳ証明書のＬＰＳによる解除まで継続する」旨を規定して

いる。 

（甲９０，乙２５） 

 (b) １９９４年改訂統一ＧＰＳ法 

１９９４年改訂統一ＧＰＳ法２０１条(ａ)は「A partnership is 

an entity distinct from its partners.（パートナーシップは，そ

のパートナーとは別個の事業体（entity）である。）」旨を規定し

ている。 

（甲４２，９０，乙８２） 

 (c) 州ＧＰＳ法 

１９９９年改正後の州ＧＰＳ法（１９９９年７月１２日施行）２

０１条(ａ)は，「A partnership is a separate legal entity whi

ch is an entity distinct from its partners unless otherwise 

provided in a statement of partnership existence and in a pa

rtnership agreement.（パートナーシップは，パートナーシップ存

続証明書又はパートナーシップ契約で別途規定されない限り，パー
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トナーとは別個の独立した「separate legal entity」である。）」

を規定している。 

（乙７５，７６） 

 (d) ２００１年改訂統一ＬＰＳ法 

２００１年改訂統一ＬＰＳ法１０４条(ａ)は，「A limited part

nership is an entity distinct from its partners.（ＬＰＳは，

そのパートナーとは別個の事業体（entity）である。）」旨を規定

している。 

（乙８７） 

 (e) 統一法人格なき非営利団体法（the Uniform Unincorporated Non

profit Association Act） 

統一法人格なき非営利団体法では，① 非営利団体（a nonprofi

t association）は，その構成員から別個の「legal entity」である

と定められ，また，② 法人格のない協同組合（a cooperative th

at is not incorporated）は，不動産及び動産の取得，保有，担保

提供，及び移転の目的において，その構成員とは別個の「legal en

tity」であり，不動産又は動産の財産権又は持分を自らの名義によ

り取得，保有，担保提供，又は移転することができるとされている。 

（甲６７［３９３頁］，６８［２８７頁］） 

 (f) デラウェア州法（Delaware Code）３８０１条(g)(2) 

デラウェア州法（Delaware Code）３８０１条(g)(2)は，制定法上

の信託（Statutory trust）とは，本節の３８１０条に従い信託証書

の届出がなされた法人格なき団体を意味する。かかる法人格なき団

体は組織前又は組織後において制定法上の信託であり，かつ「sepa

rate legal entity」でなければならない旨を規定している。 

（甲７０） 
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ｂ 州ＬＰＳ法の制定経緯等 

掲記の証拠によれば，パートナーシップの概念や州ＬＰＳ法の制定

経緯等に関して，次の点を指摘することができる。 

 (a) パートナーシップ，特にその原形であるＧＰＳは，複数の者が，

営利の目的で金銭，労力等を出資して事業を行う契約関係として，

（当事者間の合意のみによっては成立しないコーポレーション（co

rporation）とは異なり，法律が適用された結果として成立するわけ

ではなく，）当事者間の合意のみによって成立し，当事者相互間の

契約に関するコモンロー上の権利にのみ依拠するものであり，本質

的に契約関係である。 

そこで，ＧＰＳは，英米法のコモン・ローの下では，パートナー

から別個独立の事業体（entity）ではなく（別個の法律上の存在を

有さず），複数の人（者）からなるグループ内の契約そのものであ

って，単なるパートナーの集合体にすぎないとされ（集合体理論（a

ggregate theory）），伝統的に，エイジェンシー（agency（代理））

の延長として，どの組合員も他の組合員の代理人であるという形で

把握されており，構成員から独立した法人格を有しないものとされ

てきた。 

（英米法辞典（甲３８），ハリー・Ｇ・ヘン＝ジョン・Ｒ・アレ

キサンダー「コーポレーション及び他の事業体に関する諸法」（甲

５４），アメリカ法大全第１８巻（甲５７），アメリカ法学全書第

２版第５９Ａ巻（甲６０），アメリカ法大全第６８巻（甲６２），

ブラックの法律辞書第８版（甲６１，乙１０１），アレン教授意見

書（甲９０）） 

 (b) これに対し，ＬＰＳは，元来，英米法（コモン・ロー）には存在

せず，大陸法に倣って，１９０７年に英国で，１９１６年に米国で
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立法によって導入された制定法の産物とされている（英米法辞典（甲

３８），アメリカ法学全書第２版第５９Ａ巻（乙８６）参照）。 

しかしながら，ＬＰＳに関する統一法である１９１６年統一ＬＰ

Ｓ法は，当初から，ＧＰＳに関する１９１４年統一ＧＰＳ法と連結

され，１９１４年統一ＧＰＳ法の適用を前提とするものとして提案

されたことから，ＬＰＳをもって，１９１６年統一ＧＰＳ法及びリ

ミテッド・パートナーシップ契約で修正される点を除き，１９１４

年統一ＧＰＳ法に基づくパートナーシップであって，そこに新たな

地位（リミテッド・パートナー）が導入されただけのものであると

規定している。このことからも明らかなように，ＬＰＳは，ＧＰＳ

との連続性・同質性を有するものであり，無限責任を負うジェネラ

ル・パートナーに加えて有限責任のリミテッド・パートナーを導入

する点に主眼があるにすぎないといわれている（アレン教授意見書

参照）。 

そして，以上の点は，州ＬＰＳ法についても同様である。すなわ

ち，州ＬＰＳ法は，① ＧＰＳに関するデラウェア州法である州Ｇ

ＰＳ法（１９９９年改正前のもの）と同一法典内の別章として定め

られ，当該州ＧＰＳ法の多数の条文が準用されており（例えば，ジ

ェネラル・パートナーのパートナーシップ債務に関する連帯責任等

の権限及び責任に関する準用規定である州ＬＰＳ法４０３条(a)，

(b)，一般的な準用規定である州ＬＰＳ法１１０５条等），② 州Ｌ

ＰＳ法１１０１条(c)において，州ＬＰＳ法の方針が契約自由の原則

とパートナーシップ契約の執行可能性を最大限に尊重することであ

ることを明示的に規定されており（同条に関しては，同法の立法者

は，ＬＰＳの本質はパートナー間の契約・合意であるから，パート

ナーシップ契約をその条項に従い執行することが州ＬＰＳ法の根本
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的な方針であるべきものと結論付けていたとの解説（州ＬＰＳ解説

書（甲４１）参照）もある。），③ ＬＰＳに係る事項及び事業の

運営に関するパートナー間の合意がリミテッド・パートナーシップ

契約（Partnarship agreement）とされ（州ＬＰＳ法１０１条(12)），

ジェネラル・パートナーの脱退が原則的な解散事由とされる（州Ｌ

ＰＳ法８０１条(3)）など，ＬＰＳが本質的に契約であることを前提

とした条項が規定されていることなどに照らし，そのように解する

ことができる（州ＬＰＳ解説書，アレン教授意見書参照）。 

       （甲３８，４１，９０，乙８６） 

 (c) 前記(a)及び(b)によれば，州ＬＰＳ法に基づいて組成されたＬＰ

Ｓは，州ＧＰＳ法に基づいて組成されたＧＰＳがパートナーシップ

であるのと同じ意味においてパートナーシップである（すなわち，

本質的にその性質上パートナー間の契約関係である）から，コーポ

レーション（corporation）と同一の機能を有し，また，同義である

と解することはできないというべきである（なお，アレン教授意見

書，ラムザイヤー教授意見書参照）。 

 (d) さらに，前記ａで掲げた州ＬＰＳ法２０１条(b)の規定等に関して

は，米国の法学者の見解として，次のような指摘がされている。 

① ＧＰＳ及びＬＰＳに関する統一法及び各州法には，パートナー

間の契約関係であるというパートナーシップの本質を前提としつ

つ，<a> 法的安定性を求めて組成されたパートナーシップの存在

に理論的な裏付けを付与し，<b> ビジネスの世界においてパート

ナーシップが事業体(entities)のように取り扱われる程度を反映

し，<c> 分析を簡潔にするため，事業体モデル（entity model）

に基づく規定が置かれるようになったが，集合体アプローチ（ag

gregate approach）も，例えばパートナーの個人責任等の一定の
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目的との関係ではなお存続している（１９９４年改訂統一ＧＰＳ

法解説書）。 

② パートナーシップは，財産の譲渡を容易にし，責任財産の順位

を決め，個々のパートナーが関与する直接的影響に対して事業運

営を保護する等の一定の目的との関係では legal entity として，

また，ある目的においては人の集合体（an aggregate of person

s）としてみなされる混合型の組織（a hybrid organization）で

ある（アメリカ法大全第６８巻（甲６２））。 

③ 州ＬＰＳ法２０１条(ｂ)の「separate legal entity」との文言

は，ＬＰＳがジェネラル・パートナーとは区別されたものである

ことを意味するが，この中の「separate」という語には，何ら法

的な重要性はなく，１９７６年改訂統一ＬＰＳ法及び２００１年

改訂統一ＬＰＳ法のような「パートナーとは異なる事業体（enti

ty distinct from its partners）」との文言や，「リーガル・エ

ンティティ（legal entity）」又は「エンティティ（entity）」

との文言が使用されていたとしても，全く同じで意味あったと考

えられる（アレン教授意見書）。 

ｃ 州ＬＰＳ法７０１条について 

 (a) 州ＬＰＳ法７０１条は，前記(2)ア(ｼ)のとおり，パートナーは，

特定のＬＰＳ財産（specific limited partnership property）に対

していかなる持分も所有しない旨を規定している。 

しかし，証拠（乙７５，７６）によれば，① 州ＬＰＳ法１１０

５条により州ＬＰＳ法に準用され得る１９９９年改正前の州ＧＰＳ

法１５２５条(a)は，パートナーは，パートナーシップの所有者とし

て有する特定のパートナーシップ財産につき，他のパートナーとの

共同所有者である旨規定しているところ，② 同改正後の州ＧＰＳ
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法２０３条は，パートナーシップが取得した資産はパートナーシッ

プの資産であり，パートナーの個人資産ではない旨を規定しており，

③ 州ＬＰＳ法には，上記②と同様の規定やＬＰＳが所有権の帰属

主体となり得る旨の明文規定が存在せず，上記７０１条のとおり特

定のＬＰＳ財産に対するパートナーの持分のみが否定されているこ

とが認められる。 

これらの規定を総合すれば，州ＬＰＳ法７０１条は，特定のＬＰ

Ｓ財産（ここでいう「ＬＰＳ財産」とは，任意組合における「組合

財産」（日本の民法６６８条）と同様に，ＬＰＳの事業遂行の用に

供される財産をいうものと解される。）について，パートナーが合

有的な共同所有者となることを承認しつつ（州ＬＰＳ法１１０５条，

１９９９年改正前の州ＧＰＳ法１５２５条），パートナーが特定の

ＬＰＳ財産に対する持分の処分や分割請求等を行うことを禁止する

趣旨（日本の民法６７６条は，任意組合の目的達成のために利用さ

れ，又は組合債権者のための責任財産となるべき組合財産について，

一部の組合員による組合財産に対する持分の処分により組合員以外

の者の持分が生じたり，これが分割されたりすれば，組合財産とし

ての意義が失われ，組合事業の遂行に支障をきたすため，組合財産

についてその持分の処分や分割請求を禁止・制限しているところ，

以上の趣旨は，ＬＰＳ財産についても同様に当てはまるといえる。）

から，パートナーは特定のＬＰＳ財産に対して持分を有しない旨を

定めたものと解する余地がある（なお，被告は，本件各ＬＰＳが米

国の登録所に本件各建物の所有者として登録されていることをもっ

て，本件各ＬＰＳが所有権の帰属主体となり得ることは明らかであ

る旨主張するが，不動産譲渡に関する米国の登録制度が，我が国と

同様，所有権の主体となる者（自然人，法人）のみを所有者として
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登録する制度であること（不動産譲渡に関する登記・登録制度とし

ては，我が国とは異なり，例えば，真実の権利関係や真実所有者た

り得る者であるか否かを問わず，不動産の譲渡行為そのものを公示

の対象とする制度や取引上の便宜等から事業体としての取扱いを認

められる団体にその名義による登録を許容する制度も想定される。）

を認めるに足りる証拠はないから，上記事実のみをもって本件各Ｌ

ＰＳが本件各建物の所有権の帰属主体であるということはできない。

また，本件各ＬＰＳ契約には，本件各ＬＰＳの所有する資産の登録

を，本件各ＬＰＳの名のみならず，本件各ＧＰが随時決定できる名

義人の名ですることができる旨の条項（２．７条）も存在しており，

我が国における法人による資産所有とは異なる扱いを予定してい

る。）。 

 (b) また，上記(a)の点をおくとしても，モリス回答書によれば，デラ

ウェア州の裁判所が，州ＬＰＳ法２０１条(b)及び７０１条の規定に

かかわらず，ＬＰＳのパートナーらの間で有益であるとみなされる

状況があるときは，第三者に影響を及ぼさない範囲で，パートナー

間の合意に基づき特定のパートナーがＬＰＳの財産につき特定の持

分を所有することを許容する余地を否定できないというのである。 

そうであるとすれば，我が国の私法上の法人に関しては，法人の

所有する特定の財産について，その構成員間の合意により特定の構

成員が持分を有するとの法律効果を生じさせることは，その構成員

の間で利益になるとしても，およそ法律上予定されていないから，

仮に，州ＬＰＳ法に準拠して組成されたＬＰＳが州ＬＰＳ法２０１

条(b)及び７０１条の規定により権利の帰属主体になり得ることを

意味するとしても，上記のような例外が許容される余地がある以上，

これをもって我が国の私法（租税法）の「法人」と同義であるとい
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うことはできない。 

 (c) 以上によれば，① 州ＬＰＳ法が，州ＬＰＳ法に準拠して組成し

たＬＰＳを「separate legal entity」になると規定する一方で（２

０１条(b)），前記(a)のとおり当該ＬＰＳの特有財産について，パ

ートナーが共同所有者となり得るとする余地を残しており（１１０

５条，１９９９年改正前の州ＧＰＳ法１５２５条），② ＬＰＳの

パートナー間の合意により州ＬＰＳ法２０１条(b)及び７０１条の

規定の適用を排除してこれと異なる法律効果を生じさせることを許

容する余地があるというのであるから，「separate legal entity」

は，我が国の租税法（私法）上の法人であることと異なる法律効果

を許容するものであるといわざるを得ない。 

ｄ 以上に説示したとおり，① 「separate legal entity」又は「leg

al entity」という概念は，州ＬＰＳ法以外の米国内の法律において，

法人格のない協同組合（a cooperative that is not incorporated）

や制定法上の信託（Statutory trust）といったものにまで用いられて

おり（前記ａ(e)，(f)），② パートナーシップに関しても，州ＧＰ

Ｓ法では州ＬＰＳ法と同様「separate legal entity」と規定され，１

９９４年改訂統一ＧＰＳ法や２００１年改訂統一ＬＰＳ法では「an e

ntity distinct from its partners」と規定されているが，これらは

そもそも集合体理論を基礎としていたパートナーシップに事業体理論

が一部取り入れられたこと（混合型の組織（a hybrid organization）

であること）を反映するものにすぎないとされ（前記ｂ(d)），③ む

しろ，州ＬＰＳ法に準拠して組成されたＬＰＳは，州ＧＰＳ法に準拠

して組成されたＧＰＳと同様，その本質はパートナー間の契約関係で

あり，コーポレーションとは別個の機能を有するものとされており（前

記ｂ(c)），④ 「separate legal entity」であっても，我が国の租
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税法（私法）上の法人であることとと異なる法律効果を許容されてい

る（前記ｃ）というのであり，⑤ 日米租税条約では「entity」が我

が国の租税法（私法上）の「団体」と同一概念とされていること（前

記(ｲ)参照）をも併せ考慮すれば，州ＬＰＳ法２０１条(b)の「separa

te legal entity」は，ＬＰＳがその構成員とは別個の「団体」である

ことを示す概念（すなわち，その団体が，法人ではないにもかかわら

ず，事業体理論に基づき，対外関係等の一定の範囲内で構成員とは別

個に権利を取得したり義務を負担したりするような法的取扱いが認め

られるという概念であり，我が国では存在しない法概念）であるとい

わざるを得ない。 

 (ｵ) 以上によれば，州ＬＰＳ法２０１条(b)の規定が定める「separate le

gal entity」は，我が国の租税法（私法）上の法人を意味する概念であ

るということはできず，他に，州ＬＰＳ法に準拠して組成したＬＰＳが

法人である（法人格を有する）と認めることができる州ＬＰＳ法その他

の法令の規定はないというほかない。 

ウ(ｱ) 次に，州ＬＰＳ法に準拠して組成されたＬＰＳについて，州ＬＰＳ法

が規定するその設立，組織，運営及び管理等の内容に着目して経済的，

実質的に見たときに，明らかに我が国の法人と同様に損益の帰属すべき

主体として設立が認められたものといえるか否かを検討するに，前記前

提事実，前記(2)の州ＬＰＳ法及び本件各ＬＰＳ契約の概要並びに掲記の

証拠及び弁論の全趣旨によれば，次の点を指摘することができる。 

① 州ＬＰＳ法に準拠して組成されるＬＰＳは，１名以上のジェネラ

ル・パートナー及び１名以上のリミテッド・パートナーにより構成さ

れ（１０１条(9)），州ＬＰＳ法若しくはその他の法律又は当該ＬＰＳ

のパートナーシップ契約により付与された全ての権限及び特権並びに

これらに付随するあらゆる権限（ただし，その権限の具体的内容に関
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し，州ＬＰＳ法には，ニューヨーク州ＬＬＣ法にある後記オ③<a>～<

c>のような規定は存在しない。）を保有し，これを行使できるとされ

ているところ（１０６条(b)。なお，この規定は，本件各ＬＰＳ契約中

の「本件各ＬＰＳが行う全ての不動産投資その他所有する資産の登録

について，本件各ＬＰＳの名のみならず，本件各ＧＰが随時決定でき

る名義人の名ですることができる」との条項（２．７条）をも，適法

として許容する趣旨と解される。），ジェネラル・パートナーの権限

や責任等は１９９９年改正前の州ＧＰＳ法に準拠したパートナーシッ

プのパートナーと同様（すなわち，事業の運営・遂行に関与する平等

の権利があり，パートナーシップの債務についての連帯責任を負う。）

とされる一方で（４０３条(a)，(b)），リミテッド・パートナーは，

原則として，ＬＰＳの事業の経営管理に関与せず，ＬＰＳの債務を弁

済する責任も負わないとされている（３０３条(a)）。 

② 州ＬＰＳ法の狙いは契約における自由の原則及びパートナーシップ

契約の執行可能性に最大限の効果を与えることとされ（１１０１条

(c)），１９９９年改正前の州ＧＰＳ法が広く準用されている（１１０

５条）。 

③ ＬＰＳの損益に対して各パートナーが保有する持分をパートナーシ

ップ持分（Partnership Interest）として認め（１０１条(13)），④

 ＬＰＳの損益は，パートナーシップ契約の規定に従い，パートナー

並びにパートナーのクラス及びグループの間で割当てが行われる（sh

all be allocated）とされている（５０３条）。 

この点，<ア> 州ＬＰＳ法解説書（甲４１）によれば，州ＬＰＳ法

のＬＰＳのパートナーは，ＬＰＳの損益をパートナーに帰属させる方

法について完全な契約上の自由を有するとされ，州ＬＰＳ法５０３条

を引用した上，パートナーシップ契約がそのように定める限り，ＬＰ
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Ｓの損益はそのパートナーシップ契約の定めに従い帰属する（なお，

パートナーシップ契約が何も言及しない場合を除き，州ＬＰＳ法は損

益の帰属方法を特定しないともされている。）との指摘がされている

ところ，<イ> 本件各ＬＰＳ契約は，いずれも，会計年度の利益及び

損失は所定の割合で各パートナーに割り当てられるものとし，「本契

約で別途定められていない限り，本パートナーシップの所得，収益，

損失及び控除の全ての項目のパートナーシップ持分割合は，利益及び

損失の分配持分と同じとする。」としている（４．１２条(a)）。また，

ライムザイヤー意見書（甲１２３）によれば，ＬＰＳの損益は，州Ｌ

ＰＳ法５０３条に基づき，パートナーシップ契約書に定められた方法

によりパートナー間で配分されるが，<ウ> パートナーシップ内の損

益配分（profit and loss allocation）は，パートナーシップ契約書

に従って自動的に行われるものであり，また，資金の移転を伴うもの

ではないとされ，さらに，<エ> 米国の租税法上，現在のチェック・

ザ・ボックス制度が導入される以前から，パートナーシップの事業活

動により発生した損益が各パートナーの損益になるという私法上の原

則に従って，パートナーシップ（又はＬＰＳ）が納税主体とされてい

なかったとの指摘がされているところ，前記前提事実(4)によれば，<

オ> チェック・ザ・ボックス規則により，連邦課税上，一定のビジネ

ス・エンティティとされるパートナーシップがコーポレーションとし

ての課税を選択した場合には，パートナーシップの事業から生じた損

益がパートナーシップ自体に帰属することを選択したものと見ること

も可能であるが，このような選択がない場合には，デフォルト・ルー

ルとして，パートナーシップとしての課税（すなわち，パートナーシ

ップの事業から生じた損益がパートナーに帰属することを前提とする

課税）を選択したものとみなされており，本件各ＬＰＳも，連邦課税
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上，パートナーシップとしての課税（パートナーシップの事業から生

じた損益がパートナーに帰属することを前提とする課税）を選択した

ものとみなされている。 

そこで，これらの点をも併せ考慮すれば，本件各ＬＰＳの損益は，

州ＬＰＳ法に基づく本件各ＬＰＳ契約上，総額（グロス）ベースでパ

ートナーに直接帰属することが予定されているものといわざるを得な

い（本件各ＬＰＳの損益が本件各ＬＰＳ自体に帰属することを明確に

認めるに足りる法令の定めないし証拠はない（仮に本件各ＬＰＳが取

引の主体となり，財産及び権利義務（債権債務）の帰属主体となると

しても，デラウェア州法上，当然に損益の帰属主体となると断ずるこ

とはできない。）。）。 

（甲４１，１２３） 

 (ｲ) 以上に指摘した点のほか，前記イ(ｴ)ｃで説示した点（州ＬＰＳ法７

０１条について）をも併せ考慮すれば，州ＬＰＳ法に準拠して組成さ

れたＬＰＳは，経済的，実質的にみても，パートナー間の契約関係を

本質として，その事業の損益をパートナーに直接帰属させることを目

的とするものであるといわざるを得ないから，州ＬＰＳ法の規定する

その設立，組織，運営及び管理等の内容に着目して経済的，実質的に

見ても，明らかに我が国の法人と同様に損益の帰属すべき主体（その

構成員に直接その損益が帰属することが予定されない主体）として設

立が認められたものということはできない。 

エ したがって，本件各ＬＰＳは，我が国の租税法上の法人に該当するとは

認められないというべきである。 

オ 以上に対し，被告は，本件各ＬＰＳの準拠法である州ＬＰＳ法には，（Ｎ

ＹＬＬＣ判決が我が国の私法（租税法）上の法人に該当すると判断した）

ＬＬＣの準拠法であるニューヨーク州ＬＬＣ法と同趣旨又は類似の規定が
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あることから，本件各ＬＰＳが我が国の租税法上の法人に該当するといえ

る旨を主張する。 

しかしながら，ＮＹＬＬＣ判決は，前記(1)ウと異なる見解に基づいてニ

ューヨーク州ＬＬＣ法に準拠して設立されたＬＬＣが我が国の私法（租税

法）上の法人に該当すると判断したものであって，その判断の対象となる

準拠法も異なる以上，ＮＹＬＬＣ判決の認定内容・結果を前提として本件

各ＬＰＳの該当性を判断することは相当ではない。また，証拠（乙９８）

によれば，ニューヨーク州ＬＬＣ法は，ＬＬＣが「separate legal entit

y」である旨（２０３条）を定めているものの，一方，① ＬＬＣは，文脈

上他の意味に解釈すべき場合を除いて，ニューヨーク州ＬＬＣ法及びこの

州の法律に基づいて設立され存続する，パートナーシップ又は信託以外の，

当該事業の契約上の義務又はその他の債務に対して有限責任を持っている

１名又は複数名からなる非会社組織（unincorporated organazation）であ

るとし（１０１条(m)），② 設立発起人（設立するＬＬＣの構成員である

必要はない。）による基本定款の作成・提出を成立要件とし（２０３条，

２０７条，２０９条），③ ＬＬＣの損益が，構成員の間で，また構成員

の階級（もしあれば）間でオペレーティング契約に従って配分され，オペ

レーション契約にそのような規定がない場合には，損益は各構成員の出資

金が当該ＬＬＣによって受け取られ，当該ＬＬＣに対して約束され，いか

なるそのような構成員にも返却されない範囲内で，各構成員の出資金から

拠出義務不履行分を除いた価額に基づいて配分するものとする旨（５０３

条）を規定し，④ 基本定款に特段の定めがない限り，かつ，ニューヨー

ク州ＬＬＣ法に制限がある場合にはそのような制限とニューヨーク州の他

の法律に従うことを条件として，ＬＬＣは，<a> その名義で，告訴したり，

告訴されたり，いかなる訴訟をも提起したり，<b> 不動産や動産又は不動

産や動産における権利を買い受け，占取し，受け取り，賃貸し，あるいは
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それ以外の形で取得し，所有するなどし又はそれ以外の形で取引をしたり，

<c> 保証契約等の契約を結び，負債を負い，当該ＬＬＣが決定するような

金利で資金を借り入れ，自身の手形，債券，その他の債務を発行すること

などが認められており（２０２条），⑤ 構成員は，当該ＬＬＣの個別財

産には一切権利を持たず（６０１条），当該ＬＬＣのいかなる負債又は債

務に対しても責任がない（６０９条(a)）とし，⑥ ＬＬＣの現金又はその

他の資産の分配金は，構成員の間でまた構成員の階級（もしあれば）間で

オペレーティング契約に従って配分するものとした上（５０４条），ＬＬ

Ｃは，当該分配の時点で，構成員持分を理由とする構成員に対する負債及

び債権者の償還請求が当該ＬＬＣの特定財産に制限されている負債を除き，

当該分配実施後の当該ＬＬＣの全負債が当該ＬＬＣの資産の公正市場価額

を超える範囲では，構成員に分配を行ってはならないとし（５０８条(a)），

⑦ 構成員又はマネージャーによるＬＬＣの運営や構成員会等の組織（４

０１条～４２０条）に関し，基本定款に特別の定めがない限り，当該ＬＬ

Ｃを運営する権限はその構成員に与えられ（４０１条(a)），当該ＬＬＣの

業務の運営等に関する投票に際しては，オペーレーティング契約に定めが

ある場合を除き，構成員の持分に比例して投票するものとし（４０２条(a)），

オペレーティング契約に特段の定めがある場合を除いて，ＬＬＣは年１回

構成員会を開くものとし（４０３条），また，基本定款に運営権を１名又

は複数名のマネージャーに与えると規定されている場合には，構成員が年

に１度当該ＬＬＣの１名又は複数名のマネージャーを任命又は選任するた

めの投票をするものとし（４１３条(a)），そのマネージャーがＬＬＣの代

理人となり（４１２条(b)(2)），基本定款に運営権を１名又は複数名のマ

ネージャーに与えると規定していない場合には，各構成員がＬＬＣの事業

上ＬＬＣの代理人になる（４１２条(a)）旨規定していることが認められる。 

これらの規定に加え，ニューヨーク州ＬＬＣ法に準拠して設立されたＬ
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ＬＣが，上記①のとおり非会社組織（unincorporated organazation）とさ

れつつも，「pertnership」といった句等を含まず，「Limited Liability 

Company」又はその省略形の「L.L.C.」若しくは「LLC」という文言を含む

名称を使用することを許され（２０４条(a)，(e)），外形的には「compan

y」に類するものとされていることも併せ考慮すれば，前記(1)ウの基準に

従って検討しても，当該ＬＬＣは，ニューヨーク州ＬＬＣ法の規定内容を

その文言に従って形式的にみた場合に，ニューヨーク州ＬＬＣ法において

これが法人である（法人格を付与する）旨を規定しているとは認められな

いが，当該ＬＬＣを上記のニューヨーク州ＬＬＣ法が規定するその設立，

組織，運営及び管理等に着目して経済的，実質的にみれば，一定の組織を

備えていて権利・義務が直接帰属するとされ（したがって，ＬＬＣ自体に

訴訟の当事者能力も明示的に認められている。），その損益も全てが構成

員に直ちに帰属せず，当該ＬＬＣの財産を前提に一定の範囲を超えた部分

のみが構成員に対する分配の対象になることを予定していることから，明

らかに我が国の法人と同様に損益の帰属すべき主体として設立が認められ

たものということも可能というべきである。 

他方，州ＬＰＳ法は，ニューヨーク州ＬＬＣ法にある上記③～⑥の規定

と同様の規定が存在しないなどその定めを異にするのであるから（なお，

本件各ＬＰＳの設立，組織，運営及び管理等の特徴は，前記ウで指摘した

とおりである。），ニューヨーク州ＬＬＣ法に準拠して設立されたＬＬＣ

と州ＬＰＳ法に準拠して組成されたＬＰＳとで我が国の租税法（私法）上

の法人に該当するか否かの結論を異にしたとしても何ら不自然，不合理で

はないというべきであり，被告の上記主張を採用することはできない。 

 (4) 以上のとおり，本件各ＬＰＳは，我が国の租税法（私法）上の法人に該当

しないというべきであり，これに反する被告の主張を採用することはできな

い。 
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３ 争点(2)イ（本件各ＬＰＳの租税法上の人格のない社団該当性）について 

 (1) 租税法上の人格のない社団については，前記２(1)ア(ｱ)ｄのとおり，民事

実体法における権利能力のない社団（法人でない社団）と同義であると解さ

れるから，ある団体（事業体）が租税法上の人格のない社団に該当するとい

うためには，① 団体としての組織を備え（要件①），② 多数決の原則が

行われ（要件②），③ 構成員の変更にもかかわらず団体そのものが存続し

（要件③），④ その組織によって代表の方法，総会の運営，財産の管理そ

の他団体としての主要な点が確定しているもの（要件④）でなければならな

いと解される（前掲最高裁昭和３９年１０月１５日第一小法廷判決参照）。 

他方，民法は，各当事者が出資をして共同の事業を営むことを約すること

によってその効力を生じる組合契約（６６７条１項）に基づき，前記２(1)

エ(ｳ)ａ(b)のとおり総組合員の共有に属するものとしてある程度の独立性を

有する各組合員の出資その他の組合財産を形成し（６６８条，６７６条，６

７７条），組合の業務の執行を組合員の過半数又は組合契約でこれを委任し

た者（業務執行者。これが複数ある場合にはその過半数による。）により行

い（６７０条），組合員の脱退（６７８条，６７９条）等により組合員が変

動したとしても，組合の目的である事業の成功又はその成功の不能という組

合の解散事由（６８２条）が生じるまでは組合がその同一性を欠くことなく

存続するものとして，組合に一定の団体性を有する組織形成や運営等がされ

ることを予定し，このような組合をいわゆる社団である法人とは別類型の団

体でありながら契約関係として形成することを認めていると解されることに

鑑みると，民事実体法上，上記のような一定の団体性を有する民法上の組合

（任意組合）をもって民事実体法における権利能力のない社団（法人でない

社団）とすることは，原則として予定されていないというべきである。 

そうであるとすれば，組合契約その他の契約に基づいて組成された団体が

上記の租税法上の人格のない社団の要件（要件①～④）に該当するか否かを
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検討する場合においては，当該団体が，上記のような任意組合その他の契約

関係により認められる団体性を超えて民法所定の法人の組織，運営及び管理

（民法３７条～３９条，５１条～６６条，６８条，６９条，７２条等参照。

なお，以上の規定は，平成１８年法律第５０号により削除されているが，一

般社団法人及び一般財団法人に関する法律第２章に以上の規定と同様の趣旨

に基づく詳細な規定が置かれている。）に関する規定が予定するところと類

似した団体性を有するか否かという観点から検討すべきであると解される。 

 (2) これを本件各ＬＰＳについてみるに，前提事実及び前記２(2)で認定した州

ＬＰＳ法及び本件各ＬＰＳ契約の内容等によれば，本件各ＬＰＳは，① 本

件各ＧＰをジェネラル・パートナー，本件各受託銀行等をリミテッド・パー

トナーとして，本件各ＬＰＳ契約に基づき組成されたＬＰＳであるところ（本

件各ＬＰＳ契約の前文及び１．１条），② 本件各ＬＰＳの管理及び運営に

関する独占的権限は，ジェネラル・パートナー各１名（本件各ＧＰ）に付与

され（同契約２．１条），各ジェネラル・パートナー（本件各ＧＰ）には，

本件各ＬＰＳとしての業務執行及び組織運営に係る意思決定を行い，本件各

ＬＰＳを代表して本件各売買契約を含む取引等を行う権限が与えられ，本件

各ＬＰＳ契約上，リミテッド・パートナーが本件各ＬＰＳの管理又は運営に

参加し，その他の本件各ＬＰＳの意思決定につき関与することは予定されて

おらず（本件各ＬＰＳ契約２．１条参照。なお，同条で留保された例外的に

リミテッド・パートナーが本件各ＬＰＳの管理運営に参加できる場合等の定

めは本件各ＬＰＳ契約ではされていない。），本件各ＬＰＳ契約中の本件各

ＧＰの解任（２．６条）及び本件各ＬＰＳ契約の変更（１０．２条）に関す

る規定も，ジェネラル・パートナーの解任及び契約の変更という極めて限定

的かつ特別な場合に一定の割合のパートナー又はリミテッド・パートナーに

よる意思決定を認めているにすぎないというのである。 

そうであるとすれば，本件各ＬＰＳは，上記(1)で説示したような民法上の
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組合（任意組合）に類似した組織形成，運営等がされることを予定したもの

にすぎず，少なくとも，民法所定の法人の組織，運営及び管理にみられるよ

うな，団体としての意思決定機関，業務執行機関又は代表機関が置かれるな

どの団体としての組織を備え（要件①），意思決定が構成員の多数決によっ

て行われるなどの多数決の原則が行われている（要件②）ということはでき

ず，上記のような団体としての組織を備えていない以上，本件各ＬＰＳ契約

の定めをもって，その組織によって代表の方法，総会の運営，財産の管理そ

の他団体としての主要な点が確定している（要件④）ということもできない。 

したがって，本件各ＬＰＳは，その管理及び運営に関する独占的権限を有

する本件各ＧＰと，その解任権限を一定の条件の下に与えられた各リミテッ

ド・パートナーで構成され，構成員の財産とは区別された独自の財産を有し，

本件各ＬＰＳ契約にはその管理の方法等や契約内容の多数決による変更に関

する定めがあり，本件各ＬＰＳ契約が定める限定された要件の下でパートナ

ーの交代にもかかわらず存続する（州ＬＰＳ法７０４条，本件各ＬＰＳ契約

６．１条，６．２条，７．２条。本件ＬＰＳ契約（Ｐ）７．４条，本件ＬＰ

Ｓ契約（Ｃ）７．５条）としても，このことのみをもって本件各ＬＰＳが租

税法上の人格のない社団（民事実体法における権利能力のない社団）に該当

するということはできない（以上の説示に反する被告の主張を採用すること

はできない。）。 

 (3) 以上によれば，本件各ＬＰＳが租税法上の人格のない社団（権利能力のな

い社団）であると認めることはできない。 

４ 争点(2)ウ（本件各不動産賃貸業から生じた損益の不動産所得該当性）につい

て 

 (1)ア 我が国の租税法においては，前記２(1)ア(ｳ)のとおり，① ある事業体

が，法人に該当せず，かつ，人格のない社団等にも該当しない場合には，

当該事業体の行う個々の事業活動から生じた損益について，構成員課税が
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行われる（その構成員に対する所得税又は法人税としての課税がされる）

が，② その事業に係る利益等の帰属時期やその額の計算については，所

得税法又は法人税法上の明文規定はなく，③ 法人及び人格のない社団等

に該当しない事業体の典型例である任意組合に関しては，平成１７年１２

月２６日付課個２－３９ほかによる一部改正前の所得税基本通達において，

<a> 当該組合の収入金額，支出金額，資産，負債等を，組合契約又は民法

６７４条《損益分配の割合》の規定による損益分配の割合に応じて各組合

員のこれらの金額として計算する方法（総額方式）や<b> 当該組合につい

て計算される利益の額又は損失の額をその分配割合に応じて各組合員にあ

ん分する方法（純額方式。この方法による場合には，各組合員は，当該組

合事業に係る取引等について，非課税所得，引当金，準備金，配当控除，

確定申告による源泉徴収税額の控除等に関する規定の適用はなく，各組合

員にあん分される利益の額又は損失の額は，当該組合事業の主たる事業の

内容に従い，不動産所得，事業所得，山林所得又は雑所得のいずれか一の

所得に係る収入金額又は必要経費とされる。）等が認められており，同日

付課法２－１４による一部改正前の法人税基本通達においてもこれとほぼ

同様の取扱い（なお，法人税については，その性質上，上記のような純額

方式による場合の所得の区分の制限はされていない。）が認められている。 

そうであるとすれば，外国の法令に準拠して組成された事業体が我が国

の租税法上の法人及び人格なき社団等のいずれにも該当しない場合におい

て，その構成員が我が国の租税法上の納税義務者であるときは，当該事業

体の行う個々の事業活動から生じた損益について構成員課税が行われるこ

ととなり，その構成員にあん分される当該損益に係る所得の区分も，当該

事業体の事業の内容・性質に直接対応するもの又は上記各通達が許容する

範囲内で対応するものにすべきものと解されるから，たとえその構成員が

我が国の租税法上の納税義務者でなかったとしても，その構成員にあん分
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される当該損益に係る所得の区分は，当該事業体の事業の内容・性質に直

接対応するもの又は上記通達が許容する範囲内で対応するものにすべきと

解するのが相当である。 

イ そして，所得税法２６条は，不動産所得とは，不動産，不動産の上に存

する権利，船舶又は航空機（不動産等）の貸付け（地上権又は永小作権の

設定その他他人の不動産等を使用させることを含む。）による所得（事業

所得又は譲渡所得に該当するものを除く。）という旨規定しているところ，

任意組合の行う不動産賃貸事業から生じた損益であって不動産所得に区分

されるものについて構成員課税が行われる場合においては，業務執行組合

員ではなく当該不動産賃貸事業から生じた損益がその構成員に直接帰属す

ると解されることから，当該不動産賃貸事業に直接関与していない構成員

の当該損益に係る所得についても，上記アで指摘した各通達に沿う計算方

法による限り，不動産所得と区分するとの課税上の取扱いが認められてい

る。 

 (2) 以上の解釈及び取扱いを踏まえ，本件についてみると，前記２及び３で説

示したところに加え，前提事実及び前記２(2)で認定した州ＬＰＳ法及び本

件各ＬＰＳ契約の内容によれば，本件各ＬＰＳが行った本件各不動産賃貸事

業により生じた損益は，本件各ＬＰＳが我が国の租税法上の法人及び人格の

ない社団のいずれにも該当しないことから，本件各ＬＰＳ契約で定める損益

分配割合に応じて（州ＬＰＳ法５０３条，本件各ＬＰＳ契約４．７条及び４．

８条），本件各受託銀行を介して原告らに直接帰属するものと認められ，そ

の損益が本件各建物を第三者に賃貸することによって生じたものであり，本

件全証拠によっても，上記損益に係る所得が事業所得（所得税法施行令６３

条所定の事業から生ずる所得であり，不動産の貸付業は当該事業から除かれ

ている。）又は譲渡所得に該当するとは認めるに足りないことに照らすと，

原告らの当該損益に係る所得は，いずれも不動産所得に該当するものと認め
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られる。 

これに対し，被告は，ある所得が不動産所得に該当するためには，一般的

には，納税者が，<ア> 賃貸借契約の「貸主」となり得る何らかの権利・権

原（所有権，占有権等）を有していることを前提とした上で，<イ> 不動産

を「借主」に貸し付け，これを収益させることによって得た対価としての性

質を有するものであることを要するから，本件各建物の所有権等の権原を有

しておらず，自らが本件各建物を貸し付けているともいえない原告らの受け

る損益は不動産所得に該当しない旨主張する。 

しかし，被告の上記主張は，所得税法２６条の規定の文言を離れて独自の

要件を付加するものである上，その主張に係る権原の範囲も明確ではなく，

採用し難いところである。また，被告の主張するような解釈は，上記(1)イで

説示した課税上の取扱いを否定するものになると考えられる。課税実務にお

いて，そもそも不動産所得に関して被告主張のような解釈が採用されていな

かったことは，本件措置法特例の立法事実として，組合を通じた不動産貸付

けに関し，貸付けの規模や業務への関与度合いに関係なくその損失の他の所

得との損益通算が可能とされている不動産所得の特質を利用した節税を図る

動きの顕在化への対応の必要性が指摘されていたこと（甲８３）等に照らし

て明らかである。したがって，被告の上記主張を採用することはできない。 

 (3) 以上によれば，本件各不動産賃貸事業から生じた損益は，原告らの不動産

所得に該当するというべきである。 

５ 本件各処分の適法性について 

以上によれば，本件各不動産賃貸事業から生じた損益（本件各建物の貸付け

に係る損益）は，原告らの不動産所得に該当するから，本件各建物の賃貸料等

を収入金額とし，その減価償却費等を必要経費として不動産所得の金額を計算

し，その不動産所得の金額に計算上生じた損失の金額があるときは，所得税法

６９条１項所定の損益通算をした上，総合所得金額及び納付すべき税額を算定
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すべきことになる。 

そして，前記第２の３のとおり，被告主張に係る計算の基礎となる金額及び

計算方法は，本件の争点に関する部分を除き，当事者間に争いはないところ，

被告は，以上の場合において，本件各建物の賃貸料等の収入金額及び減価償却

費等の必要経費として計上することのできる数額が原告らの主張額（確定申告，

修正申告又は更正の請求の額。別表９－１～５２の各①欄参照。なお，本件各

建物以外の不動産に係る不動産所得が存する者については，同欄の上段（網掛

け部分）の数額である。）であることを争っていない。 

これらのことを踏まえて，原告らの総所得金額及び納付すべき税額を算定し，

本件各処分の適法性を検討すれば，次のとおりとなる（なお，各原告の請求（別

紙５）と本件各処分の取り消すべき部分（別紙３）の関係は，別紙１２（請求・

取消部分対照表）のとおりである。）。 

 (1) 原告Ｐ２３関係 

ア 第１事件・平成１４年分 

 (ｱ) 原告Ｐ２３の平成１４年分の不動産所得の金額について，<a> 本件建

物（Ｐ）に係る収入金額及び必要経費が別表９－１の①欄の網掛け部分

記載のとおりであり，<b> 本件建物（Ｐ）以外の不動産に係る収入金額

及び必要経費が別表９－１の②欄の網掛けのされていない部分記載のと

おりであることは，当事者間に争いがないから，以上を踏まえて原告Ｐ

２３の総所得金額及び納付すべき税額を算定すると，別紙１１（原告ら

の総所得金額及び納付すべき税額についての補足説明）の１(1)記載のと

おりとなる。 

 (ｲ) 以上によれば，原告Ｐ２３の平成１４年分所得税に係る総所得金額は

４４６９万０２７６円であり，納付すべき税額はマイナス（還付金の額

に相当する税額）７５７万０２８６円となるところ，これらの金額は原

告Ｐ２３の第１事件平成１４年分修正申告書の申告額である総所得金額
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４５０６万８７３９円及び納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当

する税額）７４３万０４２６円を下回るものであり，原告Ｐ２３も，第

１事件・平成１４年分更正処分について上記修正申告に係る総所得金額

及び納付すべき税額（還付金の額に相当する税額）を超える部分の取消

しを求めるにとどまっている（別紙５の１，別表８－１参照）。 

これらの点に鑑みると，第１事件・平成１４年分更正処分については，

このうち上記請求の限度，すなわち総所得金額４５０６万８７３９円及

び納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）７４３万０４

２６円を超える部分が，第１事件・平成１４年分賦課決定処分について

は，その全部が，それぞれ違法であるといえるから，これらをいずれも

取り消すべきである。 

したがって，上記各処分の取り消すべき範囲は，別紙３の第１の１(1)

のとおりとなる。 

イ 第１事件・平成１５年分  

 (ｱ) 原告Ｐ２３の平成１５年分の不動産所得の金額について，<a> 本件建

物（Ｐ）に係る収入金額及び必要経費が別表９－２の①欄の網掛け部分

記載のとおりであり，<b> 本件建物（Ｐ）以外の不動産に係る収入金額

及び必要経費が別表９－２の②欄の網掛けのされていない部分記載のと

おりであることは，当事者間に争いがないから，以上を踏まえて原告Ｐ

２３の総所得金額及び納付すべき税額を算定すると，別紙１１の１(2)

記載のとおりとなる。 

 (ｲ) 以上によれば，原告Ｐ２３の平成１５年分所得税に係る総所得金額は

３７６１万１０５３円であり，納付すべき税額はマイナス（還付金の額

に相当する税額）９１６万７１７６円となるところ，これらの金額は原

告Ｐ２３の第１事件・平成１５年分確定申告書の申告額である総所得金

額３８００万９６１４円及び納付すべき税額マイナス（還付金の額に相
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当する税額）９０１万９５４６円を下回るものであり，原告Ｐ２３も，

第１事件・平成１５年分更正処分について上記確定申告に係る総所得金

額及び納付すべき税額（還付金の額に相当する税額）を超える部分の取

消しを求めるにとどまっている（別紙５の２，別表８－２参照）。 

これらの点に鑑みると，第１事件・平成１５年分更正処分については，

このうち上記請求の限度内で，すなわち総所得金額３８００万９６１４

円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）９０１万９

５４６円を超える部分が，第１事件・平成１５年分賦課決定処分につい

ては，その全部が，それぞれ違法であるから，これらをいずれも取り消

すべきである。 

したがって，上記各処分の取り消すべき範囲は，別紙３の第１の１(2)

のとおりとなる。 

ウ 第１７事件・平成１６年分 

原告Ｐ２３の平成１６年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－３の更正の請求欄記載のとおりであり，第１７事件・平成１６年分通知

処分の全部が違法であるから，これを取り消すべきである（別紙３の第１

の２参照） 

 (2) 原告Ｐ２０関係 

ア 第２事件・平成１３年分 

原告Ｐ２０の平成１３年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－４の確定申告欄記載のとおりであり，第２事件・平成１３年分更正処分

のうち第２事件・平成１３年分確定申告書の申告額を超える部分及び第２

事件・平成１３年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，これ

らをいずれも取り消すべきである（別紙３の第２の１(1)参照）。 

イ 第２事件・平成１４年分 

 (ｱ) 原告Ｐ２０の平成１４年分の総所得金額及び納付すべき税額について
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は，損益の通算前の総所得金額が別表８－５－１の修正申告欄記載のと

おりとなるところ，これと同欄記載の分離長期譲渡所得の金額及び退職

所得の金額とを別表８－５－２記載の方法で損益の通算をすると，総所

得金額が０円，退職所得が２億３２３５万６１００円となるから，納付

すべき税額は別表８－５－１の修正申告欄記載のとおりとなる。 

 (ｲ) 以上によれば，第２事件・平成１４年分更正処分のうち第２事件・平

成１４年分修正申告書の申告額を超える部分及び第２事件・平成１４年

分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，これらをいずれも取

り消すべきである（別紙３の第２の１(2)参照）。 

ウ 第２事件・平成１５年分 

原告Ｐ２０の平成１５年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－６の確定申告欄記載のとおりであり，第２事件・平成１５年分更正処分

のうち第２事件・平成１５年分確定申告書の申告額を超える部分及び第２

事件・平成１５年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，これ

らをいずれも取り消すべきである（別紙３の第２の１(3)参照）。 

エ 第２１事件・平成１６年分 

原告Ｐ２０の平成１６年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－７の更正の請求欄記載のとおりであり，第２１事件・平成１６年分通知

処分の全部が違法であるから，これを取り消すべきである（別紙３の第２

の２参照）。 

オ 第２２事件・平成１７年分 

原告Ｐ２０の平成１７年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－８の修正申告欄記載のとおりであり，第２２事件・平成１７年分更正処

分のうち第２２事件・平成１７年分修正申告書の申告額を超える部分及び

第２２事件・平成１７年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，

これらをいずれも取り消すべきである（別紙３の第２の３参照）。 
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 (3) 原告Ｐ１１関係 

ア 第３事件・平成１３年分  

原告Ｐ１１の平成１３年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－９の修正申告欄記載のとおりであり，第３事件・平成１３年分更正処分

のうち第３事件・平成１３年分修正申告書の申告額を超える部分及び第３

事件・平成１３年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，これ

らをいずれも取り消すべきである（別紙３の第３の１(1)参照）。 

イ 第３事件・平成１４年分  

原告Ｐ１１の平成１４年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－１０の確定申告欄記載のとおりであり，第３事件・平成１４年分更正処

分のうち第３事件・平成１４年分確定申告書の申告額を超える部分が，第

３事件・平成１４年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，こ

れらをいずれも取り消すべきである（別紙３の第３の１(2)参照）。 

ウ 第３事件・平成１５年分  

原告Ｐ１１の平成１５年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－１１の確定申告欄記載のとおりであり，第３事件・平成１５年分更正処

分のうち第３事件・平成１５年分確定申告書の申告額を超える部分及び第

３事件・平成１５年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，こ

れらをいずれも取り消すべきである（別紙３の第３の１(3)参照）。 

エ 第１８事件・平成１６年分 

原告Ｐ１１の平成１６年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－１２の更正の請求欄記載のとおりであり，第１８事件・平成１６年分通

知処分の全部が違法であるから，これを取り消すべきである（別紙３の第

３の２(1)参照）。 

オ 第１８事件・平成１７年分  

原告Ｐ１１の平成１７年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８
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－１３の更正の請求欄記載のとおりであり，第１８事件・平成１７年分更

正処分のうち平成１８年６月９日付け更正の請求の金額を超える部分及び

第１８事件・平成１７年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，

これらをいずれも取り消すべきである（別紙３の第３の２(2)参照）。 

 (4) 原告Ｐ３２関係 

ア 第４事件・平成１３年分  

原告Ｐ３２の平成１３年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－１４の確定申告欄記載のとおりであり，第４事件・平成１３年分更正処

分のうち第４事件・平成１３年分確定申告書の申告額を超える部分及び第

４事件・平成１３年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，こ

れらをいずれも取り消すべきである（別紙３の第４の１参照）。 

イ 第４事件・平成１４年分  

原告Ｐ３２の平成１４年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－１５の確定申告欄記載のとおりであり，第４事件・平成１４年分更正処

分のうち第４事件・平成１４年分確定申告書の申告額を超える部分及び第

４事件・平成１４年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，こ

れらをいずれも取り消すべきである（別紙３の第４の２参照）。 

ウ 第４事件・平成１５年分  

原告Ｐ３２の平成１５年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－１６の確定申告欄記載のとおりであり，第４事件・平成１５年分更正処

分のうち第４事件・平成１５年分確定申告書の申告額を超える部分及び第

４事件・平成１５年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，こ

れらをいずれも取り消すべきである（別紙３の第４の３参照）。 

 (5) 原告Ｐ１関係 

ア 第５事件・平成１３年分 

原告Ｐ１の平成１３年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８－
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１７の確定申告欄記載のとおりであり，第５事件・平成１３年分更正処分

のうち第５事件・平成１３年分確定申告書の申告額を超える部分及び第５

事件・平成１３年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，これ

らをいずれも取り消すべきである（別紙３の第５の１(1)参照）。 

イ 第５事件・平成１４年分  

 (ｱ) 原告Ｐ１の平成１４年分の総所得金額及び納付すべき税額は，確定申

告では零とされた雑所得の金額が別表８－１８の更正処分等欄記載のと

おりであることにつき当事者間に争いがないことを踏まえて算定すると，

別紙１１の２(1)記載のとおりとなる。 

 (ｲ) 以上によれば，第５事件・平成１４年分更正処分は，別紙１１の２(1)

で認定した総所得金額３５０２万００３８円，納付すべき税額マイナス

（還付金の額に相当する税額）６６４万３７３２円を超える部分が違法

となり，これを取り消すべきこととなる。 

そうすると，第５事件・平成１４年分更正処分のうち適法な部分によ

り原告Ｐ１が新たに納付すべきこととなった税額は６２９０円（△664

万 3732 円－△665 万 0022 円（別表８－１８の「確定申告」欄参照）。）

となるが，これは１万円未満の金額であって，通則法１１８条３項の規

定により，その全額が切り捨てられるから，原告Ｐ１の平成１４年分の

所得税に係る過少申告加算税の額は零円となる。 

したがって，第５事件・平成１４年分賦課決定処分も，その全部が違

法であるから，これを取り消すべきである。 

以上から，上記各処分の取り消すべき範囲は，別紙３の第５の１(2)

のとおりとなる。 

ウ 第５事件・平成１５年分  

 (ｱ) 原告Ｐ１の平成１５年分の総所得金額及び納付すべき税額は，確定申

告では零とされた雑所得の金額が別表８－１９の更正処分等欄記載のと
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おりであることにつき当事者間に争いがないことを踏まえて算定すると，

別紙１１の２(2)記載のとおりとなる。 

 (ｲ) 以上によれば，第５事件・平成１５年分更正処分は，別紙１１の２(2)

で認定した総所得金額３８４０万１７３８円，納付すべき税額マイナス

（還付金の額に相当する税額）４８５万８３４６円を超える部分が違法

となり，これを取り消すべきこととなる。 

そうすると，第５事件・平成１５年更正分のうち適法な部分により原

告Ｐ１新たに納付すべきこととなった税額は８５１０円（△485 万 8346

円－△486 万 6856 円（別表８－１９の「確定申告」欄参照）。）となる

が，これは１万円未満の金額であって，通則法１１８条３項の規定によ

り，その全額が切り捨てられるから，原告Ｐ１の平成１５年分の所得税

に係る過少申告加算税の額は零円となる。 

したがって，第５事件・平成１５年分賦課決定処分も，その全部が違

法であるから，これを取り消すべきである。 

以上から，上記各処分の取り消すべき範囲は，別紙３の第５の１(3)

のとおりとなる。 

エ 第１５事件・平成１６年分 

原告Ｐ１の平成１６年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８－

２０の更正の請求欄記載のとおりであり，第１５事件・平成１６年分通知

処分の全部が違法であるから，これを取り消すべきである（別紙３の第５

の２参照）。 

オ 第２３事件・平成１７年分 

原告Ｐ１の平成年１７分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８－

２１の更正の請求欄記載のとおりであり，第２３事件・平成１７年分通知

処分の全部が違法であるから，これを取り消すべきである（別紙３の第５

の３参照）。 
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 (6) 原告Ｐ２９関係  

ア 第６事件・平成１３年分  

原告Ｐ２９の平成１３年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－２２の修正申告欄記載のとおりであり，第６事件・平成１３年分更正処

分のうち第６事件・平成１３年分修正申告書の申告額を超える部分及び第

６事件・平成１３年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，こ

れらをいずれも取り消すべきである（別紙３の第６の１参照）。 

イ 第６事件・平成１４年分  

原告Ｐ２９の平成１４年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－２３の平成１６年２月２６日付け更正処分欄記載のとおりであり，第６

事件・平成１４年分更正処分のうち平成１６年２月２６日付け更正処分に

よる減額更正後の金額を超える部分及び第６事件・平成１４年分賦課決定

処分の全部がそれぞれ違法であるから，これらをいずれも取り消すべきで

ある（別紙３の第６の２参照）。 

ウ 第６事件・平成１５年分  

原告Ｐ２９の平成１５年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－２４の確定申告欄記載のとおりであり，第６事件・平成１５年分更正処

分のうち第６事件・平成１５年分確定申告書の申告額を超える部分及び第

６事件・平成１５年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，こ

れらをいずれも取り消すべきである（別紙３の第６の３参照）。 

 (7) 原告Ｐ２関係 

ア 第７事件・平成１３年分 

 (ｱ) 原告Ｐ２の平成年１３分の総所得金額及び納付すべき税額は，確定申

告では４２９５万円とされた給与所得の金額が被告主張の４３０４万５

０００円（別紙９の第７の１(1)ア(ｲ)参照）であることにつき当事者間

に争いがないことを踏まえて算定すると，別紙１１の３記載のとおりと
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なる。 

 (ｲ) 以上によれば，第７事件・平成１３年分更正処分は，別紙１１の３で

認定した総所得金額２２２５万６７６９円，納付すべき税額マイナス（還

付金の額に相当する税額）７３９万３３００円を超える部分が違法とな

り，これを取り消すべきこととなる。 

そうすると，第７事件・平成１３年分更正処分のうち適法な部分によ

り原告Ｐ２が新たに納付すべきこととなった税額である３万円（△739

万 3300 円－△742 万 8450 円（別表８－２５の「確定申告」欄参照）。

ただし，通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り捨

てた後のもの）を基礎として，これに通則法６５条１項の規定に基づき

１００分の１０の割合を乗じて算出した過少申告加算税の額は，３００

０円となるが，５０００円未満の金額であるため，通則法１１９条４項

の規定によりその全額が切り捨てられ，零円となる。 

したがって，第７事件・平成１３年分賦課決定処分も，その全部が違

法であるから，これを取り消すべきである。 

以上から，上記各処分の取り消すべき範囲は，別紙３の第７の１のと

おりとなる。 

イ 第７事件・平成１４年分  

原告Ｐ２の平成年１４分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８－

２６の確定申告欄記載のとおりであり，第７事件・平成１４年分更正処分

のうち第７事件・平成１４年分確定申告書の申告額を超える部分及び第７

事件・平成１４年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，これ

をいずれも取り消すべきである（別紙３の第７の２参照）。 

ウ 第７事件・平成１５年分 

原告Ｐ２の平成１５年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８－

２７の平成１７年６月１４日付け更正処分等欄記載のとおりであり，第７
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事件・平成１５年分更正処分のうち平成１７年６月１４日付け更正処分等

による減額更正後の金額を超える部分及び第７事件・平成１５年分賦課決

定処分の全部がそれぞれ違法であるから，これらをいずれも取り消すべき

である（別紙３の第７の３参照）。 

 (8) 原告Ｐ３関係 

ア 第８事件・平成１３年分 

 (ｱ) 原告Ｐ３の平成１３年分の総所得金額及び納付すべき税額は，確定申

告では３０万８８８８円とされた雑所得の金額が別表８－２８の更正処

分等欄記載のとおり３１万１９８８円であることにつき当事者間に争い

がないことを踏まえて算定すると，別紙１１の４(1)記載のとおりとなる。 

 (ｲ) 以上によれば，第８事件・平成１３年分更正処分は，別紙１１の４(1)

で認定した総所得金額１８４７万６９３９円，納付すべき税額マイナス

（還付金の額に相当する税額）７７３万８７３２円を超える部分が違法

となり，これを取り消すべきこととなる。 

そうすると，第８事件・平成１３年分更正処分のうち適法な部分によ

り原告Ｐ３が新たに納付すべきこととなった税額は９００円（△773 万 8

732 円－△773 万 9632 円（別表８－２８の「確定申告」欄参照））とな

るところ，これは１万円未満の金額であるため，通則法１１８条３項の

規定により，その全額が切り捨てられるから，原告Ｐ３の平成１３年分

の所得税に係る過少申告加算税の額は零円となる。 

したがって，第８事件・平成１３年分賦課決定処分も，その全部が違

法であるから，これを取り消すべきである。 

以上から，上記各処分の取り消すべき範囲は，別紙３の第８の１(1)

のとおりとなる。 

イ 第８事件・平成１４年分 

 (ｱ) 原告Ｐ３の平成１４年分の総所得金額及び納付すべき税額は，確定申
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告では７５万９５５４円とされた雑所得の金額が別表８－２９の更正処

分等欄記載のとおり７９万５９５４円であることにつき当事者間に争い

がないことを踏まえて算定すると，別紙１１の４(2)記載のとおりとなる。 

 (ｲ) 以上によれば，第８事件・平成１４年分更正処分は，別紙１１の４(2)

で認定した総所得金額１７６４万３５１８円，納付すべき税額マイナス

（還付金の額に相当する税額）８４２万８８８７円を超える部分が違法

となり，これを取り消すべきこととなる。 

そうすると，第８事件・平成１４年分更正処分のうち適法な部分によ

り原告Ｐ３が新たに納付すべきこととなった税額である１万円（△842

万 8887 円－△843 万 9687 円（別表８－２９の「確定申告」欄参照）。

ただし，通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り捨

てた後のもの）を基礎として，これに通則法６５条１項の規定に基づき

１００分の１０の割合を乗じて算出した過少申告加算税の額は１０００

円となるが，５０００円未満の金額であるため，通則法１１９条４項の

規定によりその全額が切り捨てられ，零円となる。 

したがって，第８事件・平成１４年分賦課決定処分も，その全部が違

法であるから，これを取り消すべきである。 

以上から，上記各処分の取り消すべき範囲は，別紙３の第８の１(2)

のとおりとなる。 

ウ 第８事件・平成１５年分  

 (ｱ) 原告Ｐ３の平成１５年分の総所得金額及び納付すべき税額は，確定申

告では９３万２８６０円とされた雑所得の金額が別表８－３０の更正処

分等欄記載のとおり９６万９７６０円であることにつき当事者間に争い

がないことを踏まえて算定すると，別紙１１の４(3)記載のとおりとなる。 

    (ｲ) 以上によれば，第８事件・平成１５年分更正処分は，別紙１１の４(3)

で認定した総所得金額１８１４万６５１０円，納付すべき税額マイナス
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（還付金の額に相当する税額）７７５万６５９５円を超える部分が違法

となり，これを取り消すべきこととなる。 

そうすると，第８事件・平成１５年分更正処分のうち適法な部分によ

り原告Ｐ３が新たに納付すべきこととなった税額である１万円（△775

万 6595 円－△776 万 7695 円（別表８－３０の「確定申告」欄参照）。

ただし，通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り捨

てた後のもの）を基礎として，これに通則法６５条１項の規定に基づき

１００分の１０の割合を乗じて算出した過少申告加算税の額は１０００

円となるが，５０００円未満の金額であるため，通則法１１９条４項の

規定によりその全額が切り捨てられ，零円となる。 

したがって，第８事件・平成１５年分賦課決定処分も，その全部が違

法であるから，これを取り消すべきである。 

以上から，上記各処分の取り消すべき範囲は，別紙３の第８の１(3)

のとおりとなる。 

エ 第１６事件・平成１６年分 

原告Ｐ３の平成１６年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８－

３１の更正の請求欄記載のとおりであり，第１６事件・平成１６年分通知

処分の全部が違法であるから，これを取り消すべきである（別紙３の第８

の２参照）。 

オ 第２４事件・平成１７年分 

原告Ｐ３の平成１７年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８－

３２の更正の請求欄記載のとおりであり，第２４事件・平成１７年分通知

処分の全部が違法であるから，これを取り消すべきである（別紙３の第８

の３参照）。 

 (9) 原告Ｐ４関係 

ア 第９事件・平成１３年分 
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 (ｱ) 原告Ｐ４の総所得金額及び納付すべき税額は，確定申告では零とされ

た雑所得の金額が別表８－３３の更正処分等欄記載のとおりであること

につき当事者間に争いがないことを踏まえて算定すると，別紙１１の５

(1)記載のとおりとなる。 

 (ｲ) 以上によれば，第９事件・平成１３年分更正処分は，別紙１１の５(1)

で認定した総所得金額１６８６万０６６３円，納付すべき税額マイナス

（還付金の額に相当する税額）７８４万５５２０円を超える部分が違法

となり，これを取り消すべきこととなる。 

そうすると，第９事件・平成１３年分更正処分のうち適法な部分によ

り原告Ｐ４が新たに納付すべきこととなった税額は９００円（△784 万 5

520 円－△784 万 6420 円（別表８－３３の「確定申告」欄参照））とな

るが，１万円未満の金額であるため，通則法１１８条３項の規定により

その全額が切り捨てられるから，原告Ｐ４の平成１３年分の所得税に係

る過少申告加算税の額は零円となる。 

したがって，第９事件・平成１３年分賦課決定処分は，その全部が違

法であるから，これを取り消すべきである。 

以上から，上記各処分の取り消すべき範囲は，別紙３の第９の１(1)

のとおりとなる。 

イ 第９事件・平成１４年分 

 (ｱ) 原告Ｐ４の平成１４年分の総所得金額及び納付すべき税額は，確定申

告では零とされた雑所得の金額が別表８－３４の更正処分等欄記載のと

おりであることにつき当事者間に争いがないことを踏まえて算定すると，

別紙１１の５(2)記載のとおりとなる。 

 (ｲ) 以上によれば，原告Ｐ４の平成１４年分所得税に係る総所得金額は１

１８７万４８１２円であり，納付すべき税額はマイナス（還付金の額に

相当する税額）９１１万１３２０円を超える部分が違法となり，これを
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取り消すべきこととなる 

そうすると，第９事件・平成１４年分更正処分のうち適法な部分によ

り原告Ｐ４が新たに納付すべきこととなった税額は，４３２０円（△91

1 万 1320 円－△911 万 5640 円（別表８－３４の「確定申告」欄参照））

となるが，１万円未満の金額であるため，通則法１１８条３項の規定に

よりその全額が切り捨てられるから，原告Ｐ４の平成１４年分の所得税

に係る過少申告加算税の額は零円となる。 

したがって，第９事件・平成１４年分賦課決定処分は，その全部が違

法であるから，これを取り消すべきである。 

したがって，上記各処分の取り消すべき範囲は，別紙３の第９の１(2)

のとおりとなる。 

ウ 第９事件・平成１５年分 

 (ｱ) 原告Ｐ４の平成１５年分の総所得金額及び納付すべき税額は，確定申

告では零とされた雑所得の金額が別表８－３５の更正処分等欄記載のと

おりであることにつき当事者間に争いがないことを踏まえて算定すると，

別紙１１の５(3)記載のとおりとなる。 

 (ｲ) 以上によれば，第９事件・平成１５年分更正処分は，別紙１１の５(3)

で認定した総所得金額１２２６万３７４３円，納付すべき税額マイナス

（還付金の額に相当する税額）９０２万９２４１円を超える部分が違法

となり，これを取り消すべきこととなる。 

そうすると，第９事件・平成１５年分更正処分のうち適法な部分によ

り原告Ｐ４が新たに納付すべきこととなった税額は７２００円（△902

万 9241 円－△903 万 6441 円（別表８－３５の「確定申告」欄参照）。）

となるが，１万円未満の金額であるため，通則法１１８条３項の規定に

よりその全額が切り捨てられるから，原告Ｐ４の平成１４年分の所得税

に係る過少申告加算税の額は零円となる。 
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したがって，第９事件・平成１５年分賦課決定処分は，その全部が違

法であるから，これを取り消すべきである。 

以上から，上記各処分の取り消すべき範囲は，別紙３の第９の１(3)

のとおりとなる。 

エ 第２５事件・平成１７年分 

原告Ｐ４の平成１７年分の不動産所得の金額について，弁論の全趣旨に

よれば，原告Ｐ４がした平成１９年３月１５日付け更正の請求中の「不動

産所得の金額（平成１６年分）」２２６６万８２０６円（別表８－３６の

「更正の請求」欄順号④参照）は，原告Ｐ４が世田谷税務署長に提出した

平成１７年３月１５日付け平成１６年分の所得税の確定申告書添付の同年

分所得税青色申告決算書（不動産所得用）に記載した金額と同額であり，

同年分の不動産所得であると認められるから，これを踏まえて原告Ｐ４の

平成１７年分の総所得金額及び納付すべき税額を算定すると，別紙１１の

５(4)記載のとおりとなる。 

そうすると，第２５事件・平成１７年分通知処分のうち，別紙１１の５(4)

で認定した総所得金額８９９万２１２５円，納付すべき税額マイナス（還

付金の額に相当する税額）３１３万１８３０円を超える部分が違法である

から，これを取り消すべきである（別紙３の第９の２参照）。 

(10) 原告Ｐ３３関係 

ア 第１０事件・平成１３年分  

原告Ｐ３３の平成１３年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－３７の確定申告欄記載のとおりであり，第１０事件・平成１３年分更正

処分のうち第１０事件・平成１３年分確定申告書の申告額を超える部分及

び第１０事件・平成１３年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるか

ら，これらをいずれも取り消すべきである（別紙３の第 10 の１(1)参照）。 

イ 第１０事件・平成１４年分  
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原告Ｐ３３の平成１４年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－３８の確定申告欄記載のとおりであり，第１０事件・平成１４年分更正

処分のうち第１０事件・平成１４年分確定申告書の申告額を超える部分及

び第１０事件・平成１４年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるか

ら，これらをいずれも取り消すべきである（別紙３の第 10 の１(2)参照）。 

ウ 第１０事件・平成１５年分  

原告Ｐ３３の平成１５年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－３９の確定申告欄記載のとおりであり，第１０事件・平成１５年分更正

処分のうち第１０事件・平成１５年分確定申告書の申告額を超える部分及

び第１０事件・平成１５年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるか

ら，これらをいずれも取り消すべきである（別紙３の第 10 の１(3)参照）。 

エ 第２６事件・平成１７年分 

原告Ｐ３３の平成１７年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８

－４０の更正の請求欄記載のとおりであり，第２６事件・平成１７年分通

知処分の全部が違法であるから，これを取り消すべきである（別紙３の第

10 の２参照）。 

(11) 原告Ｐ５関係 

ア 第１１事件・平成１３年分  

 (ｱ) 原告Ｐ５の平成１３年分の総所得金額及び納付すべき税額は，確定申

告では零とされた雑所得の金額が別表８－４１の更正処分等欄記載のと

おりであることにつき当事者間に争いがないことを踏まえて算定すると，

別紙１１の６記載のとおりとなる。 

 (ｲ) 以上によれば，第１１事件・平成１３年分更正処分は，別紙１１の６

で認定した総所得金額１２８６万９８５３円及び納付すべき税額マイナ

ス（還付金の額に相当する税額）６４２万５２００円を超える部分が違

法となり，これを取り消すべきこととなる。 
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そうすると，第１１事件・平成１３年分更正処分のうち適法な部分に

より原告Ｐ５が新たに納付すべきこととなった税額は６００円（△642

万 5200 円－△642 万 5800 円（別表８－４１の「確定申告」欄参照））

となるが，１万円未満の金額であるため，通則法１１８条３項の規定に

よりその全額が切り捨てられるから，原告Ｐ５の平成１３年分の所得税

に係る過少申告加算税の額は零円となる。 

したがって，第１１事件・平成１３年分賦課決定処分は，その全部が

違法であるから，これを取り消すべきである。 

以上から，上記各処分の取り消すべき範囲は，別紙３の第 11 の１(1)

のとおりとなる。 

イ 第１１事件・平成１４年分  

原告Ｐ５の平成１４年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８－

４２の確定申告欄記載のとおりであり，第１１事件・平成１４年分更正処

分のうち第１１事件・平成１４年分確定申告書の申告額を超える部分及び

第１１事件・平成１４年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，

これらをいずれも取り消すべきである（別紙３の第 11 の１(2)参照）。 

ウ 第１１事件・平成１５年分  

原告Ｐ５の平成１５年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８－

４３の確定申告欄記載のとおりであり，第１１事件・平成１５年分更正処

分のうち第１１事件・平成１５年分確定申告書の申告額を超える部分及び

第１１事件・平成１５年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，

これらをいずれも取り消すべきである（別紙３の第 11 の１(3)参照）。 

エ 第１４事件・平成１６年分更正処分 

原告Ｐ５の平成１６年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８－

４４の更正の請求欄記載のとおりであり，第１４事件・平成１６年分更正

処分のうち第１４事件・平成１６年分更正の請求の金額を超える部分が違
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法であるから，これを取り消すべきである（別紙３の第 11 の２参照）。 

(12) 原告Ｐ６関係 

ア 第１２事件・平成１４年分  

 (ｱ) 原告Ｐ６の平成１４年分の不動産所得の金額に関し，<a> 本件建物

（Ｐ）に係る収入金額及び必要経費が別表９－４５の①欄の網掛け部分

記載のとおりであり，<b> 本件建物（Ｐ）以外の不動産に係る収入金額

及び必要経費が別表９－４５の②欄の網掛けのされていない部分記載の

とおりであること，確定申告では零とされた雑所得の金額が別表８－４

５の更正処分等欄記載のとおりであることについては，いずれも当事者

間に争いがないから，これらを踏まえて原告Ｐ６の平成１４年分の総所

得金額及び納付すべき税額を算定すると，別紙１１の７(1)記載のとおり

となる。 

 (ｲ) 以上によれば，第１２事件・平成１４年分更正処分は，別紙１１の７(1)

で認定した総所得金額１億０５０１万７３１４円，納付すべき税額マイ

ナス（還付金の額に相当する税額）６０８万２８１５円を超える部分が

違法となり，これを取り消すべきこととなる。 

そうすると，第１２事件・平成１４年分更正処分のうち適法な部分に

より原告Ｐ６が新たに納付すべきこととなった税額である７９４万円

（△608 万 2815 円－△1402 万 7937 円（別表８－４５の「確定申告」欄

参照）。ただし，通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数

を切り捨てた後のもの）を基礎として，これに通則法６５条１項の規定

に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した原告Ｐ６の平成１４年

分の所得税に係る過少申告加算税の額は７９万４０００円となる。 

したがって，第１２事件・平成１４年分賦課決定処分のうち，過少申

告加算税７９万４０００円を超える部分が違法となる。 

以上から，上記各処分の取り消すべき範囲は，別紙３の第 12 の１(1)
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のとおりとなる。 

イ 第１２事件・平成１５年分  

 (ｱ) 原告Ｐ６の平成１５年分の不動産所得の金額に関し，<a> 本件建物

（Ｐ）に係る収入金額及び必要経費が別表９－４６の①欄の網掛け部分

記載のとおりであり，<b> 本件建物（Ｐ）以外の不動産に係る収入金額

及び必要経費が別表９－４６の②欄の網掛けのされていない部分記載の

とおりであることについては，当事者間に争いがないから，これらを踏

まえて原告Ｐ６の平成１５年分の総所得金額及び納付すべき税額を算定

すると，別紙１１の７(2)記載のとおりとなる。 

 (ｲ) 以上によれば，第１２事件・平成１５年分更正処分は，別紙１１の７(2)

で認定した総所得金額９７４０万６１６０円，納付すべき税額マイナス

（還付金の額に相当する税額）２６０万７６２５円を超える部分が違法

となり，これを取り消すべきこととなる。 

そうすると，第１２事件・平成１５年分更正処分のうち適法な部分に

より原告Ｐ６が新たに納付すべきこととなった税額である８４９万円

（△260 万 7625 円－△1110 万 6106 円（別表８－４６の「確定申告」欄

参照）。ただし，通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数

を切り捨てた後のもの）を基礎として，これに通則法６５条１項の規定

に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した原告Ｐ６の平成１５年

分の所得税に係る過少申告加算税の額は８４万９０００円となる。 

したがって，第１２事件・平成１５年分賦課決定処分のうち，過少申

告加算税８４万９０００円を超える部分が違法となる。 

以上から，上記各処分の取り消すべき範囲は，別紙３の第 12 の１(2)

のとおりとなる。 

ウ 第２０事件・平成１６年分 

 (ｱ) 原告Ｐ６の平成１６年分の不動産所得の金額に関し，<a> 本件建物
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（Ｐ）に係る収入金額及び必要経費が別表９－４７の①欄の網掛け部分

記載のとおりであり，<b> 本件建物（Ｐ）以外の不動産に係る収入金額

及び必要経費が別表９－４７の②欄の網掛けのされていない部分記載の

とおりであることについては，当事者間に争いがないから，これらを踏

まえて原告Ｐ６の平成１６年分の総所得金額及び納付すべき税額を算定

すると，別紙１１の７(3)記載のとおりとなる。 

 (ｲ) そうすると，第２０事件・平成１６年分通知処分は，別紙１１の７(3)

で認定した総所得金額８４７３万６３１５円，納付すべき税額マイナス

（還付金の額に相当する税額）２０８万４８９０円を超える部分が違法

となり，これを取り消すべきである（別紙第３の 12 の２参照）。 

エ 第２７事件・平成１７年分 

 (ｱ) 原告Ｐ６の平成１７年分の不動産所得の金額に関し，<a> 本件建物

（Ｐ）に係る収入金額及び必要経費が別表９－４８の①欄の網掛け部分

記載のとおりであり，<b> 本件建物（Ｐ）以外の不動産に係る収入金額

及び必要経費が別表９－４８の②欄の網掛けのされていない部分記載の

とおりであることについては，当事者間に争いがないから，これらを踏

まえて原告Ｐ６の平成１７年分の総所得金額及び納付すべき税額を算定

すると，別紙１１の７(4)のとおりとなる。 

 (ｲ) そうすると，別紙１１の７(4)で認定した納付すべき税額９０万９９０

０円は，原告Ｐ６が第２７事件・平成１７年分修正申告書に記載した納

付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する金額）７万０９００円を

上回るから，第２７事件・平成１７年分通知処分は適法である。 

(13) 原告Ｐ７関係 

ア 第１３事件・平成１３年分  

原告Ｐ７の平成１３年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８－

４９の修正申告欄記載のとおりであり，第１３事件・平成１３年分更正処
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分のうち第１３事件・平成１３年分修正申告書の申告額を超える部分及び

第１３事件・平成１３年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，

これらをいずれも取り消すべきである（別紙３の第 13 の１(1)参照）。 

イ 第１３事件・平成１４年分  

原告Ｐ７の平成１４年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８－

５０の修正申告欄記載のとおりであり，第１３事件・平成１４年分更正処

分のうち第１３事件・平成１４年分修正申告書の申告額を超える部分及び

第１３事件・平成１４年分賦課決定処分の全部がそれぞれ違法であるから，

これらをいずれも取り消すべきである（別紙３の第 13 の１(2)参照）。 

ウ 第１３事件・平成１５年分  

 (ｱ) 原告Ｐ７の平成１５年分の総所得金額及び納付すべき税額は，給与所

得の金額が被告主張のとおり６３１０万１０８２円であること（別紙９

の第１３の３(1)ア(ｳ)参照）につき当事者間に争いがないことを踏まえ

て算定すると，別紙１１の８記載のとおりとなる。 

 (ｲ) 以上によれば，第１３事件・平成１５年分更正処分は，別紙１１の８

で認定した総所得金額２８１６万５９９３円，納付すべき税額マイナス

（還付金の額に相当する税額）１４１５万１２３５円を超える部分が違

法となり，これを取り消すべきこととなる。 

そうすると，第１３事件・平成１５年分更正処分のうち適法な部分に

より原告Ｐ７が新たに納付すべきこととなった税額である７６万円（△1

415 万 1235 円－△1491 万 5405 円（別表８－５１の「確定申告」欄参照。

ただし，通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り捨

てた後のもの）を基礎として，これに通則法６５条１項の規定に基づき

１００分の１０の割合を乗じて算出した原告Ｐ７の平成１５年分の所得

税に係る過少申告加算税の額は７万６０００円となる。 

したがって，第１３事件・平成１５年分賦課決定処分のうち，過少申
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告加算税７万６０００円を超える部分が違法となる。 

以上から，上記各処分の取り消すべき範囲は，別紙３の第 13 の１(3)

のとおりとなる。 

エ 第１９事件・平成１６年分 

原告Ｐ７の平成１６年分の総所得金額及び納付すべき税額は，別表８－

５２の更正の請求欄記載のとおりであり，第１９事件・平成１６年分通知

処分の全部が違法であるから，これを取り消すべきである（別紙３の第 13

の２参照）。 

第４ 結論 

よって，① 原告Ｐ２３，原告Ｐ２０，原告Ｐ１１，原告Ｐ３２，原告Ｐ２

９及び原告Ｐ３３の請求は，いずれも理由があるから認容し，② 原告Ｐ１，

原告Ｐ２，原告Ｐ３，原告Ｐ４，原告Ｐ５，原告Ｐ６及び原告Ｐ７の請求は，

それぞれ第３の５で説示した限度において理由があるからこれらを認容し，そ

の余は理由がないからいずれも棄却し，訴訟費用の負担について，行政事件訴

訟法７条，民訴法６１条（ただし，原告Ｐ１，原告Ｐ２，原告Ｐ３，原告Ｐ４，

原告Ｐ５及び原告Ｐ７の各請求に関しては６１条，６４条ただし書，原告Ｐ６

の請求に関しては６１条，６４条本文）を適用して，主文のとおり判決する。 

東京地方裁判所民事第２部  
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裁判官  牛 尾 可 南 
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（別紙１） 

事件目録 

 

１ 平成○年（行ウ）第○号 所得税更正処分取消等請求事件（以下「第１事件」

という。） 

２ 平成○年（行ウ）第○号 所得税更正処分取消等請求事件（以下「第２事件」

という。） 

３ 平成○年（行ウ）第○号 所得税更正処分取消等請求事件（以下「第３事件」

という。） 

４ 平成○年（行ウ）第○号 所得税更正処分取消等請求事件（以下「第４事件」

という。） 

５ 平成○年（行ウ）第○号 所得税更正処分取消等請求事件（以下「第５事件」

という。） 

６ 平成○年（行ウ）第○号 所得税更正処分取消等請求事件（以下「第６事件」

という。） 

７ 平成○年（行ウ）第○号 所得税更正処分取消等請求事件（以下「第７事件」

という。） 

８ 平成○年（行ウ）第○号 所得税更正処分取消等請求事件（以下「第８事件」

という。） 

９ 平成○年（行ウ）第○号 所得税更正処分取消等請求事件（以下「第９事件」

という。） 

10 平成○年（行ウ）第○号 所得税更正処分取消等請求事件（以下「第１０事件」

という。） 

11 平成○年（行ウ）第○号 所得税更正処分取消等請求事件（以下「第１１事件」

という。） 

12 平成○年（行ウ）第○号 所得税更正処分取消等請求事件（以下「第１２事件」
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という。） 

13 平成○年（行ウ）第○号 所得税更正処分取消等請求事件（以下「第１３事件」

という。） 

14 平成○年（行ウ）第○号 所得税更正処分取消等請求事件（以下「第１４事件」

という。） 

15 平成○年（行ウ）第○号 更正すべき理由がない旨の通知処分取消請求事件（以

下「第１５事件」という。） 

16 平成○年（行ウ）第○号 更正すべき理由がない旨の通知処分取消請求事件（以

下「第１６事件」という。） 

17 平成○年（行ウ）第○号 更正すべき理由がない旨の通知処分取消請求事件（以

下「第１７事件」という。） 

18 平成○年（行ウ）第○号 所得税更正処分取消等請求事件（以下「第１８事件」

という。） 

19 平成○年（行ウ）第○号 更正すべき理由がない旨の通知処分取消請求事件（以

下「第１９事件」という。） 

20 平成○年（行ウ）第○号 更正すべき理由がない旨の通知処分取消請求事件（以

下「第２０事件」という。） 

21 平成○年（行ウ）第○号 更正すべき理由がない旨の通知処分取消請求事件（以

下「第２１事件」という。） 

22 平成○年（行ウ）第○号 更正すべき理由がない旨の通知処分取消請求事件（以

下「第２２事件」という。） 

23 平成○年（行ウ）第○号 更正すべき理由がない旨の通知処分取消請求事件（以

下「第２３事件」という。） 

24 平成○年（行ウ）第○号 更正すべき理由がない旨の通知処分取消請求事件（以

下「第２４事件」という。） 

25 平成○年（行ウ）第○号 更正すべき理由がない旨の通知処分取消請求事件（以
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下「第２５事件」という。） 

26 平成○年（行ウ）第○号 更正すべき理由がない旨の通知処分取消請求事件（以

下「第２６事件」という。） 

27 平成○年（行ウ）第○号 更正すべき理由がない旨の通知処分取消請求事件（以

下「第２７事件」という。） 
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（別紙３） 

取消処分目録 

 

別紙請求目録記載の各処分のうち取り消すべき部分は，次のとおりである。 

 

第１ 原告Ｐ２３関係 

１ 第１事件 

 (1) 目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでした 

① 原告Ｐ２３の平成１４年分の所得税の更正処分のうち総所得金額４５０

６万８７３９円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

７４３万０４２６円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

 (2) 目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでした 

① 原告Ｐ２３の平成１５年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額３８

００万９６１４円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

９０１万９５４６円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

２ 第１７事件 

目黒税務署長が平成１８年６月１６日付けでした原告Ｐ２３の平成１６年分

の所得税に係る平成１８年３月９日付け更正の請求に対する更正をすべき理由

がない旨の通知処分の全部 

第２ 原告Ｐ２０関係 

１ 第２事件 

 (1) 目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでした 

① 原告Ｐ２０の平成１３年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額２７

８４万９０１６円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）
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１９１３万６８７６円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

 (2) 目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでした 

① 原告Ｐ２０の平成１４年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額０円，

退職所得の金額２億３２３５万６１００円，納付すべき税額マイナス（還

付金の額に相当する税額）２０２６万６１４０円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

 (3) 目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでした 

① 原告Ｐ２０の平成１５年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額７８

７万７４１８円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

６３１万０１５７円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

２ 第２１事件 

世田谷税務署長が平成１８年１０月６日付けでした原告Ｐ２０の平成１６年

分の所得税に係る平成１８年３月１４日付け更正の請求に対する更正をすべき

理由がない旨の通知処分の全部 

３ 第２２事件 

世田谷税務署長が平成２１年３月６日付けでした 

① 原告Ｐ２０の平成１７年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額４２１

２万０５７６円，納付すべき税額１３万７２００円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

第３ 原告Ｐ１１関係 

１ 第３事件 

 (1) 渋谷税務署長が平成１７年２月２２日付けでした 

① 原告Ｐ１１の平成１３年分の所得税の更正処分（平成１７年１１月２９

日付け更正処分により一部取り消された後のもの）のうち，総所得金額７
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億０４７９万４０１１円，納付すべき税額９２９４万６０００円を超える

部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分（平成１７年１１月２９日付け変更決定

処分により一部取り消された後のもの）の全部 

 (2) 渋谷税務署長が平成１７年２月２２日付けでした 

① 原告Ｐ１１の平成１４年分の所得税の更正処分（平成１７年１１月２９

日付け更正処分により一部取り消された後のもの）のうち，総所得金額６

億１５６０万５２５１円，納付すべき税額４７９４万８１００円を超える

部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分（平成１７年１１月２９日付け変更決定

処分により一部取り消された後のもの）の全部 

 (3) 渋谷税務署長が平成１７年２月２２日付けでした 

① 原告Ｐ１１の平成１５年分の所得税の更正処分（平成１７年１１月２９

日付け更正処分により一部取り消された後のもの）のうち，総所得金額２

億０７８４万２３７４円，納付すべき税額７２１９万９８００円を超える

部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分（平成１７年１１月２９日付け変更決定

処分により一部取り消された後のもの）の全部 

２ 第１８事件 

 (1) 渋谷税務署長が平成１８年６月３０日付けでした原告Ｐ１１の平成１６年

分の所得税に係る平成１８年２月２日付け更正の請求に対する更正をすべき

理由がない旨の通知処分の全部 

 (2) 渋谷税務署長が平成１８年１０月２日付けでした 

① 原告Ｐ１１の平成１７年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額３億

１７６１万６９０７円，納付すべき税額４３５１万５１００円を超える部

分 
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② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

第４ 原告Ｐ３２関係（第４事件） 

１ 日野税務署長が平成１７年２月２３日付けでした 

① 原告Ｐ３２の平成１３年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額２６４

３万３６４９円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）８

６４万１７０５円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

２ 日野税務署長が平成１７年２月２３日付けでした 

① 原告Ｐ３２の平成１４年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額２０６

２万３２４３円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）１

０９５万１９６５円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

３ 日野税務署長が平成１７年２月２３日付けでした 

① 原告Ｐ３２の平成１５年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額１７９

３万１９４９円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）１

１３９万９８４５円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

第５ 原告Ｐ１関係 

１ 第５事件 

 (1) 麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした 

① 原告Ｐ１の平成１３年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額３８２

１万５９９６円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

３９０万４０８０円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

 (2) 麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした 

① 原告Ｐ１の平成１４年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額３５０
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２万００３８円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

６６４万３７３２円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

 (3) 麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした 

① 原告Ｐ１の平成１５年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額３８４

０万１７３８円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

４８５万８３４６円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

２ 第１５事件 

麻布税務署長が平成１８年７月３１日付けでした原告Ｐ１の平成１６年分の

所得税に係る平成１８年３月１５日付け更正の請求に対する更正をすべき理由

がない旨の通知処分の全部 

３ 第２３事件 

麻布税務署長が平成１９年７月３１日付けでした原告Ｐ１の平成１７年分の

所得税に係る平成１９年３月１５日付け更正の請求に対する更正をすべき理由

がない旨の通知処分の全部 

第６ 原告Ｐ２９関係（第６事件） 

１ 北沢税務署長が平成１７年３月４日付けでした 

① 原告Ｐ２９の平成１３年分の所得税の更正処分（平成１７年７月２０日付

け異議決定により一部取り消された後のもの）のうち，総所得金額２６７８

万０１１９円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）２２

１２万５９０９円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分（平成１７年７月２０日付け異議決定によ

り一部取り消された後のもの）の全部 

２ 北沢税務署長が平成１７年３月４日付けでした 

① 原告Ｐ２９の平成１４年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額２５６
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８万４７９２円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）２

５２５万０９８１円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分（平成１７年７月２０日付け異議決定によ

り一部取り消された後のもの）の全部 

３ 北沢税務署長が平成１７年３月４日付けでした 

① 原告Ｐ２９の平成１５年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額２３０

７万４８８４円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）５

２６万９４４７円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

第７ 原告Ｐ２関係（第７事件） 

１ 荻窪税務署長が平成１７年２月２８日付けでした 

① 原告Ｐ２の平成１３年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額２２２５

万６７６９円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）７３

９万３３００円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

２ 荻窪税務署長が平成１７年２月２８日付けでした 

① 原告Ｐ２の平成１４年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額２３４０

万０５２９円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）８０

７万７９１０円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

３ 荻窪税務署長が平成１７年６月１５日付けでした原告Ｐ２の平成１５年分の

所得税の更正処分のうち，総所得金額２６６７万０６９５円，納付すべき税額

マイナス（還付金の額に相当する税額）８１２万６１１０円を超える部分 

第８ 原告Ｐ３関係 

１ 第８事件 

 (1) 玉川税務署長が平成１７年３月７日付けでした 
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① 原告Ｐ３の平成１３年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額１８４

７万６９３９円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

７７３万８７３２円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

 (2) 玉川税務署長が平成１７年３月７日付けでした 

① 原告Ｐ３の平成１４年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額１７６

４万３５１８円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

８４２万８８８７円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

 (3) 玉川税務署長が平成１７年３月７日付けでした 

① 原告Ｐ３の平成１５年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額１８１

４万６５１０円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

７７５万６５９５円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

２ 第１６事件 

玉川税務署長が平成１８年２月２８日付けでした原告Ｐ３の平成１６年分の

所得税に係る平成１８年１月５日付け更正の請求に対する更正をすべき理由が

ない旨の通知処分の全部 

３ 第２４事件 

玉川税務署長が平成１９年５月２９日付けでした原告Ｐ３の平成１７年分の

所得税に係る平成１９年３月１４日付け更正の請求に対する更正をすべき理由

がない旨の通知処分の全部 

第９ 原告Ｐ４関係 

１ 第９事件 

 (1) 世田谷税務署長が平成１７年３月８日付けでした 

① 原告Ｐ４の平成１３年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額１６８
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６万０６６３円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

７８４万５５２０円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

 (2) 世田谷税務署長が平成１７年３月８日付けでした 

① 原告Ｐ４の平成１４年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額１１８

７万４８１２円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

９１１万１３２０円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

 (3) 世田谷税務署長が平成１７年３月８日付けでした 

① 原告Ｐ４の平成１５年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額１２２

６万３７４３円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

９０２万９２４１円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

２ 第２５事件 

世田谷税務署長が原告Ｐ４に対し平成１９年７月９日付けでした，原告Ｐ４

の平成１７年分の所得税に係る平成１９年３月１５日付け更正の請求に対する

更正をすべき理由がない旨の通知処分のうち，総所得金額８９９万２１２５円，

納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）３１３万１８３０円を

超える部分 

第 10 原告Ｐ３３関係 

１ 第１０事件 

 (1) 玉川税務署長が平成１７年３月１０日付けでした 

① 原告Ｐ３３の平成１３年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額３２

９０万０１８３円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

８７３万５８９０円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 



 - 133 - 

 (2) 玉川税務署長が平成１７年３月１０日付けでした 

① 原告Ｐ３３の平成１４年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額３１

８４万４８３２円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

９４０万８１８０円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

 (3) 玉川税務署長が平成１７年３月１０日付けでした 

① 原告Ｐ３３の平成１５年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額２５

１３万７５２１円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

９０２万４９７０円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

２ 第２６事件 

玉川税務署長が平成１９年５月２９日付けでした原告Ｐ３３の平成１７年分

の所得税に係る平成１９年３月１３日付け更正の請求に対する更正をすべき理

由がない旨の通知処分の全部 

第 11 原告Ｐ５関係 

１ 第１１事件 

 (1) 渋谷税務署長が平成１７年３月１０日付けでした 

① 原告Ｐ５の平成１３年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額１２８

６万９８５３円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

６４２万５２００円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

 (2) 渋谷税務署長が平成１７年３月１０日付けでした 

① 原告Ｐ５の平成１４年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額１２１

３万８８１６円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

６６６万５５００円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 
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 (3) 渋谷税務署長が平成１７年３月１０日付けでした 

① 原告Ｐ５の平成１５年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額１２８

１万６４６５円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

６４０万０９００円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

２ 第１４事件 

渋谷税務署長が平成１７年１１月２８日付けでした原告Ｐ５の平成１６年分

の所得税の更正処分のうち，総所得金額１４３２万９３１８円，納付すべき税

額マイナス（還付金の額に相当する税額）７１１万８２００円を超える部分 

第 12 原告Ｐ６関係 

１ 第１２事件 

 (1) 麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした 

① 原告Ｐ６の平成１４年分の所得税の更正処分（平成１７年１１月３０日

付け及び平成１８年１月２３日付け各更正処分により一部取り消された後

のもの）のうち，総所得金額１億０５０１万７３１４円，納付すべき税額

マイナス（還付金の額に相当する税額）６０８万２８１５円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分（平成１７年１１月３０日付け及び平成

１８年１月２３日付け各変更決定処分により一部取り消された後のもの）

のうち，過少申告加算税７９万４０００円を超える部分 

 (2) 麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした 

① 原告Ｐ６の平成１５年分の所得税の更正処分（平成１７年７月２７日付

け異議決定並びに同年１１月３０日付け及び平成１８年１月２３日付け各

更正処分により一部取り消された後のもの）のうち，総所得金額９７４０

万６１６０円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）２

６０万７６２５円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分（平成１７年７月２７日付け異議決定並
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びに同年１１月３０日付け及び平成１８年１月２３日付け各変更決定処分

により一部取り消された後のもの）のうち，過少申告加算税８４万９００

０円を超える部分 

２ 第２０事件 

麻布税務署長が平成１８年６月３０日付けでした原告Ｐ６の平成１６年分の

所得税に係る平成１８年３月１０日付け更正の請求に対する更正をすべき理由

がない旨の通知処分（同年１０月２日付け異議決定により一部取り消された後

のもの）のうち，総所得金額８４７３万６３１５円，納付すべき税額マイナス

（還付金の額に相当する税額）２０８万４８９０円を超える部分 

第 13 原告Ｐ７関係 

１ 第１３事件 

 (1) 麻布税務署長が平成１７年３月１４日付けでした 

① 原告Ｐ７の平成１３年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額３１２

６万８９０５円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

２６７万７５００円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分（賦課決定処分については平成１７年７

月２７日付け異議決定により一部取り消された後のもの）の全部 

 (2) 麻布税務署長が平成１７年３月１４日付けでした 

① 原告Ｐ７の平成１４年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額５７８

８万８６３５円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

４１１万１０１７円を超える部分 

② 過少申告加算税の賦課決定処分の全部 

 (3) 麻布税務署長が平成１７年３月１４日付けでした 

① 原告Ｐ７の平成１５年分の所得税の更正処分のうち，総所得金額２８１

６万５９９３円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）

１４１５万１２３５円を超える部分 
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② 過少申告加算税の賦課決定処分のうち，過少申告加算税７万６０００円

を超える部分 

２ 第１９事件 

麻布税務署長が平成１９年１月３１日付けでした原告Ｐ７の平成１６年分の

所得税に係る平成１８年３月１５日付け更正の請求に対する更正をすべき理由

がない旨の通知処分の全部 
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（別紙４） 

凡例 

 

第１ 略語について 

本判決で使用する略語の一部は以下のとおりであり，ここに一括して掲記す

る。 

１ 租税関係法令 

 

略称 用語 

通則法 国税通則法 

措置法 租税特別措置法 

負担軽減措置法 経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及

び法人税の負担軽減措置に関する法律（平成１１年法律

第８号） 

日米租税条約 所得に対する租税に関する二重課税の回避及び脱税の

防止のための日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の

条約（平成１６年３月３０日条約第２号） 

租税法 所得税法及び法人税法その他の租税に関する法律 

 

※ なお，以下に掲げる法令の規定は，特に断りのない限り，次のものとする。 

① 民法 平成１８年法律第５０号による改正前のもの 

② 所得税法１３条１項 平成１９年法律第６号による改正前のもの 

 

２ パートナーシップに係る統一法及び米国デラウェア州の制定法関係 

 

略称 用語 



 - 138 - 

統一州法委員

会全国会議 

米国のNational Conference of Commissioners

 of Uniform State Laws（ＮＣＣＵＳＬ） 

１９１４年統

一ＧＰＳ法 

統一州法委員会全国会議が，ジェネラル・パー

トナーシップ（ＧＰＳ）に関して，１９１４年に

提案した統一パートナーシップ法（Uniform Part

nership Act） 

１９９４年改

訂統一ＧＰＳ法 

統一州法委員会全国会議が，１９９４年に１９

１４年統一ＧＰＳ法を改訂した改訂統一パートナ

ーシップ法（The Revised Uniform Partnership 

Act） 

１９１６年統

一ＬＰＳ法 

統一州法委員会全国会議が，リミテッド・パー

トナーシップ（ＬＰＳ）に関して，１９１６年に

提案した統一リミテッド・パートナーシップ法（U

niform Limited Partnership Act） 

１９７６年改

訂統一ＬＰＳ法 

統一州法委員会全国会議が，１９７６年に１９

１６年統一ＬＰＳ法を改訂した改訂統一リミテッ

ド・パートナーシップ法（The Revised Uniform 

Limited Partnership Act） 

１９８５年改

訂統一ＬＰＳ法 

統一州法委員会全国会議が，１９８５年に１９

７６年改訂統一ＬＰＳ法を改訂した後の改訂統一

リミテッド・パートナーシップ法 

２００１年改

訂統一ＬＰＳ法 

統一州法委員会全国会議が，２００１年に１９

８５年改訂統一ＬＰＳ法を改訂した後の改訂統一

リミテッド・パートナーシップ法 
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１９９９年改

正前の州ＧＰＳ

法 

デラウェア州が，ＧＰＳに関して，１９４７年

に１９１４年統一ＧＰＳ法を基礎として一定の修

正を施して制定したデラウェア州統一パートナー

シップ法（Delaware Uniform Partnership Law。

「Chapter 15. Partnership, Title 6 of the De

laware Code」を指す。） 

州ＧＰＳ法 デラウェア州が，１９９９年，１９９４年改訂

統一ＧＰＳ法を基礎として一定の修正を施し，１

９９９年改正前の州ＧＰＳ法を改正して制定した

デラウェア州改正統一パートナーシップ法（Dela

ware Revised Uniform Partnership Act。「Chap

ter 15. Delaware Revised Uniform Partnership

 Act, Title 6 of the Delaware Code」を指す。

１９９９年７月１２日施行） 

州ＬＰＳ法 

（※） 

デラウェア州が，ＬＰＳに関して，１９８３年

，１９７６年改訂統一ＬＰＳ法を基礎として一定

の修正を施して制定したデラウェア州改正統一リ

ミテッド・パートナーシップ法（Delaware Revis

ed Uniform Limited Partnership Act。「Chapte

r 17 Limited Partnerships, Title 6 of the De

laware Code」を指す。） 

デラウェア州

法 

デラウェア州の制定法 

 

※ なお，州ＬＰＳ法の規定を表記する際には，例えば§１７－２０１を「２

０１条」というように，第１７章（Chapter 17）中の条文であることを示
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す「§１７－」を省略する。 

 

３ 関係者等 

 

 略称 用語 

原告Ｐ２３ら   原告Ｐ２３及び原告Ｐ６ 

原告Ｐ２０ら   原告Ｐ２０，原告Ｐ３２，原告Ｐ１，原告Ｐ４，

原告Ｐ３３及び原告Ｐ７ 

原告Ｐ１１ら   原告Ｐ１１，原告Ｐ２９，原告Ｐ２，原告Ｐ３及

び原告Ｐ５ 

Ｐ８証券 ドイツ所在のＰ３１銀行を親会社として日本にお

けるＰ３１銀行グループの証券業務の中核を担うも

のとして昭和６１年に設立された会社であるＰ８ 

Ｐ１２銀行 ルクセンブルクの法律に基づいて設立されたルク

センブルク所在の法人であるＰ１２.（現在の名称は

，Ｐ３４） 

Ｐ１４ 英国領ケイマン諸島の法令に基づいて設立された

同島所在の法人であるＰ１４. 

本件ＧＰ（Ｃ） デラウェア州法に基づいて組成されたＬＬＣであ

るＰ１３ 

Ｐ１６ 米国カルフォルニア州所在のリミテッド・パート

ナーシップであるＰ１６. 

Ｐ１８ 米国カルフォルニア州所在のリミテッド・パート

ナーシップであるＰ１８. 

Ｐ１９ 米国デラウェア州所在の法人であるＰ１９. 
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Ｐ１７ 米国カルフォルニア州所在の法人であるＰ１７ 

Ｐ２１ Ｐ１４の子会社であって平成１５年７月１７日に

設立された株式会社Ｐ２１ 

Ｐ２２銀行 米国の法律に基づいて設立された米国所在の大手

信託銀行であるＰ２２. 

本件ＧＰ（Ｐ） デラウェア州法に基づいて組成されたＬＬＣであ

るＰ２４ 

Ｐ２６ 米国デラウェア州所在のリミテッド・パートナー

シップであるＰ２６. 

Ｐ２８ 米国デラウェア州所在の法人であるＰ２８. 

Ｐ２７ 米国コロンビア特別区所在の法人であるＰ２７ 

本件各受託銀行 Ｐ１２銀行及びＰ２２銀行 

本件各ＧＰ  本件ＧＰ（Ｃ）及び本件ＧＰ（Ｐ） 

 

４ 本件各ＬＰＳ関係 

 

略語 用語 

パートナーシップ 米国各州の立法で認められている２名以上の者

により組成される事業活動を営むための組織形態

としてのパートナーシップ（Partnership。ＰＳと

も略称される。） 

ジェネラル・パートナ

ー 

パートナーシップにおいて，第三者が無限責任

を負い当該事業活動を代理する権利を有するジェ

ネラル・パートナー（General Partner。ＧＰとも

略称される。） 
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リミテッド・パートナ

ー 

パートナーシップにおいて，出資額を限度とす

る有限責任を負い当該事業活動に対する経営参加

権を有しないリミテッド・パートナー（Limited 

Partner。ＬＰとも略称される。） 

ＧＰＳ ２名以上のジェネラル・パートナーのみによっ

て構成されるジェネラル・パートナーシップ（Ge

neral Partnership） 

ＬＰＳ １名以上のジェネラル・パートナーと１名以上

のリミテッド・パートナーによって構成されるリ

ミテッド・パートナーシップ（Limited Partners

hip）。特に断らない限り，デラウェア州法所定の

ものとする。 

ＬＬＣ リミテッド・ライアビリティ・カンパニー（Li

mited Liability Company）。特に断らない限り，

デラウェア州法所定のものとする。 

ＬＰＳ証明書 州ＬＰＳ法２０１条(a)及び(b)所定の「リミテ

ッド・パートナーシップ証明書」 

本件基本信託契約（Ｃ

－１） 

委託者兼受益者である原告Ｐ１１らと受託者で

あるＰ１２銀行との間で締結された基本信託契約

である「MASTER FIDUCIARY CONTRACT」 

  

本件基本信託契約(Ｃ

－２) 

委託者兼受益者である原告Ｐ２０らと受託者で

あるＰ１２銀行との間で締結された基本信託契約

である「MASTER FIDUCIARY CONTRACT」 
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本件ＬＰＳ契約（Ｃ） Ｐ１２銀行，Ｐ１４及び本件ＧＰ（Ｃ）との間

で締結された本件ＧＰ（Ｃ）をジェネラル・パー

トナーとし，Ｐ１２銀行及びＰ１４をリミテッド

・パートナーとするパートナーシップ契約である

「PARTNERSHIP AGREEMENT OF Ｐ１５」 

本件ＬＰＳ（Ｃ） 米国のリミテッドパートナーシップであるＰ１

５ 

本件売買契約(Ｃ) 本件建物(Ｃ)の本件ＬＰＳ(Ｃ)への売却等に関

し，２０００年（平成１２年）１２月２２日付け

で，本件土地(Ｃ)の地主であるＰ１６及び借地人

である本件ＬＰＳ(Ｃ)の間で締結された契約 

本件土地賃貸借契約(

Ｃ) 

本件土地(Ｃ)の本件ＬＰＳ(Ｃ)への賃貸借に関

し，２０００年（平成１２年）１２月２２日付け

で，本件土地(Ｃ)の地主であるＰ１６及び借地人

である本件ＬＰＳ(Ｃ)の間で締結された契約 

本件管理契約(Ｃ) 本件不動産(Ｃ)の賃貸に係る管理・運営業務に

関し，２０００年（平成１２年）１２月２２日付

けで，本件建物(Ｃ)の所有者である本件ＬＰＳ(

Ｃ)及び本件不動産(Ｃ)の賃貸に係る管理者であ

るＰ１７の間で締結された契約 

本件不動産賃貸事業（

Ｃ） 

本件ＬＰＳ（Ｃ）において本件建物（Ｃ）を第

三者に対して賃貸する事業 

本件新信託契約(Ｃ) 委託者兼受益者である原告Ｐ２０ら及び受託者

であるＰ２２銀行の間で締結された信託契約 

本件建物（Ｃ） 米国所在の中古集合住宅である「Ｐ９」（通称

Ｐ９） 
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本件土地（Ｃ） 本件建物（Ｃ）の敷地 

本件不動産（Ｃ） 本件建物（Ｃ）及び本件土地（Ｃ） 

本件基本信託契約(Ｐ) 委託者兼受益者である原告Ｐ２３らと受託者で

あるＰ１２銀行との間で締結された基本信託契約

である「MASTER FIDUCIARY CONTRACT」 

 本件ＬＰＳ契約（Ｐ）  Ｐ１２銀行及び本件ＧＰ（Ｐ）との間で２００

２年（平成１４年）３月２８日付けで締結された

本件ＧＰ（Ｐ）をジェネラル・パートナーとし，

Ｐ１２銀行をリミテッド・パートナーとするパー

トナーシップ契約である「PARTNERSHIP AGREEMEN

T OF Ｐ２５」 

本件ＬＰＳ（Ｐ） 米国のリミテッドパートナーシップである「Ｐ

２５ 

本件売買契約（Ｐ） 本件建物（Ｐ）の本件ＬＰＳ（Ｐ）への売却等

に関し，本件土地（Ｐ）の地主であるＰ２６及び

本件ＬＰＳ（Ｐ）との間で２００２年（平成１４

年）３月２８日付けで締結された契約 

本件土地賃貸借契約（

Ｐ） 

本件土地（Ｐ）の本件ＬＰＳ（Ｐ）への賃貸借

に関し，本件土地（Ｐ）の地主であるＰ２６及び

借地人である本件ＬＰＳ（Ｐ）との間で２００２

年（平成１４年）３月２８日付けで締結された契

約 

本件管理契約(Ｐ) 本件不動産(Ｐ)の賃貸に係る管理・運営業務に

関し，平成１４年３月２８日付けで，本件建物(

Ｐ)の所有者である本件ＬＰＳ(Ｐ)及び本件不動

産(Ｐ)の賃貸に係る管理者であるＰ２７の間で締
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結された契約 

本件不動産賃貸事業（

Ｐ） 

本件ＬＰＳ（Ｐ）において本件建物（Ｐ）を第

三者に対して賃貸する事業 

本件新信託契約(Ｐ) 委託者兼受益者である原告Ｐ２３ら及び受託者

であるＰ２２銀行との間で締結された信託契約 

本件建物（Ｐ） 米国所在の中古集合住宅である「Ｐ１０」（通

称Ｐ１０） 

本件建物（Ｐ） 本件建物（Ｐ）の敷地 

本件不動産（Ｐ） 本件建物（Ｐ）及び本件土地（Ｐ） 

本件各信託契約 本件基本信託契約（Ｃ），本件基本信託契約（

Ｐ），本件新信託契約（Ｃ）及び本件新信託契約

（Ｐ） 

本件各ＬＰＳ契約 本件ＬＰＳ契約（Ｃ）及び本件ＬＰＳ契約（Ｐ

） 

本件各ＬＰＳ 本件ＬＰＳ（Ｃ）及び本件ＬＰＳ（Ｐ） 

本件各売買契約 本件売買契約（Ｃ）及び本件売買契約（Ｐ） 

本件各土地賃貸借契約 本件土地賃貸借契約（Ｃ）及び本件土地賃貸借

契約（Ｐ） 

本件各管理契約 本件管理契約（Ｃ）及び本件管理契約（Ｐ） 

本件各不動産賃貸事業 本件不動産賃貸事業（Ｃ）及び本件不動産賃貸

事業（Ｐ） 

本件各建物 本件建物（Ｃ）及び本件建物（Ｐ） 

本件各土地 本件土地（Ｃ）及び本件土地（Ｐ） 

本件各不動産 本件不動産（Ｃ）及び本件不動産（Ｐ） 
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５ 本件各処分関係 

 

略語                        用語 

総論  

本件各処分 原告らが本件訴えで取消しを求めている別紙５

（請求目録）記載の各所得税の更正処分，過少申

告加算税の賦課決定処分及び更正の請求に対する

更正をすべき理由がない旨の通知処分の総称 

本件各更正処分 本件各処分のうち，原告らが本件訴えで取消し

を求めている別紙５（請求目録）記載の各所得税

の更正処分の総称 

本件各賦課決定処分 本件各処分のうち，原告らが本件訴えで取消し

を求めている別紙５（請求目録）記載の過少申告

加算税の賦課決定処分の総称 

本件通知処分 本件各処分のうち，原告らが本件訴えで取消し

を求めている別紙５（請求目録）記載の更正の請

求に対する更正をすべき理由がない旨の通知処分

の総称 

原告Ｐ２３関係  

第１事件・平成１４年

分修正申告書 

原告Ｐ２３が平成１５年５月１５日に目黒税務

署長に提出した平成１４年分の所得税の修正申告

書 

第１事件・平成１４年

分更正処分 

目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでし

た原告Ｐ２３の平成１４年分の所得税の更正処分 
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第１事件・平成１４年

分賦課決定処分 

目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでし

た原告Ｐ２３の平成１４年分の所得税に係る過少

申告加算税の賦課決定処分 

第１事件・平成１５年

分確定申告書 

原告Ｐ２３が平成１６年３月９日に目黒税務署

長に提出した平成１４年分の所得税の確定申告書 

第１事件・平成１５年

分更正処分 

目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでし

た原告Ｐ２３の平成１５年分の所得税の更正処分 

第１事件・平成１５年

分賦課決定処分 

目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでし

た原告Ｐ２３の平成１５年分の所得税に係る過少

申告加算税の賦課決定処分 

第１７事件・平成１６

年分申告書 

原告Ｐ２３が平成１７年３月１０日に目黒税務

署長に提出した平成１６年分の所得税の確定申告

書 

第１７事件・平成１６

年分通知処分 

目黒税務署長が平成１８年６月１６日付けでし

た原告Ｐ２３の平成１６年分の所得税に係る平成

１８年３月９日付け更正の請求につき更正をすべ

き理由がない旨の通知処分 

原告Ｐ２０関係  

第２事件・平成１３年

分確定申告書 

原告Ｐ２０が平成１４年３月１５日に目黒税務

署長に提出した平成１３年分の所得税の確定申告

書 

第２事件・平成１３年

分更正処分 

目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでし

た原告Ｐ２０の平成１３年分の所得税の更正処分 

第２事件・平成１３年

分賦課決定処分 

目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでし

た原告Ｐ２０の平成１３年分の所得税に係る過少

申告加算税の賦課決定処分 
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第２事件・平成１４年

分修正申告書 

原告Ｐ２０が平成１５年８月１１日に目黒税務

署長に提出した平成１４年分の所得税の修正申告

書 

第２事件・平成１４年

分更正処分 

目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでし

た原告Ｐ２０の平成１４年分の所得税の更正処分 

第２事件・平成１４年

分賦課決定処分 

目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでし

た原告Ｐ２０の平成１４年分の所得税に係る過少

申告加算税の賦課決定処分 

第２事件・平成１５年

分確定申告書 

原告Ｐ２０が平成１６年３月１２日に目黒税務

署長に提出した平成１５年分の所得税の確定申告

書 

第２事件・平成１５年

分更正処分 

目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでし

た原告Ｐ２０の平成１５年分の所得税の更正処分 

第２事件・平成１５年

分賦課決定処分 

目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでし

た原告Ｐ２０の平成１５年分の所得税の過少申告

加算税の賦課決定処分 

第２１事件・平成１６

年分確定申告書 

原告Ｐ２０が平成１７年３月１５日に目黒税務

署長に提出した平成１６年分の所得税の確定申告

書 

第２１事件・平成１６

年分通知処分 

世田谷税務署長が平成１８年１０月６日付けで

原告Ｐ２０の平成１６年分の所得税に係る平成１

８年３月１４日付け更正の請求につき更正をすべ

き理由がない旨の通知処分 

第２２事件・平成１７

年分通知処分 

世田谷税務署長が平成１９年７月９日付けで原

告Ｐ２０の平成１７年分の所得税に係る平成１９

年３月１４日付け更正の請求につき更正をすべき
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理由がない旨の通知処分 

第２２事件・平成１７

年分修正申告書 

原告Ｐ２０が平成２１年３月３日に世田谷税務

署長に提出した平成１７年分の所得税の修正申告

書 

第２２事件・平成１７

年分更正処分 

世田谷税務署長が平成２１年３月６日付けでし

た原告Ｐ２０の平成１７年分の所得税の更正処分 

第２２事件・平成１７

年分賦課決定処分 

世田谷税務署長が平成２１年３月６日付けでし

た原告Ｐ２０の平成１７年分の所得税に係る過少

申告加算税の賦課決定処分 

原告Ｐ１１関係  

第３事件・平成１３年

分修正申告書 

原告Ｐ１１が平成１５年６月２７日に世田谷税

務署長に提出した平成１３年分の所得税の修正申

告書 

第３事件・平成１３年

分更正処分 

渋谷税務署長が平成１７年２月２２日付けでし

た原告Ｐ１１の平成１３年分の所得税の更正処分

（ただし，平成１７年１１月２９日付け再更正処

分により一部取り消された後のもの） 

第３事件・平成１３年

分賦課決定処分 

渋谷税務署長が平成１７年２月２２日付けでし

た原告Ｐ１１の平成１３年分の所得税に係る過少

申告加算税の賦課決定処分（ただし，平成１７年

１１月２９日付け変更決定処分により一部取り消

された後のもの） 

第３事件・平成１４年

分確定申告書 

原告Ｐ１１が平成１５年３月１４日に世田谷税

務署長に提出した平成１４年分の所得税の修正申



 - 150 - 

告書 

第３事件・平成１４年

分更正処分 

渋谷税務署長が平成１７年２月２２日付けでし

た原告Ｐ１１の平成１４年分の所得税に係る更正

処分（ただし，平成１７年１１月２９日付け再更

正処分により一部取り消された後のもの） 

第３事件・平成１４年

分賦課決定処分 

渋谷税務署長が平成１７年２月２２日付けでし

た原告Ｐ１１の平成１４年分の所得税に係る過少

申告加算税の賦課決定処分（ただし，平成１７年

１１月２９日付け変更決定処分により一部取り消

された後のもの） 

第３事件・平成１５年

分確定申告書 

原告Ｐ１１が平成１６年３月１１日に渋谷税務

署長に提出した平成１５年分の所得税の確定申告

書 

第３事件・平成１５年

分更正処分 

渋谷税務署長が平成１７年２月２２日付けでし

た原告Ｐ１１の平成１５年分の所得税の更正処分

（ただし，平成１７年１１月２９日付け再更正処

分により一部取り消された後のもの） 

第３事件・平成１５年

分賦課決定処分 

渋谷税務署長が平成１７年２月２２日付けでし

た原告Ｐ１１の平成１５年分の所得税に係る過少

申告加算税の賦課決定処分（ただし，平成１７年

１１月２９日付け変更決定処分により一部取り消

された後のもの） 

第１８事件・平成１６

年分確定申告書 

原告Ｐ１１が平成１７年３月１４日に渋谷税務

署長に提出した平成１６年分の所得税の確定申告

書 
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第１８事件・平成１６

年分通知処分 

渋谷税務署長が平成１８年６月３０日付けでし

た原告Ｐ１１の平成１６年分の所得税に係る平成

１８年２月２日付け更正の請求につき更正をすべ

き理由がない旨の通知処分 

第１８事件・平成１７

年分確定申告書 

原告Ｐ１１が平成１８年３月１５日に渋谷税務

署長に提出した平成１７年分の所得税の確定申告

書 

第１８事件・平成１７

年分更正処分 

渋谷税務署長が平成１８年１０月２日付けでし

た原告Ｐ１１の平成１７年分の所得税の更正処分 

第１８事件・平成１７

年分賦課決定処分 

渋谷税務署長が平成１８年１０月２日付けでし

た原告Ｐ１１の平成１７年分の所得税の過少申告

加算税の賦課決定処分 

原告Ｐ３２関係  

第４事件・平成１３年

分確定申告書 

原告Ｐ３２が平成１４年３月１５日に日野税務

署長に提出した平成１３年分の所得税の確定申告

書 

第４事件・平成１３年

分更正処分 

日野税務署長が平成１７年２月２３日付けでし

た原告Ｐ３２の平成１３年分の所得税の更正処分 

第４事件・平成１３年

分賦課決定処分 

日野税務署長が平成１７年２月２３日付けでし

た原告Ｐ３２の平成１３年分の所得税の過少申告

加算税の賦課決定処分 

第４事件・平成１４年

分確定申告書 

原告Ｐ３２が平成１５年３月１４日に日野税務

署長に提出した平成１４年分の所得税の確定申告

書 

第４事件・平成１４年

分更正処分 

日野税務署長が平成１７年２月２３日付けでし

た原告Ｐ３２の平成１４年分の所得税の更正処分 
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第４事件・平成１４年

分賦課決定処分 

日野税務署長が平成１７年２月２３日付けでし

た原告Ｐ３２の平成１４年分の所得税の過少申告

加算税の賦課決定処分 

第４事件・平成１５年

分確定申告書 

原告Ｐ３２が平成１６年３月１２日に日野税務

署長に提出した平成１５年分の所得税の確定申告

書 

第４事件・平成１５年

分更正処分 

日野税務署長が平成１７年２月２３日付けでし

た原告Ｐ３２の平成１５年分の所得税の更正処分 

第４事件・平成１５年

分賦課決定処分 

日野税務署長が平成１７年２月２３日付けでし

た原告Ｐ３２の平成１５年分の所得税の過少申告

加算税の賦課決定処分 

原告Ｐ１関係  

第５事件・平成１３年

分確定申告書 

原告Ｐ１が平成１４年３月１５日に渋谷税務署

長に提出した平成１３年分の所得税の確定申告書 

第５事件・平成１３年

分更正処分 

麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした

原告Ｐ１の平成１３年分の所得税の更正処分 

第５事件・平成１３年

分賦課決定処分 

麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした

原告Ｐ１の平成１３年分の所得税の過少申告加算

税の賦課決定処分 

第５事件・平成１４年

分確定申告書 

原告Ｐ１が平成１５年３月１７日に渋谷税務署

長に提出した平成１４年分の所得税の確定申告書 

第５事件・平成１４年

分更正処分 

麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした

原告Ｐ１の平成１４年分の所得税の更正処分 

第５事件・平成１４年

分賦課決定処分 

麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした

原告Ｐ１の平成１４年分の所得税の過少申告加算

税の賦課決定処分 
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第５事件・平成１５年

分確定申告書 

原告Ｐ１が平成１６年３月１５日に渋谷税務署

長に提出した平成１５年分の所得税の確定申告書 

第５事件・平成１５年

分更正処分 

麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした

原告Ｐ１の平成１５年分の所得税の更正処分 

第５事件・平成１５年

分賦課決定処分 

麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした

原告Ｐ１の平成１５年分の所得税の過少申告加算

税の賦課決定処分 

第１５事件・平成１６

年分確定申告書 

原告Ｐ１が平成１７年３月１５日に麻布税務署

長に提出した平成１６年分の所得税の確定申告書 

第１５事件・平成１６

年分通知処分 

麻布税務署長が平成１８年７月３１日付けでし

た原告Ｐ１の平成１６年分の所得税に係る平成１

８年３月１５日付け更正の請求につき更正をすべ

き理由がない旨の通知処分 

第２３事件・平成１７

年分確定申告書 

原告Ｐ１が平成１８年３月１５日に麻布税務署

長に提出した平成１７年分の所得税の確定申告書 

第２３事件・平成１７

年分通知処分 

麻布税務署長が平成１９年７月３１日付けでし

た原告Ｐ１の平成１７年分の所得税に係る平成１

９年３月１５日付け更正の請求につき更正をすべ

き理由がない旨の通知処分 

原告Ｐ２９関係  

第６事件・平成１３年

分修正申告書 

原告Ｐ２９が平成１５年２月２７日に渋谷税務

署長に提出した平成１３年分の所得税の修正申告

書 

第６事件・平成１３年

分更正処分 

北沢税務署長が平成１７年３月４日付けでした

原告Ｐ２９の平成１３年分の所得税の更正処分（

ただし，平成１７年７月２０日付け異議決定によ
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り一部取り消された後のもの） 

第６事件・平成１３年

分賦課決定処分 

北沢税務署長が平成１７年３月４日付けでした

原告Ｐ２９の平成１３年分の所得税に係る過少申

告加算税の賦課決定処分（ただし，平成１７年７

月２０日付け変更決定処分により一部取り消され

た後のもの） 

第６事件・平成１４年

分確定申告書 

原告Ｐ２９が平成１５年３月１０日に渋谷税務

署長に提出した平成１４年分の所得税の確定申告

書 

第６事件・平成１４年

分減額更正処分 

北沢税務署長が平成１６年２月２６日付けでし

た原告Ｐ２９の平成１４年分の所得税の更正処分 

第６事件・平成１４年

分更正処分 

北沢税務署長が平成１７年３月４日付けでした

原告Ｐ２９の平成１４年分の所得税の更正処分 

第６事件・平成１４年

分賦課決定処分 

北沢税務署長が平成１７年３月４日付けでした

原告Ｐ２９の平成１４年分の所得税に係る過少申

告加算税の賦課決定処分（ただし，平成１７年７

月２０日付け異議決定により一部取り消された後

のもの） 

第６事件・平成１５年

分確定申告書 

原告Ｐ２９が平成１６年３月４日に北沢税務署

長に提出した平成１５年分の所得税の確定申告書 

第６事件・平成１５年

分更正処分 

北沢税務署長が平成１７年３月４日付けでした

原告Ｐ２９の平成１５年分の所得税の更正処分 

第６事件・平成１５年

分賦課決定処分 

北沢税務署長が平成１７年３月４日付けでした

原告Ｐ２９の平成１５年分の所得税に係る過少申
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告加算税の賦課決定処分 

原告Ｐ２関係  

第７事件・平成１３年

分確定申告書 

原告Ｐ２が平成１４年３月１５日に荻窪税務署

長に提出した平成１３年分の所得税の確定申告書 

第７事件・平成１３年

分更正処分 

荻窪税務署長が平成１７年２月２８日付けでし

た原告Ｐ２の平成１３年分の所得税の更正処分 

第７事件・平成１３年

分賦課決定処分 

荻窪税務署長が平成１７年２月２８日付けでし

た原告Ｐ２の平成１３年分の所得税に係る過少申

告加算税の賦課決定処分 

第７事件・平成１４年

分確定申告書 

原告Ｐ２が平成１５年３月１４日に荻窪税務署

長に提出した平成１４年分の所得税の確定申告書 

第７事件・平成１４年

分更正処分 

荻窪税務署長が平成１７年２月２８日付けでし

た原告Ｐ２の平成１４年分の所得税の更正処分 

第７事件・平成１４年

分賦課決定処分 

荻窪税務署長が平成１７年２月２８日付けでし

た原告Ｐ２の平成１４年分の所得税に係る過少申

告加算税の賦課決定処分 

第７事件・平成１５年

分修正申告書 

原告Ｐ２が平成１７年５月２４日に税務署長に

提出した平成１５年分の所得税の修正申告書 

第７事件・平成１５年

分更正処分 

荻窪税務署長が平成１７年６月１５日付けでし

た原告Ｐ２の平成１５年分の所得税の更正処分 

原告Ｐ３関係  

第８事件・平成１３年

分確定申告書 

原告Ｐ３が平成１４年３月１４日に玉川税務署

長に提出した平成１３年分の所得税の確定申告書 

第８事件・平成１３年

分更正処分 

玉川税務署長が平成１７年３月７日付けでした

原告Ｐ３の平成１３年分の所得税の更正処分 
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第８事件・平成１３年

分賦課決定処分 

玉川税務署長が平成１７年３月７日付けでした

原告Ｐ３の平成１３年分の所得税に係る過少申告

加算税の賦課決定処分 

第８事件・平成１４年

分確定申告書 

原告Ｐ３が平成１５年３月１４日に玉川税務署

長に提出した平成１４年分の所得税の確定申告書 

第８事件・平成１４年

分更正処分 

玉川税務署長が平成１７年３月７日付けでした

原告Ｐ３の平成１４年分の所得税の更正処分 

第８事件・平成１４年

分賦課決定処分 

玉川税務署長が平成１７年３月７日付けでした

原告Ｐ３の平成１４年分の所得税に係る過少申告

加算税の賦課決定処分 

第８事件・平成１５年

分確定申告書 

原告Ｐ３が平成１６年３月１５日に玉川税務署

長に提出した平成１５年分の所得税の確定申告書 

第８事件・平成１５年

分更正処分 

玉川税務署長が平成１７年３月７日付けでした

原告Ｐ３の平成１５年分の所得税の更正処分 

第８事件・平成１５年

分賦課決定処分 

玉川税務署長が平成１７年３月７日付けでした

原告Ｐ３の平成１５年分の所得税に係る過少申告

加算税の賦課決定処分 

第１６事件・平成１６

年分確定申告書 

原告Ｐ３が平成１７年３月１５日に玉川税務署

長に提出した平成１６年分の所得税の確定申告書 

第１６事件・平成１６

年分通知処分 

玉川税務署長が平成１８年２月２８日付けでし

た原告Ｐ３の平成１６年分の所得税に係る平成１

８年１月５日付け更正の請求につき更正をすべき

理由がない旨の通知処分 

第２４事件・平成１７

年分確定申告書 

原告Ｐ３が平成１８年３月１４日に玉川税務署

長に提出した平成１７年分の所得税の確定申告書 
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第２４事件・平成１７

年分更正請求 

原告Ｐ３が玉川税務署長に対して平成１９年３

月１４日付けでした平成１７年分の所得税に係る

更正の請求 

第２４事件・平成１７

年分通知処分 

玉川税務署長が平成１９年５月２９日付けでし

た原告Ｐ３の平成１７年分の所得税に係る平成１

９年３月１４日付け更正の請求につき更正をすべ

き理由がない旨の通知処分 

原告Ｐ４関係  

第９事件・平成１３年

分確定申告書 

原告Ｐ４が平成１４年３月１４日に世田谷税務

署長に提出した平成１３年分の所得税の確定申告

書 

第９事件・平成１３年

分更正処分 

世田谷税務署長が平成１７年３月８日付けでし

た原告Ｐ４の平成１３年分の所得税の更正処分 

第９事件・平成１３年

分賦課決定処分 

世田谷税務署長が平成１７年３月８日付けでし

た原告Ｐ４の平成１３年分の所得税に係る過少申

告加算税の賦課決定処分 

第９事件・平成１４年

分確定申告書 

原告Ｐ４が平成１５年３月１３日に世田谷税務

署長に提出した平成１４年分の所得税の確定申告

書 

第９事件・平成１４年

分更正処分 

世田谷税務署長が平成１７年３月８日付けでし

た原告Ｐ４の平成１４年分の所得税の更正処分 

第９事件・平成１４年

分賦課決定処分 

世田谷税務署長が平成１７年３月８日付けでし

た原告Ｐ４の平成１４年分の所得税に係る過少申

告加算税の賦課決定処分 

第９事件・平成１５年

分確定申告書 

原告Ｐ４が平成１６年３月１０日に世田谷税務

署長に提出した平成１５年分の所得税の確定申告
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書 

第９事件・平成１５年

分更正処分 

世田谷税務署長が平成１７年３月８日付けでし

た原告Ｐ４の平成１５年分の所得税の更正処分 

第９事件・平成１５年

分賦課決定処分 

世田谷税務署長が平成１７年３月８日付けでし

た原告Ｐ４の平成１５年分の所得税に係る過少申

告加算税の賦課決定処分 

第２５事件・平成１７

年分確定申告書 

原告Ｐ４が平成１８年３月１５日に世田谷税務

署長に提出した平成１７年分の所得税の確定申告

書 

第２５事件・平成１７

年分通知処分 

世田谷税務署長が平成１９年７月９日付けでし

た原告Ｐ４の平成１７年分の所得税に係る平成１

９年３月１５日付け更正の請求につき更正をすべ

き理由がない旨の通知処分 

原告Ｐ３３関係  

第１０事件・平成１３

年分確定申告書 

原告Ｐ３３が平成１４年３月１２日に玉川税務

署長に提出した平成１３年分の所得税の確定申告

書 

第１０事件・平成１３

年分更正処分 

玉川税務署長が平成１７年３月１０日付けでし

た原告Ｐ３３の平成１３年分の所得税の更正処分 

第１０事件・平成１３

年分賦課決定処分 

玉川税務署長が平成１７年３月１０日付けでし

た原告Ｐ３３の平成１３年分の所得税に係る過少

申告加算税の賦課決定処分 

第１０事件・平成１４

年分確定申告書 

原告Ｐ３３が平成１５年３月１２日に玉川税務

署長に提出した平成１４年分の所得税の確定申告

書 
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第１０事件・平成１４

年分更正処分 

玉川税務署長が平成１７年３月１０日付けでし

た原告Ｐ３３の平成１４年分の所得税の更正処分 

第１０事件・平成１４

年分賦課決定処分 

玉川税務署長が平成１７年３月１０日付けでし

た原告Ｐ３３の平成１４年分の所得税に係る過少

申告加算税の賦課決定処分 

第１０事件・平成１５

年分確定申告書 

原告Ｐ３３が平成１６年３月１５日に玉川税務

署長に提出した平成１５年分の所得税の確定申告

書 

第１０事件・平成１５

年分更正処分 

玉川税務署長が平成１７年３月１０日付けでし

た原告Ｐ３３の平成１５年分の所得税の更正処分 

第１０事件・平成１５

年分賦課決定処分 

玉川税務署長が平成１７年３月１０日付けでし

た原告Ｐ３３の平成１５年分の所得税に係る過少

申告加算税の賦課決定処分 

第２６事件・平成１７

年分確定申告書 

原告Ｐ３３が平成１８年３月１４日に玉川税務

署長に提出した平成１７年分の所得税の確定申告

書 

第２６事件・平成１７

年分通知処分 

玉川税務署長が平成１９年５月２９日付けでし

た原告Ｐ３３の平成１７年分の所得税に係る平成

１９年３月１３日付け更正の請求につき更正をす

べき理由がない旨の通知処分 

原告Ｐ５関係  

第１１事件・平成１３

年分確定申告書 

原告Ｐ５が平成１４年３月１５日に渋谷税務署

長に提出した平成１３年分の所得税の確定申告書 

第１１事件・平成１３

年分更正処分 

渋谷税務署長が平成１７年３月１０日付けでし

た原告Ｐ５の平成１３年分の所得税の更正処分 
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第１１事件・平成１３

年分賦課決定処分 

渋谷税務署長が平成１７年３月１０日付けでし

た原告Ｐ５の平成１３年分の所得税に係る過少申

告加算税の賦課決定処分 

第１１事件・平成１４

年分確定申告書 

原告Ｐ５が平成１５年３月１７日に渋谷税務署

長に提出した平成１４年分の所得税の確定申告書 

第１１事件・平成１４

年分更正処分 

渋谷税務署長が平成１７年３月１０日付けでし

た原告Ｐ５の平成１４年分の所得税の更正処分 

第１１事件・平成１４

年分賦課決定処分 

渋谷税務署長が平成１７年３月１０日付けでし

た原告Ｐ５の平成１４年分の所得税に係る過少申

告加算税の賦課決定処分 

第１１事件・平成１５

年分確定申告書 

原告Ｐ５が平成１６年３月１５日に渋谷税務署

長に提出した平成１５年分の所得税の確定申告書 

第１１事件・平成１５

年分更正処分 

渋谷税務署長が平成１７年３月１０日付けでし

た原告Ｐ５の平成１５年分の所得税の更正処分 

第１１事件・平成１５

年分賦課決定処分 

渋谷税務署長が平成１７年３月１０日付けでし

た原告Ｐ５の平成１５年分の所得税に係る過少申

告加算税の賦課決定処分 

第１４事件・平成１６

年分確定申告書 

原告Ｐ５が平成１７年３月１４日に渋谷税務署

長に提出した平成１６年分の所得税の確定申告書 

第１４事件・平成１６

年分更正請求書 

原告Ｐ５が渋谷税務署長に対して平成１７年３

月１６日付けでした平成１６年分の所得税に係る

更正の請求に関する更正請求書 

第１４事件・平成１６

年分更正処分 

渋谷税務署長が平成１７年１１月２８日付けで

した原告Ｐ５の平成１６年分の所得税の更正処分 

原告Ｐ６関係  
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第１２事件・平成１４

年分確定申告書 

原告Ｐ６が平成１５年３月１６日に麻布税務署

長に提出した平成１４年分の所得税の確定申告書 

第１２事件・平成１４

年分更正処分 

麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした

原告Ｐ６の平成１４年分の所得税の更正処分（た

だし，平成１７年１１月３０日付け及び平成１８

年１月２３日付け各更正処分により一部取り消さ

れた後のもの） 

第１２事件・平成１４

年分賦課決定処分 

麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした

原告Ｐ６の平成１４年分の所得税に係る過少申告

加算税の賦課決定処分（ただし，平成１７年１１

月３０日付け及び平成１８年１月２３日付け各変

更決定処分により一部取り消された後もの） 

第１２事件・平成１５

年分確定申告書 

原告Ｐ６が平成１６年３月１５日に麻布税務署

長に提出した平成１５年分の所得税の確定申告書 

第１２事件・平成１５

年分更正処分 

麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした

原告Ｐ６の平成１５年分の所得税の更正処分（た

だし，平成１７年７月２７日付け異議決定並びに

同年１１月３０日付け及び平成１８年１月２３日

付け各更正処分により一部取り消された後のもの

） 

第１２事件・平成１５

年分賦課決定処分 

麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした

原告Ｐ６の平成１５年分の所得税に係る過少申告

加算税の賦課決定処分（ただし，平成１７年７月

２７日付け異議決定並びに同年１１月３０日付け

及び平成１８年１月２３日付け各変更決定処分に

より一部取り消された後のもの） 
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第２０事件・平成１６

年分確定申告書 

原告Ｐ６が平成１７年３月１４日に麻布税務署

長に提出した平成１６年分の所得税の確定申告書 

第２０事件・平成１６

年分通知処分 

麻布税務署長が平成１８年６月３０日付けでし

た原告Ｐ６の平成１６年分の所得税に係る平成１

８年３月１０日付け更正の請求につき更正をすべ

き理由がない旨の通知処分 

第２７事件・平成１７

年分確定申告書 

原告Ｐ６が平成１８年３月１４日に麻布税務署

長に提出した平成１７年分の所得税の確定申告書 

第２７事件・平成１７

年分修正申告書 

原告Ｐ６が平成１８年５月１５日に麻布税務署

長に提出した平成１７年分の所得税の修正申告書 

第２７事件・平成１７

年分通知処分 

麻布税務署長が平成１９年５月２９日付けでし

た原告Ｐ６の平成１７年分の所得税に係る平成１

９年３月１３日付け更正の請求につき更正をすべ

き理由がない旨の通知処分 

原告Ｐ７関係  

第１３事件・平成１３

年分確定申告書 

原告Ｐ７が平成１４年３月１４日に麻布税務署

長に提出した平成１３年分の所得税の確定申告書 

第１３事件・平成１３

年分修正申告書 

原告Ｐ７が平成１７年３月８日に麻布税務署長

に提出した平成１３年分の所得税の修正申告書 

第１３事件・平成１３

年分更正処分 

麻布税務署長が平成１７年３月１４日付けでし

た原告Ｐ７の平成１３年分の所得税の更正処分 

第１３事件・平成１３

年分賦課決定処分 

麻布税務署長が平成１７年３月１４日付けでし

た原告Ｐ７の平成１３年分の所得税に係る過少申

告加算税の賦課決定処分（ただし，平成１７年７

月２７日付け異議決定により一部取り消された後

のもの） 
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第１３事件・平成１４

年分確定申告書 

原告Ｐ７が平成１５年３月１４日に麻布税務署

長に提出した平成１４年分の所得税の確定申告書 

第１３事件・平成１４

年分修正申告書 

原告Ｐ７が平成１７年３月８日に麻布税務署長

に提出した平成１４年分の所得税の修正申告書 

第１３事件・平成１４

年分更正処分 

麻布税務署長が平成１７年３月１４日付けでし

た原告Ｐ７の平成１４年分の所得税の更正処分 

第１３事件・平成１４

年分賦課決定処分 

麻布税務署長が平成１７年３月１４日付けでし

た原告Ｐ７の平成１４年分の所得税に係る過少申

告加算税の賦課決定処分 

第１３事件・平成１５

年分確定申告書 

原告Ｐ７が平成１６年３月１５日に麻布税務署

長に提出した平成１５年分の所得税の確定申告書 

第１３事件・平成１５

年分更正処分 

麻布税務署長が平成１７年３月１４日付けでし

た原告Ｐ７の平成１５年分の所得税の更正処分 

第１３事件・平成１５

年分賦課決定処分 

麻布税務署長が平成１７年３月１４日付けでし

た原告Ｐ７の平成１５年分の所得税に係る過少申

告加算税の賦課決定処分 

第１９事件・平成１６

年分確定申告書 

原告Ｐ７が平成１７年３月１５日に麻布税務署

長に提出した平成１６年分の所得税の確定申告書 

第１９事件・平成１６

年分通知処分 

麻布税務署長が平成１９年１月３１日付けでし

た原告Ｐ７の平成１６年分の所得税に係る平成１

８年３月１５日付け更正の請求につき更正をすべ

き理由がない旨の通知処分 

 

６ 書証関係 

 

       略語              用語 
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平成１２年７月政府税

調中期答申 

政府税制調査会作成の平成１２年７月１４日付

け「わが国税制の現状と課題－２１世紀に向けた

国民の参加と選択－」答申（甲２５） 

平成１２年４月小委員

会討議用資料 

大蔵省（当時）主税局が作成し政府税制調査会

法人課税小委員会の討議用資料として提出した平

成１２年４月２８日付け「法人税制関係資料－法

人税の現状と課題－」（甲２６） 

江頭論文 江頭憲治郎「企業の法人格」（甲２９） 

英米法辞典（甲３８） 田中英夫編「英米法辞典」（甲３８） 

州ＬＰＳ法解説書 ルバロフとアルトマンによるデラウェアのリミ

テッド・パートナーシップ（LUBAROFF ＆ ALTMAN 

ON DELAWARE LIMITED PARTNERSHIPS)（甲４１，乙

７４） 

ポッター意見書 Potter Anderson & Corroon LLP作成の２００

０年１２月２２日付け意見書（甲７３） 

アレン教授意見書 ニューヨーク大学ロースクールのWilliam T. A

llen教授（アレン教授）の意見書（甲９０） 

星野論文 星野英一「いわゆる「権利能力なき社団」につ

いて」（甲９８） 

ラムザイヤー教授意見

書 

ハーバード・ロースクールのJ.Mark Ramseyer

教授（ラムザイヤー教授）の意見書（甲１２３） 

ＮＹＬＬＣ判決 さいたま地裁平成○年（行ウ）第○号同１９年

５月１６日判決（乙５２）及びその控訴審判決で

ある東京高裁平成○年（行コ）第○号同年１０月

１０日判決（乙６１） 
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モリス回答書 米国弁護士事務所（MORRIS,NICHOLS,ARSHT&TUN

NELL LLP）からの調査報告書（乙７９） 

１９９４年改訂統一Ｇ

ＰＳ法解説書 

 「THE REVISED UNIFORM PARTNERSHIP ACT 2008-

2007 EDITION」（甲４２）及び「THE REVISED UN

IFORM PARTNERSHIP ACT 2008-2009 EDITION」（乙

８２） 

 

７ その他 

 

 略語              用語 

米国 アメリカ合衆国 

ルクセンブルク ルクセンブルク大公国 

ドル 米国ドル 

集合体理論 the aggregate theory 

事業体理論 the entity theory 

内国歳入法 米国のInternal Revenue Code 

財務省規則 米国財務省規則（Treasury regulations） 

フォーム１０６５ 連邦パートナーシップ情報申告書（U．S．Retu

rn of Partnership Income） 

スケジュールＫ１ フォーム１０６５の別表Ｋとして作成されるパ

ートナー持分に関する情報報告書（Partner’s S

hare of Income, Deduction, Credits, etc.） 

フォーム１０４０ＮＲ 連邦非居住外国人所得税確定申告書（U.S. Non

resident Alien Income Tax Return.，いわゆるF

orm1040NR.） 
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ビジネス・エンティテ

ィ 

米国財務省規則301.7701-2所定のbusiness e

ntity 

適格事業体 米国財務省規則301.7701-3所定の「eligible 

entity」 

本件措置法特例 措置法４１条の４の２の規定（平成１７年法律

第２１号（平成１８年１月１日施行）により新設

され，平成１９年法律第６号による改正前のもの

）による損益通算等の特例 
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第２ 税額計算について 

１ 適用法令 

本件の税額計算において適用すべき次の各項に掲げる法令等は，特に断りが

ない限り，当該各項に定めるものとする。 

 (1) 通則法関係 

平成１８年法律第１０号による改正前のものとする。 

 (2) 所得税法関係 

ア 所得税法８９条１項 

平成１８年法律第１０号による改正前のものとする。 

なお，「所得税法８９条１項の税率」は，負担軽減措置法４条の特例を

適用したものとする。 

イ 所得税法９２条１項 

平成１５年分以前の所得税については，平成１６年法律第１４号による

改正前のものとする。 

ウ 所得税法９５条１項 

平成２１年法律第１３号による改正前のものとする。 

 (2) 措置法関係 

ア 措置法３１条１項，５項，３２条４項，３７条の１１第１項及び第２項 

いずれも平成１６年法律第１４号による改正前のものとする。 

イ 措置法３７条の１０第１項 

平成１６年法律第１４号による改正前のものとする。 

ウ 措置法３７条の１２の２第１項及び２項 

平成１５年法律第８号による改正前のものをいう。 

エ 措置法４１条 

平成１１年法律第７６号による改正前のものとする。 

 (3) 負担軽減措置法 
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平成１７年法律第２１号による改正前のものをいう。 

２ 金額の前の△の意味 

別紙９（本件各処分の根拠及び計算）及び別紙１０（原告らの総所得金額及

び納付すべき税額についての補足説明）において，次の各項に掲げる欄におけ

る金額の前の△は，当該各項に定めるところによる。 

 (1) 「総所得金額」欄，「分離長期譲渡所得の金額」欄，「分離短期譲渡所得

の金額」欄，「株式等に係る譲渡所得等の金額」欄 

いずれも当該金額が損失であることを表す。 

 (2) 「納付すべき税額」欄 

当該金額が還付金の額に相当する税額であることを表す。 

３ 金額に係る端数の処理 

別紙９（本件各処分の根拠及び計算）及び別紙１０（原告らの総所得金額及

び納付すべき税額についての補足説明）において，次の各項に掲げる金額に係

る端数の処理は，当該各項に定めるところによる。 

 (1) 課税総所得金額，課税される株式等に係る譲渡所得等の金額 

通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた後の

ものとする。 

 (2) 納付すべき税額 

通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のも

のとする。 

 (3) 還付金の額に相当する税額 

通則法１２０条１項の規定により，１円未満の端数を切り捨てた後の金額

とする。 

 (4) 通則法６５条１項の規定に基づく金額 

上記金額の計算に当たり，新たに納付すべきこととなった税額は，通則法

１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のものとする。 
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（別紙５） 

請求目録 

 

１ 第１事件 

 (1) 目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでした原告Ｐ２３の平成１４年

分の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につ

いては総所得金額４５０６万８７３９円，納付すべき税額マイナス（還付金

の額に相当する税額）７４３万０４２６円を超える部分，賦課決定について

は全部を取り消す。 

 (2) 目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでした原告Ｐ２３の平成１５年

分の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につ

いては総所得金額３８００万９６１４円，納付すべき税額マイナス（還付金

の額に相当する税額）９０１万９５４６円を超える部分，賦課決定について

は全部を取り消す。 

２ 第２事件 

 (1) 目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでした原告Ｐ２０の平成１３年

分の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につ

いては総所得金額２７８４万９０１６円，納付すべき税額マイナス（還付金

の額に相当する税額）１９１３万６８７６円を超える部分，賦課決定につい

ては全部を取り消す。 

 (2) 目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでした原告Ｐ２０の平成１４年

分の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につ

いては，総所得金額０円，退職所得の金額２億３２３５万６１００円，納付

すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）２０２６万６１４０円を

超える部分，賦課決定については全部を取り消す。 

 (3) 目黒税務署長が平成１７年２月２４日付けでした原告Ｐ２０の平成１５年
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分の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につ

いては総所得金額７８７万７４１８円，納付すべき税額マイナス（還付金の

額に相当する税額）６３１万０１５７円を超える部分，賦課決定については

全部を取り消す。 

３ 第３事件 

 (1) 渋谷税務署長が平成１７年２月２２日付けでした原告Ｐ１１の平成１３年

分の所得税の更正処分（平成１７年１１月２９日付け更正処分により一部取

り消された後のもの）及び過少申告加算税の賦課決定処分（同日付け変更決

定処分により一部取り消された後のもの）のうち，更正については総所得金

額７億０４７９万４０１１円，納付すべき税額９２９４万６０００円を超え

る部分，賦課決定については全部を取り消す。 

 (2) 渋谷税務署長が平成１７年２月２２日付けでした原告Ｐ１１の平成１４年

分の所得税の更正処分（平成１７年１１月２９日付け更正処分により一部取

り消された後のもの）及び過少申告加算税の賦課決定処分（同日付け変更決

定処分により一部取り消された後のもの）のうち，更正については総所得金

額６億１５６０万５２５１円，納付すべき税額４７９４万８１００円を超え

る部分，賦課決定については全部を取り消す。 

 (3) 渋谷税務署長が平成１７年２月２２日付けでした原告Ｐ１１の平成１５年

分の所得税の更正処分（平成１７年１１月２９日付け更正処分により一部取

り消された後のもの）及び過少申告加算税の賦課決定処分（同日付け変更決

定処分により一部取り消された後のもの）のうち，更正については総所得金

額２億０７８４万２３７４円，納付すべき税額７２１９万９８００円を超え

る部分，賦課決定については全部を取り消す。 

４ 第４事件 

 (1) 日野税務署長が平成１７年２月２３日付けでした原告Ｐ３２の平成１３年

分の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につ
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いては総所得金額２６４３万３６４９円，納付すべき税額マイナス（還付金

の額に相当する税額）８６４万１７０５円を超える部分，賦課決定について

は全部を取り消す。 

 (2) 日野税務署長が平成１７年２月２３日付けでした原告Ｐ３２の平成１４年

分の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につ

いては総所得金額２０６２万３２４３円，納付すべき税額マイナス（還付金

の額に相当する税額）１０９５万１９６５円を超える部分，賦課決定につい

ては全部を取り消す。 

 (3) 日野税務署長が平成１７年２月２３日付けでした原告Ｐ３２の平成１５年

分の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につ

いては総所得金額１７９３万１９４９円，納付すべき税額マイナス（還付金

の額に相当する税額）１１３９万９８４５円を超える部分，賦課決定につい

ては全部を取り消す。 

５ 第５事件 

 (1) 麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした原告Ｐ１の平成１３年分の

所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正について

は総所得金額３８２１万５９９６円，納付すべき税額マイナス（還付金の額

に相当する税額）３９０万４０８０円を超える部分，賦課決定については全

部を取り消す。 

 (2) 麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした原告Ｐ１の平成１４年分の

所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正について

は総所得金額３５００万２１３８円，納付すべき税額マイナス（還付金の額

に相当する税額）６６５万００２２円を超える部分，賦課決定については全

部を取り消す。 

 (3) 麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした原告Ｐ１の平成１５年分の

所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正について
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は総所得金額３８３７万８６３８円，納付すべき税額マイナス（還付金の額

に相当する税額）４８６万６８５６円を超える部分，賦課決定については全

部を取り消す。 

６ 第６事件 

 (1) 北沢税務署長が平成１７年３月４日付けでした原告Ｐ２９の平成１３年分

の所得税の更正処分（平成１７年７月２０日付け異議決定により一部取り消

された後のもの）及び過少申告加算税の賦課決定処分（同日付け異議決定に

より一部取り消された後のもの）のうち，更正については総所得金額２６７

８万０１１９円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当する税額）２

２１２万５９０９円を超える部分，賦課決定については全部を取り消す。 

 (2) 北沢税務署長が平成１７年３月４日付けでした原告Ｐ２９の平成１４年分

の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分（賦課決定処分につ

いては平成１７年７月２０日付け異議決定により一部取り消された後のも

の）のうち，更正については総所得金額２５６８万４７９２円，納付すべき

税額マイナス（還付金の額に相当する税額）２５２５万０９８１円を超える

部分，賦課決定については全部を取り消す。 

 (3) 北沢税務署長が平成１７年３月４日付けでした原告Ｐ２９の平成１５年分

の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につい

ては総所得金額２３０７万４８８４円，納付すべき税額マイナス（還付金の

額に相当する税額）５２６万９４４７円を超える部分，賦課決定については

全部を取り消す。 

７ 第７事件 

 (1) 荻窪税務署長が平成１７年２月２８日付けでした原告Ｐ２の平成１３年分

の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につい

ては総所得金額２２１６万１７６９円，納付すべき税額マイナス（還付金の

額に相当する税額）７４２万８４５０円を超える部分，賦課決定については
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全部を取り消す。 

 (2) 荻窪税務署長が平成１７年２月２８日付けでした原告Ｐ２の平成１４年分

の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につい

ては総所得金額２３４０万０５２９円，納付すべき税額マイナス（還付金の

額に相当する税額）８０７万７９１０円を超える部分，賦課決定については

全部を取り消す。 

 (3) 荻窪税務署長が平成１７年６月１５日付けでした原告Ｐ２の平成１５年分

の所得税の更正処分のうち，総所得金額２６６７万０６９５円，納付すべき

税額マイナス（還付金の額に相当する税額）８１２万６１１０円を超える部

分を取り消す。 

８ 第８事件 

 (1) 玉川税務署長が平成１７年３月７日付けでした原告Ｐ３の平成１３年分の

所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正について

は総所得金額１８４７万３８３９円，納付すべき税額マイナス（還付金の額

に相当する税額）７７３万９６３２円を超える部分，賦課決定については全

部を取り消す。 

 (2) 玉川税務署長が平成１７年３月７日付けでした原告Ｐ３の平成１４年分の

所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正について

は総所得金額１７６０万７１１８円，納付すべき税額マイナス（還付金の額

に相当する税額）８４３万９６８７円を超える部分，賦課決定については全

部を取り消す。 

 (3) 玉川税務署長が平成１７年３月７日付けでした原告Ｐ３の平成１５年分の

所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正について

は総所得金額１８１０万９６１０円，納付すべき税額マイナス（還付金の額

に相当する税額）７７６万７６９５円を超える部分，賦課決定については全

部を取り消す。 
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９ 第９事件 

 (1) 世田谷税務署長が平成１７年３月８日付けでした原告Ｐ４の平成１３年分

の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につい

ては総所得金額１６８５万７３６３円，納付すべき税額マイナス（還付金の

額に相当する税額）７８４万６４２０円を超える部分，賦課決定については

全部を取り消す。 

 (2) 世田谷税務署長が平成１７年３月８日付けでした原告Ｐ４の平成１４年分

の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につい

ては総所得金額１１８４万７５１２円，納付すべき税額マイナス（還付金の

額に相当する税額）９１１万５６４０円を超える部分，賦課決定については

全部を取り消す。 

 (3) 世田谷税務署長が平成１７年３月８日付けでした原告Ｐ４の平成１５年分

の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につい

ては総所得金額１２２４万０２４３円，納付すべき税額マイナス（還付金の

額に相当する税額）９０３万６４４１円を超える部分，賦課決定については

全部を取り消す。 

１０ 第１０事件 

 (1) 玉川税務署長が平成１７年３月１０日付けでした原告Ｐ３３の平成１３年

分の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につ

いては総所得金額３２９０万０１８３円，納付すべき税額マイナス（還付金

の額に相当する税額）８７３万５８９０円を超える部分，賦課決定について

は全部を取り消す。 

 (2) 玉川税務署長が平成１７年３月１０日付けでした原告Ｐ３３の平成１４年

分の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につ

いては総所得金額３１８４万４８３２円，納付すべき税額マイナス（還付金

の額に相当する税額）９４０万８１８０円を超える部分，賦課決定について
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は全部を取り消す。 

 (3) 玉川税務署長が平成１７年３月１０日付けでした原告Ｐ３３の平成１５年

分の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につ

いては総所得金額２５１３万７５２１円，納付すべき税額マイナス（還付金

の額に相当する税額）９０２万４９７０円を超える部分，賦課決定について

は全部を取り消す。 

１１ 第１１事件 

 (1) 渋谷税務署長が平成１７年３月１０日付けでした原告Ｐ５の平成１３年分

の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につい

ては総所得金額１２８６万８０５３円，納付すべき税額マイナス（還付金の

額に相当する税額）６４２万５８００円を超える部分，賦課決定については

全部を取り消す。 

 (2) 渋谷税務署長が平成１７年３月１０日付けでした原告Ｐ５の平成１４年分

の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につい

ては総所得金額１２１３万８８１６円，納付すべき税額マイナス（還付金の

額に相当する税額）６６６万５５００円を超える部分，賦課決定については

全部を取り消す。 

 (3) 渋谷税務署長が平成１７年３月１０日付けでした原告Ｐ５の平成１５年分

の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につい

ては総所得金額１２８１万６４６５円，納付すべき税額マイナス（還付金の

額に相当する税額）６４０万０９００円を超える部分，賦課決定については

全部を取り消す。 

１２ 第１２事件 

 (1) 麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした原告Ｐ６の平成１４年分の

所得税の更正処分（平成１７年１１月３０日付け及び平成１８年１月２３日

付け各更正処分により一部取り消された後のもの）及び過少申告加算税の賦



 - 176 - 

課決定処分（平成１７年１１月３０日付け及び平成１８年１月２３日付け各

変更決定処分により一部取り消された後のもの）のうち，更正については総

所得金額１億０２１２万０４４５円，納付すべき税額マイナス（還付金の額

に相当する税額）１４０２万７９３７円を超える部分，賦課決定については

全部を取り消す。 

 (2) 麻布税務署長が平成１７年３月４日付けでした原告Ｐ６の平成１５年分の

所得税の更正処分（平成１７年７月２７日付け異議決定並びに同年１１月３

０日付け及び平成１８年１月２３日付け各更正処分により一部取り消された

後のもの）及び過少申告加算税の賦課決定処分（平成１７年７月２７日付け

異議決定並びに同年１１月３０日付け及び平成１８年１月２３日付け各変更

決定処分により一部取り消された後のもの）のうち，更正については総所得

金額９２８９万８８８８円，納付すべき税額マイナス（還付金の額に相当す

る税額）１１１０万６１０６円を超える部分，賦課決定については全部を取

り消す。 

１３ 第１３事件 

 (1) 麻布税務署長が平成１７年３月１４日付けでした原告Ｐ７の平成１３年分

の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分（賦課決定処分につ

いては平成１７年７月２７日付け異議決定により一部取り消された後のも

の）のうち，更正については総所得金額３１２６万８９０５円，納付すべき

税額マイナス（還付金の額に相当する税額）２６７万７５００円を超える部

分，賦課決定については全部を取り消す。 

 (2) 麻布税務署長が平成１７年３月１４日付けでした原告Ｐ７の平成１４年分

の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につい

ては総所得金額５７８８万８６３５円，納付すべき税額マイナス（還付金の

額に相当する税額）４１１万１０１７円を超える部分，賦課決定については

全部を取り消す。 
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 (3) 麻布税務署長が平成１７年３月１４日付けでした原告Ｐ７の平成１５年分

の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につい

ては総所得金額２３５９万４９１１円，納付すべき税額マイナス（還付金の

額に相当する税額）１４９１万５４０５円を超える部分，賦課決定について

は全部を取り消す。 

１４ 第１４事件 

渋谷税務署長が平成１７年１１月２８日付けでした原告Ｐ５の平成１６年

分の所得税の更正処分のうち，総所得金額１４３２万９３１８円，納付すべ

き税額マイナス（還付金の額に相当する税額）７１１万８２００円を超える

部分を取り消す。 

１５ 第１５事件 

麻布税務署長が平成１８年７月３１日付けでした原告Ｐ１の平成１６年分

の所得税に係る平成１８年３月１５日付け更正の請求に対する更正をすべき

理由がない旨の通知処分を取り消す。 

１６ 第１６事件 

玉川税務署長が平成１８年２月２８日付けでした原告Ｐ３の平成１６年分

の所得税に係る平成１８年１月５日付け更正の請求に対する更正をすべき理

由がない旨の通知処分を取り消す。 

１７ 第１７事件 

目黒税務署長が平成１８年６月１６日付けでした原告Ｐ２３の平成１６年

分の所得税に係る平成１８年３月９日付け更正の請求に対する更正をすべき

理由がない旨の通知処分を取り消す。 

１８ 第１８事件 

 (1) 渋谷税務署長が平成１８年６月３０日付けでした原告Ｐ１１の平成１６年

分の所得税に係る平成１８年２月２日付け更正の請求に対する更正をすべき

理由がない旨の通知処分を取り消す。 
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 (2) 渋谷税務署長が平成１８年１０月２日付けでした原告Ｐ１１の平成１７年

分の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につ

いては総所得金額３億１７６１万６９０７円，納付すべき税額４３５１万５

１００円を超える部分，賦課決定については全部を取り消す。 

１９ 第１９事件 

麻布税務署長が平成１９年１月３１日付けでした原告Ｐ７の平成１６年分

の所得税に係る平成１８年３月１５日付け更正の請求に対する更正をすべき

理由がない旨の通知処分を取り消す。 

２０ 第２０事件 

麻布税務署長が平成１８年６月３０日付けでした原告Ｐ６の平成１６年分

の所得税に係る平成１８年３月１０日付け更正の請求に対する更正をすべき

理由がない旨の通知処分（同年１０月２日付け異議決定により一部取り消さ

れた後のもの）を取り消す。 

２１ 第２１事件 

世田谷税務署長が平成１８年１０月６日付けでした原告Ｐ２０の平成１６

年分の所得税に係る平成１８年３月１４日付け更正の請求に対する更正をす

べき理由がない旨の通知処分を取り消す。 

２２ 第２２事件 

世田谷税務署長が平成２１年３月６日付けでした原告Ｐ２０の平成１７年

分の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち，更正につ

いては総所得金額４２１２万０５７６円，納付すべき税額１３万７２００円

を超える部分，賦課決定については全部を取り消す。 

２３ 第２３事件 

麻布税務署長が平成１９年７月３１日付けでした原告Ｐ１の平成１７年分

の所得税に係る平成１９年３月１５日付け更正の請求に対する更正をすべき

理由がない旨の通知処分を取り消す。 
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２４ 第２４事件 

玉川税務署長が平成１９年５月２９日付けでした原告Ｐ３の平成１７年分

の所得税に係る平成１９年３月１４日付け更正の請求に対する更正をすべき

理由がない旨の通知処分を取り消す。 

２５ 第２５事件 

世田谷税務署長が平成１９年７月９日付けでした原告Ｐ４の平成１７年分

の所得税に係る平成１９年３月１５日付け更正の請求に対する更正をすべき

理由がない旨の通知処分を取り消す。 

２６ 第２６事件 

玉川税務署長が平成１９年５月２９日付けでした原告Ｐ３３の平成１７年

分の所得税に係る平成１９年３月１３日付け更正の請求に対する更正をすべ

き理由がない旨の通知処分を取り消す。 

２７ 第２７事件 

麻布税務署長が平成１９年５月２９日付けでした原告Ｐ６の平成１７年分

の所得税に係る平成１９年３月１３日付け更正の請求に対する更正をすべき

理由がない旨の通知処分を取り消す。 
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（別紙６） 

関係法令の定め 

 

本件に関係する法令の定めの概要は，次のとおりである。 

 

 (1) 不服申立ての前置等（通則法１１５条１項） 

国税に関する法律に基づく処分（通則法８０条２項（行政不服審査法との

関係）に規定する処分を除く。）で不服申立てをすることができるものの取

消しを求める訴えは，異議申立てをすることができる処分（審査請求をする

こともできるもの（異議申立てについての決定を経た後審査請求をすること

ができるものを含む。）を除く。）にあっては異議申立てについての決定を，

審査請求をすることができる処分にあっては審査請求についての裁決をそれ

ぞれ経た後でなければ，提起することができない。ただし，次の各号のいず

れかに該当するときは，この限りでない。 

ア 更正決定等の取消しを求める訴えを提起した者が，その訴訟の係属して

いる間に当該更正決定等に係る国税の課税標準等又は税額等についてされ

た他の更正決定等の取消しを求めようとするとき（２号）。 

イ 異議申立てについての決定又は審査請求についての裁決を経ることによ

り生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき，その他その決定

又は裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき（３号）。 

 (2) 信託財産に係る収入及び支出の帰属（所得税法１３条１項本文） 

信託財産に帰せられる収益及び費用については，受益者が特定している場

合にはその受益者がその信託財産を有するものとみなして，所得税法の規定

を適用する。 

 (3) 法人等に関する規定 

ア 民法における法人及び外国法人に関する規定 
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(ア) 法人の成立（民法３３条１項） 

 法人は，民法その他の法律の規定によらなければ，成立しない。  

(イ) 外国法人（民法３６条） 

ａ 外国法人は，国，国の行政区画及び商事会社を除き，その成立を認

許しない。ただし，法律又は条約の規定により認許された外国法人は，

この限りでない。（１項） 

ｂ 上記ａにより認許された外国法人は，日本において成立する同種の

法人と同一の私権を有する。ただし，外国人が享有することのできな

い権利及び法律又は条約中に特別の規定がある権利については，この

限りでない。（２項） 

イ 租税法における内国法人及び外国法人の定義等 

(ア) 所得税法 

ａ 定義（所得税法２条１項） 

 所得税法において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定

めるところによる。 

① 国内 所得税法の施行地をいう（１号）。 

② 国外 所得税法の施行地外の地域をいう（２号）。 

③ 内国法人 国内に本店又は主たる事務所を有する法人をいう（６

号）。 

④ 外国法人 内国法人以外の法人をいう（７号）。 

⑤ 人格のない社団等 法人でない社団又は財団で代表者又は管理人

の定めがあるものをいう（８号）。 

ｂ 人格のない社団等に対する所得税法の適用（所得税法４条） 

人格のない社団等は，法人とみなして，所得税法（別表第一を除く。）

の規定を適用する。 

(イ) 法人税法 
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ａ 定義（法人税法２条） 

法人税法において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定

めるところによる。 

① 国内 法人税法の施行地をいう（１号）。 

② 国外 法人税法の施行地外の地域をいう（２号）。 

③ 内国法人 国内に本店又は主たる事務所を有する法人をいう（３

号）。 

④ 外国法人 内国法人以外の法人をいう（４号）。 

⑤ 人格のない社団等 法人でない社団又は財団で代表者又は管理人

の定めがあるものをいう（８号）。 

ｂ 人格のない社団等に対する法人税法の適用（法人税法３条） 

人格のない社団等は，法人とみなして，法人税法（別表第二を除く。）

の規定を適用する。 

ｃ 内国法人の納税義務（法人税法４条１項本文） 

内国法人は，法人税法により，法人税を納める義務がある。 

ｄ 外国法人の納税義務（法人税法４条２項） 

外国法人は，法人税法１３８条（国内源泉所得）に規定する国内源

泉所得を有するとき（外国法人である公益法人等又は人格のない社団

等にあっては，当該国内源泉所得で収益事業から生ずるものを有する

ときに限る。）は，法人税法により，法人税を納める義務がある。 

 (4) 不動産所得（所得税法２６条） 

ア 不動産所得とは，不動産，不動産の上に存する権利，船舶又は航空機（以

下この項において「不動産等」という。）の貸付け（地上権又は永小作権

の設定その他他人に不動産等を使用させることを含む。）による所得（事

業所得又は譲渡所得に該当するものを除く。）をいう（１項）。 

イ 不動産所得の金額は，その年中の不動産所得に係る総収入金額から必要
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経費を控除した金額とする（２項）。 

 (5) 損益通算（所得税法６９条１項） 

総所得金額，退職所得金額又は山林所得金額を計算する場合において，不

動産所得の金額，事業所得の金額，山林所得の金額又は譲渡所得の金額の計

算上生じた損失の金額があるときは，政令で定める順序により，これを他の

各種所得の金額から控除する。 

 (6) 特定組合員の不動産所得に係る損益通算等の特例 

ア 措置法４１条の４の２（平成１７年法律第２１号（平成１８年１月１日

施行）による新設規定。平成１９年法律第６号による改正（特定受益者の

追加）前のもの。） 

(ア) 特定組合員（組合契約を締結している組合員（これに類する者で政

令で定めるものを含む。以下同じ。）のうち，組合事業に係る重要な財

産の処分若しくは譲受け又は組合事業に係る多額の借財に関する業務の

執行の決定に関与し，かつ，当該業務のうち契約を締結するための交渉

その他の重要な部分を自ら執行する組合員以外のものをいう。）に該当

する個人が，平成１８年以後の各年において，組合事業から生ずる不動

産所得を有する場合においてその年分の不動産所得の金額の計算上当該

組合事業による不動産所得の損失の金額として政令で定める金額がある

ときは，当該損失の金額に相当する金額は，所得税法２６条２項及び６

９条１項の規定その他の所得税に関する法令の規定の適用については，

生じなかったものとみなす（１項）。 

(イ) この条において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定め

るところによる（２項）。 

ａ 組合契約 民法６６７条１項に規定する組合契約及び投資事業有限

責任組合契約に関する法律３条１項に規定する投資事業有限責任組合

契約並びに外国におけるこれらに類する契約（政令で定めるものを含



 - 184 - 

む。）をいう（１号）。 

ｂ 組合事業 各組合契約に基づいて営まれる事業をいう（２号）。 

イ 措置法施行令２６条の６の２ 

(ア) 措置法４１条の４の２第１項に規定する組合員に類する者で政令で

定めるものは，同条２項１号に規定する組合契約のうち同号に規定する

外国におけるこれらに類する契約を締結している者とする（１項）。 

(イ) 措置法４１条の４の２第２項１号に規定する政令で定める契約は，

外国における有限責任事業組合契約（有限責任事業組合契約に関する法

律３条１項に規定する有限責任事業組合契約をいう。）に類する契約と

する（５項）。 
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（別紙８） 

本件各処分の経緯 

 

原告らに係る本件各処分の経緯は，別表８－１～５２の「本件各処分の経緯」

記載のとおりであり，具体的には次のとおりである。 

 (1) 原告Ｐ２３関係 

ア 第１事件 

 (ｱ) 原告Ｐ２３が，目黒税務署長に対し，平成１４年分の所得税につき，別

表８－１の「確定申告」欄記載のとおり，平成１５年３月６日に確定申告

書を，同表の「修正申告」欄記載のとおり，同年５月１５日に修正申告書

（第１事件・平成１４年分修正申告書）をそれぞれ提出したところ，目黒

税務署長は，不動産所得の金額等に誤りがあるとして，同表の「更正処分

等」欄記載のとおり，平成１７年２月２４日付けで，原告Ｐ２３の平成１

４年分の所得税につき更正処分（第１事件・平成１４年分更正処分）及び

過少申告加算税賦課決定処分（第１事件・平成１４年分賦課決定処分）を

した。 

（甲Ａ１の１） 

 (ｲ) 原告Ｐ２３が，目黒税務署長に対し，平成１５年分の所得税につき，別

表８－２の「確定申告」欄記載のとおり，平成１６年３月９日に確定申告

書（第１事件・平成１５年分確定申告書）を提出したところ，目黒税務署

長は，不動産所得の金額等に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」欄

記載のとおり，平成１７年２月２４日付けで，原告Ｐ２３の平成１５年分

の所得税につき更正処分（第１事件・平成１５年分更正処分）及び過少申

告加算税賦課決定処分（第１事件・平成１５年分賦課決定処分）をした。 

（甲Ａ１の２） 

 (ｳ) これに対し，原告Ｐ２３は，平成１７年４月１９日に上記(ｱ)及び(ｲ)の
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各処分を不服として目黒税務署長に対して異議申立てをしたところ，目黒

税務署長から，同年７月１９日付けで，異議申立てをいずれも棄却する旨

の異議決定を受け，さらに，同年８月１８日に国税不服審判所長に対して

審査請求をしたものの，国税不服審判所長から，平成１８年８月１４日付

けで，審査請求をいずれも棄却する旨の裁決（なお，その理由中には本件

ＬＰＳ（Ｐ）が所得税法上の「法人」に該当しない旨の指摘がある。）を

受けたため，平成１９年２月１４日，第１事件の訴えを提起した。 

（甲Ａ２，３，顕著な事実） 

イ 第１７事件 

 (ｱ) 原告Ｐ２３が，目黒税務署長に対し，平成１６年分の所得税につき，別

表８－３の「確定申告」欄記載のとおり，平成１７年３月１０日に確定申

告書（第１７事件・平成１６年分確定申告書）を提出したが，本件建物（Ｐ）

の貸付けに係る不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額につき損益通

算をすべきであったとして，同表の「更正の請求」欄記載のとおり，平成

１８年３月９日に更正の請求（第１７事件・平成１６年分更正請求）をし

たところ，目黒税務署長は，同年６月１６日付けで，原告Ｐ２３に対し，

更正をすべき理由がない旨の通知処分（第１７事件・平成１６年分通知処

分）をした。 

（甲Ａ４） 

 (ｲ) これに対し，原告Ｐ２３は，平成１８年８月８日に上記(ｱ)の処分を不服

として国税不服審判所長に対して審査請求をしたところ，国税不服審判所

長から，平成１９年３月２９日付けで，審査請求を棄却する旨の裁決（な

お，その理由中には本件ＬＰＳ（Ｐ）が所得税法上の「法人」に該当しな

い旨の指摘がある。）を受けたため，同年９月２７日，第１７事件の訴え

を提起した。 

（甲Ａ５，顕著な事実） 
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 (2) 原告Ｐ２０関係 

ア 第２事件 

 (ｱ) 原告Ｐ２０が，目黒税務署長に対し，平成１３年分の所得税につき，別

表８－４の「確定申告」欄記載のとおり，平成１４年３月１５日に確定申

告書（第２事件・平成１３年分確定申告書）を提出したところ，目黒税務

署長は，不動産所得の金額等に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年２月２４日付けで，原告Ｐ２０の平成１３年

分の所得税につき更正処分（第２事件・平成１３年分更正処分）及び過少

申告加算税賦課決定処分（第２事件・平成１３年分賦課決定処分）をした。 

なお，第２事件・平成１３年更正処分及び第２事件・平成１３年分賦課

決定処分の理由は，本件ＬＰＳ（Ｃ）は，我が国の税法上の外国法人に該

当するため，本件ＬＰＳ（Ｃ）が行う事業から生ずる損益は本件ＬＰＳ（Ｃ）

自体に帰属するとして，原告Ｐ２０の主張する不動産所得の金額の計算上

生じた損失の金額を計上することはできないというものであり，後記(ｲ)

の第２事件・平成１４年分更正処分及び第２事件・平成１４年分賦課決定

処分並びに後記(ｳ)の第２事件・平成１５年分更正処分及び第２事件・平成

１５年分賦課決定処分の理由も同様であった。 

（甲Ｂ１の１） 

 (ｲ) 原告Ｐ２０が，目黒税務署長に対し，平成１４年分の所得税につき，別

表８－５－１の「確定申告」欄記載のとおり，平成１５年３月１７日に確

定申告書を，同表の「修正申告」欄記載のとおり，同年８月１１日に修正

申告書（第２事件・平成１４年分修正申告書）をそれぞれ提出したところ，

目黒税務署長は，不動産所得の金額等に誤りがあるとして，同表の「更正

処分等」欄記載のとおり，平成１７年２月２４日付けで，原告Ｐ２０の平

成１４年分の所得税につき更正処分（第２事件・平成１４年分更正処分）

及び過少申告加算税賦課決定処分（第２事件・平成１４年分賦課決定処分）
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をした。 

（甲Ｂ１の２） 

 (ｳ) 原告Ｐ２０が，目黒税務署長に対し，平成１５年分の所得税につき，別

表８－６の「確定申告」欄記載のとおり，平成１６年３月１２日に確定申

告書（第２事件・平成１５年分確定申告書）を提出したところ，目黒税務

署長は，不動産所得の金額等に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年２月２４日付けで，原告Ｐ２０の平成１５年

分の所得税につき更正処分（第２事件・平成１５年分更正処分）及び過少

申告加算税賦課決定処分（第２事件・平成１５年分賦課決定処分）をした。 

（甲Ｂ１の３） 

 (ｴ) これに対し，原告Ｐ２０は，平成１７年４月２２日に上記(ｱ)～(ｳ)の各

処分を不服として目黒税務署長に対して異議申立てをしたところ，目黒税

務署長から，同年７月１９日付けで，異議申立てをいずれも棄却する旨の

異議決定を受け，さらに，同年８月１８日に国税不服審判所長に対して審

査請求をしたものの，国税不服審判所長から，平成１８年８月１４日付け

で，審査請求をいずれも棄却する旨の裁決を受けたため，平成１９年２月

１４日，第２事件の訴えを提起した。 

なお，① 上記異議決定の理由は，本件ＬＰＳ（Ｃ）は外国法人に該当

し，本件ＬＰＳ（Ｃ）を通じて行った本件建物（Ｃ）の貸付けから生ずる

損失は本件ＬＰＳ（Ｃ）自体に帰属し，原告Ｐ２０の不動産所得には該当

しないとするものであり，② 上記裁決の理由は，本件ＬＰＳ（Ｃ）は法

人には該当しないものの，原告Ｐ２０が不動産等を利用に供したことによ

り生じた所得であるとはいえないとするものであった。 

（甲Ｂ２，３，顕著な事実） 

イ 第２１事件 

 (ｱ) 原告Ｐ２０が，目黒税務署長に対し，平成１６年分の所得税につき，別
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表８－７の「確定申告」欄記載のとおり，平成１７年３月１５日に確定申

告書（第２１事件・平成１６年分確定申告書）を提出したが，本件建物（Ｃ）

の貸付けに係る不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額につき損益通

算をすべきであったとして，同表の「更正の請求」欄記載のとおり，平成

１８年３月１４日に更正の請求（第２１事件・平成１６年分更正請求）を

した（なお，原告Ｐ２０は，上記確定申告書において，不動産所得の金額

の計算上，２１３３万７２０４円の損失（上記更正の請求に係る更正請求

書に記載された不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額と同額）が生

じた旨の記載をしているものの，これを各種所得の金額から控除すること

はしていない。）ところ，世田谷税務署長は，同年１０月６日付けで，原

告Ｐ２０に対し，更正をすべき理由がない旨の通知処分（第２１事件・平

成１６年分通知処分）をした。 

（甲Ｂ４） 

 (ｲ) これに対し，原告Ｐ２０は，平成１８年１２月４日に上記(ｱ)の処分を不

服として世田谷税務署長に対して異議申立てをしたところ，世田谷税務署

長から，平成１９年２月２日付けで，異議申立てを棄却する旨の異議決定

を受け，さらに，同年３月１日に国税不服審判所長に対して審査請求をし

たものの，国税不服審判所長から，同年６月２２日付けで，審査請求を棄

却する旨の裁決を受けたため，同年１１月７日，第２１事件の訴えを提起

した。 

なお，① 上記異議決定の理由は，本件ＬＰＳ（Ｃ）は外国法人に該当

し，本件ＬＰＳ（Ｃ）を通じて行った本件建物（Ｃ）の貸付けから生ずる

損失は本件ＬＰＳ（Ｃ）自体に帰属し，原告Ｐ２０の不動産所得には該当

しないとするものであり，② 上記裁決の理由は，本件ＬＰＳ（Ｃ）は法

人には該当しないものの，原告Ｐ２０が不動産等を利用に供したことによ

り生じた所得であるとはいえないとするものであった。 
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（甲Ｂ５，６，顕著な事実） 

ウ 第２２事件 

 (ｱ) 原告Ｐ２０が，世田谷税務署長に対し，平成１７年分の所得税につき，

別表８－８の「確定申告」欄記載のとおり，平成１８年３月１４日に確定

申告書を提出したが，本件建物（Ｃ）の貸付けに係る不動産所得の金額の

計算上生じた損失の金額（５６２万８４８７円）につき損益通算をすべき

であったとして，同表の「更正の請求」欄記載のとおり，平成１９年３月

１４日に更正の請求をした（なお，原告Ｐ２０は，上記確定申告書におい

て，不動産所得の金額の計算上，５６２万８４８７円の損失（上記更正の

請求に係る更正請求書に記載された不動産所得の金額の計算上生じた損失

の金額と同額）が生じた旨の記載をしているものの，これを各種所得の金

額から控除することはしていない。）ところ，世田谷税務署長は，同年７

月９日付けで，原告Ｐ２０に対し，更正をすべき理由がない旨の通知処分

（第２２事件・平成１７年分通知処分）をした。 

（甲Ｂ７，８） 

 (ｲ) これに対し，原告Ｐ２０は，平成１９年９月５日に上記(ｱ)の処分を不服

として世田谷税務署長に対して異議申立てをしたところ，世田谷税務署長

から，同年１２月４日付けで，異議申立てを棄却する旨の異議決定（なお，

その理由は，本件ＬＰＳ（Ｃ）は我が国の税法上の外国法人に該当し，本

件ＬＰＳ（Ｃ）を通じて行った本件建物（Ｃ）の貸付けから生ずる損失（５

６２万８４８７円）は本件ＬＰＳ（Ｃ）自体に帰属し，原告Ｐ２０の不動

産所得には該当しないとしている。）を受け，さらに，同月１３日に国税

不服審判所長に対して審査請求をしたものの，審査請求がされた日の翌日

から起算して３月を経過しても裁決がされなかったため，平成２０年４月

１０日，第２２事件・平成１７年分通知処分の取消しを求めて，第２２事

件の訴えを提起した（なお，原告Ｐ２０は，その後の平成２０年６月１３
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日，上記審査請求を取り下げた。）。 

（甲Ｂ９，１０，顕著な事実） 

 (ｳ) その後，原告Ｐ２０は，世田谷税務署長に対し，平成１７年分の所得税

につき，別表８－８の「修正申告」欄記載のとおり，平成２１年３月３日

に，本件建物（Ｃ）の貸付けに係る不動産所得の金額の計算上生じた損失

の金額（５６２万８４８７円）を計上したほか，利子所得，給与所得及び

雑所得の金額につき修正を行った修正申告書（第２２事件・平成１７年分

修正申告書）を提出したところ，世田谷税務署長から，平成２１年３月５

日付けで，同申告書に係る過少申告加算税賦課決定処分を受けたほか，不

動産所得の金額（全額）に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」欄記

載のとおり，同月６日付けで，原告Ｐ２０の平成１７年分の所得税につき

更正処分（第２２事件・平成１７年分更正処分）及び過少申告加算税賦課

決定処分（第２２事件・平成１７年分賦課決定処分）を受けたため，平成

２１年７月１６日の本件第９回口頭弁論期日において，訴えを交換的に変

更し（以下，この交換的変更により提起された訴えを「本件変更後の訴え」

という。），第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成１

７年分賦課決定処分の取消しを求めるに至った。 

なお，第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成１７年

分賦課決定処分は，本件ＬＰＳ（Ｃ）は，我が国の税法上の外国法人に該

当するため，本件ＬＰＳ（Ｃ）が行う事業から生ずる損益は本件ＬＰＳ（Ｃ）

自体に帰属することを理由とするものであり，原告Ｐ２０は，同日までの

間に，第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成１７年分

賦課決定処分に対する不服申立てを行っていない。 

（甲Ｂ１１，１２，顕著な事実） 

 (3) 原告Ｐ１１関係 

ア 第３事件 
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 (ｱ) 原告Ｐ１１が，世田谷税務署長に対し，平成１３年分の所得税につき，

別表８－９の「確定申告」欄記載のとおり，平成１４年３月１４日に確定

申告書を，同表の「修正申告」欄記載のとおり，平成１５年６月２７日に

修正申告書（第３事件・平成１３年分修正申告書）をそれぞれ提出したと

ころ，渋谷税務署長は，不動産所得等の金額に誤りがあるとして，同表の

「更正処分等」欄記載のとおり，平成１７年２月２２日付けで，原告Ｐ１

１の平成１３年分の所得税につき更正処分及び過少申告加算税賦課決定処

分をした。 

（甲Ｃ１の１） 

 (ｲ) 原告Ｐ１１が，世田谷税務署長に対し，平成１４年分の所得税につき，

別表８－１０の「確定申告」欄記載のとおり，平成１５年３月１４日に確

定申告書（第３事件・平成１４年分確定申告書）を提出したところ，渋谷

税務署長は，不動産所得等の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分

等」欄記載のとおり，平成１７年２月２２日付けで，原告Ｐ１１の平成１

４年分の所得税につき更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分をした。 

（甲Ｃ１の２） 

 (ｳ) 原告Ｐ１１が，渋谷税務署長に対し，平成１５年分の所得税につき，別

表８－１１の「確定申告」欄記載のとおり，平成１６年３月１１日に確定

申告書（第３事件・平成１５年分確定申告書）を提出したところ，渋谷税

務署長は，不動産所得等の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年２月２２日付けで，原告Ｐ１１の平成１５年

分の所得税につき更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分をした。 

（甲Ｃ１の３） 

 (ｴ) これに対し，原告Ｐ１１は，平成１７年４月２０日に上記(ｱ)～(ｳ)の各

処分を不服として東京国税局長に対して異議申立てをしたところ，東京国

税局長から，同年９月１４日付けで，異議申立てをいずれも棄却する旨の
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異議決定を受けたが，さらに，同年１０月１２日に国税不服審判所長に対

して審査請求をしたところ，渋谷税務署長から，別表８－９～１１の各「再

更正処分等」欄記載のとおり，同年１１月２９日付けで，上記(ｱ)～(ｳ)の

各処分の一部を取り消す旨の更正処分及び変更決定処分を受けたものの，

国税不服審判所長から，平成１８年８月１４日付けで，審査請求をいずれ

も棄却する旨の裁決（なお，その理由中には本件ＬＰＳ（Ｃ）が我が国の

所得税法上の「法人」に該当しない旨の指摘がある。）を受けたため，平

成１９年２月１４日，第３事件の訴えを提起した。 

（甲Ｃ２，３，４の１～３，顕著な事実） 

イ 第１８事件 

 (ｱ) 原告Ｐ１１が，渋谷税務署長に対し，平成１６年分の所得税につき，別

表８－１２の「確定申告」欄記載のとおり，平成１７年３月１４日に確定

申告書（第１８事件・平成１６年分確定申告書）を提出したが，本件建物

（Ｃ）の貸付けに係る不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額につき

損益通算をすべきであったとして，同表の「更正の請求」欄記載のとおり，

平成１８年２月２日に更正の請求をしたところ，渋谷税務署長は，同年６

月３０日付けで，原告Ｐ１１に対し，更正をすべき理由がない旨の通知処

分（第１８事件・平成１６年分通知処分）をした。 

（甲Ｃ５の１） 

 (ｲ) 原告Ｐ１１が，渋谷税務署長に対し，平成１７年分の所得税につき，別

表８－１３の「確定申告」欄記載のとおり，平成１８年３月１５日に確定

申告書（第１８事件・平成１７年分確定申告書）を提出したが，本件建物

（Ｃ）の貸付けに係る不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額につき

損益通算をすべきであったとして，同表の「更正の請求」欄記載のとおり，

平成１８年６月９日に更正の請求をしたところ，渋谷税務署長は，同年６

月３０日付けで，原告Ｐ１１に対し，更正をすべき理由がない旨の通知処
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分をした。 

（甲Ｃ５の２） 

 (ｳ)ａ これに対し，原告Ｐ１１は，平成１８年８月８日に上記(ｱ)及び(ｲ)の

各処分を不服として国税不服審判所長に対して審査請求をした。 

ｂ その後，原告Ｐ１１は，渋谷税務署長から，別表８－１３の「Ｅ 更

正・賦課決定処分」欄記載のとおり，同年１０月２日付けで，原告Ｐ１

１の平成１７年分の所得税につき更正処分（第１８事件・平成１７年分

更正処分）及び過少申告加算税賦課決定処分（第１８事件・平成１７年

分賦課決定処分）を受けたため，平成１８年１１月１３日にこの更正処

分及び賦課決定処分を不服として渋谷税務署長に対して異議申立てをし

た。 

ｃ 上記ｂの異議申立てに係る異議申立書等の送付を受けた国税不服審判

所長は，通則法９０条３項により審査請求がされたものとみなされた上

記ｂの異議申立てと上記ａの審査請求とを併合審理した。 

ｄ 原告Ｐ１１は，国税不服審判所長から，平成１９年３月２９日付けで，

審査請求をいずれも棄却する旨の裁決（なお，その理由中には本件ＬＰ

Ｓ（Ｃ）が我が国の所得税法上の「法人」に該当しない旨の指摘がある。）

をしたため，同年９月２７日，第１８事件の訴えを提起した。 

（ (ｳ)につき，甲Ｃ５の３，６，顕著な事実） 

 (4) 原告Ｐ３２関係（第４事件） 

 (ｱ) 原告Ｐ３２が，日野税務署長に対し，平成１３年分の所得税につき，別

表８－１４の「確定申告」欄記載のとおり，平成１４年３月１５日に確定

申告書（第４事件・平成１３年分確定申告書）を提出したところ，日野税

務署長は，不動産所得等の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年２月２３日付けで，原告Ｐ３２の平成１３年

分の所得税につき更正処分（第４事件・平成１３年分更正処分）及び過少
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申告加算税賦課決定処分（第４事件・平成１３年分賦課決定処分）をした。 

（甲Ｄ１の１） 

 (ｲ) 原告Ｐ３２が，日野税務署長に対し，平成１４年分の所得税につき，別

表８－１５の「確定申告」欄記載のとおり，平成１５年３月１４日に確定

申告書（第４事件・平成１４年分確定申告書）を提出したところ，日野税

務署長は，不動産所得等の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年２月２３日付けで，原告Ｐ３２の平成１４年

分の所得税につき更正処分（第４事件・平成１４年分更正処分）及び過少

申告加算税賦課決定処分（第４事件・平成１４年分賦課決定処分）をした。 

（甲Ｄ１の２） 

 (ｳ) 原告Ｐ３２が，日野税務署長に対し，平成１５年分の所得税につき，別

表８－１６の「確定申告」欄記載のとおり，平成１６年３月１２日に確定

申告書（第４事件・平成１５年分確定申告書）を提出したところ，日野税

務署長は，不動産所得等の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年２月２３日付けで，原告Ｐ３２の平成１５年

分の所得税につき更正処分（第４事件・平成１５年分更正処分）及び過少

申告加算税賦課決定処分（第４事件・平成１５年分賦課決定処分）をした。 

（甲Ｄ１の３） 

 (ｴ) これに対し，原告Ｐ３２は，平成１７年４月２０日に上記(ｱ)～(ｳ)の各

処分を不服として日野税務署長に対して異議申立てをしたところ，日野税

務署長から，同年７月２０日付けで，異議申立てをいずれも棄却する旨の

異議決定を受け，さらに，同年８月１８日に国税不服審判所長に対して審

査請求をしたものの，国税不服審判所長から，平成１８年８月１４日付け

で，審査請求をいずれも棄却する旨の裁決（なお，その理由中には本件Ｌ

ＰＳ（Ｃ）が我が国の所得税法上の「法人」に該当しない旨の指摘がある。）

を受けたため，平成１９年２月１４日，第４事件の訴えを提起した。 
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（甲Ｄ２，３，顕著な事実） 

 (5) 原告Ｐ１関係 

ア 第５事件 

 (ｱ) 原告Ｐ１が，渋谷税務署長に対し，平成１３年分の所得税につき，別表

８－１７の「確定申告」欄記載のとおり，平成１４年３月１５日に確定申

告書（第５事件・平成１３年分確定申告書）を提出したところ，麻布税務

署長は，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」欄

記載のとおり，平成１７年３月４日付けで，原告Ｐ１の平成１３年分の所

得税につき更正処分（第５事件・平成１３年分更正処分）及び過少申告加

算税賦課決定処分（第５事件・平成１３年分賦課決定処分）をした。 

（甲Ｅ１の１） 

 (ｲ) 原告Ｐ１が，渋谷税務署長に対し，平成１４年分の所得税につき，別表

８－１８の「確定申告」欄記載のとおり，平成１５年３月１７日に確定申

告書（第５事件・平成１４年分確定申告書）を提出したところ，麻布税務

署長は，不動産所得等の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月４日付けで，原告Ｐ１の平成１４年分の

所得税につき更正処分（第５事件・平成１４年分更正処分）及び過少申告

加算税賦課決定処分（第５事件・平成１４年分賦課決定処分）をした。 

（甲Ｅ１の２） 

 (ｳ) 原告Ｐ１が，渋谷税務署長に対し，平成１５年分の所得税につき，別表

８－１９の「確定申告」欄記載のとおり，平成１６年３月１５日に確定申

告書（第５事件・平成１５年分確定申告書）を提出したところ，麻布税務

署長は，不動産所得等の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月４日付けで，原告Ｐ１の平成１５年分の

所得税につき更正処分（第５事件・平成１５年分更正処分）及び過少申告

加算税賦課決定処分（第５事件・平成１５年分賦課決定処分）をした。 
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（甲Ｅ１の３） 

 (ｴ) これに対し，原告Ｐ１は，平成１７年４月１９日に上記(ｱ)～(ｳ)の各処

分を不服として麻布税務署長に対して異議申立てをしたところ，麻布税務

署長から，同年７月２７日付けで，異議申立てをいずれも棄却する旨の異

議決定を受け，さらに，同年８月１８日に国税不服審判所長に対して審査

請求をしたものの，国税不服審判所長から，平成１８年８月１４日付けで，

審査請求をいずれも棄却する旨の裁決（なお，その理由中には本件ＬＰＳ

（Ｃ）が我が国の所得税法上の「法人」に該当しない旨の指摘がある。）

を受けたため，平成１９年２月１４日，第５事件の訴えを提起した。 

（甲Ｅ２，３，顕著な事実） 

イ 第１５事件  

 (ｱ) 原告Ｐ１が，麻布税務署長に対し，平成１６年分の所得税につき，別表

８－２０の「確定申告」欄記載のとおり，平成１７年３月１５日に確定申

告書（第１５事件・平成１６年分確定申告書）を提出したが，本件建物（Ｃ）

の貸付けに係る不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額につき損益通

算をすべきであったとして，同表の「更正の請求」欄記載のとおり，平成

１８年３月１５日に更正の請求をしたところ，麻布税務署長は，同年７月

３１日付けで，原告Ｐ１に対し，更正をすべき理由がない旨の通知処分（第

１５事件・平成１６年分通知処分）をした。 

（甲Ｅ４） 

 (ｲ) これに対し，原告Ｐ１は，平成１８年９月８日に上記(ｱ)の処分を不服と

して国税不服審判所長に対して審査請求をしたところ，国税不服審判所長

から，平成１９年３月２９日付けで，審査請求を棄却する旨の裁決を受け

たため，同年９月２７日，第１５事件の訴えを提起した。 

（甲Ｅ５，顕著な事実） 

ウ 第２３事件 
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 (ｱ) 原告Ｐ１が，麻布税務署長に対し，平成１７年分の所得税につき，別表

８－２１の「確定申告」欄記載のとおり，平成１８年３月１５日に確定申

告書（第２３事件・平成１７年分確定申告書）を提出したが，本件建物（Ｃ）

の貸付けに係る不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額につき損益通

算をすべきであったとして，同表の「更正の請求」欄記載のとおり，平成

１９年３月１５日に更正の請求をしたところ，麻布税務署長は，同年７月

３１日付けで，原告Ｐ１に対し，更正をすべき理由がない旨の通知処分（第

２３事件・平成１７年分通知処分）をした。 

（甲Ｅ６，７） 

 (ｲ) これに対し，原告Ｐ１は，平成１９年９月２５日に上記(ｱ)の処分を不服

として国税不服審判所長に対して審査請求をしたものの，審査請求がされ

た日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がされなかったため，平成

２０年４月１０日，第２３事件の訴えを提起した（なお，原告Ｐ１は，そ

の後の同年４月２４日，上記審査請求を取り下げた。）。 

（甲Ｅ８，顕著な事実） 

 (6) 原告Ｐ２９関係（第６事件） 

 (ｱ) 原告Ｐ２９が，渋谷税務署長に対し，平成１３年分の所得税につき，別

表８－２２の「確定申告」欄記載のとおり，平成１４年３月８日に確定申

告書を，同表の「修正申告」欄記載のとおり，平成１５年２月２７日に修

正申告書（第６事件・平成１３年分修正申告書）をそれぞれ提出したとこ

ろ，北沢税務署長は，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更

正処分等」欄記載のとおり，平成１７年３月４日付けで，原告Ｐ２９の平

成１３年分の所得税につき更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分をし

た。 

（甲Ｆ１の１） 

 (ｲ) 原告Ｐ２９が，渋谷税務署長に対し，平成１４年分の所得税につき，別
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表８－２３の「確定申告」欄記載のとおり，平成１５年３月１０日に確定

申告書（第６事件・平成１４年分確定申告書）を提出したところ，北沢税

務署長は，事業所得の金額等に誤りがあるとして，同表の「更正処分」欄

記載のとおり，平成１６年２月２６日付けで，原告Ｐ２９の平成１４年分

の所得税につき更正処分（第６事件・平成１４年分減額更正処分）をする

とともに，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月４日付けで，原告Ｐ２９の平成１４年分

の所得税につき更正処分（第６事件・平成１４年分更正処分）及び過少申

告加算税賦課決定処分をした。 

（甲Ｆ１の２） 

 (ｳ) 原告Ｐ２９が，北沢税務署長に対し，平成１５年分の所得税につき，別

表８－２４の「確定申告」欄記載のとおり，平成１６年３月４日に確定申

告書（第６事件・平成１５年分確定申告書）を提出したところ，北沢税務

署長は，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」欄

記載のとおり，平成１７年３月４日付けで，原告Ｐ２９の平成１５年分の

所得税につき更正処分（第６事件・平成１５年分更正処分）及び過少申告

加算税賦課決定処分（第６事件・平成１５年分賦課決定処分）をした。 

（甲Ｆ１の３） 

 (ｴ) これに対し，原告Ｐ２９は，平成１７年４月２１日に上記(ｱ)～(ｳ)の同

年３月４日付け各処分を不服として北沢税務署長に対して異議申立てをし

たところ，北沢税務署長から，別表８－２２～２４の各「異議決定」欄記

載のとおり，同年７月２０日付けで，上記(ｱ)の同年３月４日付け更正処分

及び過少申告加算税賦課決定処分並びに上記(ｲ)の同日付け過少申告加算

税賦課決定処分の一部を取り消し，上記(ｲ)の平成１７年３月４日付け更正

処分及び上記(ｳ)の各処分に対する異議申立てをいずれも棄却する旨の異

議決定を受け，さらに，平成１７年８月１８日に国税不服審判所長に対し
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て審査請求をしたものの，国税不服審判所長から，平成１８年８月１４日

付けで，審査請求をいずれも棄却する旨の裁決（なお，その理由中には本

件ＬＰＳ（Ｃ）が我が国の所得税法上の「法人」に該当しない旨の指摘が

ある。）を受けたため，平成１９年２月１４日，第６事件の訴えを提起し

た。 

（甲Ｆ２，３，顕著な事実） 

 (7) 原告Ｐ２関係（第７事件） 

 (ｱ) 原告Ｐ２が，荻窪税務署長に対し，平成１３年分の所得税につき，別表

８－２５の「確定申告」欄記載のとおり，平成１４年３月１５日に確定申

告書（第７事件・平成１３年分確定申告書）を提出したところ，荻窪税務

署長は，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」欄

記載のとおり，平成１７年２月２８日付けで，原告Ｐ２の平成１３年分の

所得税につき更正処分（第７事件・平成１３年分更正処分）及び過少申告

加算税賦課決定処分（第７事件・平成１３年分賦課決定処分）をした。 

（甲Ｈ１の１） 

 (ｲ) 原告Ｐ２が，荻窪税務署長に対し，平成１４年分の所得税につき，別表

８－２６の「確定申告」欄記載のとおり，平成１５年３月１４日に確定申

告書（第７事件・平成１４年分確定申告書）を提出したところ，荻窪税務

署長は，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」欄

記載のとおり，平成１７年２月２８日付けで，原告Ｐ２の平成１４年分の

所得税につき更正処分（第７事件・平成１４年分更正処分）及び過少申告

加算税賦課決定処分（第７事件・平成１４年分賦課決定処分）をした。 

（甲Ｈ１の２） 

 (ｳ) 原告Ｐ２が，荻窪税務署長に対し，平成１５年分の所得税につき，別表

８－２７の「確定申告」欄記載のとおり，平成１６年３月８日に確定申告

書を提出したところ，荻窪税務署長は，不動産所得の金額に誤りがあると
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して，平成１７年２月２８日付けで，原告Ｐ２の平成１５年分の所得税に

つき更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分をした。 

 (ｴ)ａ これに対し，原告Ｐ２は，平成１７年４月２１日，上記(ｱ)～(ｳ)の各

処分を不服として荻窪税務署長に対して異議申立てをした。 

ｂ 原告Ｐ２は，荻窪税務署長に対し，平成１５年分の所得税につき，別

表８－２７の「修正申告」欄記載のとおり，平成１７年５月２４日に修

正申告書（第７事件・平成１５年分修正申告書）を提出したところ，荻

窪税務署長から，平成１７年６月１４日付けで，上記(ｳ)の更正処分の一

部を取り消す旨の更正処分（これは，総所得金額及び還付金の額に相当

する税額につき，上記(ｳ)の確定申告と同額とする内容のものである。）

及び上記(ｳ)の過少申告加算税賦課決定処分の全部を取り消す旨の変更

決定処分を受けたが，別表８－２７の同月１５日付け「更正処分等」欄

記載のとおり，同日付けで，原告Ｐ２の平成１５年分の所得税につき更

正処分（第７事件・平成１５年分更正処分）を受けた。 

ｃ そこで，原告Ｐ２は，平成１７年７月１５日に第７事件・平成１５年

分更正処分を不服として荻窪税務署長に対して異議申立てをした。 

ｄ 原告Ｐ２は，荻窪税務署長から，平成１７年７月２１日付けで，上記(ｳ)

の各処分に対する異議申立てを却下し，上記(ｱ)及び(ｲ)の各処分並びに

第７事件・平成１５年分更正処分に対する異議申立てを棄却する旨の異

議決定を受け，さらに，平成１７年８月１８日に国税不服審判所長に対

して審査請求をしたものの，国税不服審判所長から，平成１８年８月１

４日付けで，審査請求をいずれも棄却する旨の裁決（なお，その理由中

には本件ＬＰＳ（Ｃ）が我が国の所得税法上の「法人」に該当しない旨

の指摘がある。）を受けたため，平成１９年２月１４日，第７事件の訴

えを提起した。 

（(ｴ)につき，甲Ｈ１の３，同２，３，顕著な事実） 
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 (8) 原告Ｐ３関係 

ア 第８事件 

 (ｱ) 原告Ｐ３が，玉川税務署長に対し，平成１３年分の所得税につき，別表

８－２８の「確定申告」欄記載のとおり，平成１４年３月１４日に確定申

告書（第８事件・平成１３年分確定申告書）を提出したところ，玉川税務

署長は，不動産所得等の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月７日付けで，原告Ｐ３の平成１３年分の

所得税につき更正処分（第８事件・平成１３年分更正処分）及び過少申告

加算税賦課決定処分（第８事件・平成１３年分賦課決定処分）をした。 

（甲Ｉ１の１） 

 (ｲ) 原告Ｐ３が，玉川税務署長に対し，平成１４年分の所得税につき，別表

８－２９の「確定申告」欄記載のとおり，平成１５年３月１４日に確定申

告書（第８事件・平成１４年分確定申告書）を提出したところ，玉川税務

署長は，不動産所得等の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月７日付けで，原告Ｐ３の平成１４年分の

所得税につき更正処分（第８事件・平成１４年分更正処分）及び過少申告

加算税賦課決定処分（第８事件・平成１４年分賦課決定処分）をした。 

（甲Ｉ１の２） 

 (ｳ) 原告Ｐ３が，玉川税務署長に対し，平成１５年分の所得税につき，別表

８－３０の「確定申告」欄記載のとおり，平成１６年３月１５日に確定申

告書（第８事件・平成１５年分確定申告書）を提出したところ，玉川税務

署長は，不動産所得等の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月７日付けで，原告Ｐ３の平成１５年分の

所得税につき更正処分（第８事件・平成１５年分更正処分）及び過少申告

加算税賦課決定処分（第８事件・平成１５年分賦課決定処分）をした。 

（甲Ｉ１の３） 
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 (ｴ) これに対し，原告Ｐ３は，平成１７年４月２８日に上記(ｱ)～(ｳ)の各処

分を不服として玉川税務署長に対して異議申立てをしたところ，玉川税務

署長から，同年７月１９日付けで，異議申立てをいずれも棄却する旨の異

議決定を受け，さらに，同年８月１８日に国税不服審判所長に対して審査

請求をしたものの，国税不服審判所長から，平成１８年８月１４日付けで，

審査請求をいずれも棄却する旨の裁決（なお，その理由中には本件ＬＰＳ

（Ｃ）が我が国の所得税法上の「法人」に該当しない旨の指摘がある。）

を受けたため，平成１９年２月１４日，第８事件の訴えを提起した。 

（甲Ｉ２，３，顕著な事実） 

イ 第１６事件 

 (ｱ) 原告Ｐ３が，玉川税務署長に対し，平成１６年分の所得税につき，別表

８－３１の「確定申告」欄記載のとおり，平成１７年３月１５日に確定申

告書（第１６事件・平成１６年分確定申告書）を提出したが，本件建物（Ｃ）

の貸付けに係る不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額につき損益通

算をすべきであったとして，同表の「更正の請求」欄記載のとおり，平成

１８年１月５日に更正の請求をしたところ，玉川税務署長は，同年２月２

８日付けで，原告Ｐ３に対し，更正をすべき理由がない旨の通知処分（第

１６事件・平成１６年分通知処分）をした。 

（甲Ｉ４） 

 (ｲ) これに対し，原告Ｐ３は，平成１８年４月２６日に上記(ｱ)の処分を不服

として玉川税務署長に対して異議申立てをしたところ，玉川税務署長から，

同年７月２６日付けで，異議申立てを棄却する旨の異議決定を受け，さら

に，同年８月８日に国税不服審判所長に対して審査請求をしたものの，国

税不服審判所長から，平成１９年３月２９日付けで，審査請求を棄却する

旨の裁決（なお，その理由中には本件ＬＰＳ（Ｃ）が我が国の所得税法上

の「法人」に該当しない旨の指摘がある。）を受けたため，同年９月２７
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日，第１６事件の訴えを提起した。 

（甲Ｉ５，６，顕著な事実） 

ウ 第２４事件 

 (ｱ) 原告Ｐ３が，玉川税務署長に対し，平成１７年分の所得税につき，別表

８－３２の「確定申告」欄記載のとおり，平成１８年３月１４日に確定申

告書（第２４事件・平成１７年分確定申告書）を提出したが，本件建物（Ｃ）

の貸付けに係る不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額につき損益通

算をすべきであったとして，同表の「更正の請求」欄記載のとおり，平成

１９年３月１４日に更正の請求をしたところ，玉川税務署長は，同年５月

２９日付けで，原告Ｐ３に対し，更正をすべき理由がない旨の通知処分（第

２４事件・平成１７年分通知処分）をした。 

（甲Ｉ７，８） 

 (ｲ) これに対し，原告Ｐ３は，平成１９年７月２７日に上記(ｱ)の処分を不服

として玉川税務署長に対して異議申立てをしたところ，玉川税務署長から，

同年１０月２６日付けで，異議申立てを棄却する旨の異議決定を受け，さ

らに，同年１１月１６日に国税不服審判所長に対して審査請求をしたもの

の，審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がされ

なかったため，平成２０年４月１０日，第２４事件の訴えを提起した（な

お，原告Ｐ３は，その後の同月２４日，上記審査請求を取り下げた。）。 

（甲Ｉ９，１０，顕著な事実） 

 (9) 原告Ｐ４関係 

ア 第９事件 

 (ｱ) 原告Ｐ４が，世田谷税務署長に対し，平成１３年分の所得税につき，別

表８－３３の「確定申告」欄記載のとおり，平成１４年３月１４日に確定

申告書（第９事件・平成１３年分確定申告書）を提出したところ，世田谷

税務署長は，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」
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欄記載のとおり，平成１７年３月８日付けで，原告Ｐ４の平成１３年分の

所得税につき更正処分（第９事件・平成１３年分更正処分）及び過少申告

加算税賦課決定処分（第９事件・平成１３年分賦課決定処分）をした。 

（甲Ｊ１の１） 

 (ｲ) 原告Ｐ４が，世田谷税務署長に対し，平成１４年分の所得税につき，別

表８－３４の「確定申告」欄記載のとおり，平成１５年３月１３日に確定

申告書（第９事件・平成１４年分確定申告書）を提出したところ，世田谷

税務署長は，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月８日付けで，原告Ｐ４の平成１４年分の

所得税につき更正処分（第９事件・平成１４年分更正処分）及び過少申告

加算税賦課決定処分（第９事件・平成１４年分賦課決定処分）をした。 

（甲Ｊ１の２） 

 (ｳ) 原告Ｐ４が，世田谷税務署長に対し，平成１５年分の所得税につき，別

表８－３５の「確定申告」欄記載のとおり，平成１６年３月１０日に確定

申告書（第９事件・平成１５年分確定申告書）を提出したところ，世田谷

税務署長は，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月８日付けで，原告Ｐ４の平成１５年分の

所得税につき更正処分（第９事件・平成１５年分更正処分）及び過少申告

加算税賦課決定処分（第９事件・平成１５年分賦課決定処分）をした。 

（甲Ｊ１の３） 

 (ｴ) これに対し，原告Ｐ４は，平成１７年４月１９日に上記(ｱ)～(ｳ)の各処

分を不服として世田谷税務署長に対して異議申立てをしたところ，世田谷

税務署長から，同年７月１９日付けで，異議申立てをいずれも棄却する旨

の異議決定を受け，さらに，同年８月１８日に国税不服審判所長に対して

審査請求をしたものの，国税不服審判所長から，平成１８年８月１４日付

けで，審査請求をいずれも棄却する旨の裁決（なお，その理由中には本件
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ＬＰＳ（Ｃ）が我が国の所得税法上の「法人」に該当しない旨の指摘があ

る。）を受けたため，平成１９年２月１４日，第９事件の訴えを提起した。 

（甲Ｊ２，３，顕著な事実） 

イ 第２５事件 

 (ｱ) 原告Ｐ４が，世田谷税務署長に対し，平成１７年分の所得税につき，別

表８－３６の「確定申告」欄記載のとおり，平成１８年３月１５日に確定

申告書（第２５事件・平成１７年分確定申告書）を提出したが，本件建物

（Ｃ）の貸付けに係る不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額につき

損益通算をすべきであったとして，同表の「更正の請求」欄記載のとおり，

平成１９年３月１５日に更正の請求をしたところ，世田谷税務署長は，平

成１９年７月９日付けで，原告Ｐ４に対し，更正をすべき理由がない旨の

通知処分（第２５事件・平成１７年分通知処分）をした。 

（甲Ｊ４，５） 

 (ｲ) これに対し，原告Ｐ４は，平成１９年９月７日に上記(ｱ)の処分を不服と

して国税不服審判所長に対して審査請求をしたものの，審査請求がされた

日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がされなかったため，平成２

０年４月１０日，第２５事件の訴えを提起した（なお，原告Ｐ４は，その

後の平成２０年４月２４日，上記審査請求を取り下げた。）。 

（甲Ｊ６，顕著な事実） 

 (10) 原告Ｐ３３関係 

ア 第１０事件 

 (ｱ) 原告Ｐ３３が，玉川税務署長に対し，平成１３年分の所得税につき，別

表８－３７の「確定申告」欄記載のとおり，平成１４年３月１２日に確定

申告書（第１０事件・平成１３年分確定申告書）を提出したところ，玉川

税務署長は，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月１０日付けで，原告Ｐ３３の平成１３年
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分の所得税につき更正処分（第１０事件・平成１３年分更正処分）及び過

少申告加算税賦課決定処分（第１０事件・平成１３年分賦課決定処分）を

した。 

（甲Ｋ１の１） 

 (ｲ) 原告Ｐ３３が，玉川税務署長に対し，平成１４年分の所得税につき，別

表８－３８の「確定申告」欄記載のとおり，平成１５年３月１２日に確定

申告書（第１０事件・平成１４年分確定申告書）を提出したところ，玉川

税務署長は，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月１０日付けで，原告Ｐ３３の平成１４年

分の所得税につき更正処分（第１０事件・平成１４年分更正処分）及び過

少申告加算税賦課決定処分（第１０事件・平成１４年分賦課決定処分）を

した。 

（甲Ｋ１の２） 

 (ｳ) 原告Ｐ３３が，玉川税務署長に対し，平成１５年分の所得税につき，別

表８－３９の「確定申告」欄記載のとおり，平成１６年３月１５日に確定

申告書（第１０事件・平成１５年分確定申告書）を提出したところ，玉川

税務署長は，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月１０日付けで，原告Ｐ３３の平成１５年

分の所得税につき更正処分（第１０事件・平成１５年分更正処分）及び過

少申告加算税賦課決定処分（第１０事件・平成１５年分賦課決定処分）を

した。 

（甲Ｋ１の３） 

 (ｴ) これに対し，原告Ｐ３３は，平成１７年４月２０日に上記(ｱ)～(ｳ)の各

処分を不服として玉川税務署長に対して異議申立てをしたところ，玉川税

務署長から，同年７月１９日付けで，異議申立てを棄却する旨の異議決定

を受け，さらに，同年８月１８日に国税不服審判所長に対して審査請求を
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したものの，国税不服審判所長から，平成１８年８月１４日付けで，審査

請求を棄却する旨の裁決（なお，その理由中には本件ＬＰＳ（Ｃ）が我が

国の所得税法上の「法人」に該当しない旨の指摘がある。）を受けたため，

平成１９年２月１４日，第１０事件の訴えを提起した。 

（甲Ｋ２，３，顕著な事実） 

イ 第２６事件 

 (ｱ) 原告Ｐ３３が，玉川税務署長に対し，平成１７年分の所得税につき，別

表８－４０の「確定申告」欄記載のとおり，平成１８年３月１４日に確定

申告書（第２６事件・平成１７年分確定申告書）を提出したが，本件建物

（Ｃ）の貸付けに係る不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額につき

損益通算をすべきであったとして，同表の「更正の請求」欄記載のとおり，

平成１９年３月１３日に更正の請求をした（なお，原告Ｐ３３は，上記確

定申告書において，不動産所得の金額の計算上，３５６万９５５０円の損

失（上記更正の請求に係る更正請求書に記載された不動産所得の金額の計

算上生じた損失の金額と同額）が生じた旨の記載をしているものの，これ

を各種所得の金額から控除することはしていない。）ところ，玉川税務署

長は，同年５月２９日付けで，原告Ｐ３３に対し，更正をすべき理由がな

い旨の通知処分（第２６事件・平成１７年分通知処分）をした。 

（甲Ｋ４，５） 

 (ｲ) これに対し，原告Ｐ３３は，平成１９年７月２４日に上記(ｱ)の処分を不

服として玉川税務署長に対して異議申立てをしたところ，玉川税務署長か

ら，同年１０月２４日付けで，異議申立てを棄却する旨の異議決定を受け，

さらに，同年１１月１６日に国税不服審判所長に対して審査請求をしたも

のの，審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がさ

れなかったため，平成２０年４月１０日，第２６事件の訴えを提起した（な

お，原告Ｐ３３は，その後の同月２４日，上記審査請求を取り下げた。）。 
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（甲Ｋ６，７，顕著な事実） 

 (11) 原告Ｐ５関係 

ア 第１１事件 

 (ｱ) 原告Ｐ５が，渋谷税務署長に対し，平成１３年分の所得税につき，別表

８－４１の「確定申告」欄記載のとおり，平成１４年３月１５日に確定申

告書（第１１事件・平成１３年分確定申告書）を提出したところ，渋谷税

務署長は，不動産所得の金額に誤りがある等として，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月１０日付けで，原告Ｐ５の平成１３年分

の所得税につき更正処分（第１１事件・平成１３年分更正処分）及び過少

申告加算税賦課決定処分（第１１事件・平成１３年分賦課決定処分）をし

た。 

（甲Ｌ１の１） 

 (ｲ) 原告Ｐ５が，渋谷税務署長に対し，平成１４年分の所得税につき，別表

８－４２の「確定申告」欄記載のとおり，平成１５年３月１７日に確定申

告書（第１１事件・平成１４年分確定申告書）を提出したところ，渋谷税

務署長は，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月１０日付けで，原告Ｐ５の平成１４年分

の所得税につき更正処分（第１１事件・平成１４年分更正処分）及び過少

申告加算税賦課決定処分（第１１事件・平成１４年分賦課決定処分）をし

た。 

（甲Ｌ１の２） 

 (ｳ) 原告Ｐ５が，渋谷税務署長に対し，平成１５年分の所得税につき，別表

８－４３の「確定申告」欄記載のとおり，平成１６年３月１５日に確定申

告書（第１１事件・平成１５年分確定申告書）を提出したところ，渋谷税

務署長は，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月１０日付けで，原告Ｐ５の平成１５年分
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の所得税につき更正処分（第１１事件・平成１５年分更正処分）及び過少

申告加算税賦課決定処分（第１１事件・平成１５年分賦課決定処分）をし

た。 

（甲Ｌ１の３） 

 (ｴ) これに対し，原告Ｐ５は，平成１７年４月２１日に上記(ｱ)～(ｳ)の各処

分を不服として渋谷税務署長に対して異議申立てをしたところ，渋谷税務

署長から，同年７月２１日付けで，異議申立てをいずれも棄却する旨の異

議決定を受け，さらに，同年８月１８日に国税不服審判所長に対して審査

請求をしたものの，国税不服審判所長から，平成１８年８月１４日付けで，

審査請求をいずれも棄却する旨の裁決（なお，その理由中には本件ＬＰＳ

（Ｃ）が我が国の所得税法上の「法人」に該当しない旨の指摘がある。）

を受けたため，平成１９年２月１４日，第１１事件の訴えを提起した。 

（甲Ｌ２，３，顕著な事実） 

イ 第１４事件 

 (ｱ) 原告Ｐ５が，渋谷税務署長に対し，平成１６年分の所得税につき，別表

８－４４の「確定申告」欄記載のとおり，平成１７年３月１４日に確定申

告書（第１４事件・平成１６年分確定申告書）を提出したが，本件建物（Ｃ）

の貸付けに係る不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額につき損益通

算をすべきであったとして，同表の「更正の請求」欄記載のとおり，平成

１７年３月１６日に更正の請求をしたところ，渋谷税務署長は，本件不動

産（Ｃ）に係る収入金額及び必要経費につき不動産所得とすることはでき

ないとする一方，その他の不動産に係る上記更正の請求の一部につき理由

があるものと認め，同表の「更正処分」欄記載のとおり，平成１７年１１

月２８日付けで，原告Ｐ５の平成１６年分の所得税につき更正処分（第１

４事件・平成１６年分更正処分）をした。 

（甲Ｌ４） 
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 (ｲ) これに対し，原告Ｐ５は，平成１８年１月２７日に上記(ｱ)の処分を不服

として渋谷税務署長に対して異議申立てをしたところ，渋谷税務署長から，

同年４月２７日付けで，異議申立てを棄却する旨の異議決定を受け，さら

に，同年５月１７日に国税不服審判所長に対して審査請求をしたものの，

国税不服審判所長から，平成１９年２月２０日付けで，審査請求を棄却す

る旨の裁決（なお，その理由中には本件ＬＰＳ（Ｃ）が我が国の所得税法

上の「法人」に該当しない旨の指摘がある。）を受けたため，同年８月１

６日，第１４事件の訴えを提起した。 

（甲Ｌ５，６，顕著な事実） 

 (12) 原告Ｐ６関係 

ア 第１２事件 

 (ｱ) 原告Ｐ６が，麻布税務署長に対し，平成１４年分の所得税につき，別表

８－４５の「確定申告」欄記載のとおり，平成１５年３月１６日に確定申

告書（第１２事件・平成１４年分確定申告書）を提出したところ，麻布税

務署長は，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月４日付けで，原告Ｐ６の平成１４年分の

所得税につき更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分をした。 

（甲Ｍ１の１） 

 (ｲ) 原告Ｐ６が，麻布税務署長に対し，平成１５年分の所得税につき，別表

８－４６の「確定申告」欄記載のとおり，平成１６年３月１５日に確定申

告書（第１２事件・平成１５年分確定申告書）を提出したところ，麻布税

務署長は，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月４日付けで，原告Ｐ６の平成１５年分の

所得税につき更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分をした。 

（甲Ｍ１の２） 

 (ｳ)ａ これに対し，原告Ｐ６は，平成１７年４月２７日に上記(ｱ)及び(ｲ)の
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各処分を不服として麻布税務署長に対して異議申立てをしたところ，麻

布税務署長から，同年７月２７日付けで，上記(ｱ)の各処分に対する異議

申立てをいずれも棄却し，別表８－４６の「異議決定」欄記載のとおり，

上記(ｲ)の各処分の一部を取り消す旨の異議決定を受けた。 

ｂ さらに，原告Ｐ６は，平成１７年８月２３日に国税不服審判所長に対

して審査請求をしたところ，麻布税務署長から，別表８－４５及び４６

の各「再更正処分等」欄記載のとおり，同年１１月３０日付けで，上記(ｱ)

及び(ｲ)の各処分の一部を取り消す旨の更正処分及び変更決定処分を受

け，別表８－４５及び４６の各「再々更正処分等」欄記載のとおり，平

成１８年１月２３日付けで，上記(ｱ)及び(ｲ)の各処分の一部を取り消す

旨の更正処分及び変更決定処分を受けたものの，国税不服審判所長から，

平成１８年８月１４日付けで，審査請求をいずれも棄却する旨の裁決（な

お，その理由中には本件ＬＰＳ（Ｐ）が我が国の所得税法上の「法人」

に該当しない旨の指摘がある。）を受けたため，平成１９年２月１４日，

第１２事件の訴えを提起した。 

（ (ｳ)につき，甲Ｍ２，３，４の１・２，顕著な事実） 

イ 第２０事件 

 (ｱ) 原告Ｐ６が，麻布税務署長に対し，平成１６年分の所得税につき，別表

８－４７の「確定申告」欄記載のとおり，平成１７年３月１４日に確定申

告書（第２０事件・平成１６年分確定申告書）を提出したが，本件建物（Ｐ）

の貸付けに係る不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額につき損益通

算をすべきであったとして，同表の「更正の請求」欄記載のとおり，平成

１８年３月１０日に更正の請求をしたところ，麻布税務署長は，同年６月

３０日付けで，原告Ｐ６に対し，更正をすべき理由がない旨の通知処分（平

成１８年１０月２日付け異議決定による一部取消し前の第２０事件・平成

１６年分通知処分）をした。 
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（甲Ｍ５） 

 (ｲ) これに対し，原告Ｐ６は，平成１８年７月１１日に上記(ｱ)の処分を不服

として異議申立てをしたところ，麻布税務署長から，同年１０月２日付け

で，別表８－４７の「異議決定」欄記載のとおり，上記(ｱ)の処分の一部を

取り消す旨の異議決定を受け，さらに，平成１８年１０月２７日に国税不

服審判所長に対して審査請求をしたところ，国税不服審判所長から，平成

１９年５月１１日付けで，審査請求を棄却する旨の裁決（なお，その理由

中には本件ＬＰＳ（Ｐ）が我が国の所得税法上の「法人」に該当しない旨

の指摘がある。）を受けたため，同年１１月７日，第２０事件の訴えを提

起した。 

（甲Ｍ６，７，顕著な事実） 

ウ 第２７事件 

 (ｱ) 原告Ｐ６が，麻布税務署長に対し，平成１７年分の所得税につき，別表

８－４８の「確定申告」欄記載のとおり，平成１８年３月１４日に確定申

告書（第２７事件・平成１７年分確定申告書）を，同表の「修正申告」欄

記載のとおり，平成１８年５月１５日に修正申告書（第２７事件・平成１

７年分修正申告書）をそれぞれ提出したが，本件建物（Ｐ）の貸付けに係

る不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額につき損益通算をすべきで

あったとして，同表の「更正の請求」欄記載のとおり，平成１９年３月１

３日に更正の請求をしたところ，麻布税務署長は，同年５月２９日付けで，

原告Ｐ６に対し，更正をすべき理由がない旨の通知処分（第２７事件・平

成１７年分通知処分）をした。 

（甲Ｍ８，９） 

 (ｲ) これに対し，原告Ｐ６は，平成１９年７月２４日に上記(ｱ)の処分を不服

として麻布税務署長に対して異議申立てをしたところ，麻布税務署長から，

同年１０月２４日付けで，異議申立てを棄却する旨の異議決定を受け，さ
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らに，同年１１月１６日に国税不服審判所長に対して審査請求をしたもの

の，審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がされ

なかったため，平成２０年４月１０日，第２７事件の訴えを提起した（な

お，原告Ｐ６は，その後の同月２４日，上記審査請求を取り下げた。）。 

（甲Ｍ１０，１１顕著な事実） 

 (13) 原告Ｐ７関係 

ア 第１３事件 

 (ｱ)ａ 原告Ｐ７が，麻布税務署長に対し，平成１３年分の所得税につき，平

成１４年３月１４日に確定申告書（第１３事件・平成１３年分確定申告

書）を提出したが，麻布税務署長による平成１４年６月２６日付け及び

平成１５年５月３０日付け更正処分並びに同年３月１４日に行った更正

の請求を経て，別表８－４９の「修正申告」欄記載のとおり，平成１７

年３月８日に修正申告書（第１３事件・平成１３年分修正申告書）を提

出した。 

ｂ 麻布税務署長は，平成１７年３月１４日付けで，平成１３事件・平成

１３年分修正申告書に係る過少申告加算税賦課決定処分をしたほか，不

動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」欄記載のと

おり，同日付けで，原告Ｐ７の平成１３年分の所得税につき更正処分（第

１３事件・平成１３年分更正処分）及び過少申告加算税賦課決定処分を

した。 

（甲Ｎ１の１） 

 (ｲ) 原告Ｐ７が，麻布税務署長に対し，平成１４年分の所得税につき，別表

８－５０の「確定申告」欄記載のとおり，平成１５年３月１４日に確定申

告書（第１３事件・平成１４年分確定申告書）を，同表の「修正申告」欄

記載のとおり，平成１７年３月８日に修正申告書（第１３事件・平成１４

年分修正申告書）をそれぞれ提出したところ，麻布税務署長は，平成１７
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年３月１４日付けで，第１３事件・平成１４年分修正申告書に係る過少申

告加算税賦課決定処分をしたほか，不動産所得の金額に誤りがあるとして，

同表の同日付け「更正処分等」欄記載のとおり，同日付けで，原告Ｐ７の

平成１４年分の所得税につき更正処分（第１３事件・平成１４年分更正処

分）及び過少申告加算税賦課決定処分（第１３事件・平成１４年分賦課決

定処分）をした。 

（甲Ｎ１の２） 

 (ｳ) 原告Ｐ７が，麻布税務署長に対し，平成１５年分の所得税につき，別表

８－５１の「確定申告」欄記載のとおり，平成１６年３月１５日に確定申

告書（第１３事件・平成１５年分確定申告書）を提出したところ，麻布税

務署長は，不動産所得の金額に誤りがあるとして，同表の「更正処分等」

欄記載のとおり，平成１７年３月１４日付けで，原告Ｐ７の平成１５年分

の所得税につき更正処分（第１３事件・平成１５年分更正処分）及び過少

申告加算税賦課決定処分（第１３事件・平成１５年分賦課決定処分）をし

た。 

（甲Ｎ１の３） 

 (ｴ) これに対し，原告Ｐ７は，平成１７年５月１１日に上記(ｱ)ｂ，(ｲ)及び(ｳ)

の各処分を不服として麻布税務署長に対して異議申立てをしたところ，麻

布税務署長から，別表８－４９～５１のとおり，平成１７年７月２７日付

けで，平成１３年分所得税に係る平成１７年３月１４日付け過少申告加算

税賦課決定処分の一部を取り消し，その余の処分に対する異議申立てをい

ずれも棄却する旨の異議決定を受け，さらに，平成１７年８月１８日に国

税不服審判所長に対して審査請求をしたものの，国税不服審判所長から，

平成１８年８月１４日付けで，審査請求をいずれも棄却する旨の裁決（な

お，その理由中には本件ＬＰＳ（Ｃ）が我が国の所得税法上の「法人」に

該当しない旨の指摘がある。）を受けたため，平成１９年２月１４日，第
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１３事件の訴えを提起した。 

（甲Ｎ２，３，顕著な事実） 

イ 第１９事件 

 (ｱ) 原告Ｐ７が，麻布税務署長に対し，平成１６年分の所得税につき，別表

８－５２の「確定申告」欄記載のとおり，平成１７年３月１５日に確定申

告書（第１９事件・平成１６年分確定申告書）を提出したが，本件建物（Ｃ）

の貸付けに係る不動産所得の金額の計算上生じた損失の金額につき損益通

算をすべきであったとして，同表の「更正の請求」欄記載のとおり，平成

１８年３月１５日に更正の請求をした（なお，原告Ｐ７は，上記確定申告

書において，不動産所得の金額の計算上，４５３６万７１８４円の損失（上

記更正の請求に係る更正請求書に記載された不動産所得の金額の計算上生

じた損失の金額と同額）が生じた旨の記載をしているものの，これを各種

所得の金額から控除することはしていない。）ところ，麻布税務署長は，

平成１９年１月３１日付けで，原告Ｐ７に対し，更正をすべき理由がない

旨の通知処分（第１９事件・平成１６年分通知処分）をした。 

（甲Ｎ４） 

 (ｲ) これに対し，原告Ｐ７は，平成１９年３月２８日に上記(ｱ)の処分を不服

として国税不服審判所長に対して審査請求をしたところ，国税不服審判所

長から，同年６月２２日付けで，審査請求を棄却する旨の裁決（なお，そ

の理由中には本件ＬＰＳ（Ｃ）が我が国の所得税法上の「法人」に該当し

ない旨の指摘がある。）を受けたため，同年１１月７日，第１９事件の訴

えを提起した。 

（甲Ｎ５，顕著な事実） 
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（別紙９） 

 

本件各処分の根拠及び計算 
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第１ 原告Ｐ２３関係 

１ 第１事件・平成１４年分 

(1) 第１事件・平成１４年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ６４９４万４５５６円  

 上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－１の②欄の順号２０） 

             １０９万１７５６円  

 上記金額は，別表９－１の②欄において算出した金額である。 

(イ) 給与所得の金額                ６３８５万円  

 上記金額は，原告Ｐ２３が第１事件・平成１４年分修正申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(ウ) 雑所得の金額                  ２８００円  

 上記金額は，原告Ｐ２３が平成１４年中に支払を受けた還付加算金の

額である。 

イ 所得控除の額の合計額            ３６７万５２４４円  

 上記金額は，原告Ｐ２３が第１事件・平成１４年分修正申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ６１２６万９０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額６４９４万４５５６円から前記イの所

得控除の額の合計額３６７万５２４４円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額                △７万６３００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後

の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      ２０１７万９５３０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額６１２６万９０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 
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(イ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ウ) 源泉徴収税額             ２０００万５８３６円  

上記金額は，原告Ｐ２３が第１事件・平成１４年分修正申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第１事件・平成１４年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項の規定に基づく金額       ７３万５０００円 

上記金額は，第１事件・平成１４年分更正処分により原告Ｐ２３が新たに

納付すべきこととなった税額７３５万円を基礎として，これに同項の規定に

基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

２ 第１事件・平成１５年分 

(1) 第１事件・平成１５年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ６１６２万３５２７円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－２の②欄の順号２０） 

              ３１万１８３７円  

上記金額は，別表９－２の②欄において算出した金額である。 

(イ) 給与所得の金額                ６１００万円  

上記金額は，原告Ｐ２３が第１事件・平成１５年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(ウ) 雑所得の金額               ３１万１６９０円  

上記金額は，次のａ及びｂの各金額の合計額である。 

ａ 還付加算金の額               １万５０００円  

上記金額は，原告Ｐ２３が平成１５年中に支払を受けた還付加算金

の額である。 
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ｂ ａ以外の雑所得の金額           ２９万６６９０円  

上記金額は，原告Ｐ２３が第１事件・平成１５年分確定申告書に記

載した雑所得の金額と同額である。 

イ 所得控除の額の合計額            ３５０万０２３４円  

上記金額は，原告Ｐ２３が第１事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ５８１２万３０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額６１６２万３５２７円から前記イの所

得控除の額の合計額３５０万０２３４円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額               △２８万２３６６円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後

の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １９０１万５５１０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額５８１２万３０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ウ) 源泉徴収税額             １９０４万７８７６円  

上記金額は，原告Ｐ２３が第１事件・平成１５年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第１事件・平成１５年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項の規定に基づく金額       ８７万３０００円 

上記金額は，第１事件・平成１５年分更正処分により原告Ｐ２３が新たに

納付すべきこととなった税額８７３万円を基礎として，これに同項の規定に

基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 
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 ３ 第１７事件・平成１６年分通知処分の根拠 

(1) 総所得金額                 ６０９３万４１４５円 

上記金額は，次のア～ウの各金額の合計額である。 

ア 不動産所得の金額（別表９－３の②欄の順号２１） 

              １４０万４１８５円  

上記金額は，別表９－３の②欄において算出した金額である。 

イ 給与所得の金額              ５５３０万円  

上記金額は，原告Ｐ２３が第１７事件・平成１６年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

ウ 雑所得の金額                ４２２万９９６０円  

上記金額は，原告Ｐ２３が第１７事件・平成１６年分確定申告書に記載

した雑所得の金額と同額である。 

(2) 所得控除の額の合計額             ３７２万９０９１円 

上記金額は，原告Ｐ２３が第１７事件・平成１６年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

(3) 課税総所得金額               ５７２０万５０００円 

上記金額は，前記(1)の総所得金額６０９３万４１４５円から前記(2)の所

得控除の額の合計額３７２万９０９１円を控除した後の金額である。 

(4) 納付すべき税額                １３３万０６００円 

上記金額は，次のアの金額からイ及びウの各金額を差し引いた後の金額で

ある。 

ア 課税総所得金額に対する税額        １８６７万５８５０円  

上記金額は，前記(3)の課税総所得金額５７２０万５０００円に所得税法

８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 定率減税額                      ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額
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である。 

ウ 源泉徴収税額               １７０９万５１９１円  

上記金額は，原告Ｐ２３が第１７事件・平成１６年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

第２ 原告Ｐ２０関係 

１ 第２事件・平成１３年分 

(1) 第２事件・平成１３年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ４８０６万３１６０円  

 上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－４の②欄の順号１８）  ０円 

上記金額は，別表９－４の②欄において算出した金額である。 

(イ) 利子所得の金額                    ０円 

(ウ) 給与所得の金額            ４８０６万３１６０円 

上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１３年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

イ 所得控除の額の合計額            ３２８万２６３２円 

上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額                  ４４７８万円 

上記金額は，前記アの総所得金額４８０６万３１６０円から前記イの所

得控除の額の合計額３２８万２６３２円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額             △１１６５万７７００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)～(エ)の各金額を差し引いた後の

金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １４０７万８６００円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額４４７８万円に所得税法８９条
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１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額                    ２５万円 

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ウ) 源泉徴収税額             １３０３万２２９６円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１３年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(エ) 予定納税額              １２４５万４０００円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１３年分確定申告書に記載

した予定納税額（第１期及び第２期の合計額）と同額である。 

(2) 第２事件・平成１３年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項の規定に基づく金額       ７４万７０００円 

上記金額は，第２事件・平成１３年分更正処分により原告Ｐ２０が新たに

納付すべきこととなった税額７４７万円を基礎として，これに同項の規定に

基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

２ 第２事件・平成１４年分 

(1) 第２事件・平成１４年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                 ８３２万０６２６円  

上記金額は，次の(ア)～(カ)の各金額（なお，所得税法６９条１項及び

措置法３１条５項の規定による損益通算前の金額であり，以下「ウ 退職

所得の金額」まで同じ。）の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－５の②欄の順号１６） 

                        ２５万１９８９円 

上記金額は，別表９－５の②欄において算出した金額である。 

(イ) 利子所得の金額                    ０円  

(ウ) 配当所得の金額                  １６万円  
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上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１４年分修正申告書に記載

した配当所得の金額と同額である。 

(エ) 給与所得の金額             ７６１万４０３７円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１４年分修正申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(オ) 雑所得の金額               ２９万４６００円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１４年分修正申告書に記載

した雑所得の金額と同額である。 

(カ) 一時所得の金額                    ０円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１４年分修正申告書に記載

した一時所得の金額と同額である。 

イ 分離長期譲渡所得の金額         △３４９８万７６８１円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１４年分修正申告書に添付し

た損益の通算の計算書に記載した分離長期譲渡所得の金額と同額である。 

ウ 退職所得の金額            ２億８２０２万４３１６円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１４年分修正申告書に記載し

た退職所得の金額と同額である。 

エ 所得控除の額の合計額            ２８０万７３８５円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１４年分修正申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

オ 課税退職所得金額           ２億５２５４万９０００円  

上記金額は，別表８－５－２の⑫欄に記載した，所得税法６９条１項及

び措置法３１条５項の規定による損益通算後の退職所得の金額２億５５３

５万７２６１円から，前記エの所得控除の額の合計額２８０万７３８５円

を控除した後の金額である。 

カ 納付すべき税額             △１１７５万５７７０円  
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上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)～(エ)の各金額を差し引いた後の

金額である。 

(ア) 課税退職所得金額に対する税額     ９０９５万３１３０円  

上記金額は，前記オの課税退職所得金額２億５２５４万９０００円に

所得税法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 配当控除額                 １万６０００円  

上記金額は，前記ア(ウ)の配当所得の金額１６万円に所得税法９２条

１項の規定により１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(エ) 源泉徴収税額           １億０２４４万２９００円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１４年分修正申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第２事件・平成１４年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項の規定に基づく金額       ８５万１０００円  

上記金額は，第２事件・平成１４年分更正処分により原告Ｐ２０が新たに

納付すべきこととなった税額８５１万円を基礎として，これに同項の規定に

基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

３ 第２事件・平成１５年分 

(1) 第２事件・平成１５年分更正処分 

ア 総所得金額                ３０１２万１６５５円  

上記金額は，次の(ア)～(オ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－６の②欄の順号１７） 

 ０円 

別表９－６の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要経
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費がないため，不動産所得は零円となる。 

(イ) 利子所得の金額                    ０円  

(ウ) 配当所得の金額                 １２４万円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１５年分確定申告書に記載

した配当所得の金額と同額である。 

(エ) 給与所得の金額            ２８７９万２４５５円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１５年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(オ) 雑所得の金額                ８万９２００円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１５年分確定申告書に記載

した雑所得の金額と同額である。 

イ 所得控除の額の合計額            ２８５万８９１２円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た医療費控除の額１５万０６１３円，社会保険料控除の額１１２万３２９

９円，生命保険料控除の額５万円，損害保険料控除の額１万５０００円，

配偶者控除の額３８万円，扶養控除の額７６万円及び基礎控除の額３８万

円の合計額と同額である。 

なお，原告Ｐ２０の平成１５年分の合計所得金額（原告Ｐ２０の場合は

前記アの総所得金額３０１２万１６５５円）が１０００万円を超えること

から，配偶者特別控除の適用はない（所得税法８３条の２第２項）。 

ウ 課税総所得金額              ２７２６万２０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額３０１２万１６５５円から前記イの所

得控除の額の合計額２８５万８９１２円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額                ５９万５９００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)～(エ)の各金額を差し引いた後の

金額である。 
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(ア) 課税総所得金額に対する税額       ７５９万６９４０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額２７２６万２０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 配当控除額                 ６万２０００円  

上記金額は，前記ア(ウ)の配当所得の金額１２４万円に所得税法９２

条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(エ) 源泉徴収税額              ６６８万９０３７円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２事件・平成１５年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第２事件・平成１５年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額      １０１万円  

上記金額は，第２事件・平成１５年分更正処分により原告Ｐ２０が新たに

納付すべきこととなった税額６９０万円を基礎として，これに同条１項の規

定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額６９万円と，同条２

項の規定に基づき５０万円を超える部分に相当する税額６４０万円に１００

分の５の割合を乗じて算出した金額３２万円との合計額である。 

４ 第２１事件・平成１６年分通知処分の根拠 

(1) 総所得金額                 ３７２７万６３５２円  

上記金額は，次のア～エの各金額の合計額である。 

ア 不動産所得の金額（別表９－７の②欄の順号１７） 

                    ０円  

別表９－７の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要経費

がないため，不動産所得は零円となる。 
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イ 利子所得の金額                      ０円  

原告Ｐ２０が，第２１事件・平成１６年分更正請求において利子所得と

して算出した金額は，原告Ｐ２０が訴状において，米国所在の不動産を取

得してその貸付けを行っていたと主張する不動産賃貸事業に係る（計算上

の）利益として位置づけられるものであって，当該不動産賃貸事業に係る

所得の中で計算されるべきものであり，独立して所得税法２３条に規定す

る利子所得に該当するものではないから，利子所得の金額は零円となる。 

ウ 給与所得の金額              ３７２６万００５２円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２１事件・平成１６年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

エ 雑所得の金額                  １万６３００円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２１事件・平成１６年分確定申告書に記載

した雑所得の金額と同額である。 

(2) 所得控除の額の合計額             ３１０万７８９７円 

上記金額は，原告Ｐ２０が第２１事件・平成１６年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

(3) 課税総所得金額               ３４１６万８０００円  

上記金額は，前記(1)の総所得金額３７２７万６３５２円から前記(2)の所

得控除の額の合計額３１０万７８９７円を控除した後の金額である。 

(4) 納付すべき税額                △１４万４０５３円  

上記金額は，次のアの金額からイ及びウの各金額を差し引いた後の金額で

ある。 

ア 課税総所得金額に対する税額        １０１５万２１６０円  

上記金額は，前記(3)の課税総所得金額３４１６万８０００円に所得税法

８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 定率減税額                      ２５万円  
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上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額

である。 

ウ 源泉徴収税額               １００４万６２１３円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２１事件・平成１６年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

５ 第２２事件・平成１７年分 

(1) 第２２事件・平成１７年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ４７７４万９０６３円  

上記金額は，次の(ア)～(エ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－８の②欄の順号１７） 

                    ０円  

別表９－８の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要経

費がないため，不動産所得は零円となる。 

(イ) 利子所得の金額               １万４０９７円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２２事件・平成１７年分修正申告書に記

載した利子所得の金額と同額である。 

(ウ) 給与所得の金額            ４５４８万８３６６円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２２事件・平成１７年分修正申告書に記

載した給与所得の金額と同額である。 

(エ) 雑所得の金額              ２２４万６６００円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２２事件・平成１７年分修正申告書に記

載した雑所得の金額と同額である。 

イ 株式等に係る譲渡所得等の金額               ０円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２２事件・平成１７年分修正申告書に記載

した株式等に係る譲渡所得等の金額と同額である。 

ウ 所得控除の額の合計額            ３２８万０３４０円  
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上記金額は，原告Ｐ２０が第２２事件・平成１７年分修正申告書に記載

した所得控除の額の合計額と同額である。 

エ 課税総所得金額              ４４４６万８０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額４７７４万９０６３円から前記ウの所

得控除の額の合計額３２８万０３４０円を控除した後の金額である。 

オ 納付すべき金額               ２２１万９６００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後

の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １３９６万３１６０円  

上記金額は，前記エの課税総所得金額４４４６万８０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ウ) 源泉徴収税額             １１４９万３５２７円  

上記金額は，原告Ｐ２０が第２２事件・平成１７年分修正申告書に記

載した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第２２事件・平成１７年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項の規定に基づく金額       ２０万８０００円 

上記金額は，第２２事件・平成１７年分更正処分により原告Ｐ２０が新た

に納付すべきこととなった税額２０８万円を基礎として，これに同項の規定

に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

第３ 原告Ｐ１１関係 

１ 第３事件・平成１３年分 

(1) 第３事件・平成１３年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額             １０億４２７２万３５８９円  
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上記金額は，次の(ア)～(エ)の各金額の合計額である。 

(ア) 事業所得の金額         １０億８８３４万１９９５円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１３年分修正申告書に記載

した事業所得の金額と同額である。 

(イ) 不動産所得の金額（別表９－９の②欄の順号１９） 

△６４７０万２６０６円  

上記金額は，別表９－９の②欄において算出した金額である。 

(ウ) 配当所得の金額                 ３６５万円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１３年分修正申告書に記載

した配当所得の金額と同額である。 

(エ) 給与所得の金額            １５４３万４２００円  

 上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１３年分修正申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

イ 所得控除の額の合計額            ２９０万５８２９円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１３年分修正申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額           １０億３９８１万７０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額１０億４２７２万３５８９円から前記

イの所得控除の額の合計額２９０万５８２９円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額            ２億１７９７万９７００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)～(オ)の各金額を差し引いた後の

金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額    ３億８２２４万２２９０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額１０億３９８１万７０００円に

所得税法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 配当控除額                １８万２５００円  



 - 234 - 

上記金額は，前記ア(ウ)の配当所得の金額３６５万円に所得税法９２

条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(エ) 源泉徴収税額              ６６４万８８５０円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１３年分修正申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(オ) 予定納税額            １億５７１８万１２００円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１３年分修正申告書に記載

した予定納税額（第１期分及び第２期分の合計額）と同額である。 

(2) 第３事件・平成１３年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項の規定に基づく金額     １２５０万３０００円  

上記金額は，第３事件・平成１３年分更正処分により原告Ｐ１１が新たに

納付すべきこととなった税額１億２５０３万円を基礎として，これに同項の

規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

２ 第３事件・平成１４年分 

(1) 第３事件・平成１４年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額              ９億５１５３万５９６６円  

上記金額は，次の(ア)～(オ)の各金額の合計額である。 

(ア) 事業所得の金額          ９億４３１６万９１５０円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１４年分確定申告書に記載

した事業所得の金額と同額である。 

(イ) 不動産所得の金額（別表９－１０の②欄の順号２０） 

△１９１５万１２３９円  

上記金額は，別表９－１０の②欄において算出した金額である。 
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(ウ) 配当所得の金額                 ８５０万円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１４年分確定申告書に記載

した配当所得の金額と同額である。 

(エ) 給与所得の金額            １８９６万２５００円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１４年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(オ) 雑所得の金額                ５万５５５５円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１４年分確定申告書に記載

した雑所得の金額と同額である。 

イ 所得控除の額の合計額            ３１２万０５６０円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額            ９億４８４１万５０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額９億５１５３万５９６６円から前記イ

の所得控除の額の合計額３１２万０５６０円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額            １億７２２４万２６００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)～(オ)の各金額を差し引いた後の

金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額    ３億４８４２万３５５０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額９億４８４１万５０００円に所

得税法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 配当控除額                ４２万５０００円  

上記金額は，前記ア(ウ)の配当所得の金額８５０万円に所得税法９２

条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税
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額である。 

(エ) 源泉徴収税額              ８７７万４５３３円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１４年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(オ) 予定納税額            １億６６７３万１４００円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１４年分確定申告書に記載

した予定納税額（第１期分及び第２期分の合計額）と同額である。 

(2) 第３事件・平成１４年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項の規定に基づく金額     １２４２万９０００円  

上記金額は，第３事件・平成１４年分更正処分により原告Ｐ１１が新たに

納付すべきこととなった税額１億２４２９万円を基礎として，これに同項の

規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

３ 第３事件・平成１５年分 

(1) 第３事件・平成１５年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額              ５億３２６０万６０４６円  

上記金額は，次の(ア)～(カ)の各金額の合計額である。 

(ア) 事業所得の金額          ４億９２４５万０９４９円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１５年分確定申告書に記載

した事業所得の金額と同額である。 

(イ) 不動産所得の金額（別表９－１１の②欄の順号２０） 

△９９６万３０６１円  

上記金額は，別表９－１１の②欄において算出した金額である。 

(ウ) 利子所得の金額              １２万０３４７円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１５年分確定申告書に記載

した利子所得の金額と同額である。 

(エ) 配当所得の金額                １７００万円  
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上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１５年分確定申告書に記載

した配当所得の金額と同額である。 

(オ) 給与所得の金額            ３２９７万５０００円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１５年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(カ) 雑所得の金額                ２万２８１１円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１５年分確定申告書に記載

した雑所得の金額と同額である。 

イ 株式等に係る譲渡所得等の金額    ２２億６７６５万７１７０円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た株式等に係る譲渡所得等の金額と同額である。 

ウ 所得控除の額の合計額            ３０２万８０４４円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

エ 課税総所得金額            ５億２９５７万８０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額５億３２６０万６０４６円から前記ウ

の所得控除の額の合計額３０２万８０４４円を控除した後の金額である。 

オ 課税される株式等に係る譲渡所得等の金額 

２２億６７６５万７０００円  

上記金額は，前記イの株式等に係る譲渡所得等の金額である。 

カ 納付すべき税額            １億９２３６万２５００円  

上記金額は，次の(ア)及び(イ)の金額の合計額から(ウ)～(カ)の各金額

を差し引いた後の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額    １億９３４５万３８６０円  

上記金額は，前記エの課税総所得金額５億２９５７万８０００円に所

得税法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 
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(イ) 課税される株式等に係る譲渡所得等の金額に対する税額 

１億５８７３万５９９０円  

上記金額は，前記オの株式等に係る課税譲渡所得等の金額２２億６７

６５万７０００円に，措置法３７条の１１第１項及び第２項の税率を乗

じて算出した金額であり，原告Ｐ１１が第３事件・平成１５年分確定申

告書に記載した課税される株式等に係る譲渡所得等の金額に対する税額

と同額である。 

(ウ) 配当控除の額                   ８５万円  

上記金額は，前記ア(エ)の配当所得の金額１７００万円に所得税法９

２条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

(エ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(オ) 源泉徴収税額             １５６１万７５４８円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１５年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(カ) 予定納税額            １億４３１０万９８００円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第３事件・平成１５年分確定申告書に記載

した予定納税額（第１期分及び第２期分の合計額）と同額である。 

(2) 第３事件・平成１５年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項の規定に基づく金額     １２０１万６０００円  

上記金額は，第３事件・平成１５年分更正処分により原告Ｐ１１が新たに

納付すべきこととなった税額１億２０１６万円を基礎として，これに同項の

規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

４ 第１８事件・平成１６年分通知処分の根拠 

(1) 総所得金額              ２億８５２３万３４５９円  
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上記金額は，次のア～カの各金額の合計額である。 

ア 事業所得の金額            １億８０６１万３９５１円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１６年分確定申告書に記載

した事業所得の金額と同額である。 

イ 不動産所得の金額（別表９－１２の②欄の順号２０） 

６２０万５５４５円  

上記金額は，別表９－１２の②欄において算出した金額である。 

ウ 利子所得の金額               ５８４万８３６３円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１６年分確定申告書に記載

した利子所得の金額と同額である。 

エ 配当所得の金額              ４２６５万２５００円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１６年分確定申告書に記載

した配当所得の金額と同額である。 

オ 給与所得の金額              ４９８８万５０００円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１６年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

カ 雑所得の金額                  ２万８１００円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１６年分確定申告書に記載

した雑所得の金額と同額である。 

(2) 株式等に係る譲渡所得等の金額     ４８億１９４１万２８９７円  

上記金額は，次のア及びイの各金額の合計額である。 

ア 上場株式等に係る譲渡所得等の金額  ４７億９９４１万２８９７円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１６年分確定申告書に記載

した上場株式等に係る譲渡所得等の金額と同額である。 

イ 上場株式等以外の株式等に係る譲渡所得等の金額   ２０００万円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１６年分確定申告書に記載
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した上場株式等以外の株式等に係る譲渡所得等の金額と同額である。 

(3) 所得控除の額の合計額             ２９８万８９７０円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１６年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

(4) 課税総所得金額             ２億８２２４万４０００円  

上記金額は，前記(1)の総所得金額２億８５２３万３４５９円から上記(3)

の所得控除の額の合計額２９８万８９７０円を控除した後の金額である。 

(5) 課税される株式等に係る譲渡所得等の金額 

４８億１９４１万２０００円  

上記金額は，上記(2)の株式等に係る譲渡所得等の金額である。 

(6) 納付すべき税額             ３億７３６９万５０００円  

上記金額は，次のア及びイの各金額の合計額からウ～カの各金額を差し引

いた後の金額である。 

ア 課税総所得金額に対する税額      １億０１９４万０２８０円  

上記金額は，上記(4)の課税総所得金額２億８２２４万４０００円に所得

税法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 課税される株式等に係る譲渡所得等の金額に対する税額 

３億３８９５万８８４０円  

上記金額は，次の(ア)及び(イ)の各金額の合計額である。 

(ア) 前記(5)の課税される株式等に係る譲渡所得等の金額４８億１９４

１万２０００円のうち，上場株式等に係る譲渡所得等の金額に対する税

額 

３億３５９５万８８４０円  

上記金額は，前記(5)の課税される株式等に係る譲渡所得等の金額４８

億１９４１万２０００円のうち，上場株式等に係る譲渡所得等の金額４

７億９９４１万２０００円に，措置法３７条の１１第１項の税率を乗じ
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て算出した金額である。 

(イ) 前記(5)の課税される株式等に係る譲渡所得等の金額４８億１９４

１万２０００円のうち，上場株式等以外の株式等に係る譲渡所得等の金

額に対する税額                   ３００万円  

上記金額は，前記(5)の課税される株式等に係る譲渡所得等の金額４８

億１９４１万２０００円のうち，上場株式等以外の株式等に係る譲渡所

得等の金額２０００万円に，措置法３７条の１０第１項の税率を乗じて

算出した金額である。 

ウ 配当控除の額                ２１３万２６２５円  

上記金額は，前記(1)エの配当所得の金額４２６５万２５００円に所得税

法９２条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額であ

る。 

エ 定率減税額                      ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額

である。 

オ 源泉徴収税額              ２７１０万９７９７円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１６年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

カ 予定納税額               ３７７１万１６００円  

 上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１６年分確定申告書に記載

した予定納税額（第１期分及び第２期分の合計額）と同額である。 

５ 第１８事件・平成１７年分 

(1) 第１８事件・平成１７年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額              ３億６４２１万４４３８円  

上記金額は，次の(ア)～(カ)の各金額の合計額である。 

(ア) 事業所得の金額          １億４１３５万２９２８円  
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上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１７年分確定申告書に記

載した事業所得の金額と同額である。 

(イ) 不動産所得の金額（別表９－１３の②欄の順号２０） 

４９８４万５２１３円  

上記金額は，別表９－１３の②欄において算出した金額である。 

(ウ) 利子所得の金額             ７０１万５３６４円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１７年分確定申告書に記

載した利子所得の金額と同額である。 

(エ) 配当所得の金額          １億０８８３万６０００円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１７年分確定申告書に記

載した配当所得の金額と同額である。 

(オ) 給与所得の金額            ５５３６万３８４０円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１７年分確定申告書に記

載した給与所得の金額と同額である。 

(カ) 雑所得の金額              １８０万１０９３円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１７年分確定申告書に記

載した雑所得の金額と同額である。 

イ 本年分で差し引く繰越損失額                ０円  

原告Ｐ１１には，平成１７年の前年以前３年以内の各年において純損失

の金額（所得税法２条２５号）及び雑損失の金額（同条２６号）が生じた

事実はないから，純損失の繰越控除（同法７０条）及び雑損失の繰越控除

（同法７１条）の適用はなく，原告Ｐ１１の平成１７年分の総所得金額か

ら差し引く繰越損失額は零円となる。 

ウ 株式等に係る譲渡所得等の金額     ３億６６５４万２４１１円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１７年分確定申告書に記載

した株式等に係る譲渡所得等の金額と同額である。 
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エ 所得控除の額の合計額            ２９８万１２４４円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１７年分確定申告書に記載

した所得控除の額の合計額と同額である。 

オ 課税総所得金額            ３億６１２３万３０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額３億６４２１万４４３８円から前記エ

の所得控除の額の合計額２９８万１２４４円を控除した後の金額である。 

カ 課税される株式等に係る譲渡所得等の金額 

３億６６５４万２０００円  

上記金額は，前記ウの株式等に係る譲渡所得等の金額である。 

キ 納付すべき税額              ６０７５万６４００円  

上記金額は，次の(ア)及び(イ)の各金額の合計額から(ウ)～(カ)の各金

額を差し引いた後の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額    １億３１１６万６２１０円  

上記金額は，前記オの課税総所得金額３億６１２３万３０００円に所

得税法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 課税される株式等に係る譲渡所得等の金額に対する税額 

２５６５万７９４０円  

上記金額は，前記カの課税される株式等に係る譲渡所得等の金額３億

６６５４万２０００円に，措置法（平成１８年法律第１０号による改正

前のもの）３７条の１１第１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(ウ) 配当控除の額              ５４４万１８００円  

上記金額は，前記ア(エ)の配当所得の金額１億０８８３万６０００円

に所得税法９２条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出し

た金額である。 

(エ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税
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額である。 

(オ) 源泉徴収税額             ４２０８万４３３３円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１７年分確定申告書に記

載した源泉徴収税額と同額である。 

(カ) 予定納税額              ４８２９万１６００円  

上記金額は，原告Ｐ１１が第１８事件・平成１７年分確定申告書に記

載した予定納税額（第１期分及び第２期分の合計額）と同額である。 

(2) 第１８事件・平成１７年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項の規定に基づく金額       ８６万１０００円  

上記金額は，第１８事件・平成１７年分更正処分により原告Ｐ１１が新た

に納付すべきこととなった税額８６１万円を基礎として，これに同項の規定

に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

第４ 原告Ｐ３２関係 

１ 第４事件・平成１３年分 

(1) 第４事件・平成１３年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ４９０４万６１０７円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－１４の②欄の順号１６） 

△７８万３７６８円  

上記金額は，別表９－１４の②欄において算出した金額である。 

(イ) 給与所得の金額                ４９６０万円  

上記金額は，原告Ｐ３２が第４事件・平成１３年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(ウ) 雑所得の金額               ２２万９８７５円  

上記金額は，次のａ及びｂの各金額の合計額である。 

ａ 還付加算金の額               ２万７９００円  
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上記金額は，原告Ｐ３２が平成１３年中に支払を受けた還付加算金

の額である。 

ｂ ａ以外の雑所得の金額           ２０万１９７５円  

上記金額は，次の(ａ)及び(ｂ)の各金額の合計額から(ｃ)の金額を

控除した後の金額である。 

(ａ) 株式会社Ｐ３５からの報酬の収入金額 

２２万２２２０円  

上記金額は，原告Ｐ３２が株式会社Ｐ３５から平成１３年中に支

払を受けた報酬の収入金額であり，原告Ｐ３２が第４事件・平成１

３年分確定申告書の第二表の「所得の内訳」欄に同社からの報酬の

「収入金額」として記載した金額と同額である。 

(ｂ) 医療法人社団Ｐ３６からの講師料の収入金額 ６万６３１５円 

上記金額は，原告Ｐ３２が医療法人社団Ｐ３６から平成１３年中

に支払を受けた講師料の収入金額であり，原告Ｐ３２が第４事件・

平成１３年分確定申告書の第二表の「所得の内訳」欄に同社からの

講師料の「収入金額」として記載した金額と同額である。 

(ｃ) 上記(ａ)及び(ｂ)の収入金額に係る必要経費等の額 

８万６５６０円  

上記金額は，上記(ａ)及び(ｂ)の収入金額に係る必要経費等の額で

あり，原告Ｐ３２が第４事件・平成１３年分確定申告書の第二表の「配

当所得・雑所得（公的年金等以外）・総合課税の譲渡所得・一時所得

に関する事項」欄に上記(ａ)及び(ｂ)の収入金額に係る「必要経費等」

の額として記載した金額と同額である。 

イ 分離長期譲渡所得の金額                  ０円  

上記金額は，原告Ｐ３２が第４事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た分離長期譲渡所得の金額と同額である。 
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ウ 所得控除の額の合計額            ３５２万６５２５円  

上記金額は，原告Ｐ３２が第４事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

エ 課税総所得金額              ４５５１万９０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額４９０４万６１０７円から前記ウの所

得控除の額の合計額３５２万６５２５円を控除した後の金額である。 

オ 課税分離長期譲渡所得の金額                ０円  

上記金額は，原告Ｐ３２が第４事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た金額と同額である。 

カ 納付すべき税額               △２７万５２６５円  

上記金額は，次の(ア)及び(イ)の合計額から(ウ)及び(エ)の各金額を差

し引いた後の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １４３５万２０３０円  

上記金額は，前記エの課税総所得金額４５５１万９０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 課税分離長期譲渡所得の金額に対する税額        ０円  

上記金額は，原告Ｐ３２が第４事件・平成１３年分確定申告書に記載

した金額と同額である。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(エ) 源泉徴収税額             １４３７万７２９５円  

上記金額は，原告Ｐ３２が第４事件・平成１３年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第４事件・平成１３年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額   ９６万７０００円  
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上記金額は，第４事件・平成１３年分更正処分により原告Ｐ３２が新たに

納付すべきこととなった税額８３６万円を基礎として，これに同条１項の規

定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額８３万６０００円と，

同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額５７３万５５９０円

を超える部分に相当する税額２６２万円に１００分の５の割合を乗じて算出

した金額１３万１０００円との合計額である。 

２ 第４事件・平成１４年分 

(1) 第４事件・平成１４年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ４４０６万７８０１円  

上記金額は，次の(ア)～(オ)の各金額の合計額である。 

(ア) 事業所得の金額            △５７９万２５４４円  

上記金額は，原告Ｐ３２が第４事件・平成１４年分確定申告書に記載

した事業所得の金額と同額である。 

(イ) 不動産所得の金額（別表９－１５の②欄の順号１４） 

△２８万６３８７円  

上記金額は，別表９－１５の②欄において算出した金額である。 

(ウ) 給与所得の金額            ４９７１万１３４０円  

上記金額は，原告Ｐ３２が第４事件・平成１４年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(エ) 雑所得の金額                ３万９７００円  

上記金額は，原告Ｐ３２が平成１４年中に支払を受けた還付加算金の

額と同額である。 

(オ) 一時所得の金額              ３９万５６９２円  

上記金額は，原告Ｐ３２が第４事件・平成１４年分確定申告書に記載

した一時所得の金額と同額である。 

イ 所得控除の額の合計額            ３４５万７５９４円  
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上記金額は，原告Ｐ３２が第４事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額                  ４０６１万円  

上記金額は，前記アの総所得金額４４０６万７８０１円から前記イの所

得控除の額の合計額３４５万７５９４円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △２３３万５７６５円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後

の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １２５３万５７００円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額４０６１万円に所得税法８９条

１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ウ) 源泉徴収税額             １４６２万１４６５円  

上記金額は，原告Ｐ３２が第４事件・平成１４年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第４事件・平成１４年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額  １１０万８０００円  

上記金額は，第４事件・平成１４年分更正処分により原告Ｐ３２が新たに

納付すべきこととなった税額８６１万円を基礎として，これに同条１項の規

定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額８６万１０００円と，

同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額３６６万９５００円

を超える部分に相当する税額４９４万円に１００分の５の割合を乗じて算出

した金額２４万７０００円との合計額である。 

３ 第４事件・平成１５年分 
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(1) 第４事件・平成１５年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ４０９９万５４９８円  

上記金額は，次の(ア)～(エ)の各金額の合計額である。 

(ア) 事業所得の金額            △４２７万８２６７円  

上記金額は，原告Ｐ３２が第４事件・平成１５年分確定申告書に記載

した事業所得の金額と同額である。 

(イ) 不動産所得の金額（別表９－１６の②欄の順号１６） 

△４６７万６２３４円  

上記金額は，別表９－１６の②欄において算出した金額である。 

(ウ) 給与所得の金額            ４９７４万６２０５円  

上記金額は，原告Ｐ３２が第４事件・平成１５年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(エ) 雑所得の金額               ２０万３７９４円  

上記金額は，次のａ及びｂの各金額の合計額である。 

ａ 還付加算金の額               ４万７９００円  

上記金額は，原告Ｐ３２が平成１５年中に支払を受けた還付加算金

の額である。 

ｂ ａ以外の雑所得の金額           １５万５８９４円  

上記金額は，次の(ａ)～(ｃ)の各金額の合計額から(ｄ)の金額を控

除した後の金額である。 

(ａ) 株式会社Ｐ３５からの報酬の収入金額 

２２万２２２２円  

上記金額は，原告Ｐ３２が株式会社Ｐ３５から平成１５年中に支

払を受けた報酬の収入金額であり，原告Ｐ３２が第４事件・平成１

５年分確定申告書に添付した所得の内訳書に同社からの報酬の「収

入金額」として記載した金額と同額である。 
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(ｂ) 町田市長からの報酬の収入金額      ３万５１８７円  

上記金額は，原告Ｐ３２が町田市長から平成１５年中に支払を受

けた報酬の収入金額であり，原告Ｐ３２が第４事件・平成１５年分

確定申告書に添付した所得の内訳書に同市長からの報酬の「収入金

額」として記載した金額と同額である。 

(ｃ) 備品使用料                  ２０万円  

上記金額は，原告Ｐ３２が第４事件・平成１５年分確定申告書に

添付した所得の内訳書に備品使用料として記載した金額と同額であ

る。 

(ｄ) 上記(ａ)～(ｃ)の収入金額に係る必要経費等の額 

３０万１５１５円  

上記金額は，上記(ａ)～(ｃ)の収入金額に係る必要経費等の額で

あり，原告Ｐ３２が第４事件・平成１５年分確定申告書に記載した

雑所得の収入金額５２万４００９円から原告Ｐ３２が第４事件・平

成１５年分確定申告書に記載した雑所得の金額２２万２４９４円を

控除した後の金額と同額である。 

イ 所得控除の額の合計額            ３４０万８７１９円  

上記金額は，原告Ｐ３２が第４事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ３７５８万６０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額４０９９万５４９８円から前記イの所

得控除の額の合計額３４０万８７１９円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △３１０万９９２５円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後

の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １１４１万６８２０円  
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上記金額は，前記ウの課税総所得金額３７５８万６０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ウ) 源泉徴収税額             １４２７万６７４５円  

上記金額は，原告Ｐ３２が第４事件・平成１５年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第４事件・平成１５年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額  １０９万８０００円  

上記金額は，第４事件・平成１５年分更正処分により原告Ｐ３２が新たに

納付すべきこととなった税額８２８万円を基礎として，これに同条１項の規

定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額８２万８０００円と，

同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額２８７万６９００円

を超える部分に相当する税額５４０万円に１００分の５の割合を乗じて算出

した金額２７万円との合計額である。 

第５ 原告Ｐ１関係 

１ 第５事件・平成１３年分 

(1) 第５事件・平成１３年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ５７７４万８６３３円  

上記金額は，次の(ア)及び(イ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－１７の②欄の順号１９） 

７２９万３６３３円  

上記金額は，別表９－１７の②欄において算出した金額である。 

(イ) 給与所得の金額            ５０４５万５０００円  

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１３年分確定申告書に記載し
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た給与所得の金額と同額である。 

イ 所得控除の額の合計額            ２９５万４２９４円  

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１３年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ５４７９万４０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額５７７４万８６３３円から前記イの所

得控除の額の合計額２９５万４２９４円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額               ３３２万３１００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後

の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １７７８万３７８０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額５４７９万４０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ウ) 源泉徴収税額             １４２１万０６５０円  

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第５事件・平成１３年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項の規定に基づく金額       ７２万２０００円  

上記金額は，第５事件・平成１３年分更正処分により原告Ｐ１が新たに納

付すべきこととなった税額７２２万円を基礎として，これに同項の規定に基

づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

２ 第５事件・平成１４年分 

(1) 第５事件・平成１４年分更正処分の根拠 
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ア 総所得金額                ５９９８万４０８９円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－１８の②欄の順号１９） 

６０３万４１８９円  

上記金額は，別表９－１８の②欄において算出した金額である。 

(イ) 給与所得の金額            ５３９３万２０００円  

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額である。 

(ウ) 雑所得の金額                １万７９００円  

上記金額は，原告Ｐ１が平成１４年中に支払を受けた還付加算金の額

である。 

イ 所得控除の額の合計額            ３１４万４０９５円  

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１４年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ５６８３万９０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額５９９８万４０８９円から前記イの所

得控除の額の合計額３１４万４０９５円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額               ２５９万２９００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後

の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １８５４万０４３０円 

上記金額は，前記ウの課税総所得金額５６８３万９０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額                    ２５万円 

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 
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(ウ) 源泉徴収税額             １５６９万７４８２円 

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第５事件・平成１４年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額   ９３万３５００円  

上記金額は，第５事件・平成１４年分更正処分により原告Ｐ１が新たに納

付すべきこととなった税額９２４万円を基礎として，これに同条１項の規定

に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額９２万４０００円と，

同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額９０４万７４６０円

を超える部分に相当する税額１９万円に１００分の５の割合を乗じて算出し

た金額９５００円との合計額である。 

３ 第５事件・平成１５年分 

(1) 第５事件・平成１５年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ６２９１万０１６５円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－１９の②欄の順号１９）  

７５８万７０６５円  

上記金額は，別表９－１９の②欄において算出した金額である。 

(イ) 給与所得の金額                ５５３０万円  

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額である。 

(ウ) 雑所得の金額                ２万３１００円  

上記金額は，原告Ｐ１が平成１５年中に支払を受けた還付加算金の額

である。 

イ 株式等に係る譲渡所得等の金額        ６５８万４４７７円  

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１５年分確定申告書に記載した
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株式等に係る譲渡所得等の金額と同額である。 

ウ 所得控除の額の合計額            ２２８万５８２４円  

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１５年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 

エ 課税総所得金額              ６０６２万４０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額６２９１万０１６５円から前記ウの所

得控除の額の合計額２２８万５８２４円を控除した後の金額である。 

オ 課税される株式等に係る譲渡所得等の金額   ６５８万４０００円  

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１５年分確定申告書に記載した

課税される株式等に係る譲渡所得等の金額と同額である。 

カ 納付すべき税額               ４２０万９９００円  

上記金額は，次の(ア)及び(イ)の各金額の合計額から(ウ)及び(エ)の各

金額を差し引いた後の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １９９４万０８８０円  

上記金額は，前記エの課税総所得金額６０６２万４０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 課税される株式等に係る譲渡所得等の金額に対する税額 

１３１万６８００円  

上記金額は，前記オの課税される株式等に係る譲渡所得等の金額６５

８万４０００円に措置法３７条の１０第１項の税率を乗じて算出した金

額であり，原告Ｐ１が第５事件・平成１５年分確定申告書に記載した課

税される株式等に係る譲渡所得等の金額に対する税額と同額である。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(エ) 源泉徴収税額             １６７９万７６９６円  
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上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第５事件・平成１５年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項の規定に基づく金額       ９０万７０００円  

上記金額は，第５事件・平成１５年分更正処分により原告Ｐ１が新たに納

付すべきこととなった税額９０７万円を基礎として，これに同項の規定に基

づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

４ 第１５事件・平成１６年分通知処分の根拠 

(1) 総所得金額                 ６２７７万２３２０円  

上記金額は，次のア及びイの各金額の合計額である。 

ア 不動産所得の金額（別表９－２０の②欄の順号２０） 

７４７万２３２０円  

上記金額は，別表９－２０の②欄において算出した金額である。 

イ 給与所得の金額                  ５５３０万円  

上記金額は，原告Ｐ１が第１５事件・平成１６年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額である。 

(2) 所得控除の額の合計額             ２１９万１５６４円  

上記金額は，原告Ｐ１が第１５事件・平成１６年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 

(3) 課税総所得金額                   ６０５８万円  

上記金額は，前記(1)の総所得金額６２７７万２３２０円から前記(2)の所

得控除の額の合計額２１９万１５６４円を控除した後の金額である。 

(4) 納付すべき税額                ２８６万１４００円  

上記金額は，次のアの金額からイ及びウの各金額を差し引いた後の金額で

ある。 

ア 課税総所得金額に対する税額        １９９２万４６００円  
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上記金額は，前記(3)の課税総所得金額６０５８万円に所得税法８９条１

項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 定率減税額                      ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額

である。 

ウ 源泉徴収税額               １６８１万３１９１円  

上記金額は，原告Ｐ１が第１５事件・平成１６年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 

５ 第２３事件・平成１７年分通知処分の根拠 

(1) 総所得金額                 ６１３５万０８１８円  

上記金額は，次のア及びイの各金額の合計額である。 

ア 不動産所得の金額（別表９－２１の②欄の順号２１） 

５１０万０８１８円  

上記金額は，別表９－２１の②欄において算出した金額である。 

イ 給与所得の金額                  ５６２５万円  

上記金額は，原告Ｐ１が第２３事件・平成１７年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額である。 

(2) 所得控除の額の合計額             ２１７万７５８８円  

上記金額は，原告Ｐ１が第２３事件・平成１７年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 

(3) 課税総所得金額               ５９１７万３０００円  

上記金額は，前記(1)の総所得金額６１３５万０８１８円から前記(2)の所

得控除の額の合計額２１７万７５８８円を控除した後の金額である。 

(4) 納付すべき税額                  ９万１５００円  

上記金額は，次のアの金額からイ～エの各金額を差し引いた後の金額であ

る。 
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ア 課税総所得金額に対する税額        １９４０万４０１０円  

上記金額は，前記(3)の課税総所得金額５９１７万３０００円に所得税法

８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 定率減税額                      ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額

である。 

ウ 源泉徴収税額               １７１５万４８４５円  

上記金額は，原告Ｐ１が第２３事件・平成１７年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 

エ 予定納税額                 １９０万７６００円  

上記金額は，原告Ｐ１が第２３事件・平成１７年分確定申告書に記載し

た予定納税額（第１期分及び第２期分の合計額）と同額である。 

第６ 原告Ｐ２９関係 

１ 第６事件・平成１３年分 

(1) 第６事件・平成１３年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ４７３７万５３０８円  

上記金額は，次の(ア)～(オ)の各金額の合計額である。 

(ア) 事業所得の金額            １９２３万８５５１円  

上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１３年分修正申告書に記載

した事業所得の金額と同額である。 

(イ) 不動産所得の金額（別表９－２２の②欄の順号１８） 

△９６万９６０３円  

上記金額は，別表９－２２の②欄において算出した金額である。 

(ウ) 配当所得の金額              ５９万５５００円  

上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１３年分修正申告書に記載

した配当所得の金額と同額である。 
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(エ) 給与所得の金額            ２７９７万８０００円  

上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１３年分修正申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(オ) 雑所得の金額               ５３万２８６０円  

上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１３年分修正申告書に記載

した雑所得の金額と同額である。 

イ 所得控除の額の合計額            １６９万７８３５円  

上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１３年分修正申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ４５６７万７０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額４７３７万５３０８円から前記イの所

得控除の額の合計額１６９万７８３５円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額             △１４５０万５７５９円  

上記金額は，次の(ア)から(イ)～(エ)の各金額を差し引いた後の金額で

ある。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １４４１万０４９０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額４５６７万７０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 配当控除の額                ２万９７７５円  

上記金額は，前記ア(ウ)の配当所得の金額５９万５５００円に，所得

税法９２条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額

である。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(エ) 源泉徴収税額             ２８６３万６４７４円  
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上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１３年分修正申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第６事件・平成１３年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額       ８２万円  

上記金額は，第６事件・平成１３年分更正処分により原告Ｐ２９が新たに

納付すべきこととなった税額７６２万円を基礎として，これに同条１項の規

定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額７６万２０００円と，

同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額６４８万１８８０円

を超える部分に相当する税額１１６万円に１００分の５の割合を乗じて算出

した金額５万８０００円との合計額である。 

２ 第６事件・平成１４年分 

(1) 第６事件・平成１４年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ４７０２万４６５７円 

上記金額は，次の(ア)～(オ)の各金額の合計額である。 

(ア) 事業所得の金額            ２２２３万３８９３円  

上記金額は，次のａ及びｂの各金額の合計額であり，第６事件・平成

１４年分減額更正処分の通知書に記載した事業所得の金額と同額である。 

ａ 申告額                ２０４１万４５６５円  

上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１４年分確定申告書に記

載した事業所得の金額と同額である。 

ｂ 調査による増加額            １８１万９３２８円  

上記金額は，渋谷税務署長が平成１５年１１月から実施した原告Ｐ

２９の所得税の調査に基づき増加した事業所得の金額である。 

(イ) 不動産所得の金額（別表９－２３の②欄の順号１８） 

△３０万４８５２円  

 上記金額は，別表９－２３の②欄において算出した金額である。 



 - 261 - 

(ウ) 配当所得の金額              ３３万８０００円  

上記金額は，次のａ及びｂの各金額の合計額であり，渋谷税務署長が

第６事件・平成１４年分減額更正処分の通知書に記載した配当所得の金

額と同額である。 

ａ 申告額                  ２３万４０００円  

上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１４年分確定申告書に記

載した配当所得の金額と同額である。 

ｂ 調査による増加額             １０万４０００円  

上記金額は，渋谷税務署長が平成１５年１１月から実施した原告Ｐ

２９の所得税の調査に基づき増加した配当所得の金額である。 

(エ) 給与所得の金額            ２４１７万８０００円  

上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１４年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(オ) 雑所得の金額               ５７万９６１６円  

上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１４年分確定申告書に記載

した雑所得の金額と同額である。 

イ 所得控除の額の合計額            ３０３万６９１０円  

上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ４３９８万７０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額４７０２万４６５７円から前記イの所

得控除の額の合計額３０３万６９１０円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額             △１７３５万５１８１円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)～(エ)の各金額を差し引いた後の

金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １３７８万５１９０円  
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上記金額は，前記ウの課税総所得金額４３９８万７０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 配当控除の額                １万６９００円  

上記金額は，前記ア(ウ)の配当所得の金額３３万８０００円に，所得

税法９２条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額

である。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(エ) 源泉徴収税額             ３０８７万３４７１円  

上記金額は，次のａ及びｂの各金額の合計額であり，渋谷税務署長が

第６事件・平成１４年分減額更正処分の通知書に記載した源泉徴収税額

と同額である。 

ａ 申告額                ２８９７万４４４１円  

上記金額は，原告Ｐ２９が平成１４年分の所得税の確定申告書に記

載した源泉徴収税額と同額である。 

ｂ 調査による増加額            １８９万９０３０円  

上記金額は，次の(ａ)及び(ｂ)の各金額の合計額である。 

(ａ) 事業所得に係るもの         １８７万８２３０円  

上記金額は，渋谷税務署長が平成１５年１１月から実施した原告

Ｐ２９の所得税の調査に基づき増加した事業所得に係る源泉徴収税

額である。 

(ｂ) 配当所得に係るもの           ２万０８００円  

上記金額は，渋谷税務署長が平成１５年１１月から実施した原告

Ｐ２９の所得税の調査に基づき増加した配当所得に係る源泉徴収税

額である。 
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(2) 第６事件・平成１４年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項の規定に基づく金額           ６７万円  

上記金額は，第６事件・平成１４年分更正処分により原告Ｐ２９が新たに

納付すべきこととなった税額７８９万５８００円のうち，第６事件・平成１

４年分減額更正処分により減少した１１９万２７２０円に相当する部分の金

額は，同条４項の「正当な理由があると認められる事実に基づく税額」に該

当することから，上記７８９万５８００円から１１９万２７２０円を控除し

た後の６７０万円を基礎として，これに同条１項の規定に基づき１００分の

１０の割合を乗じて算出した金額である。 

３ 第６事件・平成１５年分 

(1) 第６事件・平成１５年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ４３８８万４８７２円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－２４の②欄の順号１８） 

６０万６２４４円  

上記金額は，別表９－２４の②欄において算出した金額である。 

(イ) 給与所得の金額            ４２６６万５０００円  

上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１５年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(ウ) 雑所得の金額               ６１万３６２８円  

上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１５年分確定申告書に記載

した雑所得の金額と同額である。 

イ 分離長期譲渡所得の金額                  ０円  

上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た分離長期譲渡所得の金額と同額である。 

ウ 株式等に係る譲渡所得等の金額      △３８９万４６３４円  
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上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た株式等に係る譲渡所得等の金額と同額である。なお，原告Ｐ２９の平成

１５年分の株式等に係る譲渡損失の金額は，措置法３７条の１２の２第１

項及び２項の規定により，翌年以後に繰り越されることとなる。 

エ 所得控除の額の合計額            ２８７万４７９０円  

上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

オ 課税総所得金額                  ４１０１万円  

上記金額は，前記アの総所得金額４３８８万４８７２円から前記エの所

得控除の額の合計額２８７万４７９０円を控除した後の金額である。 

カ 納付すべき税額               ２４３万０２００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後

の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １２６８万３７００円  

上記金額は，前記オの課税総所得金額４１０１万円に所得税法８９条

１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ウ) 源泉徴収税額             １０００万３４４７円  

上記金額は，原告Ｐ２９が第６事件・平成１５年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第６事件・平成１５年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額   ９１万７０００円  

上記金額は，第６事件・平成１５年分更正処分により原告Ｐ２９が新たに

納付すべきこととなった税額７６９万円を基礎として，これに同条１項の規
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定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額７６万９０００円と，

同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額４７３万４０００円

を超える部分に相当する税額２９６万円に１００分の５の割合を乗じて算出

した金額１４万８０００円との合計額である。 

第７ 原告Ｐ２関係 

１ 第７事件・平成１３年分 

(1) 第７事件・平成１３年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ４３０５万８０００円 

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－２５の②欄の順号１６） 

０円  

別表９－２５の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要

経費がないため，不動産所得は零円となる。 

(イ) 給与所得の金額            ４３０４万５０００円  

上記金額は，次のａ，ｂ及びｃの各給与収入金額の合計額４７１０万

円から所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同条２項の規定

に基づいて控除した後の金額である。 

ａ Ｐ３７株式会社からの給与収入金額      ２４００万円  

上記金額は，原告Ｐ２がＰ３７株式会社から平成１３年中に支払を

受けた給与等の収入金額であり，原告Ｐ２が第７事件・平成１３年分

確定申告書に添付した同社の給与所得の源泉徴収票の「支払金額」欄

に記載された金額と同額である。 

ｂ 株式会社Ｐ３８からの給与収入金額      １７１０万円  

上記金額は，原告Ｐ２が株式会社Ｐ３８から平成１３年中に支払を

受けた給与等の収入金額であり，原告Ｐ２が第７事件・平成１３年分

確定申告書に添付した同社の給与所得の源泉徴収票の「支払金額」欄
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に記載された金額と同額である。 

ｃ 株式会社Ｐ３９からの給与収入金額         ６００万円

  

上記金額は，原告Ｐ２が株式会社Ｐ３９から平成１３年中に支払を

受けた給与等の収入金額であり，原告Ｐ２が第７事件・平成１３年分

確定申告書に添付した同社の給与所得の源泉徴収票の「支払金額」欄

に記載された金額と同額である。 

(ウ) 雑所得の金額                １万３０００円  

上記金額は，原告Ｐ２が第７事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た雑所得の金額と同額である。 

イ 所得控除の額の合計額            ２２５万８１２３円  

上記金額は，原告Ｐ２が第７事件・平成１３年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ４０７９万９０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額４３０５万８０００円から前記イの所

得控除の額の合計額２２５万８１２３円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額                ３０万３０００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後

の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １２６０万５６３０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額４０７９万９０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ウ) 源泉徴収税額             １２０５万２５６０円  
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上記金額は，原告Ｐ２が第７事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第７事件・平成１３年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額   ９２万２５００円  

上記金額は，第７事件・平成１３年分更正処分により原告Ｐ２が新たに納

付すべきこととなった税額７６９万円を基礎として，これに同条１項の規定

に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額７６万９０００円と，

同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額４６２万４１１０円

を超える部分に相当する税額３０７万円に１００分の５の割合を乗じて算出

した金額１５万３５００円との合計額である。 

２ 第７事件・平成１４年分 

(1) 第７事件・平成１４年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ４５３５万５０３５円  

上記金額は，次の(ア)～(エ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－２６の②欄の順号１８） 

０円  

別表９－２６の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要

経費がないため，不動産所得は零円となる。 

(イ) 給与所得の金額                ４４８５万円  

上記金額は，原告Ｐ２が第７事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額である。 

(ウ) 雑所得の金額                ３万４１００円  

上記金額は，原告Ｐ２が第７事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た雑所得の金額と同額である。 

(エ) 一時所得の金額              ４７万０９３５円  

上記金額は，原告Ｐ２が第７事件・平成１４年分確定申告書に記載し
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た一時所得の金額と同額であり，所得税法２２条２項２号の規定による

２分の１にした後の金額である。 

イ 所得控除の額の合計額            ３４５万４７５０円  

上記金額は，原告Ｐ２が第７事件・平成１４年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額                  ４１９０万円  

上記金額は，前記アの総所得金額４５３５万５０３５円から前記イの所

得控除の額の合計額３４５万４７５０円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額                 ４万５４００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後

の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １３０１万３０００円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額４１９０万円に所得税法８９条

１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ウ) 源泉徴収税額             １２７１万７５６０円  

上記金額は，原告Ｐ２が第７事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第７事件・平成１４年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額   ９８万６０００円  

上記金額は，第７事件・平成１４年分更正処分により原告Ｐ２が新たに納

付すべきこととなった税額８１２万円を基礎として，これに同条１項の規定

に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額８１万２０００円と，

同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額４６３万９６５０円
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を超える部分に相当する税額３４８万円に１００分の５の割合を乗じて算出

した金額１７万４０００円との合計額である。 

３ 第７事件・平成１５年分更正処分の根拠 

(1) 総所得金額                ４８０８万９１５０円  

上記金額は，次のア～エの各金額の合計額である。 

ア 不動産所得の金額（別表９－２７の②欄の順号１８） 

０円  

別表９－２７の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要経

費がないため，不動産所得は零円となる。 

イ 給与所得の金額             ４８０３万２５００円  

上記金額は，原告Ｐ２が第７事件・平成１５年分修正申告書に記載した

給与所得の金額と同額である。 

ウ 雑所得の金額                 ３万８０００円  

上記金額は，原告Ｐ２が第７事件・平成１５年分修正申告書に記載した

雑所得の金額と同額である。 

エ 一時所得の金額                １万８６５０円  

上記金額は，原告Ｐ２が第７事件・平成１５年分修正申告書に記載した

一時所得の金額と同額であり，所得税法２２条２項２号の規定による２分

の１にした後の金額である。 

(2) 所得控除の額の合計額            １８７万５２９０円  

上記金額は，原告Ｐ２が第７事件・平成１５年分修正申告書に記載した所

得控除の額の合計額と同額である。 

(3) 課税総所得金額              ４６２１万３０００円  

上記金額は，前記(1)の総所得金額４８０８万９１５０円から前記(2)の所

得控除の額の合計額１８７万５２９０円を控除した後の金額である。 

(4) 納付すべき税額               △２０万１４００円  
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上記金額は，次のアの金額からイ及びウの各金額を差し引いた後の金額で

ある。 

ア 課税総所得金額に対する税額       １４６０万８８１０円  

上記金額は，前記(3)の課税総所得金額４６２１万３０００円に所得税法

８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 定率減税額                     ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額

である。 

ウ 源泉徴収税額              １４５６万０２６０円  

上記金額は，原告Ｐ２が第７事件・平成１５年分修正申告書に記載した

源泉徴収税額と同額である。 

第８ 原告Ｐ３関係 

１ 第８事件・平成１３年分 

(1) 第８事件・平成１３年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ３９８５万４４８８円  

上記金額は，次の(ア)～(エ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－２８の②欄の順号１８） 

０円  

上記金額は，別表９－２８の②欄において算出した金額である。 

(イ) 配当所得の金額                 １２０万円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た配当所得の金額と同額である。 

(ウ) 給与所得の金額            ３８３４万２５００円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額である。 

(エ) 雑所得の金額               ３１万１９８８円  
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上記金額は，次のａ及びｂの各金額の合計額である。 

ａ 申告額                  ３０万８８８８円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た雑所得の金額と同額である。 

ｂ 還付加算金の額                 ３１００円  

上記金額は，原告Ｐ３が平成１３年中に支払を受けた還付加算金の

額である。 

イ 所得控除の額の合計額            ２３９万６６２６円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１３年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ３７４５万７０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額３９８５万４４８８円から前記イの所

得控除の額の合計額２３９万６６２６円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額                 ３万６３００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)～(エ)の各金額を差し引いた後の

金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １１３６万９０９０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額３７４５万７０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 配当控除額                     ６万円  

上記金額は，前記ア(イ)の配当所得の金額１２０万円に所得税法９２

条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(エ) 源泉徴収税額             １１０２万２７３２円  
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上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第８事件・平成１３年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額  １００万１５００円  

上記金額は，第８事件・平成１３年分更正処分により原告Ｐ３が新たに納

付すべきこととなった税額７７７万円を基礎として，これに同条１項の規定

に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額７７万７０００円と，

同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額３２８万３１００円

を超える部分に相当する税額４４９万円に１００分の５の割合を乗じて算出

した金額２２万４５００円との合計額である。 

２ 第８事件・平成１４年分 

(1) 第８事件・平成１４年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ４０２９万０９５４円  

上記金額は，次の(ア)～(エ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－２９の②欄の順号１８） 

０円  

別表９－２９の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要

経費がないため，不動産所得は零円となる。 

(イ) 配当所得の金額                 １２０万円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た配当所得の金額と同額である。 

(ウ) 給与所得の金額            ３８２９万５０００円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額である。 

(エ) 雑所得の金額               ７９万５９５４円  

上記金額は，次のａ及びｂの各金額の合計額である。 
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ａ 申告額                  ７５万９５５４円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１４年分確定申告書に記載

した雑所得の金額と同額である。 

ｂ 還付加算金の額               ３万６４００円  

上記金額は，原告Ｐ３が平成１４年中に支払を受けた還付加算金の

額である。 

イ 所得控除の額の合計額            ３６７万５６８９円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１４年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ３６６１万５０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額４０２９万０９５４円から前記イの所

得控除の額の合計額３６７万５６８９円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額               △３３万１４３７円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)～(エ)の各金額を差し引いた後の

金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １１０５万７５５０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額３６６１万５０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 配当控除額                     ６万円  

上記金額は，前記ア(イ)の配当所得の金額１２０万円に所得税法９２

条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(エ) 源泉徴収税額             １１０７万８９８７円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１４年分確定申告書に記載し
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た源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第８事件・平成１４年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額  １０８万３０００円  

上記金額は，第８事件・平成１４年分更正処分により原告Ｐ３が新たに納

付すべきこととなった税額８１０万円を基礎として，これに同条１項の規定

に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額８１万円と，同条２項

の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額２６３万９３００円を超える

部分に相当する税額５４６万円に１００分の５の割合を乗じて算出した金額

２７万３０００円との合計額である。 

３ 第８事件・平成１５年分 

(1) 第８事件・平成１５年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ４０４６万４７６０円  

上記金額は，次の(ア)～(エ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－３０の②欄の順号１８） 

０円  

別表９－３０の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要

経費がないため，不動産所得は零円となる。 

(イ) 配当所得の金額                 １２０万円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た配当所得の金額と同額である。 

(ウ) 給与所得の金額            ３８２９万５０００円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額である。 

(エ) 雑所得の金額               ９６万９７６０円  

上記金額は，次のａ及びｂの各金額の合計額である。 

ａ 申告額                  ９３万２８６０円  
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上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１５年分確定申告書に記載

した雑所得の金額と同額である。 

ｂ 還付加算金の額               ３万６９００円  

上記金額は，原告Ｐ３が平成１５年中に支払を受けた還付加算金の

額である。 

イ 所得控除の額の合計額            １７７万０７１２円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１５年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ３８６９万４０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額４０４６万４７６０円から前記イの所

得控除の額の合計額１７７万０７１２円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額                ３８万７６００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)～(エ)の各金額を差し引いた後の

金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １１８２万６７８０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額３８６９万４０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 配当控除額                     ６万円  

上記金額は，前記ア(イ)の配当所得の金額１２０万円に所得税法９２

条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(エ) 源泉徴収税額             １１１２万９０９５円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 



 - 276 - 

(2) 第８事件・平成１５年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額  １０５万４５００円  

上記金額は，第８事件・平成１５年分更正処分により原告Ｐ３が新たに納

付すべきこととなった税額８１５万円を基礎として，これに同条１項の規定

に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額８１万５０００円と，

同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額３３６万１４００円

を超える部分に相当する税額４７９万円に１００分の５の割合を乗じて算出

した金額２３万９５００円との合計額である。 

４ 第１６事件・平成１６年分通知処分の根拠 

(1) 総所得金額                 ４０１４万９８２２円 

上記金額は，次のア～エの各金額の合計額である。 

ア 不動産所得の金額（別表９－３１の②欄の順号１８） 

０円  

別表９－３１の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要経

費がないため，不動産所得は零円となる。 

イ 配当所得の金額                   １２０万円  

上記金額は，原告Ｐ３が第１６事件・平成１６年分確定申告書に記載し

た配当所得の金額と同額である。 

ウ 給与所得の金額              ３８４８万５０００円  

上記金額は，原告Ｐ３が第１６事件・平成１６年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額である。 

エ 雑所得の金額                 ４６万４８２２円  

上記金額は，原告Ｐ３が第１６事件・平成１６年分確定申告書に記載し

た雑所得の金額と同額である。 

(2) 所得控除の額の合計額             ２２６万１４９８円 

上記金額は，原告Ｐ３が第１６事件・平成１６年分確定申告書に記載した
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所得控除の額の合計額と同額である。 

(3) 課税総所得金額               ３７８８万８０００円 

上記金額は，前記(1)の総所得金額４０１４万９８２２円から前記(2)の所

得控除の額の合計額２２６万１４９８円を控除した後の金額である。 

(4) 納付すべき税額                 １３万６７００円  

上記金額は，次のアの金額からイ～エの各金額を差し引いた後の金額であ

る。 

ア 課税総所得金額に対する税額        １１５２万８５６０円  

上記金額は，前記(3)の課税総所得金額３７８８万８０００円に所得税法

８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 配当控除額                       ６万円  

上記金額は，前記(1)イの配当所得の金額１２０万円に所得税法９２条１

項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

ウ 定率減税額                      ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額

である。 

エ 源泉徴収税額               １１０８万１８３４円  

上記金額は，原告Ｐ３が第１６事件・平成１６年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 

５ 第２４事件・平成１７年分通知処分の根拠 

(1) 総所得金額                 ３９４６万４８３３円  

上記金額は，次のア～エの各金額の合計額である。 

ア 不動産所得の金額（別表９－３２の②欄の順号２０）  

０円  

別表９－３２の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要経

費がないため，不動産所得は零円となる。 
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イ 配当所得の金額                   １２０万円  

上記金額は，原告Ｐ３が第２４事件・平成１７年分確定申告書に記載し

た配当所得の金額と同額である。 

ウ 給与所得の金額                  ３８２０万円  

上記金額は，原告Ｐ３が第２４事件・平成１７年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額である。 

エ 雑所得の金額                  ６万４８３３円  

上記金額は，原告Ｐ３が第２４事件・平成１７年分確定申告書に記載し

た雑所得の金額と同額である。 

(2) 所得控除の額の合計額             ２４６万００２９円 

上記金額は，原告Ｐ３が第２４事件・平成１７年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 

(3) 課税総所得金額               ３７００万４０００円  

上記金額は，前記(1)の総所得金額３９４６万４８３３円から前記(2)の所

得控除の額の合計額２４６万００２９円を控除した後の金額である。 

(4) 納付すべき税額                △１３万２２４１円  

上記金額は，次のアの金額からイ～エの各金額を差し引いた後の金額であ

る。 

ア 課税総所得金額に対する税額        １１２０万１４８０円  

上記金額は，前記(3)の課税総所得金額３７００万４０００円に所得税法

８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 配当控除額                       ６万円  

上記金額は，前記(1)イの配当所得の金額１２０万円に所得税法９２条１

項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

ウ 定率減税額                      ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額
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である。 

エ 源泉徴収税額               １１０２万３７２１円  

上記金額は，原告Ｐ３が第２４事件・平成１７年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 

第９ 原告Ｐ４関係 

１ 第９事件・平成１３年分 

(1) 第９事件・平成１３年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ３６４９万３３００円 

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－３３の②欄の順号１８） 

０円  

別表９－３３の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要

経費がないため，不動産所得は零円となる。 

(イ) 給与所得の金額                ３６４９万円  

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額である。 

(ウ) 雑所得の金額                  ３３００円  

上記金額は，原告Ｐ４が平成１３年中に支払を受けた還付加算金の額

である。 

イ 所得控除の額の合計額            ３１４万２９０７円  

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１３年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額                  ３３３５万円  

上記金額は，前記アの総所得金額３６４９万３３００円から前記イの所

得控除の額の合計額３１４万２９０７円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額               △４６万３２２０円  



 - 280 - 

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)～(エ)の各金額を差し引いた後の

金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額       ９８４万９５００円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額３３３５万円に所得税法８９条

１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 住宅借入金（取得）等特別控除額（住宅借入金等特別税額控除額） 

０円 

原告Ｐ４が第９事件・平成１３年分確定申告書に記載した「住宅借入

金（取得）等特別控除額（住宅借入金等特別税額控除額）」４１万７９

００円については，同申告書の第二表の「特例適用条文等」欄に「平成

１１年５月１日居住開始」と記載されていることから，措置法４１条の

規定が適用されることになるが，同条１項によれば合計所得金額が３０

００万円を超える年については，その年分の所得税から住宅借入金（取

得）等特別控除額（住宅借入金等特別税額控除額）を控除することがで

きないところ，原告Ｐ４の平成１３年分の合計所得金額（原告Ｐ４の場

合は，総所得金額と同額である。平成１４年分及び同１５年分について

も同じ。）は前記アのとおり３６４９万３３００円であるから，平成１

３年分について同条を適用することはできない。 

したがって，原告Ｐ４の平成１３年分の住宅借入金（取得）等特別控

除額（住宅借入金等特別税額控除額）は零円となる。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(エ) 源泉徴収税額             １００６万２７２０円  

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 
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(2) 第９事件・平成１３年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額   ９９万６０００円  

上記金額は，第９事件・平成１３年分更正処分により原告Ｐ４が新たに納

付すべきこととなった税額７３８万円を基礎として，これに同法６５条１項

の規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額７３万８０００

円と，同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額２２１万６３

００円を超える部分に相当する税額５１６万円に１００分の５の割合を乗じ

て算出した金額２５万８０００円との合計額である。 

２ 第９事件・平成１４年分 

(1) 第９事件・平成１４年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ３６５１万７３００円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－３４の②欄の順号１９） 

０円  

別表９－３４の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要

経費がないため，不動産所得は零円となる。 

(イ) 給与所得の金額                ３６４９万円  

上記金額は，原告Ｐ４が平成１４年分の所得税の確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額である。 

(ウ) 雑所得の金額                ２万７３００円  

上記金額は，原告Ｐ４が平成１４年中に支払を受けた還付加算金の額

である。 

イ 所得控除の額の合計額            ３１４万８０５２円  

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１４年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ３３３６万９０００円  
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上記金額は，前記アの総所得金額３６５１万７３００円から前記イの所

得控除の額の合計額３１４万８０５２円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額               △４５万４３９０円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)～(エ)の各金額を差し引いた後の

金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額       ９８５万６５３０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額３３３６万９０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 住宅借入金（取得）等特別控除額（住宅借入金等特別税額控除額） 

０円  

原告Ｐ４が第９事件・平成１４年分確定申告書に記載した「住宅借入

金（取得）等特別控除額（住宅借入金等特別税額控除額）」２２万８２

００円については，同申告書の第二表の「特例適用条文等」欄に「平成

１１年５月１日居住開始」と記載されていることから，措置法４１条の

規定が適用されることになるが，同条１項によれば合計所得金額が３０

００万円を超える年については，その年分の所得税から住宅借入金（取

得）等特別控除額（住宅借入金等特別税額控除額）を控除することがで

きないところ，原告Ｐ４の平成１４年分の合計所得金額は前記アのとお

り３６５１万７３００円であるから，同年分について同条を適用するこ

とはできない。 

したがって，原告Ｐ４の平成１４年分の住宅借入金（取得）等特別控

除額（住宅借入金等特別税額控除額）は零円となる。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(エ) 源泉徴収税額             １００６万０９２０円  
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上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第９事件・平成１４年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額  １２５万１５００円  

上記金額は，第９事件・平成１４年分更正処分により原告Ｐ４が新たに納

付すべきこととなった税額８６６万円を基礎として，これに同条１項の規定

に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額８６万６０００円と，

同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額９４万５２８０円を

超える部分に相当する税額７７１万円に１００分の５の割合を乗じて算出し

た金額３８万５５００円との合計額である。 

３ 第９事件・平成１５年分 

(1) 第９事件・平成１５年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ３６５１万３５００円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－３５の②欄の順号１８） ０円  

別表９－３５の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要

経費がないため，不動産所得は零円となる。 

(イ) 給与所得の金額                ３６４９万円  

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額である。 

(ウ) 雑所得の金額                ２万３５００円  

上記金額は，原告Ｐ４が平成１５年中に支払を受けた還付加算金の額

である。 

イ 所得控除の額の合計額            ３０３万４２７０円  

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１５年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 
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ウ 課税総所得金額              ３３４７万９０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額３６５１万３５００円から前記イの所

得控除の額の合計額３０３万４２７０円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額               △４５万３５１１円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)～(エ)の各金額を差し引いた後の

金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額       ９８９万７２３０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額３３４７万９０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 住宅借入金（取得）等特別控除額（住宅借入金等特別税額控除額） 

０円  

原告Ｐ４が第９事件・平成１５年分確定申告書に記載した「住宅借入

金（取得）等特別控除額（住宅借入金等特別税額控除額）」２１万７２

００円については，同申告書の第二表の「特例適用条文等」欄に「平成

１１年５月１日居住開始」と記載されていることから，措置法４１条の

規定が適用されることになるが，同条１項によれば合計所得金額が３０

００万円を超える年については，その年分の所得税から住宅借入金（取

得）等特別控除額（住宅借入金等特別税額控除額）を控除することがで

きないところ，原告Ｐ４の平成１５年分の合計所得金額は前記アのとお

り３６５１万３５００円であるから，同年分について同条を適用するこ

とはできない。 

したがって，原告Ｐ４の平成１５年分の住宅借入金（取得）等特別控

除額（住宅借入金等特別税額控除額）は零円となる。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 
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(エ) 源泉徴収税額             １０１０万０７４１円  

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第９事件・平成１５年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額  １２３万３５００円  

上記金額は，第９事件・平成１５年分更正処分により原告Ｐ４が新たに納

付すべきこととなった税額８５８万円を基礎として，これに同条１項の規定

に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額８５万８０００円と，

同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額１０６万４３００円

を超える部分に相当する税額７５１万円に１００分の５の割合を乗じて算出

した金額３７万５５００円との合計額である。 

４ 第２５事件・平成１７年分通知処分の根拠 

(1) 総所得金額                 １６７６万４７２１円  

上記金額は，次のア～ウの各金額の合計額である。 

ア 事業所得の金額               ８０１万４７２１円  

上記金額は，原告Ｐ４が第２５事件・平成１７年分確定申告書に記載し

た事業所得の金額と同額である。 

イ 不動産所得の金額（別表９－３６の②欄の順号１９） 

０円  

別表９－３６の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要経

費がないため，不動産所得は零円となる。 

ウ 給与所得の金額                   ８７５万円  

上記金額は，原告Ｐ４が第２５事件・平成１７年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額である。 

(2) 所得控除の額の合計額             ２９７万８９９６円 

上記金額は，原告Ｐ４が第２５事件・平成１７年分確定申告書に記載した
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所得控除の額の合計額と同額である。 

(3) 課税総所得金額               １３７８万５０００円  

上記金額は，前記(1)の総所得金額１６７６万４７２１円から前記(2)の所得

控除の額の合計額２９７万８９９６円を控除した後の金額である。 

(4) 納付すべき税額               △１２０万３６００円  

上記金額は，次のアの金額からイ～エの各金額を差し引いた後の金額（た

だし，通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り捨てた

後のもの）から更にオの金額を差し引いた後の金額である。 

ア 課税総所得金額に対する税額         ２９０万５５００円  

上記金額は，前記(3)の課税総所得金額１３７８万５０００円に所得税法

８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 住宅借入金等特別控除額            １４万５７００円  

上記金額は，原告Ｐ４が第２５事件・平成１７年分確定申告書に記載し

た住宅借入金等特別控除額と同額である。 

ウ 定率減税額                      ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額

である。 

エ 源泉徴収税額                ２３５万１７５０円  

上記金額は，原告Ｐ４が第２５事件・平成１７年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 

オ 予定納税額                 １３６万１６００円  

上記金額は，原告Ｐ４が第２５事件・平成１７年分確定申告書に記載し

た予定納税額（第１期分及び第２期分の合計額）と同額である。 

第１０ 原告Ｐ３３関係 

１ 第１０事件・平成１３年分 

(1) 第１０事件・平成１３年分更正処分の根拠 
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ア 総所得金額                    ５５３０万円 

上記金額は，次の(ア)及び(イ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－３７の②欄の順号１７） 

０円  

別表９－３７の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要

経費がないため，不動産所得は零円となる。 

(イ) 給与所得の金額                 ５５３０万円  

上記金額は，原告Ｐ３３が第１０事件・平成１３年分確定申告書に記

載した給与所得の金額と同額である。 

イ 所得控除の額の合計額            １７４万４２２０円  

上記金額は，原告Ｐ３３が第１０事件・平成１３年分確定申告書に記載

した所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ５３５５万５０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額５５３０万円から前記イの所得控除の

額の合計額１７４万４２２０円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額               △４４万７８９０円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後

の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １７３２万５３５０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額５３５５万５０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ウ) 源泉徴収税額             １７５２万３２４０円  

上記金額は，原告Ｐ３３が第１０事件・平成１３年分確定申告書に記
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載した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第１０事件・平成１３年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項の規定に基づく金額       ８２万８０００円  

上記金額は，第１０事件・平成１３年分更正処分により原告Ｐ３３が新た

に納付すべきこととなった税額８２８万円を基礎として，これに同項の規定

に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

２ 第１０事件・平成１４年分 

(1) 第１０事件・平成１４年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ５５３４万１１００円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－３８の②欄の順号１８） 

０円  

別表９－３８の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要

経費がないため，不動産所得は零円となる。 

(イ) 給与所得の金額                ５５３０万円  

上記金額は，原告Ｐ３３が第１０事件・平成１４年分確定申告書に記

載した給与所得の金額と同額である。 

(ウ) 雑所得の金額                ４万１１００円  

上記金額は，原告Ｐ３３が第１０事件・平成１４年分確定申告書に記

載した雑所得の金額と同額である。 

イ 所得控除の額の合計額            ２５０万６６５９円  

上記金額は，原告Ｐ３３が第１０事件・平成１４年分確定申告書に記載

した所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ５２８３万４０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額５５３４万１１００円から，前記イの

所得控除の額の合計額２５０万６６５９円を控除した後の金額である。 
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エ 納付すべき税額               △７１万４６６０円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後

の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １７０５万８５８０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額５２８３万４０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ウ) 源泉徴収税額             １７５２万３２４０円  

上記金額は，原告Ｐ３３が第１０事件・平成１４年分確定申告書に記

載した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第１０事件・平成１４年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額   ８９万７５００円  

上記金額は，第１０事件・平成１４年分更正処分により原告Ｐ３３が新た

に納付すべきこととなった税額８６９万円を基礎として，同条１項の規定に

基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額８６万９０００円と，同

条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額８１１万５０６０円を

超える部分に相当する税額５７万円に１００分の５の割合を乗じて算出した

金額２万８５００円との合計額である。 

３ 第１０事件・平成１５年分 

(1) 第１０事件・平成１５年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ４８２１万６１００円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－３９の②欄の順号１９） 

０円  
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別表９－３９の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要

経費がないため，不動産所得は零円となる。 

(イ) 給与所得の金額            ４８１７万５０００円  

上記金額は，原告Ｐ３３が第１０事件・平成１５年分確定申告書に記

載した給与所得の金額と同額である。 

(ウ) 雑所得の金額                ４万１１００円  

上記金額は，原告Ｐ３３が第１０事件・平成１５年分確定申告書に記

載した雑所得の金額と同額である。 

イ 所得控除の額の合計額            ２１６万６３６８円  

上記金額は，原告Ｐ３３が第１０事件・平成１５年分確定申告書に記載

した所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ４６０４万９０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額４８２１万６１００円から前記イの所

得控除の額の合計額２１６万６３６８円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額               △４８万６１１０円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後

の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      １４５４万８１３０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額４６０４万９０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ウ) 源泉徴収税額             １４７８万４２４０円  

上記金額は，原告Ｐ３３が第１０事件・平成１５年分確定申告書に記

載した源泉徴収税額と同額である。 
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(2) 第１０事件・平成１５年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額   ９９万１５００円  

上記金額は，第１０事件・平成１５年分更正処分により原告Ｐ３３が新た

に納付すべきこととなった税額８５３万円を基礎として，同条１項の規定に

基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額８５万３０００円と，同

条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額５７５万９２７０円を

超える部分に相当する税額２７７万円に１００分の５の割合を乗じて算出し

た金額１３万８５００円との合計額である。 

４ 第２６事件・平成１７年分通知処分の根拠 

(1) 総所得金額                 １１１３万２５００円 

上記金額は，次のア～ウの各金額の合計額である。 

ア 不動産所得の金額（別表９－４０の②欄の順号１９） 

０円  

別表９－４０の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要経

費がないため，不動産所得は零円となる。 

イ 給与所得の金額              １１１２万５０００円  

上記金額は，原告Ｐ３３が第２６事件・平成１７年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

ウ 雑所得の金額                    ７５００円  

上記金額は，原告Ｐ３３が第２６事件・平成１７年分確定申告書に記載

した雑所得の金額と同額である。 

(2) 所得控除の額の合計額             ２１８万９１００円 

上記金額は，原告Ｐ３３が第２６事件・平成１７年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

(3) 課税総所得金額                ８９４万３０００円  

上記金額は，前記(1)の総所得金額１１１３万２５００円から前記(2)の所
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得控除の額の合計額２１８万９１００円を控除した後の金額である。 

(4) 納付すべき税額                △４２万４５４０円  

上記金額は，次のアの金額からイ及びウの各金額を差し引いた後の金額で

ある。 

ア 課税総所得金額に対する税額         １４５万８６００円  

上記金額は，前記(3)の課税総所得金額８９４万３０００円に所得税法８

９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 定率減税額                      ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額

である。 

ウ 源泉徴収税額                １６３万３１４０円  

上記金額は，原告Ｐ３３が第２６事件・平成１７年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

第１１ 原告Ｐ５関係 

１ 第１１事件・平成１３年分 

(1) 第１１事件・平成１３年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ３４１４万７４０２円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－４１の②欄の順号１２） 

６２０万５６０２円  

上記金額は，別表９－４１の②欄において算出した金額である。 

(イ) 給与所得の金額                ２７９４万円  

上記金額は，原告Ｐ５が第１１事件・平成１３年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(ウ) 雑所得の金額                  １８００円  

上記金額は，原告Ｐ５が平成１３年中に支払を受けた還付加算金の額
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である。 

イ 所得控除の額の合計額            １７１万７６５６円  

上記金額は，原告Ｐ５が第１１事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ３２４２万９０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額３４１４万７４０２円から前記イの所

得控除の額の合計額１７１万７６５６円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額                ９６万７９００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後

の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額       ９５０万８７３０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額３２４２万９０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ウ) 源泉徴収税額              ８２９万０８００円  

上記金額は，原告Ｐ５が第１１事件・平成１３年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第１１事件・平成１３年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額  １０１万５０００円  

上記金額は，第１１事件・平成１３年分更正処分により原告Ｐ５が新たに

納付すべきこととなった税額７３９万円を基礎として，これに同条１項の規

定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額７３万９０００円と，

同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額１８６万５０００円

を超える部分に相当する税額５５２万円に１００分の５の割合を乗じて算出
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した金額２７万６０００円との合計額である。 

２ 第１１事件・平成１４年分 

(1) 第１１事件・平成１４年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ３４３３万５７４４円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－４２の②欄の順号１１） 

６３６万６２４４円  

上記金額は，別表９－４２の②欄において算出した金額である。 

(イ) 給与所得の金額                ２７９４万円  

上記金額は，原告Ｐ５が第１１事件・平成１４年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(ウ) 雑所得の金額                ２万９５００円  

上記金額は，原告Ｐ５が第１１事件・平成１４年分確定申告書に記載

した雑所得の金額と同額である。 

イ 所得控除の額の合計額            １７８万７３３２円  

上記金額は，原告Ｐ５が第１１事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ３２５４万８０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額３４３３万５７４４円から前記イの所

得控除の額の合計額１７８万７３３２円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額               １０１万１９００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後

の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額       ９５５万２７６０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額３２５４万８０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 
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(イ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ウ) 源泉徴収税額              ８２９万０８００円  

上記金額は，原告Ｐ５が第１１事件・平成１４年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第１１事件・平成１４年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額  １０６万９５００円  

上記金額は，第１１事件・平成１４年分更正処分により原告Ｐ５が新たに

納付すべきこととなった税額７６７万円を基礎として，これに同条１項の規

定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額７６万７０００円と，

同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額１６２万５０００円

を超える部分に相当する税額６０５万円に１００分の５の割合を乗じて算出

した金額３０万２５００円との合計額である。 

３ 第１１事件・平成１５年分 

(1) 第１１事件・平成１５年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ３４７０万４３７４円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－４３の②欄の順号１１） 

６７４万１２７４円  

上記金額は，別表９－４３の②欄において算出した金額である。 

(イ) 給与所得の金額                ２７９４万円  

上記金額は，原告Ｐ５が第１１事件・平成１５年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(ウ) 雑所得の金額                ２万３１００円  

上記金額は，原告Ｐ５が第１１事件・平成１５年分確定申告書に記載
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した雑所得の金額と同額である。 

イ 所得控除の額の合計額            １５８万２７８５円  

上記金額は，原告Ｐ５が第１１事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額              ３３１２万１０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額３４７０万４３７４円から前記イの所

得控除の額の合計額１５８万２７８５円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額               １２２万３９００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を差し引いた後

の金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額       ９７６万４７７０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額３３１２万１０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ウ) 源泉徴収税額              ８２９万０８００円  

上記金額は，原告Ｐ５が第１１事件・平成１５年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第１１事件・平成１５年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額  １０４万８５００円  

上記金額は，第１１事件・平成１５年分更正処分により原告Ｐ５が新たに

納付すべきこととなった税額７６２万円を基礎として，これに同条１項の規

定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額７６万２０００円と，

同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額１８８万９０００円

を超える部分に相当する税額５７３万円に１００分の５の割合を乗じて算出
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した金額２８万６５００円との合計額である。 

４ 第１４事件・平成１６年分更正処分の根拠 

(1) 総所得金額                 ３４７２万９４３８円 

上記金額は，次のア～ウの各金額の合計額である。 

ア 不動産所得の金額（別表９－４４の②欄の順号１１） 

５１７万０４３８円  

上記金額は，別表９－４４の②欄において算出した金額である。 

イ 給与所得の金額              ２９５３万６０００円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各給与収入金額の合計額３２８８万円か

ら所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同条２項の規定に基づ

いて控除した後の金額であり，原告Ｐ５が提出した第１４事件・平成１６

年分更正請求書に記載した給与所得の金額と同額である。 

(ア) 株式会社Ｐ４０（以下「Ｐ４０」という。）からの給与等の収入金

額  ２０４０万円  

上記金額は，原告Ｐ５がＰ４０から平成１６年中に支払を受けた給与

等の収入金額であり，原告Ｐ５が提出した第１４事件・平成１６年分確

定申告書に添付した同社の給与所得の源泉徴収票の「支払金額」欄に記

載された金額と同額である。 

(イ) Ｐ４１株式会社（以下「Ｐ４１」という。）からの給与等の収入金

額                 ７２０万円  

上記金額は，原告Ｐ５がＰ４１から平成１６年中に支払を受けた給与

等の収入金額であり，原告Ｐ５が第１４事件・平成１６年分確定申告書

に添付した同社の給与所得の源泉徴収票の「支払金額」欄に記載された

金額と同額である。 

(ウ) 株式会社Ｐ４２（以下「Ｐ４２」という。）からの給与等の収入金

額           ５２８万円  
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上記金額は，原告Ｐ５がＰ４２から平成１６年中に支払を受けた給与

等の収入金額であり，原告Ｐ５が第１４事件・平成１６年分更正請求書

に添付した同社の給与所得の源泉徴収票の「支払金額」欄に記載された

金額と同額である。 

ウ 雑所得の金額                  ２万３０００円  

上記金額は，原告Ｐ５が平成１６年中に支払を受けた還付加算金の額で

ある。 

(2) 所得控除の額の合計額             １４８万６７３９円 

上記金額は，原告Ｐ５が第１４事件・平成１６年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 

(3) 課税総所得金額               ３３２４万２０００円 

上記金額は，前記(1)の総所得金額３４７２万９４３８円から前記(2)の所

得控除の額の合計額１４８万６７３９円を控除した後の金額である。 

(4) 納付すべき税額                  ６万８７００円  

上記金額は，次のアの金額からイ及びウの各金額を差し引いた後の金額で

ある。 

ア 課税総所得金額に対する税額         ９８０万９５４０円  

上記金額は，前記(3)の課税総所得金額３３２４万２０００円に所得税法

８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 定率減税額                      ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額

である。 

ウ 源泉徴収税額                ９４９万０８００円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) Ｐ４０からの給与等に係る源泉徴収税額 

５４０万円  
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上記金額は，原告Ｐ５がＰ４０から平成１６年中に支払を受けた給与

等に係る源泉徴収税額であり，原告Ｐ５が第１４事件・平成１６年分確

定申告書に添付した同社の給与所得の源泉徴収票の「源泉徴収税額」欄

に記載された金額と同額である。 

(イ) Ｐ４１からの給与等に係る源泉徴収税額 

３４４万６４００円  

上記金額は，原告Ｐ５がＰ４１から平成１６年中に支払を受けた給与

等に係る源泉徴収税額であり，原告Ｐ５が第１４事件・平成１６年分確

定申告書に添付した同社の給与所得の源泉徴収票の「源泉徴収税額」欄

に記載された金額と同額である。 

(ウ) Ｐ４２からの給与等に係る源泉徴収税額 

６４万４４００円  

上記金額は，原告Ｐ５がＰ４２から平成１６年中に支払を受けた給与

等に係る源泉徴収税額であり，原告Ｐ５が第１４事件・平成１６年分更

正請求書に添付した同社の給与所得の源泉徴収票の「源泉徴収税額」欄

に記載された金額と同額である。 

第１２ 原告Ｐ６関係 

１ 第１２事件・平成１４年分 

(1) 第１２事件・平成１４年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額              １億２５３７万１５９４円 

上記金額は，次の(ア)～(エ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－４５の②欄の順号９） 

△１７５４万１９０９円  

上記金額は，別表９－４５の②欄において算出した金額である。 

(イ) 配当所得の金額             ６８２万９３０３円  

上記金額は，原告Ｐ６が第１２事件・平成１４年分確定申告書に記載
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した配当所得の金額と同額である。 

(ウ) 給与所得の金額          １億３６０１万７７００円  

上記金額は，次のａ及びｂの各給与収入金額の合計額１億４４９６万

６０００円から所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同条２

項の規定に基づいて控除した後の金額であり，原告Ｐ６が第１２事件・

平成１４年分確定申告書に記載した給与所得の金額と同額である。 

ａ 株式会社Ｐ４３（以下「Ｐ４３」という。）からの給与等の収入金

額             １億２０００万円  

上記金額は，原告Ｐ６がＰ４３から平成１４年中に支払を受けた給

与等の収入金額であり，原告Ｐ６が第１２事件・平成１４年分確定申

告書に添付した同社の給与所得の源泉徴収票の「支払金額」欄に記載

された金額と同額である。 

ｂ Ｐ４４ corp（以下「Ｐ４４」という。）からの給与等の収入金額 

             ２４９６万６０００円  

上記金額は，原告Ｐ６がＰ４４から平成１４年中に支払を受けた給

与等の収入金額であり，原告Ｐ６が第１２事件・平成１４年分確定申

告書の第二表の「所得の内訳」欄に同社からの「収入金額」として記

載した金額と同額である。 

(エ) 雑所得の金額                ６万６５００円  

上記金額は，原告Ｐ６が平成１４年中に支払を受けた還付加算金の額

である。 

イ 所得控除の額の合計額            ２５４万６９８０円  

上記金額は，原告Ｐ６が第１２事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

ウ 課税総所得金額            １億２２８２万４０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額１億２５３７万１５９４円から前記イ
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の所得控除の額の合計額２５４万６９８０円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △５４８万８１０４円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)～(オ)の各金額を差し引いた後の

金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      ４２９５万４８８０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額１億２２８２万４０００円に所

得税法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 配当控除額                ３４万１４６６円  

上記金額は，前記ア(イ)の配当所得の金額６８２万９３０３円に所得

税法９２条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額

である。 

(ウ) 外国税額控除額             ７９６万２０６０円  

上記金額は，次のとおり，所得税法９５条１項及び所得税法施行令２

２２条１項により算出した金額（下記ｄとｅとのいずれか少ない方の金

額）である。 

ａ 差引所得税額             ４２６１万３４１４円  

上記金額は，前記(ア)の課税総所得金額に対する税額４２９５万４

８８０円から前記(イ)の配当控除額３４万１４６６円を控除した後の

金額である。 

ｂ 所得総額             １億２５３７万１５９４円  

上記金額は，前記アの総所得金額１億２５３７万１５９４円である。 

ｃ 国外所得総額             ２３４２万４９２７円 

上記金額は，前記ア(ウ)の給与所得の金額１億３６０１万７７００

円に，前記ア(ウ)ａ及びｂの各金額の合計額１億４４９６万６０００

円のうちに同ｂの金額２４９６万６０００円（その源泉が国外にある

もの）の占める割合を乗じて算出した金額である。なお，源泉が国外
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にある不動産所得は存在しない（別表９－４５の②欄の順号８上段）。 

ｄ 控除限度額               ７９６万２０６０円  

上記金額は，上記ａの金額４２６１万３４１４円に，上記ｂの金額

１億２５３７万１５９４円のうちに上記ｃの金額２３４２万４９２７

円の占める割合を乗じて算出した金額である。 

ｅ 外国所得税額              ９０２万２９２０円  

上記金額は，上記ｃの金額について納税者が納付することとなる外

国所得税の額であり，原告Ｐ６が第１２事件・平成１４年分確定申告

書に添付した2002 W-2 and EARNINGS SUMMARYの Fed.Income Tax Wit

hhold Box 2 of W-2 欄に記載された７万２２８１．６７ドルを原告Ｐ

６が邦貨に換算した金額と同額である。 

(エ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(オ) 源泉徴収税額             ３９８８万９４５８円  

上記金額は，原告Ｐ６が第１２事件・平成１４年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第１２事件・平成１４年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項の規定に基づく金額       ８５万１０００円  

上記金額は，第１２事件・平成１４年分更正処分により原告Ｐ６が新たに

納付すべきこととなった税額８５１万円を基礎として，これに同項の規定に

基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

２ 第１２事件・平成１５年分 

(1) 第１２事件・平成１５年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額              １億２１５２万９０５７円  

上記金額は，次の(ア)～(オ)の各金額の合計額である。 
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(ア) 不動産所得の金額（別表９－４６の②欄の順号９） 

△６５４万４９７８円  

上記金額は，別表９－４６の②欄において算出した金額である。 

(イ) 配当所得の金額             ３２７万３５８８円  

上記金額は，原告Ｐ６が第１２事件・平成１５年分確定申告書に記載

した配当所得の金額と同額である 

(ウ) 給与所得の金額          １億２３６６万３９５１円  

上記金額は，次のａ，ｂ及びｃの各給与収入金額の合計額１億３１９

６万２０５４円から所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同

条２項の規定に基づいて控除した後の金額であり，原告Ｐ６が第１２事

件・平成１５年分確定申告書に記載した給与所得の金額と同額である。 

ａ Ｐ４３からの給与等の収入金額   １億０４００万円  

上記金額は，原告Ｐ６がＰ４３から平成１５年中に支払を受けた給

与等の収入金額であり，原告Ｐ６が第１２事件・平成１５年分確定申

告書に添付した同社の給与所得の源泉徴収票の「支払金額」欄に記載

された金額と同額である。 

ｂ Ｐ４４からの給与等の収入金額  １３９２万２０５４円 

上記金額は，原告Ｐ６がＰ４４から平成１５年中に支払を受けた給

与等の収入金額であり，原告Ｐ６が第１２事件・平成１５年分確定申

告書の第二表の「所得の内訳」欄に同社からの「収入金額」として記

載した金額と同額である。 

ｃ Ｐ４５からの給与等の収入金額      １４０４万円 

上記金額は，原告Ｐ６がＰ４５から平成１５年中に支払を受けた給

与等の収入金額であり，原告Ｐ６が第１２事件・平成１５年分確定申

告書の第二表の「所得の内訳」欄に同社からの「収入金額」として記

載した金額と同額である。 
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(エ) 雑所得の金額               １４万３３００円  

上記金額は，原告Ｐ６が平成１５年中に支払を受けた還付加算金の額

である。 

(オ) 総合課税の長期譲渡所得の金額       ９９万３１９６円  

上記金額は，措置法３１条１項及び所得税法３３条３項の規定に基づ

き，次のａの金額からｂ及びｃの各金額を控除し，当該金額を同法２２

条２項２号の規定により２分の１にした後の金額である。 

ａ 総合課税の長期譲渡所得の金額（土地又は建物（以下「土地等」と

いう。）以外）             ４６６４万００１５円  

上記金額は，次の(ａ)の金額から(ｂ)の金額を控除した後の金額で

ある。 

(ａ) 長期譲渡の総収入金額（土地等以外） ７４７０万３１５４円 

上記金額は，航空機貸付け事業に係る航空機を譲渡したことによ

る収入金額である。 

(ｂ) 取得費及び譲渡費用の額（土地等以外）２８０６万３１３９円 

上記金額は，航空機貸付け事業に係る航空機の取得費及び譲渡費

用の額である。 

ｂ 分離課税の長期譲渡所得の金額（土地等） 

４４１５万３６２２円  

上記金額は，原告Ｐ６が第１２事件・平成１５年分確定申告書第三

表の「分離課税の短期・長期譲渡所得に関する事項」の「差引金額」

欄に記載した金額と同額である。 

ｃ 特別控除額                    ５０万円  

上記金額は，所得税法３３条４項に規定する譲渡所得の特別控除額

である。 

イ 分離課税の長期譲渡所得の金額               ０円  
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上記金額は，措置法３１条１項及び所得税法３３条３項括弧書きの規定

に基づき算出した後の金額である。 

ウ 所得控除の額の合計額            ３０４万７１１４円  

上記金額は，原告Ｐ６が第１２事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

エ 課税総所得金額            １億１８４８万１０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額１億２１５２万９０５７円から前記ウ

の所得控除の額の合計額３０４万７１１４円を控除した後の金額である。 

オ 納付すべき税額               △５５万３００７円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)～(オ)の各金額を差し引いた後の

金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      ４１３４万７９７０円  

上記金額は，前記エの課税総所得金額１億１８４８万１０００円に所

得税法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 配当控除額                １６万３６８０円  

上記金額は，前記ア(イ)の配当所得の金額３２７万３５８８円に所得

税法９２条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額

である。 

(ウ) 外国税額控除額             ７５５万９６５７円  

上記金額は，次のとおり，所得税法９５条１項及び所得税法施行令２

２２条１項により算出した金額（下記ｄとｅとのいずれか少ない方の金

額）である。 

ａ 差引所得税額             ４１１８万４２９０円  

上記金額は，前記(ア)の課税総所得金額に対する税額４１３４万７

９７０円から前記(イ)の配当控除額１６万３６８０円を控除した後の

金額である。 
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ｂ 所得総額             １億２１５２万９０５７円 

上記金額は，前記アの総所得金額１億２１５２万９０５７円である。 

ｃ 国外所得総額             ２６２０万３７３１円  

上記金額は，前記ア(ウ)の給与所得の金額１億２３６６万３９５１

円に，前記ア(ウ)ａ～ｃの各金額の合計額１億３１９６万２０５４円

のうちに同ｂ及び同ｃの各金額の合計額２７９６万２０５４円（その

源泉が国外にあるもの）の占める割合を乗じて算出した金額である。

なお，源泉が国外にある不動産所得は存在しない（別表９－４６の②

欄の順号８上段）。 

ｄ 控除限度額               ８８８万００３４円  

上記金額は，上記ａの金額４１１８万４２９０円に，上記ｂの金額

１億２１５２万９０５７円のうちに上記ｃの金額２６２０万３７３１

円の占める割合を乗じて算出した金額である。 

ｅ 外国所得税額              ７５５万９６５７円  

上記金額は，上記ｃの金額について納税者が納付することとなる外

国所得税の額であり，原告Ｐ６が第１２事件・平成１５年分確定申告

書に添付した外国税額控除に関する明細書の「左に係る外国所得税額」

（相手国での課税標準に係る外国所得税額を指す。）の「計」欄に記

載した金額と同額である。 

(エ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(オ) 源泉徴収税額             ３３９２万７６４０円  

上記金額は，原告Ｐ６が第１２事件・平成１５年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第１２事件・平成１５年分賦課決定処分の根拠 
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通則法６５条１項の規定に基づく金額          １０５万円  

上記金額は，第１２事件・平成１５年分更正処分により原告Ｐ６が新たに

納付すべきこととなった税額１０５０万円を基礎として，これに同項の規定

に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額である。 

３ 第２０事件・平成１６年分通知処分の根拠 

(1) 総所得金額               １億０８８７万２６１７円  

上記金額は，次のア及びイの各金額の合計額である。 

ア 不動産所得の金額（別表９－４７の②欄の順号９） 

△１４５万５１８３円  

上記金額は，別表９－４７の②欄において算出した金額である。 

イ 給与所得の金額            １億１０３２万７８００円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各給与収入金額の合計額１億１７９２万

４０００円から所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同条２項

の規定に基づいて控除した後の金額であり，原告Ｐ６が第２０事件・平成

１６年分確定申告書に記載した給与所得の金額と同額である。 

(ア) Ｐ４３からの給与等の収入金額     ９６００万円  

上記金額は，原告Ｐ６がＰ４３から平成１６年中に支払を受けた給与

等の収入金額であり，原告Ｐ６が第２０事件・平成１６年分確定申告書

の第二表の「所得の内訳」欄に同社からの「収入金額」として記載した

金額と同額である。 

(イ) Ｐ４４からの給与等の収入金額   ３２４万７２００円 

上記金額は，原告Ｐ６がＰ４４から平成１６年中に支払を受けた給与

等の収入金額であり，原告Ｐ６が第２０事件・平成１６年分確定申告書

の第二表の「所得の内訳」欄に同社からの「収入金額」として記載した

金額と同額である。 

(ウ) Ｐ４６有限公司（以下「Ｐ４６」という。）からの給与等の収入金
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額          １８６７万６８００円  

上記金額は，原告Ｐ６がＰ４６から平成１６年中に支払を受けた給与

等の収入金額であり，原告Ｐ６が第２０事件・平成１６年分確定申告書

の第二表の「所得の内訳」欄に同社からの「収入金額」として記載した

金額と同額である。 

(2) 所得控除の額の合計額             ２９４万３８８０円  

上記金額は，原告Ｐ６が第２０事件・平成１６年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 

(3) 課税総所得金額             １億０５９２万８０００円  

上記金額は，前記(1)の総所得金額１億０８８７万２６１７円から前記(2)

の所得控除の額の合計額２９４万３８８０円を控除した後の金額である。 

(4) 納付すべき税額                 ８５万２２００円  

上記金額は，次のアの金額からイ～エの各金額を差し引いた後の金額であ

る。 

ア 課税総所得金額に対する税額        ３６７０万３３６０円  

上記金額は，前記(3)の課税総所得金額１億０５９２万８０００円に所得

税法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 外国税額控除額               ５９９万３１３９円  

上記金額は，次のとおり，所得税法９５条１項及び所得税法施行令２２

２条１項により算出した金額（下記(エ)と(オ)とのいずれか少ない方の金

額）である。 

(ア) 差引所得税額             ３６７０万３３６０円  

上記金額は，上記アの課税総所得金額に対する税額３６７０万３３６

０円である。 

(イ) 所得総額             １億０８８７万２６１７円  

上記金額は，上記(1)の総所得金額１億０８８７万２６１７円である。 
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(ウ) 国外所得総額             ２０５１万１７４２円  

上記金額は，前記(1)イの給与所得の金額１億１０３２万７８００円に，

前記(1)イ(ア)～(ウ)の各金額の合計額１億１７９２万４０００円のう

ちに同(イ)及び同(ウ)の各金額の合計額２１９２万４０００円（その源

泉が国外にあるもの）の占める割合を乗じて算出した金額である。なお，

源泉が国外にある不動産所得は存在しない（別表９－４７の②欄の順号

８上段）。 

(エ) 控除限度額               ６９１万４９６０円  

上記金額は，上記アの課税総所得金額に対する税額３６７０万３３６

０円に，前記(1)の総所得金額１億０８８７万２６１７円のうちに上記

(ウ)の国外所得総額２０５１万１７４２円の占める割合を乗じて算出し

た金額である。 

(オ) 外国所得税額              ５９９万３１３９円  

上記金額は，上記(ア)の金額について納税者が納付することとなる外

国所得税の額であり，原告Ｐ６が第２０事件・平成１６年分確定申告書

に添付した外国税額控除に関する明細書の「⑤ 外国所得税額」欄に記

載した金額と同額である。 

ウ 定率減税額                      ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額

である。 

エ 源泉徴収税額               ２９６０万７９３０円  

上記金額は，原告Ｐ６が第２０事件・平成１６年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 

４ 第２７事件・平成１７年分通知処分の根拠 

(1) 総所得金額               １億８７８９万８４８５円 

上記金額は，次のア～ウの各金額の合計額である。 
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ア 不動産所得の金額（別表９－４８の②欄の順号８）  

△１６万６１６６円  

上記金額は，別表９－４８の②欄において算出した金額である。 

イ 配当所得の金額              ６３８８万８３２１円  

上記金額は，原告Ｐ６がＰ４６から平成１７年中に支払を受けた配当等

の収入金額であり，原告Ｐ６が第２７事件・平成１７年分確定申告書の第

二表の「所得の内訳」欄に同社からの配当の「収入金額」として記載した

金額と同額である。 

ウ 給与所得の金額            １億２４１７万６３３０円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各給与収入金額の合計額１億３２５０万

１４００円から所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同条２項

の規定に基づいて控除した後の金額であり，原告Ｐ６が第２７事件・平成

１７年分修正申告書に記載した給与所得の金額と同額である。 

(ア) Ｐ４３からの給与等の収入金額     ９６００万円  

上記金額は，原告Ｐ６がＰ４３から平成１７年中に支払を受けた給与

等の収入金額であり，原告Ｐ６が第２７事件・平成１７年分確定申告書

の第二表の「所得の内訳」欄に同社からの「収入金額」として記載した

金額と同額である。 

(イ) Ｐ４４からの給与等の収入金額   ５４８万９５００円 

上記金額は，原告Ｐ６がＰ４４から平成１７年中に支払を受けた給与

等の収入金額であり，原告Ｐ６が第２７事件・平成１７年分確定申告書

の第二表の「所得の内訳」欄に同社からの「収入金額」として記載した

金額と同額である。 

(ウ) Ｐ４６からの給与等の収入金額 ３１０１万１９００円 

上記金額は，原告Ｐ６がＰ４６から平成１７年中に支払を受けた給与

等の収入金額であり，原告Ｐ６が第２７事件・平成１７年分確定申告書
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の第二表の「所得の内訳」欄に同社からの給与の「収入金額」として記

載した金額と同額である。 

(2) 所得控除の額の合計額             ２３８万７９１４円 

上記金額は，原告Ｐ６が平成１７年分修正申告書に記載した所得控除の額

の合計額と同額である。 

(3) 課税総所得金額                 １億８５５１万円 

上記金額は，前記(1)の総所得金額１億８７８９万８４８５円から前記(2)

の所得控除の額の合計額２３８万７９１４円を控除した後の金額である。 

(4) 納付すべき税額                １１３万４４００円 

上記金額は，次のアの金額からイ～エの各金額を差し引いた後の金額（た

だし，通則法１９９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後

のもの。）から更にオの金額を差し引いた後の金額である。 

ア 課税総所得金額に対する税額        ６６１４万８７００円  

上記金額は，前記(3)の課税総所得金額１億８５５１万円に所得税法８９

条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 外国税額控除額              ３４５３万４３１３円  

上記金額は，次のとおり，所得税法９５条１項及び所得税法施行令２２

２条１項により算出した金額（下記(エ)と(オ)とのいずれか少ない方の金

額）である。 

(ア) 差引所得税額             ６６１４万８７００円  

上記金額は，上記アの課税総所得金額に対する税額６６１４万８７０

０円である。 

(イ) 所得総額             １億８７８９万８４８５円 

上記金額は，上記(1)の総所得金額１億８７８９万８４８５円である。 

(ウ) 国外所得総額             ９８０９万６３３６円  

上記金額は，次のａ及びｂの各金額の合計額である。なお，源泉が国
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外にある不動産所得は存在しない（別表９－４８の②欄の順号７上段）。 

ａ 源泉が国外にある給与所得の金額 

３４２０万８０１５円  

上記金額は，前記(1)ウの給与所得の金額１億２４１７万６３３０円

に，前記(1)ウ(ア)～(ウ)の各金額の合計額１億３２５０万１４００円

のうちに同(イ)及び同(ウ)の各金額の合計額３６５０万１４００円

（その源泉が国外にあるもの）の占める割合を乗じて算出した金額で

ある。 

ｂ 源泉が国外にある配当所得の金額 

６３８８万８３２１円  

上記金額は，前記(1)イの配当所得の金額と同額である。 

(エ) 控除限度額              ３４５３万４３１３円  

上記金額は，上記アの課税総所得金額に対する税額６６１４万８７０

０円に，前記(1)の総所得金額１億８７８９万８４８５円のうちに上記

(ウ)の国外所得総額９８０９万６３３６円の占める割合を乗じて算出し

た金額である。 

(オ) 外国所得税額             ３８４１万０１８６円  

上記金額は，上記(ウ)の金額について納税者が納付することとなる外

国所得税の額であり，原告Ｐ６が第２７事件・平成１７年分確定申告書

に添付した外国税額控除に関する明細書の「⑤ 外国所得税額」欄に記

載した金額と同額である。 

ウ 定率減税額                      ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額

である。 

エ 源泉徴収税額               ２９６０万２３８０円  

上記金額は，原告Ｐ６が第２７事件・平成１７年分修正申告書に記載し
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た源泉徴収税額と同額である。 

オ 予定納税額                  ６２万７６００円  

上記金額は，原告Ｐ６が第２７事件・平成１７年分修正申告書に記載し

た予定納税額（第１期分及び第２期分の合計額）と同額である。 

第１３ 原告Ｐ７関係 

１ 第１３事件・平成１３年分 

(1) 第１３事件・平成１３年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ７０５６万００５２円  

上記金額は，次の(ア)～(エ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－４９の②欄の順号１８） 

０円  

別表９－４９の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要

経費がないため，不動産所得は零円となる。 

(イ) 配当所得の金額            ２２６０万８０００円  

上記金額は，原告Ｐ７が第１３事件・平成１３年分修正申告書に記載

した配当所得の金額と同額である。 

(ウ) 給与所得の金額                ２１１０万円  

上記金額は，原告Ｐ７が第１３事件・平成１３年分修正申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(エ) 雑所得の金額             ２６８５万２０５２円  

上記金額は，原告Ｐ７が第１３事件・平成１３年分修正申告書に記載

した雑所得の金額と同額である。 

イ 株式等に係る譲渡所得等の金額               ０円  

上記金額は，原告Ｐ７が第１３事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た株式等に係る譲渡所得等の金額と同額である。 

ウ 所得控除の額の合計額            ２９７万８１７６円  
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上記金額は，原告Ｐ７が第１３事件・平成１３年分修正申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

エ 課税総所得金額              ６７５８万１０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額７０５６万００５２円から前記ウの所

得控除の額の合計額２９７万８１７６円を控除した後の金額である。 

オ 納付すべき税額              １２０７万６０００円  

上記金額は，次の(ア)から(イ)～(エ)の各金額を差し引いた後の金額で

ある。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      ２２５１万４９７０円  

上記金額は，前記エの課税総所得金額６７５８万１０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 配当控除の額              １１３万０４００円  

上記金額は，前記ア(イ)の配当所得の金額２２６０万８０００円に所

得税法９２条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金

額である。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(エ) 源泉徴収税額              ９０５万８５００円  

上記金額は，原告Ｐ７が第１３事件・平成１３年分修正申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第１３事件・平成１３年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額  １８５万０５００円 

上記金額は，第１３事件・平成１３年分更正処分により原告Ｐ７が新たに

納付すべきこととなった税額１４７５万円を基礎として，これに同条１項の

規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額１４７万５０００
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円と，同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額６８１万１２

４０円を超える部分に相当する税額７５１万円に１００分の５の割合を乗じ

て算出した金額３７万５５００円との合計額である。 

２ 第１３事件・平成１４年分 

(1) 第１３事件・平成１４年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額              １億１５９０万９０１２円  

上記金額は，次の(ア)～(エ)の各金額（なお，所得税法６９条１項並び

に措置法３２条４項及び３１条５項の規定による損益通算前の金額であり，

以下「イ 分離短期譲渡所得の金額」まで同じ。）の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－５０の②欄の順号１８） 

０円  

別表９－５０の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要

経費がないため，不動産所得は零円となる。 

(イ) 配当所得の金額            １１６１万３７５０円  

上記金額は，原告Ｐ７が第１３事件・平成１４年分修正申告書に記載

した配当所得の金額と同額である。 

(ウ) 給与所得の金額            ５９１９万５６３９円  

上記金額は，原告Ｐ７が第１３事件・平成１４年分修正申告書に記載

した給与所得の金額と同額である。 

(エ) 雑所得の金額             ４５０９万９６２３円  

上記金額は，原告Ｐ７が第１３事件・平成１４年分確定申告書に記載

した雑所得の金額と同額である。 

イ 分離短期譲渡所得の金額          △８９１万３９７７円  

上記金額は，第１３事件・平成１４年分確定申告書に記載した分離短期

譲渡所得の金額と同額である。 

ウ 所得控除の額の合計額            ４９８万１５５７円  



 - 316 - 

上記金額は，原告Ｐ７が第１３事件・平成１４年分修正申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

エ 課税総所得金額            １億０２０１万３０００円  

上記金額は，所得税法６９条１項並びに措置法３２条４項及び３１条５

項の規定により，前記アの総所得金額１億１５９０万９０１２円から前記

イの分離短期譲渡所得の金額△８９１万３９７７円を控除（損益通算）し

た後の金額１億０６９９万５０３５円から，前記ウの所得控除の額の合計

額４９８万１５５７円を控除した後の金額である。 

オ 納付すべき税額              １４０５万８２００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)～(エ)の各金額を差し引いた後の

金額である。 

(ア) 課税総所得金額に対する税額      ３５２５万４８１０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額１億０２０１万３０００円に所

得税法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 配当控除の額               ５８万０６８８円  

上記金額は，前記ア(イ)の配当所得の金額１１６１万３７５０円に，

所得税法９２条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した

金額である。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(エ) 源泉徴収税額             ２０３６万５９２０円  

上記金額は，原告Ｐ７が第１３事件・平成１４年分修正申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

(2) 第１３事件・平成１４年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額  １９２万５０００円  
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上記金額は，第１３事件・平成１４年分更正処分により原告Ｐ７が新たに

納付すべきこととなった税額１８１６万円を基礎として，これに同条１項の

規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額１８１万６０００

円と，同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額１６１１万８

８７５円を超える部分に相当する税額２１８万円に１００分の５の割合を乗

じて算出した金額１０万９０００円との合計額である。 

３ 第１３事件・平成１５年分 

(1) 第１３事件・平成１５年分更正処分の根拠 

ア 総所得金額                ７２４５万８５８２円  

上記金額は，次の(ア)～(ウ)の各金額の合計額である。 

(ア) 不動産所得の金額（別表９－５１の②欄の順号１８） ０円  

別表９－５１の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金額及び必要

経費がないため，不動産所得は零円となる。 

(イ) 配当所得の金額             ９３５万７５００円  

上記金額は，原告Ｐ７が第１３事件・平成１５年分確定申告書に記載

した配当所得の金額と同額である。 

(ウ) 給与所得の金額            ６３１０万１０８２円  

上記金額は，次のａ～ｄの各給与収入金額の合計額６８２１万１６６

６円から所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同条２項の規

定に基づいて控除した後の金額である。 

ａ Ｐ４７株式会社からの給与等の収入金額 

２３４０万円  

上記金額は，原告Ｐ７がＰ４７株式会社から平成１５年中に支払を

受けた給与等の収入金額であり，原告Ｐ７が第１３事件・平成１５年

分確定申告書に添付した同社の給与所得の源泉徴収票の「支払金額」

欄に記載された金額と同額である。 
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ｂ Ｐ４８株式会社からの給与等の収入金額 

３６００万円  

上記金額は，原告Ｐ７がＰ４８株式会社から平成１５年中に支払を

受けた給与等の収入金額であり，原告Ｐ７が第１３事件・平成１５年

分確定申告書に添付した同社の給与所得の源泉徴収票の「支払金額」

欄に記載された金額と同額である。 

ｃ Ｐ４９株式会社からの給与等の収入金額  ３６０万円  

上記金額は，原告Ｐ７がＰ４９株式会社から平成１５年中に支払を

受けた給与等の収入金額であり（乙Ｎ１），原告Ｐ７が第１３事件・

平成１５年分確定申告書の第二表の「所得の内訳」欄に同社からの「収

入金額」として記載した金額と同額である。 

ｄ 株式会社Ｐ５０からの給与等の収入金額  ５２１万１６６６円  

上記金額は，原告Ｐ７が株式会社Ｐ５０から平成１５年中に支払を

受けた給与等の収入金額である（乙Ｎ２）。 

イ 株式等に係る譲渡所得等の金額               ０円  

上記金額は，原告Ｐ７が第１３事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た株式等に係る譲渡所得等の金額と同額である。 

ウ 所得控除の額の合計額            ２８５万２６３４円  

上記金額は，原告Ｐ７が第１３事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額である。 

エ 課税総所得金額              ６９６０万５０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額７２４５万８５８２円から前記ウの所

得控除の額の合計額２８５万２６３４円を控除した後の金額である。 

オ 納付すべき税額               ２２３万６８００円  

上記金額は，次の(ア)の金額から(イ)～(エ)の各金額を差し引いた後の

金額である。 
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(ア) 課税総所得金額に対する税額      ２３２６万３８５０円  

上記金額は，前記エの課税総所得金額６９６０万５０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 配当控除の額               ４６万７８７５円  

上記金額は，前記ア(イ)の配当所得の金額９３５万７５００円に，所

得税法９２条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金

額である。 

(ウ) 定率減税額                    ２５万円 

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(エ) 源泉徴収税額             ２０３０万９１７０円  

上記金額は，次のａ～ｅの各金額の合計額である。 

ａ Ｐ４７株式会社からの給与等に係る源泉徴収税額        

         ４３８万０８７０円  

上記金額は，原告Ｐ７がＰ４７株式会社から平成１５年中に支払を

受けた給与等に係る源泉徴収税額であり，原告Ｐ７が第１３事件・平

成１５年分確定申告書に添付した同社の給与所得の源泉徴収票の「源

泉徴収税額」欄に記載された金額と同額である。 

ｂ Ｐ４８株式会社からの給与等に係る源泉徴収税額１２５６万７６０

０円  

上記金額は，原告Ｐ７がＰ４８株式会社から平成１５年中に支払を

受けた給与等に係る源泉徴収税額であり，原告Ｐ７が第１３事件・平

成１５年分確定申告書に添付した同社の給与所得の源泉徴収票の「源

泉徴収税額」欄に記載された金額と同額である。 

ｃ Ｐ４９株式会社からの給与等に係る源泉徴収税額 

４９万６８００円  
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上記金額は，原告Ｐ７がＰ４９株式会社から平成１５年中に支払を

受けた給与等に係る源泉徴収税額であり（乙Ｎ１），原告Ｐ７が第１

３事件・平成１５年分確定申告書の第二表の「所得の内訳」欄に同社

からの給与等に係る「源泉徴収税額」として記載した金額と同額であ

る。 

ｄ 株式会社Ｐ５０からの給与等に係る源泉徴収税額 

９９万２４００円  

上記金額は，原告Ｐ７が株式会社Ｐ５０から平成１５年中に支払を

受けた給与等に係る源泉徴収税額である（乙Ｎ２）。 

ｅ Ｐ４７株式会社からの配当に係る源泉徴収税額         

         １８７万１５００円  

上記金額は，原告Ｐ７の平成１５年分のＰ４７株式会社からの配当

に係る源泉徴収税額であり，原告Ｐ７が第１３事件・平成１５年分確

定申告書の第二表の「所得の内訳」欄に同社からの配当に係る「源泉

徴収税額」として記載した金額と同額である。 

(2) 第１３事件・平成１５年分賦課決定処分の根拠 

通則法６５条１項及び２項の規定に基づく金額  ２２３万４０００円  

上記金額は，第１３事件・平成１５年分更正処分により原告Ｐ７が新たに

納付すべきこととなった税額１６３８万円を基礎として，これに同条１項の

規定に基づき１００分の１０の割合を乗じて算出した金額１６３万８０００

円と，同条２項の規定に基づき期限内申告税額に相当する金額４４６万６６

６５円を超える部分に相当する税額１１９２万円に１００分の５の割合を乗

じて算出した金額５９万６０００円との合計額である。 

４ 第１９事件・平成１６年分通知処分の根拠 

(1) 総所得金額                     ５８７２万円 

上記金額は，次のア及びイの各金額の合計額である。 
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ア 不動産所得の金額（別表９－５２の②欄の順号１９） 

０円  

上記金額は，別表９－５２の②欄のとおり，不動産所得に係る総収入金

額及び必要経費がないため，不動産所得は零円となる。 

イ 給与所得の金額                  ５８７２万円  

上記金額は，原告Ｐ７が第１９事件・平成１６年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額である。 

(2) 株式等に係る譲渡所得等の金額                ０円  

上記金額は，原告Ｐ７が第１９事件・平成１６年分確定申告書に記載した

株式等に係る譲渡所得等の金額と同額である。 

(3) 所得控除の額の合計額             １２７万４６６６円 

上記金額は，原告Ｐ７が第１９事件・平成１６年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額である。 

(4) 課税総所得金額               ５７４４万５０００円  

上記金額は，前記(1)の総所得金額５８７２万円から前記(3)の所得控除の

額の合計額１２７万４６６６円を控除した後の金額である。 

(5) 納付すべき税額                ８３万８３００円  

上記金額は，次のアの金額からイ及びウの各金額を差し引いた後の金額で

ある。 

ア 課税総所得金額に対する税額        １８７６万４６５０円  

上記金額は，前記(4)の課税総所得金額５７４４万５０００円に所得税法

８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

イ 定率減税額                      ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税額

である。 

ウ 源泉徴収税額               １７６７万６３００円  
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上記金額は，原告Ｐ７が第１９事件・平成１６年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額である。 
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（別紙１０） 

争点に関する当事者の主張の要旨 

【目次】 

 

 (1) 争点(1)（第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成１７年

分賦課決定処分の取消しを求める訴えの適法性）について  425 

（被告の主張の要旨）  425 

（原告Ｐ２０の主張の要旨）  427 

 (2) 争点(2)ア（本件各ＬＰＳの租税法上の法人該当性）について  429 

（被告の主張の要旨）  429 

ア 本件各ＬＰＳの租税法上の法人該当性の判断基準  429 

イ 上記判断基準（被告基準①～③）へのあてはめ  430 

 (ｱ) 本件各ＬＰＳが「separate legal entity」であること  430 

 (ｲ) 被告基準①（構成員の個人財産とは区別された独自の財産を有するこ

と）について  434 

 (ｳ) 被告基準②（独立した権利義務の帰属主体として存在していること）

について  435 

 (ｴ) 被告基準③（自己の名において訴訟当事者となることができること）

について  437 

 (ｵ) 小括  437 

ウ ＮＹＬＬＣ判決及び米国ニューヨーク州ＬＬＣ法上のＬＬＣとの関係 

 438 

エ その余の原告らの主張について  440 

 (ｱ) 被告主張に係る被告基準①～③に根拠がないなどとする点（後記（原

告らの主張の要旨）ア(ｱ)ａ及び(ｲ)）について  440 

 (ｲ) 本件各ＬＰＳの租税法上の法人該当性を原告主張の判断基準により形
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式的一義的に判断することができるとの点（後記（原告らの主 

張の要旨）ア(ｱ)ｂ）について  441 

 (ｳ) 被告基準①～③が私法上の損益の帰属すべき主体とされているか否か

を一切考慮していないとの点（後記（原告らの主張の要旨）ア 

(ｱ)ｃ）について  442 

 (ｴ) 被告主張に係る結論となる解釈が社会通念等に反するとの点（後記（原

告らの主張の要旨）ア(ｳ)）について  443 

 (ｵ) 被告の主張が本件措置法特例を遡及適用したものにほかならないとす

る点について（後記（原告らの主張の要旨）ア(ｴ)）  444 

 (ｶ) 原告ら主張の本件各ＬＰＳの租税法上の法人該当性の判断基準（後記

（原告らの主張の要旨）エ）について  445 

（原告らの主張の要旨）  446 

ア 被告主張の本件各ＬＰＳの租税法上の法人該当性の判断基準（被告基準

①～③）について  446 

 (ｱ) 理論的な根拠を欠くこと等  446 

 (ｲ) 被告基準①～③が法人と組合とを区別する基準として機能しないこと

  448 

 (ｳ) 被告主張に係る結論となる解釈が社会通念等に反すること  449 

 (ｴ) 被告の主張が本件措置法特例を遡及適用したものにほかならないこと

  451 

イ 被告主張に係る上記判断基準（被告基準①～③）へのあてはめについて 

 452 

 (ｱ) 本件各ＬＰＳが「separate legal entity」であることについて  452 

 (ｲ) 被告基準①（構成員の個人財産とは区別された独自の財産を有するこ

と）について  456 

 (ｳ) 被告基準②（独立した権利義務の帰属主体として存在していること）
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について  458 

 (ｴ) 被告基準③（自己の名において訴訟当事者となることができること）

について  459 

ウ ＮＹＬＬＣ判決及びニューヨーク州ＬＬＣ法上のＬＬＣとの関係につい

て  460 

エ 原告ら主張に係る本件各ＬＰＳの租税法上の法人該当性の判断基準  4

60 

 (ｱ) 判断基準について  460 

 (ｲ) 上記判断基準へのあてはめ  462 

 (3) 争点(2)イ（本件各ＬＰＳの租税法上の人格のない社団該当性）について 

 463 

（被告の主張の要旨）  463 

ア 人格のない社団の要件  463 

イ 上記４要件へのあてはめ  463 

 (ｱ) 要件[１]について  463 

 (ｲ) 要件[２]について  464 

 (ｳ) 要件[３]について  464 

 (ｴ) 要件[４]について  464 

ウ 結論  465 

（原告らの主張の要旨）  465 

ア 人格のない社団等の要件について  465 

イ 要件[１]～[４]への当てはめについて  465 

 (ｱ) 要件[１]について  465 

 (ｲ) 要件[２]について  466 

 (ｳ) 要件[３]について  466 

 (ｴ) 要件[４]について  467 
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ウ 結論  468 

 (4) 争点(2)ウ（本件各不動産賃貸事業から生じた損益の不動産所得該当性）に

ついて  468 

（被告の主張の要旨）  468 

ア 原告らに帰属する損益が不動産所得に区分されないこと  468 

 (ｱ) 不動産所得の要件  468 

 (ｲ) 上記要件への当てはめ  468 

 (ｳ) 本件各ＬＰＳから原告らに帰属する損益の特殊性  469 

 (ｴ) 結論  470 

イ 原告らの主張に対する反論  470 

（原告らの主張の要旨）  470 

ア 原告らに帰属する損益が不動産所得に区分されること  470 

イ 被告の主張に対する反論  471 

 (ｱ) 不動産所得の要件について  471 

 (ｲ) 本件へのあてはめについて  471 

 (5) 争点(2)エ（通則法６５条４項の「正当な理由」の有無）について  472 

（被告の主張の要旨）  472 

ア 通則法６５条４項の解釈  472 

イ 本件について  472 

ウ 結論  473 

（原告の主張の要旨）  473 

ア 通則法６５条４項の「正当な理由」を基礎付ける事情  473 

イ まとめ  474 
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 (1) 争点(1)（第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成１７年

分賦課決定処分の取消しを求める訴えの適法性）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 更正処分は，課税庁が課税要件事実を全体的に見直し，申告に係る部分

も含めて全体としての税額を総額的に確定する処分であり，通知処分は，

新たに税額を確定する効果はないが，納税者の更正の請求に対し減額更正

を拒否し，直前において確定している申告税額等についてその減額を認め

ないことを確認する効果を有する処分であるから，あくまでも別個独立の

処分である。一個の納税義務について通知処分の後に増額更正処分がされ，

その双方について不服申立手続を経て取消訴訟が提起された場合には，審

判の矛盾・抵触を避けるため，訴訟上は，通知処分が増額更正処分に吸収

されると解されるが，取消訴訟の提起に至る前の段階においては，通知処

分と増額更正処分が併存することは明らかであるから，処分の確定を妨げ

るためには，それぞれ不服申立てを行った上，出訴期間内に取消訴訟を提

起する必要があるというべきである。 

そして，通則法１１５条１項２号は，先行する更正決定等の取消訴訟の

係属中に当該更正決定等に係る課税標準等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとする場合につき，不服申立前置を要しないとしたも

のであり，ここでいう「更正決定等」に通知処分が含まれないことは文理

上明らかである（通則法５８条１項１号イ，９０条１項参照）し，通則法

１１５条１項２号については，通則法１０４条４項のように更正決定等に

関する規定を通知処分について準用する規定が設けられていないから，第

２２事件・平成１７年分通知処分に係る取消訴訟の係属中に，第２２事件・

平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成１７年分賦課決定処分がされ

た本件において，通則法１１５条１項２号の適用の余地はないし，同号の

趣旨を根拠として本件で不服申立前置を要しないと解することもできない
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というべきである。 

イ また，通則法１１５条１項３号所定の「正当な理由」があるか否かを判

断するに当たっては，当該処分について不服申立てを不要とすることに合

理的な理由が認められるか否かを，それぞれの処分の目的・性質・効果等

の関連において判断する必要があり，各処分が実質的に同一であると認め

られる場合や，一つの処分について不服申立てをした以上，他の処分につ

いて不服申立てをすることが無意味と見られることが明らかである場合な

どが，同号所定の「正当な理由」があるときに当たると解される。 

上記アのとおり，通知処分と増額更正は，あくまで別個独立の処分であ

り，処分の理由も異なるのであるから，実体法上当然に一方が他方に吸収

されるものではなく，通則法１１５条１項２号の文理上，通知処分の後に

増額更正処分が行われた場合において増額更正処分の取消しを求める訴訟

を提起するためには，改めて増額更正処分に対する不服申立てを経る必要

があるものと解される。そうすると，原告Ｐ２０が当初の訴えにおいて取

消しを求めた第２２事件・平成１７年分通知処分における争点と，本件変

更後の訴えにおいて取消しを求める第２２事件・平成１７年分更正処分及

び第２２事件・平成１７年分賦課決定処分における争点が同じ内容である

としても，二つの処分は，その目的・性質・効果等を異にするものであり，

実質的に同一の処分であるということはできず，本件において，通知処分

について適法な不服申立てを経て取消訴訟が提起されているとしても，そ

の後の増額更正処分についてその取消しを求める訴訟を提起するためには，

改めて増額更正処分に対する不服申立てを経る必要があり，単に争点が同

じ内容であるからといって通則法１１５条１項３号に規定する「正当な理

由」があるということはできない。 

ウ したがって，第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成

１７年分賦課決定処分の取消しを求める訴えは，不適法であり，却下され
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るべきである。 

（原告Ｐ２０の主張の要旨） 

ア 通則法第１１５条１項２号は，「更正決定等の取消しを求める訴えを提

起した者が，その訴訟の係属している間に当該更正決定等に係る国税の課

税標準等又は税額等についてされた他の更正決定等の取消しを求めようと

するとき」には，不服申立手続を経ないで取消訴訟を提起できると規定し

ているが，その趣旨は，同一国税についてされた更正決定等が既に裁判所

において審理されている場合には，他の更正決定等についても裁判所の審

理の対象とすることが，紛争を矛盾なく，しかも，迅速に解決する上に有

益であり，必要でもあるという観点から，同一裁判所で同時に事件を審理

することができるよう措置されたものであると考えられる。 

本件は，原告Ｐ２０が，原告Ｐ２０の平成１７年分所得税の更正の請求

に対してその更正をすべき理由がない旨の通知処分（第２２事件・平成１

７年分通知処分）について異議決定を経て，その取消しを求める訴えを提

起し（当該訴えの提起後審査請求を取り下げた。），その後その訴訟の係

属中に同年分の所得税についてされた第２２事件・平成１７年分更正処分

及び第２２事件・平成１７年分賦課決定処分を争うために，その訴えを提

起したものであり，平成１７年分の所得税という同一の国税に係る訴訟で

ある（しかも，いずれの処分に対する原告の不服の内容も実質的に同一で

ある。）。そうすると，第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事

件・平成１７年分賦課決定処分についても，第２２事件・平成１７年分通

知処分の取消訴訟と同一の裁判所の審理の対象とすることが，紛争を矛盾

なくかつ迅速に解決する上に有益であり，必要でもあるから，上記の趣旨

が正に妥当する場合である。 

したがって，第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成

１７年分賦課決定処分の取消しを求める訴えは，不服申立てを経なくても，
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通則法１１５条１項２号の要件を満たして適法である。 

イ 仮に，第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成１７年

分賦課決定処分につき不服申立てを経ないでその取消訴訟を提起すること

が，通則法１１５条１項２号の要件を満たさないとしても，同項３号にい

う「その決定又は裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき」に該当

するというべきである。 

すなわち，通則法１１５条１項３号にいう「その決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき」に該当するためには，司法審査に先立

ち，不服申立手続を経由させることに合理的な理由がない場合，例えば，

一つの処分について不服申立てをした以上他の処分について不服申立てを

しても，もはや行政庁等の対応が変わる余地がなく，紛争の自主的解決を

期待し得ないような場合であることが必要であり，より具体的には，各処

分が処分の理由を共通にし，不服申立てにおいて攻撃する点も専ら共通の

処分理由に対するものであり，かつ，それに対する行政庁等の基本的な判

断が一つの処分に対する不服申立手続において既に示されていて変更の余

地がないような場合であることが必要である。 

これを本件についてみると，原告Ｐ２０は，第２２事件・平成１７年分

更正処分及び第２２事件・平成１７年分賦課決定処分と争点が同一である

第２２事件・平成１７年分通知処分について不服申立手続を経ており，か

かる不服申立手続において示された世田谷税務署長の判断やこの争点に関

して平成１３年分から平成１６年分までの所得税につき国税不服審判所長

が既に示していた判断は，今後も変更される余地がないと合理的に見込ま

れる状況にあった。 

そうすると，第２２事件・平成１７年分更正処分及び第２２事件・平成

１７年分賦課決定処分の適否についての司法審査に先立ち，不服申立手続

を経由させることに合理的な理由がないことは明らかであり，その取消し
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を求める訴えを提起するに当たり不服申立手続を経ないことについて「正

当な理由」がある。 

ウ したがって，原告Ｐ２０の被告に対する訴えのうち，第２２事件・平成

１７年分更正処分及び第２２事件・平成１７年分賦課決定処分の取消しを

求める訴えは，適法である。 

 (2) 争点(2)ア（本件各ＬＰＳの租税法上の法人該当性）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 本件各ＬＰＳの租税法上の法人該当性の判断基準 

我が国の租税法上，損益の帰属主体となり得る「法人」（所得税法２条

１項６号の内国「法人」，同項７号の外国「法人」，同法２４条１項の「法

人」等と同義である。）については，これを定義付ける規定が存在しない

ことから，我が国の私法上の「法人」と同義として，自然人以外のもので

権利義務の帰属主体となるものをいうと解すべきであるが，どのような団

体に法人格を付与するか，また，法人格を付与することによって法人にど

のような権利能力を認めるかについては，それぞれの国家の価値判断に基

づいて行われるものであり，立法政策の問題に帰するが，それぞれの国に

おける法人制度が異なっていることを前提とした上で，どのような性質を

有する外国の事業体が我が国の私法に照らして法人格を有する団体である

といえるかについては，我が国の私法上の法人に付与されている権利能力

の内容と，当該外国の事業体が有する権利能力の内容とを比較し，当該外

国の事業体が我が国の法人に付与されるのと同じ内容の権利能力を有して

いるか否かにより判断すべきである。 

したがって，外国の法令によって設立された事業体が我が国の租税法上

の「法人」に該当するか否かは，具体的には，当該事業体の設立準拠法の

内容のみならず，実際の活動実態，財産や権利義務の帰属状況等を考慮し

た上，個別具体的に，我が国の私法において法人に認められる権利能力と
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同等の能力を有するか否か，すなわち，当該事業体が，① その構成員の

個人財産とは区別された独自の財産を有するか否か（以下「被告基準①」

という。），② その名において契約を締結し，その名において権利を取

得し義務を負うなど独立した権利義務の帰属主体となり得るか否か（以下

「被告基準②」という。），③ その権利義務のためにその名において訴

訟当事者となり得るか否か（以下「被告基準③」という。）に基づいて判

断すべきである（このように，外国の事業体が我が国の租税法上どの組織

に該当するかという基準については我が国の国内法によるべきであり，そ

の基準に当てはまるかどうかという性質決定は現地の準拠法等に基づいて

判断すべきであるとする，いわゆる「dual process」の考え方が学説及び

裁判例において支持されている。）。 

イ 上記判断基準（被告基準①～③）へのあてはめ 

これを本件についてみると，本件各ＬＰＳの準拠法，ＬＰＳ契約の内容，

実際の活動内容，財産や権利義務の帰属状況等によれば，次のとおり認め

られる。 

 (ｱ) 本件各ＬＰＳが「separate legal entity」であること 

ａ 「separate legal entity」は，権利の主体となり当事者能力を有す

る「独立した法主体」を意味すること 

本件各ＬＰＳは，州ＬＰＳ法に準拠して組成されたＬＰＳであると

ころ，州ＬＰＳ法２０１条(b)は，同法に基づき組成されたＬＰＳをも

って「separate legal entity（独立した法的主体）」であると規定し

ている。 

一般に，「entity」は「法主体」と訳され，訴訟当事者たる能力を

持つものという意味に用いられるのが通常であり，法分野によってそ

の意味を異にすることがあるとされているのに対し，「legal entity」

は「法的実在；法的主体；法的人格」と訳され，Corporation（法人）
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のように，法的に機能し，権利の主体となり，当事者能力を有する自

然人以外の主体であるとされていること（乙６６参照），ここでいう

「separate（独立して）」とは，関係者すなわち構成員からの独立（分

離）を意味すると解するのが自然かつ合理的な解釈といえることから

すると，結局，「separate legal entity」とは，権利の主体となり当

事者能力を有する「独立した法主体」を意味するものと解される（乙

６２参照）。 

もっとも，本件各ＬＰＳが以上のような意味を有する「separate l

egal entity」（州ＬＰＳ法２０１条(b)）であることのみをもって直

ちに制度が異なる我が国の租税法（私法上）の「法人」に該当すると

言えない可能性があるから，この規定を踏まえた上で，被告基準①～

③をも検討し，同法により組成された本件各ＬＰＳにつき，法的主体

として具体的にどのような権利・義務が付与されているのかを判断す

べきである。 

ｂ 「partnership」の本質が集合体理論により説明されるとはいえない

こと 

 (a) １９９４年改訂統一ＧＰＳ法２０１条(a)は，ＧＰＳ（ジェネラ

ル・パートナーシップ）について事業体理論が支配的となっている

ことを背景として（乙８２参照），パートナーシップがそのパート

ナーとは別個の「entity」であることを明記しており，過去の歴史

的な経緯においてはともかく，少なくとも１９９４年改訂統一ＧＰ

Ｓ法の影響を受けていることが認められる現代のＧＰＳにおいては，

一般的に，その本質が集合体理論により説明されるとは解されない。 

また，原告らが指摘する文献のうち，① 甲６２及び６３の引用

部分は，１９９４年改訂統一ＧＰＳ法作成前の１９１４年統一ＧＰ

Ｓ法に係る部分であり，② 甲６４の引用部分は，多くの税法やビ
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ジネスに関する規定において「unincorporated business organiza

tion」が構成員の集合体であるとの考え方を採っているというにす

ぎず（甲６４），かえって上記引用部分以外では，現在の非コーポ

レーション事業組織（unincorporated business organization）の

本質が集合体理論により説明されるのではなく，その基本的特徴は，

構成員とは別個の独立した「entity」であると説明されることを指

摘していること（乙８３）から，いずれも原告らの主張の根拠とな

るものではない。 

 (b) むしろ，ＬＰＳについては，１９１６年統一ＬＰＳ法において，

既に，リミテッド・パートナーにコーポレーションにおける株主に

地位に類似する有限責任の地位が，ＬＰＳに財産の所有権，パート

ナーの変更に影響されない継続性及び訴訟手続等の点でパートナー

とは別個の存在としての性格が与えられ，さらに，１９７６年改訂

統一ＬＰＳ法では，有限責任を始めとする上記の性格がより大きく

され，２００１年改訂統一ＬＰＳ法に至り，ＬＰＳがパートナーと

は別個の存在であり，その存在に永続性が認められる旨の明文規定

（１０４条(a)及び(c)）が置かれた（乙８７）。 

そして，ＬＰＳは，上記のような存在であるため，ＧＰＳとは異

なり，当事者間の合意のみにより成立するものではなく，制定法に

基づきその要求事項を満たした場合にのみ設立が認められるのであ

り（乙８６参照），州ＬＰＳ法においても，存在の永続性について

の規定（８０１条）やリミテッド・パートナーの有限責任の規定（３

０３条(a)）が設けられたほか，特に，ＬＰＳが州ＬＰＳ法の要件を

満たした場合に「separate legal entity」（独立した法主体）とな

ると明確に規定されている（２０１条(b)）といえる。 

ｃ アレン教授意見書（甲９０）指摘の「separate legal entity」の意
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義について 

アレン教授意見書が指摘するＧＰＳの「survivability（存続性）」

に関しては，１９９４年改訂統一ＧＰＳ法解説書（乙８２）において

も，１９９４年改訂統一ＧＰＳ法２０１条(a)にパートナーシップのエ

ンティティ性について明文の規定が置かれたことの意義として例示さ

れている一方，例えば，ＧＰＳが訴訟当事者能力を有する旨の１９９

４年改訂統一ＧＰＳ法３０７条(a)の規定は，ＧＰＳのエンティティ性

に係る１９９４年改訂統一ＧＰＳ法２０１条(a)の規定を具体化した

ものであると説明されているから，同条の規定は，多くの条項がエン

ティティ・モデルに基づいている事実を反映して加えられたものであ

り，ＧＰＳの組成に関する法律においてエンティティ理論が優勢とな

っている事実を明示するものにほかならないから，アレン教授意見書

指摘の上記の点は，「separate legal entity」の規定が法人格を付与

する規定ではないとの結論に結び付くものではない。 

むしろ，① アレン教授意見書が指摘するパートナーシップの「su

rvivability（存続可能性）」についてエンティティ理論を採用した沿

革の点や州ＬＰＳ法２０１条(b)に「separate legal entity」の規定

が置かれたのはパートナーシップに関する制定法の進化と「事業体（e

ntity）」という概念の使用によるものであるとする点は，被告の主張

に沿うものであり，② 結局アレン教授意見書は，州ＬＰＳ法上のＬ

ＰＳの本質が契約関係であると指摘するものにすぎず，パートナーシ

ップが集合体理論（甲６１参照）と事業体理論（乙１０１参照）のど

ちらの理論によって説明されるのかという問題と，パートナーシップ

の本質が契約関係か否かという問題は，そもそも別個の問題であるか

ら，州ＬＰＳ法に基づくＬＰＳの本質が集合体理論により説明される

ことの根拠にはならないというべきである。 
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 (ｲ) 被告基準①（構成員の個人財産とは区別された独自の財産を有するこ

と）について 

ａ 本件各ＬＰＳは，① 構成員である各パートナーとは別個の独立し

た法的主体（separate legal entity）であり（州ＬＰＳ法２０１条(b)），

② その事業，目的のために必要ないかなる権利をも保有しそれを行

使することができ，本件各不動産を購入するなど自らの名義で資産を

取得・保有することができる（州ＬＰＳ法１０６条(b)，本件各ＬＰＳ

契約１．３条，２．７条）。また，③ 本件各ＬＰＳ契約４．５条は，

各パートナーは，本件各ＬＰＳの資産に，その出資割合に相当する分

配されない持分を有すると規定するものの，ここでいう持分とは，パ

ートナーシップの資産全体（Partnership's property）に対する持分

を意味し，パートナーシップの有する個別（特定）の資産（州ＬＰＳ

法７０１条が規定する「specific limited partnership property」。

例えば，本件各建物）に対する直接の持分を意味するものではなく，

また，各パートナーは，本件各ＬＰＳの資産に関する分割の訴訟を行

うために有する権利を放棄する旨規定されていることから，各パート

ナーは，本件各ＬＰＳの資産に対して何らの持分も実質的には有して

いないものといえる（州ＬＰＳ法７０１条，本件各ＬＰＳ契約４．５

条，１０．１５条）。さらに，④ 本件各ＬＰＳが所有する資産は，

本件各ＬＰＳの名義で登録することができるところ，本件各建物の譲

渡については，いずれも本件各ＬＰＳの名義で米国の登録所に登録さ

れている（本件各ＬＰＳ契約２．７条）。 

以上のことからすれば，本件各ＬＰＳは，独立した法的主体として，

構成員である各パートナーの個人財産とは明確に区別された独自の財

産を有しているといえる。 

ｂ 州ＬＰＳ法２０１条(b)及び７０１条と本件各ＬＰＳ契約４．５条の
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関係について 

なお，本件各ＬＰＳ契約４．５条をもって，（州ＬＰＳ法２０１条(b)

及び７０１条が修正され，）本件各ＬＰＳが独自の財産を有しないと

いえないことは，次のとおりである。 

すなわち，モリス回答書（乙７９）によれば，州ＬＰＳ法（２０１

条(b)及び７０１条）は，① 州ＧＰＳ法２０１条(a)及び２０３条と

異なり，パートナーシップ証明書及びパートナーシップ契約に別途定

めることにより当該条項の適用を回避できるとは特に規定しておらず，

② パートナーシップ財産の所有権に関して集合体理論の適用を選択

するパートナーの意向を第三者が知り得るための公示等の対処を行っ

ていない上，③ 強制的ではない規定を意味する「may」又はこれに類

似する単語が使用されず，むしろ州ＬＰＳ法２０１条(b)においては，

一般に法的拘束力の程度が高く強制的な規定に用いられる「shall」と

いう単語が使用されていることからすると，パートナーシップ契約に

よる修正を認めない強制的な規定であると解されること等を根拠とし

て，単に「不可分の持分（the undivided interest）条項」をＬＰＳ

契約の中に入れるだけで，州ＬＰＳ法の規定を変更し，各パートナー

が特定のパートナーシップ財産に持分を持つとすることはできないと

されている。むしろ，モリス回答書の記載内容を素直に理解すれば，

本件各ＬＰＳ契約４．５条における「不可分の持分条項」は，州ＬＰ

Ｓ法２０１条(b)及び７０１条を排除・変更するものではなく，極めて

限定された状況においてこれらの各規定と抵触しない範囲でその適用

が認められる内容のものと解するのが相当である。 

したがって，本件各ＬＰＳ契約４．５条の存在をもって本件各ＬＰ

Ｓが独自の財産を有しないとはいえない。 

 (ｳ) 被告基準②（独立した権利義務の帰属主体として存在していること）
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について 

ａ 本件各ＬＰＳは，① 構成員である各パートナーとは別個の独立し

た法的主体（separate legal entity）として，本件各不動産賃貸事業

の遂行のために必要な契約の締結や権利行使等あらゆる行為を行うこ

とができ（州ＬＰＳ法１０６条(a)，(b)，２０１条(b)，本件各ＬＰＳ

契約１．３条），② 自ら独立して負債，債務及び責任を負担するが，

その個別の債務等について，本件各受託銀行のようなリミテッド・パ

ートナーが債務の弁済等の個人的な義務及び責任を負うことはない

（州ＬＰＳ法３０３条(a)，本件各ＬＰＳ契約１．５条）。他方，③ 

本件各ＧＰは，本件各ＬＰＳを代理して，本件各ＬＰＳの名義におい

て本件各不動産賃貸事業の遂行に必要なあらゆる行為を行うことがで

き，本件各ＬＰＳは，買主として本件各売買契約を締結して本件各建

物の所有権を取得し，本件各土地賃貸借契約を締結して本件各土地を

賃借し，本件各不動産賃貸事業のために多額の資金を借り入れ，本件

各管理契約を締結して本件各不動産の管理を委託するなど，自ら契約

当事者として契約を締結し，権利を取得するとともに義務を負ってい

る（本件各ＬＰＳ契約２．１条）。 

以上のことからすれば，本件各ＬＰＳは，独立した権利義務の帰属

主体として存在し，活動を行っているといえる。 

ｂ 本件各ＬＰＳに生じた損益の帰属先について 

なお，州ＬＰＳ法５０３条並びに本件各ＬＰＳ契約４．７条及び４．

８条によっても，本件各ＬＰＳに生じたグロスの損益（収益の総額と

損失の総額）がその構成員である本件各受託銀行を介して原告らに直

接帰属しないことは，次のとおりである。 

① 州ＬＰＳ法５０３条は，各パートナーへの損益の直接の帰属を

定めるものではなく，② 本件各ＬＰＳ契約の４．７条（又は４．８
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条）は，本件各ＬＰＳ契約４．１条所定の会計年度（Fiscal Year），

利益（Profits）（又は損失（Losses））の定義に鑑みると，本件各Ｌ

ＰＳの連邦所得税の課税年度の課税対象利益（又は損失）に相当する

額は，パートナーのそれぞれの出資割合に応じてパートナーに割り当

てられるというもの（乙１４）と解すべきであるから，本件各ＬＰＳ

のパートナーがそれぞれの出資割合に応じて割り当てられるのは，本

件各ＬＰＳの連邦所得税の課税年度の課税対象利益（又は損失）に相

当する額，すなわち収入及び支出について差引計算した後の純額であ

り，原告ら主張のようにグロスの損益（収益の総額と損失の総額）が

直接に各パートナーに帰属するものではない。 

また，本件各ＬＰＳが権利義務の帰属主体となり得る事業体として

自ら本件各不動産賃貸事業を営んでいる以上，当該事業から生じた

個々の権利義務，すなわち不動産賃貸収入や当該事業に係る費用が本

件各ＬＰＳ自身に帰属することになることは明らかであり，仮に，本

件各ＬＰＳの構成員であるパートナーに何らかの損益が帰属するとし

ても，その損益とは，本件各不動産賃貸事業から生ずる個々の不動産

賃貸収入や当該事業に係る費用そのものではなく，本件各ＬＰＳにお

いてそれらを集計した後に割り当てられたものにすぎない。 

 (ｴ) 被告基準③（自己の名において訴訟当事者となることができること）

について 

本件各ＬＰＳは，その名義において，訴訟を提起し，訴訟を提起され

るなどの自ら法的手続を行う権限・能力を有している（州ＬＰＳ法１０

５条(a)，本件各ＬＰＳ契約１．３条）から，自己の名において訴訟当事

者となることができるといえる。 

 (ｵ) 小括 

したがって，本件各ＬＰＳは，被告基準①～③を満たしていることか
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ら，我が国の租税法上の「法人」に該当する。 

ウ ＮＹＬＬＣ判決及び米国ニューヨーク州ＬＬＣ法上のＬＬＣとの関係 

 (ｱ) なお，米国ニューヨーク州ＬＬＣ法に基づき設立された事業体である

ＬＬＣ（リミテッド・ライアビリティ・カンパニー）が我が国の租税法

上の「法人」に該当するか否かなどが争われた事案において，ＮＹＬＬ

Ｃ判決（乙５２，６１）は，被告基準①～③と同様の要素を判断基準と

して，当該ＬＬＣが米国ニューヨーク州ＬＬＣ法上法人格を有する団体

であり，我が国の私法上（租税法上）の「法人」に該当すると解するの

が相当である旨判示していることからも，被告の上記ア・イの主張が正

当であることが裏付けられている。 

 (ｲ) そして，ＮＹＬＬＣ判決がニューヨーク州ＬＬＣ法に準拠して設立さ

れたＬＬＣが我が国の私法上（租税法上）の法人に該当すると解した根

拠として，<Ａ> ＬＬＣ自身の名義で訴訟手続を行うことができる旨規

定したニューヨーク州ＬＬＣ法２０２条(a)，<Ｂ> 法律及び基本定款の

定めに従うことを条件として，ＬＬＣに広範な権限を認めた同法２０２

条(b)～(ｅ)，<Ｃ> 同法に準拠して設立された事業体は独立した法的主

体（separate legal entity）になる旨規定した同法２０３条(ｄ)及び<

Ｄ> 当該ＬＬＣにおける構成員持分は動産であり，構成員は当該ＬＬＣ

の個別財産には一切権利を持たない旨規定した同法６０１条を根拠とし

て掲げていることからも，これらと同趣旨の規定（<Ａ>１０５条(a)，<

Ｂ>１０６条(a)，(b)，<Ｃ>２０１条(b)及び<Ｄ>７０１条）を有する州

ＬＰＳ法に準拠して設立された本件各ＬＰＳは，我が国の租税法上の法

人に該当するというべきである。 

 (ｳ) さらに，ニューヨーク州ＬＬＣ法には，次のとおり，州ＬＰＳ法と類

似の規定があることからも，州ＬＰＳ法を準拠法とする本件各ＬＰＳが

我が国の租税法上の法人に該当することが裏付けられる。 
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ａ 州ＬＰＳ法は，ＬＰＳの組成のためにはＬＰＳ証明書（リミテッド・

パートナーシップ証明書）を州務長官登録局に登録する必要があり（２

０１条(a)及び(b)），ＬＰＳ証明書の上記登録が公示の機能を有する

（２０８条）旨を規定しているところ，ニューヨーク州ＬＬＣ法も，

ＬＬＣの設立に当たっては，オペレーティング契約の締結だけではな

く，適切に署名された基本定款（articles）の作成及び州務省への提

出が必要とされ，その内容を新聞に公告することを求めており（２０

３条(a)，(ｄ)，２０６条及び２０９条），公示という制度面で，州Ｌ

ＰＳ法は，ニューヨーク州ＬＬＣ法と類似する。 

ｂ 州ＬＰＳ法は，ＬＰＳの解散時期及び解散事由を基本的にパートナ

ーシップ契約すなわちパートナーの合意に委ねているところ（８０１

条），ニューヨーク州ＬＬＣ法は，ＬＬＣの解散時期及び解散事由を

基本的に基本定款又はオペレーティング契約に委ねる旨規定している

（７０１条）。 

ｃ 州ＬＰＳ法は，パートナーシップの損益の割当て及び現金その他の

資産の分配に関しては，パートナーシップ契約の規定に従って割当て

が行われるが，パートナーシップ契約に規定がない場合には，出資の

合意価額に基づいて分配される旨を規定しているところ（５０３条及

び５０４条），ニューヨーク州ＬＬＣ法も同様の規定を置いている（５

０３条及び５０４条）。 

ｄ 州ＬＰＳ法は，パートナーシップ持分について，パートナーシップ

契約に別段の定めがある場合を除き，その全部又は一部を譲渡するこ

とができると規定しているところ（７０２条(a)(1)），ニューヨーク

州ＬＬＣ法も同様の規定を置いている（６０３条(a)(1)）。 

ｅ 州ＬＰＳ法は，ＬＰＳの個別の債務について構成員であるリミテッ

ド・パートナーは個人として弁済する義務を負わない旨を規定してい
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るところ（３０３条(a)），ニューヨーク州ＬＬＣ法も，ＬＬＣの構成

員が当該ＬＬＣの債務について個人的に責任を負わない旨を規定して

いる（６０９条(a)）。 

エ その余の原告らの主張について 

 (ｱ) 被告主張に係る被告基準①～③に根拠がないなどとする点（後記（原

告らの主張の要旨）ア(ｱ)ａ及び(ｲ)）について 

我が国においては，民法３３条１項が法人法定主義を採り，各事業体

を法人とする旨の法律の規定を置くことによって法人格を付与して権利

能力を認める制度を選択しているが，我が国と法制度や法人制度の異な

る外国においては，我が国の法人法定主義とは異なる手段・方法で権利

能力を認めることもあり得るし，法令用語の概念も異なり得ることを前

提とすれば，当該外国の事業体に外国の法人制度に基づいて与えられる

法人格（権利能力）の内容が我が国の法人に与えられているそれと異な

る可能性があるから，外国の事業体が我が国の私法上の法人に該当する

か否かを判断するに当たっては，我が国の法人制度において法人に与え

られる法人格（権利能力）と同等の内容か否かを確認する必要があると

いうべきである。 

また，民法３３条１項は，法人法定主義を宣言するにとどまり，外国

において当該外国の法令に基づいて成立した事業体が我が国の私法上又

は租税法上の法人として取り扱われるか否かの問題を規律する規定では

ないから，我が国の租税法上の法人は，我が国の国内法（私法）一般に

いう「法人」，すなわち自然人以外のもので，権利義務の主体となるこ

とができるもののことであり，民法その他の我が国の国内法に基づく手

続を経た「法人」，すなわち同項の「法人」のことではない。 

そして，私法の一般法である我が国の民法の解釈において，「法人」

とは「自然人以外のもので，権利義務の主体となることのできるもの」
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をいい，被告基準①～③を満たすものとされていることは，明らかであ

り，被告基準①～③が法人であれば最小限度備えている属性とされてい

ること（甲２９）等に照らすと，原告らの反論は当たらない。 

 (ｲ) 本件各ＬＰＳの租税法上の法人該当性を原告主張の判断基準により形

式的一義的に判断することができるとの点（後記（原告らの主張の要旨）

ア(ｱ)ｂ）について 

原告らが我が国の法人と同等のものと理解されるという「corporatio

n」（コーポレーション）に加えて，「body corporate」と「juristic 

person」の二つを特に列挙する根拠が不明である（特に，日米租税条約

３条１項ｆの「法人格を有する団体」について英語の正本で「body cor

porate」と訳されているとしても，同項ｆは，日米租税条約上の法人を

「法人格を有する団体」だけではなく「租税に関し法人格を有する団体

として取り扱われる団体」をも含めて規定していることからすると，外

国の事業体が「body corporate」でないことから，直ちに我が国の租税

法上の「法人」に該当しないとはいえない。）。 

また，上記以外にどのような用語が「これらと同等の概念」に該当す

るかは，米国における法人制度において法人格を付与する規定の仕方に

（使用される用語も含め）様々な方法があり得ることを前提とすれば，

対象となる事業体の性質を規定する用語の実質的な内容・概念を確認し

た上で判断するほかないから，これを「専ら形式的な基準」により判断

することはできない。 

そして，学説上，米国の法人税においてはコーポレーション（corpor

ation）の範囲が不明確であるし，過去においては，課税上，法人との区

別を行うためにキントナー規則と呼ばれる６つの基準に基づき個々の事

業体ごとに判断するという取扱いが行われていたが，その認定が極めて

煩雑かつ複雑であったため，現在は企業の申告における選択にゆだねる
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チェック・ザ・ボックス制度が採用されるに至っていると指摘されてい

ること（甲３１）によれば，米国内においてさえ，租税法上，コーポレ

ーション（corporation）の概念に該当するか否かを「専ら形式的な基準」

により判断することは困難であることが分かる。 

したがって，外国の事業体が我が国の法人に該当するか否かを判断す

るに当たっては，外国と我が国との間で法人制度や法令用語の概念等が

異なることを前提とせざるを得ないのであり，その前提に立てば，外国

におけるある特定の概念に該当するか否かという形式的な基準による判

断で合理的な結論を導き出すことはおよそ不可能である。 

なお，被告主張の判断基準によっても，まず当該事業体がその設立準

拠法等により我が国の私法上の法人と同等の権利能力を与えられている

か否かによって法人該当性を判断し，これに該当しないことを前提とし

て，次に外国の人格のない社団等の該当性を判断することになるから，

外国の法人と人格のない社団等とは，内国の事業体と同様に，明確に区

分けすることができる。 

 (ｳ) 被告基準①～③が私法上の損益の帰属すべき主体とされているか否か

を一切考慮していないとの点（後記（原告らの主張の要旨）ア(ｱ)ｃ）に

ついて 

本件各ＬＰＳは，その設立準拠法において権利義務の帰属主体となり

得る事業体として自ら本件各不動産賃貸事業を営んでいる以上，当該事

業から生じた個々の権利義務，すなわち不動産賃貸収入や当該事業に係

る費用が本件各ＬＰＳ自身に帰属することになるのは明らかであるから

（仮に本件各ＬＰＳの構成員であるパートナーに何らかの損益が帰属す

るとしても，その損益とは，本件各不動産賃貸事業から生じる個々の不

動産賃貸収入や当該事業に係る費用そのものではなく，本件各ＬＰＳに

おいてそれらを集計した後に割り当てられたものにすぎない。），原告
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らの主張はその前提を欠くし，以上のような被告の主張は，「法人は，

法律により，損益の帰属すべき主体として設立が認められるものであり，

その事業として行われた活動に係る損益は，特殊な事情がない限り，法

律上その法人に帰属するものと認めるべきもの」であるとの見解と基本

的に一致しているといえる。 

 (ｴ) 被告主張に係る結論となる解釈が社会通念等に反するとの点（後記（原

告らの主張の要旨）ア(ｳ)）について 

ａ 米国のＬＰＳが我が国の租税法上の「法人」に含まれない旨の社会

通念が形成されていたとの点 

① 平成１２年４月小委員会討議用資料は，政府税制調査会法人課

税小委員会の討議用資料として，日米それぞれにおける様々な事業体

に関する法制度の違いなどを一般的に説明するため，問題点等をでき

るだけ簡素化・単純化して表現したものにすぎず，その記載から，米

国のＬＰＳはすべからくその準拠法上法人格を付与されていないこと

を公に表明したものとはいえない（なお，「パートナーシップと

は，・・・非法人の事業組織体（unincorporated organization）であ

る」との記載も，単に英語の原文に日本語訳を併記したものにすぎな

い。）。② 平成１２年７月政府税調中期答申は，米国のＬＰＳが我

が国の租税法上の法人に含まれないことを明言するものではないし，

外国の多様な事業体について法人課税上どのように取り扱うべきかと

いう問題点の検討の必要性を指摘したものというべきであって立法論

上の提言とまではいえない。そうすると，平成１２年４月小委員会討

議用資料や平成１２年７月政府税調中期答申の記載を根拠として，米

国のＬＰＳ（リミテッド・パートナーシップ）に準拠法上法人格が付

与されておらず，これが我が国の租税法上の法人に含まれないことを

公に表明したということはできない。 
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また，国会における審議や立法資料からも明らかなとおり，本件措

置法特例（措置法４１条の４の２の規定による損益通算等の特例）は，

あくまでも，任意組合（民法上の組合）を利用して航空機リース事業

を行うような租税回避行為に対応することを目的とするものであって，

多様な外国の事業体の課税の在り方を解決するために立法されたもの

ではなく，原告らが主張するような問題意識を前提として立法された

ものではない（本件措置法特例に関する解説書（甲１６）においても，

米国のＬＰＳ（リミテッド・パートナーシップ）であっても，個々の

実態等により法人と取り扱われることを明らかにされている）。 

したがって，本件各ＬＰＳが個別具体的に我が国の法人に該当しな

い旨の社会通念が形成されているとはいえず，被告の上記主張が社会

通念に反するということはできない。 

ｂ その他の点について 

その他上記ａ以外の事情から被告主張に係る結論となる解釈が社会

通念等に反するという点についても，① 州ＬＰＳ法２０１条(a)及び

(b)によれば，デラウェア州においてＬＰＳを設立するためには，ＬＰ

Ｓ契約の締結に加えて，州ＬＰＳ法に基づき州務長官登録局にＬＰＳ

証明書を提出して登録することが要件とされていることは明らかであ

り（州ＬＰＳ法解説書，乙８６参照），ＬＰＳ証明書の登録をもって

ＬＰＳの設立が認められるものと解されることのほか，② 前記イで

述べた本件各ＬＰＳの準拠法，ＬＰＳ契約の内容，実際の活動内容，

財産や権利義務の帰属状況等に鑑みれば，原告らの主張はいずれも失

当である。 

 (ｵ) 被告の主張が本件措置法特例を遡及適用したものにほかならないとす

る点について（後記（原告らの主張の要旨）ア(ｴ)） 

① 本件各ＬＰＳによる本件各不動産賃貸事業を中心とするスキーム
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は，本件各建物の賃貸により利益を得ることを目的とするものではなく，

本件各建物の売却代金が購入価額よりはるかに高額とならない限り，減

価償却費等の必要経費算入による租税負担の軽減のみを目的とするもの

であること，② 本件措置法特例が，あくまで任意組合を利用して航空

機リース事業を行うような租税回避行為に対応することを目的とするも

のであり（甲１６，乙９２～９６参照），少なくとも多様な外国の事業

体の課税の在り方を解決するために立法されたものであること等に照ら

し，原告らの上記主張は，その前提において失当である。 

 (ｶ) 原告ら主張の本件各ＬＰＳの租税法上の法人該当性の判断基準（後記

（原告らの主張の要旨）エ）について 

本件においては，本件各ＬＰＳ自体の法人税の課税関係が問題となる

わけでない上，所得税法２４条が内国法人であるか外国法人であるかを

区別せずに我が国の租税法上損益の帰属主体としての「法人」から受け

るものであることを前提にしていること等に照らして，外国の事業体を

通じて得られた所得の帰属の判断枠組みとして「外国法人」（法人税法

２条４号）該当性を基準とする必要はないし，民法３６条１項は，外国

の事業体が我が国において法人として活動することを認める際の要件に

ついての規定であり，本件各ＬＰＳのように我が国において活動してい

ない外国の事業体には適用される余地がないこと等に照らすと，民法３

６条１項を根拠に我が国の外国法人の意義又は判断基準を導くことはで

きない。 

また，前記(ｳ)で述べたことのほか，① 原告ら主張のコーポレーショ

ン等が民法３６条１項の「外国法人」であって商事会社に該当するか否

かという判断基準の関係は判然とせず，整合性に疑問があること，② 外

国の根拠法で法人格が与えられていることと社団・商事会社であること

とは別の問題であること，③ 民法３３条及び３６条から，我が国の法
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人が社団的な合同行為によって設立される必要があることを読み取れな

いこと等に照らし，原告ら主張の判断基準によることはできない。 

（原告らの主張の要旨） 

ア 被告主張の本件各ＬＰＳの租税法上の法人該当性の判断基準（被告基準

①～③）について 

 (ｱ) 理論的な根拠を欠くこと等 

外国の法令によって設立された事業体が我が国の租税法上の「法人」

に該当するか否かの判断基準について，被告主張に係る被告基準①～③

は，次の諸点に鑑みると，我が国の租税法の解釈として失当である。 

ａ 被告がその根拠として示した文献等は，いずれも法人とされたこと

から生ずる効果について論じたものであり，法人該当性の判断基準を

論じたものではない。 

また，ある事業体が「法人」であること（つまり法人格を付与され

ていること）と，ある事業体が「法人」とされたことから生ずる「効

果」のうちの特定のものと同じ効果を法律により認められていること

とは同義ではない。このことは，例えば，「訴え，又は訴えられるこ

と」に明示的に言及する規定がどこにもないにもかかわらず，農業協

同組合や農業協同組合連合会，すなわち「法人」とされた事業体が訴

え，又は訴えられることができるのは，その事業体が「法人」とされ，

新たに権利義務の帰属主体とされたことから当然に生ずる「効果」で

ある。これに対して，「法人」ではない事業体が，民事訴訟法２９条

により，訴え，又は訴えられる資格が認められ，いわば法人「化」さ

れたからといって，当該事業体が我が国の私法上の「法人」とされた

わけではないことからも明らかである。 

したがって，被告主張に係る被告基準①～③を満たせば法人と認め

られることの説得的な根拠が他に示されていないことからも，被告主



 - 349 - 

張に係る被告基準に何らの根拠もなく合理性がないことは明らかであ

る。 

ｂ 我が国の租税法上，外国の事業体が，<ａ>外国法人，<ｂ>外国の人

格のない社団等及び<ｃ>外国の組合（複数の個人である構成員の集合

体）のとおりに区分けされることは，内国の事業体が<Ａ>内国の法人，

<Ｂ>内国の人格のない社団等及び<Ｃ>内国の組合（複数の個人である

構成員の集合体）と区分けされることと同様であるから，その区分け

のあり方も，外国の事業体の場合と内国の事業体の場合とで原則とし

て同様であるべきである。 

そして，内国の事業体が<Ａ>の内国の法人に該当するか否かについ

ては法人法定主義（民法３３条）により形式的一義的に決定され，事

業体の性質に関する実質的な内容は判断されない一方，<Ｂ>の内国の

「人格のない社団等」は「<Ａ>に該当せずかつ権利能力なき社団の４

要件に当てはまるもの」，<Ｃ>の内国の組合は「<Ａ>に該当せず権利

能力なき社団の４要件も充足しないもの」として，事業体の実質に着

目した判断がされる。ある事業体が<Ａ>，<Ｂ>及び<Ｃ>の要件を同時

に満たすことは論理的には生じず，また，<Ａ>と<Ｂ>又は<Ｃ>は形式

的一義的に区分される。 

そうだとすれば，外国の事業体についても，内国法人の場合の法人

法定主義と同様に，専ら形式的な基準により<ａ>外国法人該当性を判

断すべきであり，その形式的な基準による判断から漏れた外国の事業

体のうち権利能力なき社団の４要件という実質的な基準の充足という

実質的判断をクリアできた事業体のみを<ｂ>外国の「人格のない社団

等」に該当するものとして外国法人とみなして扱うことを予定してい

ると解すべきである。 

これに対し，被告主張のように，外国の事業体についてだけ，その
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準拠法上の法人格の有無という形式的な基準（つまり内国の事業体と

同様の基準）ではなく，被告基準①～③の基準を用いて個別具体的な

実質判断を行うとすると，内国の事業体の場合の判断と著しく相違す

るのみならず，実質的にも，本来<ｂ>外国の人格のない社団等や<ｃ>

の外国の組合に該当すべき外国の事業体までも不可避的に<ａ>外国法

人に区分けしてしまう誤りを内包し，現に，<ｂ>外国の人格のない社

団等は，権利能力なき社団の４要件を満たすと同時に被告基準①～③

も満たすことになり，すべて「法人」となってしまうので，租税法の

明文で外国の事業体が<ａ>外国法人及び<ｂ>外国の「人格のない社団

等」に区分けされていること等にも反するから（この点で，被告の上

記主張は，これによると，内国の事業体についても，我が国の制定法

上「法人」とされているもの以外の事業体が租税法上は「法人」たり

得ることを認める結論になるから，我が国の私法が採用する内国法人

についての法人法定主義と完全に矛盾し，我が国の租税法上の「法人」

を我が国の私法上の「法人」と同義とする見解（借用概念論のうちの

統一説）と相いれないものであり，論理が破たんしているといわざる

を得ない。），失当である。 

ｃ 法人とは，法律により損益の帰属すべき主体として設立が認められ

るものであるが，被告主張に係る被告基準①～③は，私法上損益の帰

属すべき主体とされているか否かを一切考慮することなく，法人該当

性の判断がされるべきとしている点でも，不当である。 

 (ｲ) 被告基準①～③が法人と組合とを区別する基準として機能しないこと 

被告主張に係る被告基準①～③は，次のとおり，我が国の租税法上の

組合とされる事業体にも当てはまるものであって，法人と組合とを区別

する基準として機能しない。 

ａ 被告基準①については，構成員の個人財産から区別され，個人に対
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する債権者の責任財産ではなくなって，法人自体の債権者に対する排

他的責任財産を作る法技術は，我が国では，例えば任意組合等の法人

以外についても認められているから，我が国の私法上の「法人」の判

断基準とするのは不合理であり，外国の事業体についての「法人」の

判断基準とする合理性もない。 

ｂ 被告基準②については，自己の名前で取引をしていたとしても私法

上「法人」とはされていない外国の事業体が存在することは，平成１

２年７月政府税調中期答申（甲２５）においても認識されており，自

己の名前で取引することは必ずしも法人格を付与されていることを意

味しないから，これをもって私法上の「法人」の判断基準とするのは

誤りである。 

ｃ 被告基準③についても，我が国では，民事訴訟法２９条の解釈論と

して，代表者の定めがあれば組合の場合にも訴訟当事者となることが

認められるのであるから，この判断基準は私法上の「法人」に特有な

ものではないことは明らかであり，外国の事業体についての「法人」

の判断基準とする合理性もない。 

ｄ 外国の法令によって設立された事業体が我が国の租税法上の「法人」

に該当するか否かについて，当該事業体の設立準拠法や設立契約の内

容，実際の活動実態，財産や権利義務の帰属状況等を考慮して，個別

具体的に判断すべきとの点も，当該事業体が設立準拠法上有する権利

能力の内容が，設立契約の内容，実際の活動実態，財産や権利義務の

帰属状況等といった一義的に確定できない要素により，事後的に左右

されることを許容する解釈は，我が国の「法人」の理解とは余りにも

かけ離れており，我が国の私法及び租税法の解釈として失当である。 

 (ｳ) 被告主張に係る結論となる解釈が社会通念等に反すること 

次の点に照らし，納税者にとっての予測可能性・法的安定性を確保す
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るため，「法人」の意義の解釈適用は社会通念又は「その語の通常持つ

意味」に沿って行われるべきであるという観点からも，本件各ＬＰＳが

我が国の租税法上の「法人」に該当するとの解釈は認められるべきでは

ない。 

ａ 米国のＬＰＳが我が国の租税法上の法人に含まれないとの見解は，

平成１２年７月政府税調中期答申及び平成１２年４月小委員会討議用

資料中において政府税制調査会及び大蔵省（現財務省）主税局として

のものが公に表明されており，税務当局関係者の論稿（甲２７，７５）

等に照らしても，本件各ＬＰＳの組成当時の日本における租税実務で

は，デラウェア州のＬＰＳが我が国の租税法上の法人と同等の事業体

ではないとの理解が広く共有されていた（その点で，本件措置法特例

は，上記見解等に表れた問題意識，すなわち，ＬＰＳは我が国の租税

法上の法人には当たらず，ＬＰＳを通じた不動産投資により不動産所

得を得て損益通算することが可能であることを前提として，創設的に

立法されたといえる。）。 

また，我が国の商法学者も，州ＬＰＳ法上のＬＰＳに法人格はない

との見解を示しており（甲７，１４），原告らに係る国税不服審判所

の裁決も，本件各ＬＰＳが我が国の租税法上の法人に該当しないとの

判断を示していた。 

ｂ 州ＬＰＳ法に基づくＬＰＳ（リミテッド・パートナーシップ）は，

米国の税務上，チェック・ザ・ボックス規則の既定のルール（defaul

t rules）としてパートナーシップ（partnership）を選択したものと

みなされていること（その趣旨はそのような取扱いとすることが正に

納税者の期待に沿うというものである。）に鑑みると，州ＬＰＳ法上

のＬＰＳをコーポレーション（corporation）になぞらえて解釈するこ

とは不自然，不合理である。 
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ｃ 本件各ＬＰＳを含む州ＬＰＳ法上のＬＰＳは，損益の帰属主体とさ

れている我が国の「法人」とは異なり，その事業活動により生じた損

益が構成員である各パートナーに直接帰属することとされている（５

０３条）。 

そして，デラウェア州のコーポレーション（corporation）が，① 

正に法律によって創設的にその存在が創られたもので，② 設立証明

書を提出する行為が設立行為そのものであるのに対し，州ＬＰＳ法上

のＬＰＳは，① ＬＰＳ契約の締結によって組成されるもので，② Ｌ

ＰＳ証明書の提出は単にこれを通知する意味しかなく，実際にも，本

件各ＬＰＳは，本件各ＬＰＳ契約の前文において，前文と以後に規定

される相互の約定を約因として，パートナーらは，州ＬＰＳ法及びそ

の他の適用ある法律に従い以後に規定される条項に基づいてパートナ

ーシップを組成することに合意し，ここにパートナーシップを組成す

る旨定めており，パートナーシップ契約によりＬＰＳが組成されてい

ることを明言している。 

したがって，本件各ＬＰＳを含む州ＬＰＳ法上のＬＰＳは，コーポ

レーションとは著しく異なるものである。 

 (ｴ) 被告の主張が本件措置法特例を遡及適用したものにほかならないこと 

① 本件各不動産賃貸事業は，米国に所在する中古木造集合住宅であ

る本件各建物に投資し，維持・管理，補修・改装等を十分に行うことで

そのヴァリューアップを図り，物件売却による売却益（キャピタル・ゲ

イン）の獲得を目的とした通常の不動産投資であり，原告らは，不動産

の値下がりリスクを負いつつ，不動産の売却益（キャピタル・ゲイン）

の獲得を目的とし，不動産投資を行う投資家又は合理的経済人たる納税

者として，その投資判断に当たり，（不動産投資を行った場合に等しく

適用される我が国の租税法の規定を適用した結果にすぎない）租税上の
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効果を勘案しただけであるから，不動産投資として極めて合理的なもの

である。そして，② 本件措置法特例が新設される以前において，組合

型の事業体（本件各ＬＰＳ）を通じて不動産投資を行った場合にその事

業体の構成員（パートナー）がその損失を不動産所得の損失として損益

通算をすることは禁止されていなかった。 

それにもかかわらず，被告が前記のとおり本件各ＬＰＳが我が国の租

税法上の「法人」に当たる旨主張するのは，実質的には，本件各不動産

賃貸事業について，損益通算による租税負担の軽減という税効果が認め

られることをもって，純経済的にみて極めて不合理な租税回避行為に当

たるものとして，本件措置法特例を遡及適用したものにほかならないと

いうべきである。 

イ 被告主張に係る上記判断基準（被告基準①～③）へのあてはめについて 

仮に，被告主張に係る上記判断基準（被告基準①～③）に基づき「法人」

該当性を検討したとしても，次のとおり，本件各ＬＰＳは被告基準①～③

を満たすとはいえない。 

 (ｱ) 本件各ＬＰＳが「separate legal entity」であることについて 

ａ 「entity」及び「legal entity」の意義 

コーポレーション（corporation）及びパートナーシップ（partner

ship）の歴史的沿革にかんがみると，コーポレーションは，「entity」

の特性である有限責任性を獲得するために設立され，「entity」は，

その代表的手法であるコーポレーションによって特徴付けられた結果，

産業革命後の近代において，コモンローの世界ではコーポレーション

は，「entity」とほぼ同一視されるに至ったということができる。そ

して，コーポレーションは，その後の近代史上常に例外なく「entity」

として取り扱われ，事業体理論と密接に結び付いてきた。これに対し

て，構成員の合意のみで成立するパートナーシップは，その本質は集
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合体理論により説明され，事業体理論は単なる財産関係や権利義務関

係を説明するため，あるいは取引の相手方の保護等の便宜のために，

後発的かつ部分的に用いられるものにすぎず，そのような限定的な場

面に限って，その目的に必要な範囲において「entity」の特性を部分

的に有すると説明されるにすぎない。このように，コーポレーション

とパートナーシップのいずれも「entity」と説明されるといっても，

その歴史的経緯及び法的な意味付けは，全く異なる（以上につき，特

に甲５４，５７，５９，６１～６４参照）。 

そして，近時は，これまで述べた「entity」を表現する単語として

は，「entity」より「legal entity」が多用されるようになったが，

「legal entity」という概念は，事業体そのものの法的性質，その事

業体が事業体理論を本質とするものか，集合体理論を本質とするもの

かを問わず，一定の目的のために一つの事業体として取り扱われるこ

とを説明する概念であるにすぎず，我が国における「法人格」の概念

とは明らかに次元が異なり，「legal entity」に該当する場合であっ

ても，必ずしも「法人」に該当するとはいえない（我が国において，

ある事業体が，ある場面では法人格を有し，別の場面では法人格を持

たない，ということはおよそあり得ないのであり，法人格を有する事

業体は，常に例外なく構成員とは別個の事業体とされる。）。特に，

「legal entity」がこのような一つの事業体として取り扱われること

の説明上の概念であることから，米国では，コーポレーションやパー

トナーシップのほか，「unincorporated association（法人格なき団

体）」，「incorporated cooperative association（法人格ある協同

組合団体）」，「joint venture（ジョイント・ベンチャー）」及び「j

oint stock company（ジョイント・ストック・カンパニー）」，さら

には「statutory trust（制定法上の信託）」や「automobile club（自
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動車クラブ）」まで，様々な事業体が「legal entity」であると説明

されている（甲６６～７１参照）。 

ｂ 「separate legal entity」の意義 

アレン教授意見書（甲９０。なお，アレン教授は，デラウェア州に

おいてパートナーシップに関する法のみならず会社法その他の事業体

組織に関する様々な州法上の訴訟について専属管轄権を有する裁判所

であるデラウェア州衡平裁判所（Court of Chancery of the State o

f Delaware）の主席裁判官（Chancellor）を１２年間務め，現在はデ

ラウェア州とニューヨーク州の法曹資格を有し，コーポレーションの

法とガバナンスに関する著作を多数発表している。）によれば，「se

parate legal entity」という文言は，ＧＰＳ又はＬＰＳのいずれにお

いても，当事者であるジェネラル・パートナー（ＧＰ）の死亡又は脱

退後も同一性を持った事業体（entity）として存続し得るという効果，

すなわち「survivability」（サバイバビリティ。ジェネラル・パート

ナーの死亡・脱退後のパートナーシップの存続性）を明確化するにす

ぎず，州ＬＰＳ法２０１条(b)における「separate legal entity」と

は，ジェネラル・パートナー（ＧＰ）とは区別されたという意味であ

るが，この中の「セパレート（separate）」という語には，何ら法的

な重要性はないといえる。 

また，アレン教授意見書によれば，州ＬＰＳ法は，州ＧＰＳ法との

連結性を維持している点は重要であり，州ＬＰＳ法に基づいて組成さ

れたＬＰＳは，州ＧＰＳ法に基づいて組成されたＧＰＳがパートナー

シップであるのと同じ意味において，パートナーシップであるから，

この２種類のパートナーシップは，デラウェア州法の下では依然とし

て本質的にその性質上契約関係であって，コーポレーションと機能的

にも異なる（すなわち，州ＬＰＳ法上のＬＰＳは，「separate legal 
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entity」であるとともに，その本質が「契約関係」であることを認め，

その双方の法的性質が相互に条件付けられることなく併存するもので

ある。）とされている。このことは，デラウェア州法上のパートナー

シップがそのような意味で「separate legal entity」であると規定さ

れていること（「legal entity」又は「entity」と規定されていたと

しても同義である。）は，州ＬＰＳ法上のＬＰＳの本質が契約関係で

あることを排斥する関係にあるわけではないことを明確に表している。 

以上のようなアレン教授意見書により明らかにされた州ＬＰＳ法２

０１条(b)の制定の経緯及び「separate legal entity」の意義を勘案

すれば，州ＬＰＳ法上のＬＰＳが「separate legal entity」であるこ

とは，せいぜい我が国の民法において，組合員の死亡又は脱退が組合

の解散事由とはされていないこと，代表者の定めのある組合であれば，

民事訴訟法上訴訟当事者になることができること，また，組合財産を

組合員の固有財産とは区別されることなどと同じ取扱いを受けられる

という程度の意味を有するにすぎないと解するのが正しい。 

ｃ そうすると，本件各ＬＰＳは，州ＬＰＳ法上「separate legal ent

ity」とされているものの，以上のような「legal entity」という概念

の歴史的沿革，意義等に鑑みれば，「separate legal entity」を被告

主張のように「独立した法的主体」と解釈する（訳出する）ことは誤

りであって（その意味で「セパレート・リーガル・エンティティー」

と訳出するよりほかない。），「separate legal entity」とされるこ

とは，コーポレーション等とされることとは全く異質な概念であり，

本件各ＬＰＳに法人格が与えられることを意味するものではないから，

そのことをもって本件各ＬＰＳが「外国法人」に該当するか否かのメ

ルクマールになるなどということはあり得ない（本件各ＬＰＳが「se

parate legal entity」であることをもって我が国の租税法上の法人と
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して扱うとすれば，内国民待遇を定めた日米友好通商航海条約１１条

１項に違反するというべきである。）。 

 (ｲ) 被告基準①（構成員の個人財産とは区別された独自の財産を有するこ

と）について 

ａ 本件各ＬＰＳ自らの名義で本件各建物の登録がされている点につい

ても，取引の便宜を考慮して実際上１個の事業体として取り扱われて

いるにすぎず，我が国の「法人」と同じ意味において構成員の財産と

は区別された独自の財産を有することを意味しない。法人格はないも

のの組合契約により一定の団体性を有する我が国の投資事業有限責任

組合に関しても，利便性等の観点から，商業登記制度を利用した組合

契約の登記が認められているところであって，「法人」ではない事業

体に関して，取引の便宜等の観点から，法人に関して用いられている

制度が利用されたからといって，我が国の「法人」と同じ意味におい

て構成員の財産とは区別された独自の財産を有することにはならない。

また，我が国の投資事業有限責任組合が構成員の財産とは区別された

独自の財産を有することは被告も争っていない。 

ｂ 州ＬＰＳ法は，パートナーはＬＰＳ（リミテッド・パートナーシッ

プ）の特定の財産について持分を有しない旨を定めている（７０１条）

が，他方，契約自由の原則とパートナーシップ契約の執行可能性を最

大限に尊重する旨を定め（１１０１条），ＬＰＳ契約によりそのほと

んどの条項を修正することができるとされているところ，本件各ＬＰ

Ｓについては，「各パートナーは，パートナーシップの財産について

そのパートナーシップ割合に等しい不可分の持分を有するものとす

る」と定めた本件各ＬＰＳ契約４．５条（この条項は，集合体理論に

より導かれる帰結である。）により，州ＬＰＳ法７０１条の適用が排

除され，本件各ＬＰＳのパートナーがパートナーシップの財産につい
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て不可分の固有の権利を有する（すなわち，本件各ＬＰＳの財産がパ

ートナー間の内部関係において特定の共有持分のない共有状態（任意

組合（我が国の民法上の組合）における組合財産に係る法律関係と同

様の合有）となる。）ものと解されるから，州ＬＰＳ法７０１条をも

って，本件各ＬＰＳが構成員の財産とは区別された独自の財産を有す

るということはできない。 

なお，上記の点に関して，① ポッター意見書（甲７３。これは，

本件ＬＰＳ契約（Ｃ）に係る取引の実行（クロージング）に先立ち，

デラウェア州の法律事務所によって作成された法律意見書（クロージ

ング・オピニオン）である。）によれば，本件ＬＰＳ契約（Ｃ）４．

５条は，デラウェア州法上適法かつ有効で法的拘束力があり執行可能

であるとされており，② モリス回答書（乙７９）も，不可分権利条

項（the undivided interest）が州ＬＰＳ法７０１条及び２０１条(b)

に違反して無効であるなどとしておらず（モリス回答書は，本件各Ｌ

ＰＳ契約４．５条を含む本件各ＬＰＳ契約の条項自体を検討していな

いと明言しており，単に，「パートナーシップの財産に対する不可分

の権利（undivided interest in the partnership’s property）」と

いう文言が，その文言がなければデラウェア州のＬＰＳやその他の事

業体の財産であるはずの財産に対するパートナー固有の所有権を規定

することを意図するものであるというのは，モリス回答書作成者らの

一般的な理解とは異なるとするにすぎない。），逆に，デラウェア裁

判所としては，第三者との関係についてではなくパートナー間におい

ては，パートナーがパートナーシップの財産についてそれぞれ固有の

権利を有することに意味があるような状況であれば，そのような合意

はＬＰＳ法７０１条及び２０１条(b)を修正する効力があると判断で

きるとの解釈を示すこともあるだろうとしている。 
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 (ｳ) 被告基準②（独立した権利義務の帰属主体として存在していること）

について 

ａ 我が国において権利義務の主体となる事業体は，単に形式上自己の

名前で取引を行っているだけではなく，それに伴う損益もその事業体

自体に帰属するなど，実質的に権利義務の主体となることが前提とさ

れており，権利の行使又は義務の履行に係る損益がその事業体に帰属

するということを例外なく内包しているから，被告基準②にいう当該

事業体が独立した「権利義務の帰属主体」となり得るものに該当する

には，当該損益が当該事業体に実質的に帰属していることが必要であ

る。 

ｂ これを本件各ＬＰＳについてみると，州ＬＰＳ法５０３条並びに本

件各ＬＰＳ契約４．７条及び４．８条によれば，ある会計年度におい

て本件各ＬＰＳに生じた損益は，パートナーシップ出資割合に従って

その各パートナーに配分されることから，本件各ＬＰＳには当該損益

が帰属せず，任意組合（我が国の民法上の組合）と同様に，グロスの

当該損益（収益の総額と損失の総額）が各パートナーに（ＬＰＳにお

ける配当決議による配当を待たずに）直接帰属することは明らかであ

る（なお，本件各ＬＰＳ契約は，４．１２条(a)がパートナーシップの

収益，利益，損失及び控除の「すべての項目」の配分割合について定

めるものであるから，各項目が総額（グロス）ベースで本件各ＬＰＳ

のパートナーである本件各受託銀行を通じて不動産賃貸事業を営む原

告らに対して配分されるべきことを明確に示している。）。 

このことは，実際にも，<ａ> 本件各ＬＰＳが，各会計年度におけ

る情報申告書であるフォーム１０６５（連邦パートナーシップ情報申

告書。なお，これは，税務申告書ではなく，単に情報提供目的で税務

当局への提出が義務付けられているものである。）を作成し，その別
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表として，本件各ＬＰＳのパートナーである本件各受託銀行を通じて

不動産賃貸事業を営む原告らごとのパートナー持分に関する情報申告

書（スケジュールＫ１）を作成して，原告らに各会計年度のパートナ

ーシップの損益が直接帰属していることを示していること，<ｂ> 本

件各ＬＰＳのパートナーシップ持分に係る「組合外支出調整後損益計

算書」においては，当該者の損益が総額（グロス）ベースで報告され

ているほか，原告らに関して，各会計年度において，上記スケジュー

ルＫ１に基づいて作成されるフォーム１０４０ＮＲ（連邦非居住外国

人所得税確定申告書）においても，不動産賃貸損益(Rental Real Est

ate)が他の課税所得(taxable interest 等）とは別に計算され，本件

各ＬＰＳから純額（ネット）の損益のみが配分されるのではなく，個

別の所得の性質ごとに，本件各パートナーである本件各受託銀行を通

じて不動産賃貸事業を営む原告らのパートナーシップ持分に従って，

本件各ＬＰＳの所得(又は損失)が原告らに配分されていることが示さ

れていることから明らかである。 

したがって，本件各ＬＰＳは，被告基準②にいう独立した権利義務

の帰属主体とはいえない。 

なお，平成１２年７月政府税調中期答申（甲２５）も，外国の多様

な事業体の中にはその本国において私法上「法人」とはされないもの

の自己の名前で取引をしている事業体が存在することを指摘しており，

本件各ＬＰＳは，まさにそのような事業体といえる。 

 (ｴ) 被告基準③（自己の名において訴訟当事者となることができること）

について 

デラウェア州法上のＬＰＳが訴訟当事者となる資格を有することは，

法人であることにつき争いがないコーポレーション（corporation）と同

様の意味において認められたものではない。すなわち，コーポレーショ
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ンはコーポレーションであることのみをもってその名において訴え又は

訴えられる資格が認められるのに対して，パートナーシップの場合には，

我が国の組合と同様，訴え又は訴えられる資格につき，特に法律で定め

られて初めてその資格を付与されるのであり（連邦民事訴訟法第１７条

(b)(2)，同(3)(A)），本件各ＬＰＳが訴訟当事者となる資格を有すると

いうのは後者の意味である（甲６２，６５参照）。 

ウ ＮＹＬＬＣ判決及びニューヨーク州ＬＬＣ法上のＬＬＣとの関係につい

て 

被告指摘に係るＮＹＬＬＣ判決は，ニューヨーク州ＬＬＣ法に基づき設

立されたＬＬＣが我が国の租税法上の法人に該当するとしているが，その

要件が導かれる根拠が明らかではなく，ニューヨーク州ＬＬＣ法上のＬＬ

Ｃは，州ＬＰＳ法上のＬＰＳと比べ，<Ａ> 有限責任性が貫かれているこ

と，<Ｂ> 定款の作成が必要であること，<Ｃ> 多数決原理が導入されて

いること，<Ｄ> 組織の継続性が強く指向されていること，<Ｅ> 所有と

経営とを分離することが可能な組織体となっていること等の点でよりコー

ポレーション（corporation）に近い事業体といえることを考慮すると，Ｎ

ＹＬＬＣ判決をもって被告の主張を根拠付けるものとすることはできない

し，ニューヨーク州ＬＬＣ法上のＬＬＣと州ＬＰＳ法上のＬＰＳとを実質

的に同様の事業体として取扱って本件各ＬＰＳが我が国の租税法上の「法

人」に該当すると解することもできない。 

エ 原告ら主張に係る本件各ＬＰＳの租税法上の法人該当性の判断基準 

 (ｱ) 判断基準について 

ａ 外国の事業体が我が国の租税法上の外国法人として取り扱われるた

めには，「外国法人」（法人税法２条４号，所得税法５条４項）に該

当する必要があり，これに該当するというためには，民法３６条１項

に従い，同項の「外国法人」であって，商事会社に該当するものとし
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て，認許されるものでなければならないと解される。 

まず，外国の事業体が民法３６条１項の「外国法人」に該当するか

否かの判断基準としては，内国法人の法人法定主義と同様の専ら形式

的な基準による判断として，当該外国の事業体の根拠法においてその

事業体に法人格が与えられているか否か（その事業体が外国における

「法人」に該当するか否か），すなわち，当該外国の事業体の根拠法

において，その事業体がコーポレーション（corporation）又はこれに

準ずる「body corporate」「juristic person」その他のこれらと同等

の概念（以下「コーポレーション等」という。）に該当すると規定さ

れているか否かによると解すべきである。 

次に，外国の事業体が上記判断基準により民法３６条１項の「外国

法人」に該当する場合において，当該外国の事業体が構成員により構

成され営利を目的とする事業体であれば，「外国法人」（同項）に該

当する以上，商行為をすることを業とする目的をもって設立された社

団であるという要件も満たして商事会社に該当するため，同項に基づ

き我が国の租税法（私法）上の外国法人として認許されることになる。 

ｂ このような外国の事業体の根拠法においてその事業体に法人格が与

えられているかどうかという事業体の区分けの在り方は，裁判例上も

明示的に採用されている（甲３４）のみならず，平成１２年７月政府

税調中期答申（甲２５）及び平成１２年４月小委員会討議用資料（甲

２６）という租税法立案当局が作成した公的な文書及び課税執行当局

者の論稿においても一貫して前提とされている考え方でもあり，社会

通念上又は租税実務上も広く認知されかつ浸透しているとともに，実

務上もその判断の形式性，ひいては法的安定性ゆえに十分に機能し得

る基準である。 

また，コーポレーション等と我が国の租税法上の「法人」が同等の
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概念であることについては，① 日本の比較法研究者の研究等におい

て，デラウェア州法上その事業体がコーポレーションに該当する場合

は，社会通念上，形式的一義的に日本法を設立準拠法とする「法人」

と同等の事業体として「法人」に該当するといえるとされていること，

② 日本法と同じ大陸法系に属するドイツ法上の「法人」（juristic 

person）という概念が，まさに米国法の下ではコーポレーションに相

当すると考えられていること（甲５３～５５参照），③ 日米租税条

約においても，我が国における「権利義務の主体となる」事業体であ

る「法人格を有する団体」について，コーポレーションと同義である

「body corporate」という用語が用いられているのに対して，「法人

以外の団体」については，英文では，「an estate, trust, and part

nership」を含むものとされており，パートナーシップは法人以外の団

体とされていること，④ 米国法上のコーポレーションと日本法を設

立準拠法とする「法人」は，成立要件，永続的存在，所有者及び運営

者の変更，民事・刑事上の責任主体といった様々な観点から比較して

みても，同じ法的性質をすべて等しく有しており（甲５６～５８参照），

同等の概念であることを疑う余地がないことから，明らかである。 

 (ｲ) 上記判断基準へのあてはめ 

本件を上記(ｱ)ａの判断基準に基づいて検討すると，本件各ＬＰＳの根

拠法である州ＬＰＳ法には，これに基づき組成されるＬＰＳをコーポレ

ーション等のように権利能力及び行為能力を有するものとして設立され

たものとする旨の規定，つまり法人格が与えられたことを意味する法令

の規定はない（本件各ＬＰＳが「separate legal entity」であること（州

ＬＰＳ法２０１条(b)）が法人格を有するという意味を持たないことは，

前記のとおりである。）。 

したがって，本件各ＬＰＳは，その根拠法上法人格を与えられている
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ものではないから（なお，本件各ＬＰＳは，後記(3)（原告らの主張の要

旨）のとおり「社団」ではないから，商事会社（商行為をなすことを目

的として設立した社団）にも該当しない。），我が国の租税法上の「外

国法人」に区分けされることはない。 

 (3) 争点(2)イ（本件各ＬＰＳの租税法上の人格のない社団該当性）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 人格のない社団の要件 

人格のない社団（権利能力のない社団）といい得るためには，[１]団体と

しての組織を備え（以下「要件[１]」という。），[２]多数決の原則が行われ

（以下「要件[２]」という。），[３]構成員の変更にもかかわらず団体そのも

のが存続し（以下「要件[３]」という。），[４]その組織によって代表の方法，

総会の運営，財産の管理その他団体としての主要な点が確定しているもの

（以下「要件[４]」という。）でなければならないと解されている。 

なお，上記４要件は，それらすべてが独立して厳格に満たされていなけ

れば人格のない社団とは認められないというものではなく，むしろ社団性

認定のための指標として，各要件相互の関係で柔軟に解釈され得るものと

いうべきである。 

イ 上記４要件へのあてはめ 

 (ｱ) 要件[１]について 

本件各ＬＰＳは，本件各ＧＰをジェネラル・パートナー，本件各ＬＰ

をリミテッド・パートナーとして，州ＬＰＳ法に基づき設立されたＬＰ

Ｓであるから（本件各ＬＰＳ契約の前文及び１．１条），これを組織す

る構成員は特定されている。また，本件各ＬＰＳの管理及び運営に関す

る独占的権限は本件各ＧＰに付与され（同契約２．１条），本件各リミ

テッド・パートナーには，一定の条件の下に本件各ＧＰを解任する権限

が認められている（同契約２．６条）。そして，本件各ＬＰＳとしての
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意思決定や本件各売買契約の締結等の行為を，上記のとおり付与された

独占的権限に基づいて本件各ＧＰが本件各ＬＰＳを代表して行っている

のであるから，本件各ＬＰＳは，団体としての組織を備えている。 

 (ｲ) 要件[２]について 

本件各ＬＰＳの経営判断は，原則的に本件各ＧＰにより行われること

とされているが，これは，各リミテッド・パートナーが本件各ＬＰＳ契

約により同意したことに基づくものであるし，本件各ＧＰは，パートナ

ーシップ持分の８０％を超える持分を有するリミテッド・パートナーの

賛成又は同意により解任されるから（本件各ＬＰＳ契約２．６条），本

件各ＬＰＳは，多数決の原則が一定の程度行われている。 

 (ｳ) 要件[３]について 

本件各ＬＰＳ契約には，ジェネラル・パートナーの解任（同契約２．

６条），新規パートナーの承認（同契約５．２条及び７．６条），リミ

テッド・パートナーの脱退（同契約６．１条），パートナーシップ持分

（ＰＳ持分）の譲渡可能性（同契約７．２条）等の規定があり，現に，

所有していたパートナーシップ持分を本件ＧＰ（Ｃ）に譲渡した原告が

おり，当該譲渡後においても本件ＬＰＳ（Ｃ）は存続していると認めら

れるから，本件各ＬＰＳは，構成員の変更にもかかわらず団体が存続す

るものである。 

 (ｴ) 要件[４]について 

上記(ｱ)及び(ｲ)のとおり，本件各ＬＰＳにおいては，本件各ＬＰの同

意により本件各ＧＰが業務執行を行う代表と定められており，その解任

についての規定も存在する。また，本件各ＬＰＳは，構成員の財産とは

区別された独自の財産を有しており，当該財産の管理は，その権限を付

与された本件各ＧＰが行っている。さらに，本件各ＬＰＳ契約には，本

件各ＬＰＳに生ずる費用の支払（３．１条～３．４条），資本の利用（４．
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４条），損益の割当て及び分配（４．６条～４．８条），パートナーシ

ップの終了及び清算（８条），会計及びパートナーへの報告（９条）に

関する規定も存在する。そして，これらの規定を含む本件各ＬＰＳ契約

の内容は，ジェネラル・パートナー（ＧＰ）及びリミテッド・パートナ

ー（ＬＰ）の持分の過半数によって署名した書面で修正することができ

る（同契約１０．２条）旨の規定もあること等からすれば，本件各ＬＰ

Ｓは，代表の方法や団体の独立した財産の管理方法等，団体としての主

要な点が確定しているということができる。 

ウ 結論 

以上によれば，本件各ＬＰＳは，要件[１]ないし[４]の要件をいずれも満た

しているということができるから，人格のない社団に該当し，我が国の租

税法において独立した損益の帰属主体となる。 

（原告らの主張の要旨） 

ア 人格のない社団等の要件について 

人格のない社団等に該当するためには，被告主張に係る要件[１]～[４]の全

てを独立して満たす必要があるというべきである。 

イ 要件[１]～[４]への当てはめについて 

 (ｱ) 要件[１]について 

要件[１]の団体としての組織を備えているとは，意思決定のための構成

員による総会や幹事会等の組織を備えていることを意味すると考えられ

る。なぜなら，このような団体の内部組織が存在して初めて，個々の構

成員を超えた団体としての実体を認めることができるからである。しか

しながら，本件各ＬＰＳは，ジェネラル・パートナー１名とリミテッド・

パートナー１名（ただし，本件ＬＰＳ（Ｃ）のリミテッド・パートナー

は２名）により構成されている極めて単純なＬＰＳであり，上記２名又

は３名間にはＬＰＳ契約という契約関係及びその契約において合意され
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た損益分配等の約束が存在するにすぎず，上記のような内部組織を全く

備えていない。 

したがって，本件各ＬＰＳは，団体としての組織を備えていない。 

 (ｲ) 要件[２]について 

要件[２]の多数決の原則が行われているとは，団体としての意思決定を

する際に，会員の多数決により決定するといった規則が設けられている

ことを意味すると考えられる。なぜなら，このような多数決のルールが

定められて初めて個々の構成員全員の合意がなくても団体としての意思

決定ができることになり，個々の構成員を超えた団体としての実体を認

めることができるからである。しかしながら，本件各ＬＰＳについては，

本件各ＬＰＳ契約２．１条によれば，本件各ＬＰＳの管理運営・業務執

行は原則的にジェネラル・パートナーのみにより行われることとされ，

多数決は行われていない。 

したがって，多数決の原則が行われているとはいえない。 

 (ｳ) 要件[３]について 

要件[３]の構成員の変更にもかかわらず団体そのものが存続するとは，

構成員の加入又は脱退があったとしても，また，仮に構成員が１人にな

ったとしても，団体そのものがそれまでと同様に存続することを意味す

ると考えられる。なぜなら，このような構成員の加入や脱退があった場

合や，構成員が１人になることにより外形上構成員と団体とを区別する

ことができなくなった場合でもそれまでと同様に団体が存続して初めて

個々の構成員を超えた団体としての実体が認められるからである。しか

しながら，州ＬＰＳ法は，ＬＰＳとは，２人以上の者により組成される

パートナーシップであり，１人以上のジェネラル・パートナーと１人以

上のリミテッド・パートナーにより構成される旨を定める（１０１条(9)）

とともに，ＬＰＳは，ジェネラル・パートナー又はリミテッド・パート
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ナーが０人になった場合は，新たにジェネラル・パートナー又はリミテ

ッド・パートナーが補充されない限り，解散する旨を定めている（８０

１条(3)及び(4)）のであって，ＬＰＳ法に基づくＬＰＳは，構成員が１

人では組成できないし，また，構成員が１人となった場合には，そのま

までは存続もできない。 

したがって，本件各ＬＰＳについては，構成員の変更にもかかわらず

団体そのものが存続するとはいえない。 

 (ｴ) 要件[４]について 

要件[４]のその組織によって代表の方法，総会の運営，財産の管理その

他団体としての主要な点が確定しているとは，問題となっている事業体

が，個々の構成員間における単なる約束を超えて，団体そのものとして

の実体を備えていることを確かめるための要件と考えられる。 

しかしながら，本件各ＬＰＳは，本件各ＬＰＳの管理及び運営は本件

各ＧＰに委ねられており，本件各ＧＰが一般に本件各ＬＰＳのためにそ

の名において行為するものとされており（本件各ＬＰＳ契約２．１条），

本件各ＬＰＳの代表は定められているということができるものの，現在

の代表が定められているだけで次の代表を決めるルールは設けられてい

ないため，代表の方法は定められていないといわざるを得ず，このこと

は，本件各ＬＰＳが当事者間における契約にすぎず，構成員を超えた団

体としての実体はないことを如実に示すものといえる。次に，本件各Ｌ

ＰＳ契約においてはそもそも構成員の総会自体が予定されていないので，

総会の運営については何らの規定も存在しない。さらに，財産の管理に

ついては，本件各ＬＰＳ契約では，具体的にどのように財産を管理する

かという点に関しては，何らの規定も設けられていない。 

したがって，本件各ＬＰＳは，その組織によって代表の方法，総会の

運営，財産の管理その他団体としての主要な点が確定しているとはいえ
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ない。 

ウ 結論 

以上によれば，本件各ＬＰＳは，要件[１]～[４]のいずれも欠くから，人格

のない社団には当たらない。 

 (4) 争点(2)ウ（本件各不動産賃貸事業から生じた損益の不動産所得該当性）に

ついて 

（被告の主張の要旨） 

ア 原告らに帰属する損益が不動産所得に区分されないこと 

 (ｱ) 不動産所得の要件 

不動産所得に関する所得税法の規定（所得税法２６条１項）の文言及

び「貸付けによる所得」の性質（借主から貸主に移転される経済的利益

のうち，目的物を使用収益する対価としての性質を有する。）等に鑑み

れば，ある所得が不動産所得に該当するためには，一般的には，納税者

が，<ア> 賃貸借契約の「貸主」となり得る何らかの権利・権原（所有

権，占有権等）を有していることを前提とした上で，<イ> 不動産を「借

主」に貸し付け，これを収益させることによって得た対価としての性質

を有するものであることを要すると解すべきである。 

 (ｲ) 上記要件への当てはめ 

ａ <ア>について 

原告らは，リミテッド・パートナーとなった本件各受託銀行を介し

て本件各ＬＰＳのパートナーシップ持分（これは，本件各ＬＰＳが保

有する特定財産に対する直接の持分と観念されるものではない。）を

取得しているにすぎず，本件各建物は本件各ＬＰＳが構成員である各

パートナーの個人財産とは区別された独自の財産として所有するもの

であるから，本件各建物の「貸主」となり得る占有権等の権利・権原

を有していない。 
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ｂ <イ>について 

本件各ＬＰＳは，買主として本件各売買契約を締結して本件各建物

の所有権を取得し，本件各土地賃貸借契約を締結して本件各土地を賃

借し，本件各不動産の管理契約を自ら契約当事者として締結して管理

を委託し，自らが契約当事者（貸主）として第三者との間で賃貸借契

約を締結しているから，本件各不動産賃貸事業の対象となる本件各建

物を「借主」に使用収益させ，これによって対価を得ているといえる。 

これに対し，本件各受託銀行は，本件各ＬＰＳのリミテッド・パー

トナーとして，その管理又は運営に参加してはならず，いかなる事項

に関しても，本件各ＬＰＳの名前で行為する権限又は権利を有しない

から，本件各建物を貸し付けているとはいえず，上記<イ>の要件に該

当しない。 

ｃ 小括 

そうすると，仮に，本件各ＬＰＳが我が国の租税法上の法人又は人

格のない社団のいずれにも該当しないとしても，本件各受託銀行（ひ

いては原告ら）は，本件各建物の所有権や占有権など賃貸借契約の貸

主となり得る何らかの権利・権原を有しておらず，本件各建物を貸し

付けているともいえないから，本件各ＬＰＳのリミテッド・パートナ

ーである本件各受託銀行を介して原告らが受ける利益又は損失は，賃

貸借契約の目的物を使用収益させることによって得た対価としての性

質を有するものとはいえず，不動産所得に該当しない。 

 (ｳ) 本件各ＬＰＳから原告らに帰属する損益の特殊性 

また，本件各不動産賃貸事業に係る損益は，本件各ＬＰＳに帰属し，

本件各ＬＰＳにおいて収益や費用，損失等が精算された上で本件各受託

銀行に割り当てられる（本件各ＬＰＳ契約４．７条，４．８条）。 

したがって，本件各不動産賃貸事業から生じた損失のうち本件各受託
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銀行が本件各ＬＰＳから割り当てられたものは，これが帰属した本件各

ＬＰＳにおいて精算した後の純額としての「損失」であって，本件各Ｌ

ＰＳに対するパートナーシップ持分を取得するために行った出資に基づ

いて本件各ＬＰＳにより営まれた本件各不動産賃貸事業の結果を表す計

算上の数値にすぎず，所得税法上の収入金額を構成することはなく，必

要経費や損失等に該当することもない。 

 (ｴ) 結論 

以上を総合すれば，本件各不動産賃貸事業から生じた損失のうち原告

らに割り当てられたとする部分は，原告らの「不動産所得の金額」の「計

算上生じた損失」に当たらない。 

イ 原告らの主張に対する反論 

本件各ＬＰＳは，我が国では設立され得ない事業体であり，仮に我が国

の租税法上の法人又は人格のない社団等のいずれにも当たらず，独立の納

税義務者に該当しないとしても，そのことから直ちに財産の帰属関係につ

いて我が国の任意組合や投資事業有限責任組合と同様に取り扱われること

にはならない（したがって，所得の帰属の問題と所得区分の問題を混同し

ているという批判は当たらない。）。 

また，所得税法１２条及び所得税基本通達１２－１に従えば，資産から

生ずる収益を享受する者は，収益の基因となる資産の権利者が誰であるか

により判断すべきであるから，上記ア(ｲ)のような本件各不動産の所有関係

や本件各不動産賃貸事業に係る契約関係からして，本件各不動産賃貸事業

に係る所得は，本件各ＬＰＳに帰属するものといわざるを得ない。 

（原告らの主張の要旨） 

ア 原告らに帰属する損益が不動産所得に区分されること 

本件各ＬＰＳが我が国の租税法上「外国法人」又は外国の「人格のない

社団等」のいずれにも該当しないのであれば，本件各不動産賃貸事業に係
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る所得は本件各ＬＰＳ自体に直接帰属することはなく，本件各ＬＰＳの構

成員である本件各ＬＰＳのリミテッド・パートナーである本件各受託銀行

を介して原告らに直接帰属すると解するほかない。 

そうであるとすれば，本件各ＬＰＳが本件各不動産賃貸事業から得た当

該損益は不動産所得に該当する以上，本件各ＬＰＳから本件各受託銀行を

介して原告らに直接帰属する損益が不動産所得として区分されるものであ

ることは明らかである。 

イ 被告の主張に対する反論 

 (ｱ) 不動産所得の要件について 

所得税法２６条１項は単に「不動産所得とは，不動産（中略）の貸付

け（中略）による所得」と規定しているのみであり，同条の文理上，不

動産を貸し付けた主体が納税者本人であるか，納税者本人が貸し付けた

不動産を所有等しているかは要件とはされていないから，被告の主張は，

明文なき要件を付加して不動産所得の範囲を不当に狭く解するもので，

失当である（被告の主張は，上記アで述べたところに鑑みると，① 本

件各ＬＰＳの事業に係る所得が本件各ＬＰＳ自体に直接帰属するのかそ

れともその構成員である原告らに直接帰属するのかという所得の帰属の

問題と② その所得が原告らに帰属するとして，その所得が不動産所得

に区分されるか否かという所得区分の問題を混同しているにすぎない。）。 

 (ｲ) 本件へのあてはめについて 

ａ 被告は，本件各ＬＰＳのリミテッド・パートナーが本件各建物を所

有していないなどと主張するが，本件各ＬＰＳのリミテッド・パート

ナーは，本件各ＬＰＳ契約の４．５条に基づき，パートナー間の内部

関係において，本件各ＬＰＳの財産すなわち本件各不動産に固有の権

利を有することが明らかであり，また，本件各ＬＰＳが我が国の租税

法（私法）上の法人や人格なき社団等に該当しない以上，本件各ＬＰ
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Ｓの構成員が本件各建物を所有しているものと解するほかないから，

被告の上記主張は失当である。 

ｂ 被告は，本件各ＬＰＳのリミテッド・パートナーが本件各ＬＰＳの

管理又は運営等の権限を有しないことをもって，本件各建物を貸し付

けているとはいえないことの根拠として主張しているが，その規模や

業務への関与度合いが薄ければ所得区分が雑所得となり損益通算が否

定される事業所得とは異なり，不動産所得は，不動産の貸付け（所得

税法２６条１項）の規模や業務への関与度合いに関係なくその損失の

他の所得との損益通算が可能とされるという特質を有し，その特質ゆ

えに本件措置法特例が創設されたことに照らしても，上記の点は不動

産所得の該当性判断に影響を与えないというべきである。 

 (5) 争点(2)エ（通則法６５条４項の「正当な理由」の有無）について 

（被告の主張の要旨） 

ア 通則法６５条４項の解釈 

通則法６５条４項の「正当な理由があると認められる」場合とは，真に

納税者の責めに帰することのできない客観的な事情があり，過少申告加算

税の趣旨に照らしてもなお納税者に過少申告加算税を賦課することが不当

又は酷になる場合をいうものと解される。 

イ 本件について 

① 平成１２年７月政府税調中期答申等が米国のＬＰＳが我が国の租税

法上の法人に含まれないことを明言するものではなく，政府の公の見解を

表明するものではないことは，前記のとおりであり，② その他の原告主

張の事情は，結局のところ原告ら独自の見解又は期待に基づき本件各ＬＰ

Ｓが法人に該当しないと信じたというものにすぎず，法令の解釈を誤って

いたというに尽きる。また，③ 原告らは，損益通算による租税負担の減

少を目的としたスキームに参加し，本件各不動産賃貸事業から生じた損失
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を原告らの不動産所得の金額の計算上生じた損失として所得税の確定申告

等をしたことが強く推認される上，米国のＬＬＣが外国法人に該当する旨

の国税庁のＱ＆Ａが平成１３年６月に発出されていることを併せ考慮すれ

ば，原告らは，本件各ＬＰＳが我が国の租税法上の法人に当たり，本件各

不動産賃貸事業から生じた損失を原告らの不動産所得の計算上生じた損失

として損益通算ができない可能性があり得ることを認識し，又は認識し得

たにもかかわらず，上記スキームによる利益をあずかるため，法令を正し

く解釈することになる所得税の確定申告等をするに至ったといえる。 

ウ 結論 

したがって，原告らが本件各ＬＰＳが我が国の租税法上の法人に該当し

ないと考えるなどしていたとしても，これをもって通則法６５条４項の「正

当な理由」があるということはできない。 

（原告の主張の要旨） 

ア 通則法６５条４項の「正当な理由」を基礎付ける事情 

本件においては，次のような事情が存在した。 

 (ｱ) パートナーシップの我が国の租税法上の取扱いについては，平成１２

年７月政府税調中期答申（甲２５）において，「法人格を持たない事業

体を法人課税上どのように取り扱うかという問題は法人税制全般に関わ

るものです･･･」，「･･･実質的な基準により税法上の認識ルールを作る

ことや･･･」などと記述され，この問題はどのような法人税制上の制度を

作るかという立法論の問題であると理解・整理されていた。 

 (ｲ) 平成１２年７月政府税調中期答申（甲２５）の内容が議論された平成

１２年４月小委員会討議用資料（甲２６）においては，米国のＬＰＳが

法人格のない事業体の欄に分類されており，租税法立案当局も米国のＬ

ＰＳには法人格はないという理解であったことが示されていた。 

 (ｳ) 他方で，およそ外国のパートナーシップが「法人」に該当し得るとの



 - 376 - 

解釈は，平成１７年度税制改正の解説として平成１７年８月頃に示され

（甲１６），更に同年税制改正に伴う法令解釈通達の整備に関連して，

国税庁個人課税課が発遣した平成１８年１月２７日付け「平成１７年度

税制改正及び有限責任事業組合契約に関する法律の施行に伴う任意組合

等の組合事業に係る利益等の課税の取扱いについて（情報）」において

最初に公式に明らかにされた（なお，平成１３年６月に発出された米国

のＬＬＣが「外国法人」に該当する旨の国税庁のＱ＆Ａは，ＬＰＳに関

するものでないから，これをもって原告らにおいて本件各ＬＰＳが「法

人」に該当すると解すべきであったなどとはいえない。）。 

なお，本件各ＬＰＳを含むデラウェア州のＬＰＳの「人格のない社団

等」該当性に関しては，課税庁の公式な見解は今日に至るまで示されて

いない。 

 (ｴ) 本件各ＬＰＳが我が国の租税法上の「法人」に該当するか否かについ

ては，本件に係る国税不服審判所平成１８年８月１４日裁決がこれを否

定し，また，他の類似事案においても本件各ＬＰＳと同様，州ＬＰＳ法

を準拠法として組成されたＬＰＳの「法人」該当性が否定されている（国

税不服審判所平成１８年２月２日裁決・裁決事例集７１号１１８頁）。 

イ まとめ 

仮に本件各ＬＰＳが我が国の租税法上の法人又は人格のない社団等に該

当するとしても，以上の事情によれば，本件各係争年分の所得税の納税義

務の成立時点においては，原告らは，米国のＬＰＳには法人格はないとい

う理解，よって我が国の租税法上の「法人」には該当しないという理解し

か導くことができなかったのであるから，少なくとも，課税庁は，本件各

係争年分の所得税の納税義務の成立時点より前広に，法令解釈通達等によ

り課税庁の公式解釈を示すことにより，デラウェア州のＬＰＳを「法人」

と解する取扱いを納税者に周知させ，これが定着するよう必要な措置を講



 - 377 - 

ずべきであったが，平成１８年１月に至るまでの間，そのような公式解釈

を示す措置を講じなかった。 

したがって，少なくともそれまでの間は，原告らにおいて，本件各不動

産投資事業により生じた損失が（いわゆる本文信託を介して）原告らに直

接帰属すると解し，かつ，これが不動産所得に当たるとして損益通算を行

ったことには，真に原告らの責めに帰することのできない客観的な事情が

あり，過少申告加算税の趣旨に照らしてもなお原告らに過少申告加算税を

賦課することが不当又は酷になるというべきであるから，通則法６５条４

項の「正当な理由」があると認められる。 
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（別紙１１） 

原告らの総所得金額及び納付すべき税額についての補足説明 

 

１ 原告Ｐ２３関係 

 (1) 第１事件・平成１４年分 

ア 総所得金額                ４４６９万０２７６円  

上記金額は，次の(ｱ)～(ｳ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 不動産所得の金額（別表９－１の④欄の順号２０） 

△１９１６万２５２４円 

上記金額は，別表９－１の④欄において算出した金額であり，本件建

物（Ｐ）に係る収入金額及び必要経費である①欄の網掛け部分記載の金

額と，本件建物（Ｐ）以外の不動産に係る収入金額及び必要経費である

②欄の網掛けのされていない部分記載の金額とを併せて算出した額であ

る。 

(ｲ) 給与所得の金額                 ６３８５万円 

上記金額は，原告Ｐ２３が第１事件・平成１４年分修正申告書に記載

した給与所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

(ｳ) 雑所得の金額                   ２８００円  

上記金額は，原告Ｐ２３が平成１４年中に支払を受けた還付加算金の

額であって，当事者間に争いがないものである。 

イ 所得控除の額の合計額            ３６７万５２４４円  

上記金額は，原告Ｐ２３が第１事件・平成１４年分修正申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものであ

る。 

ウ 課税総所得金額              ４１０１万５０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額４４６９万０２７６円から前記イの所
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得控除の額の合計額３６７万５２４４円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △７５７万０２８６円  

次の(ｱ)の金額から(ｲ)及び(ｳ)の各金額を差し引いた後の金額は，△７５

７万０２８６円となる。 

(ｱ) 課税総所得金額に対する税額       １２６８万５５５０円 

上記金額は，前記ウの課税総所得金額４１０１万５０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(ｲ) 定率減税額                     ２５万円 

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ｳ) 源泉徴収税額              ２０００万５８３６円  

上記金額は，原告Ｐ２３が第１事件・平成１４年分修正申告書に記載

した源泉徴収税額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (2) 第１事件・平成１５年分 

ア 総所得金額                ３７６１万１０５３円  

上記金額は，次の(ｱ)～(ｳ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 不動産所得の金額（別表９－２の④欄の順号２０） 

△２３７０万０６３７円 

上記金額は，別表９－２の④欄において算出した金額であり，本件建

物（Ｐ）に係る収入金額及び必要経費である①欄の網掛け部分記載の金

額と，本件建物（Ｐ）以外の不動産に係る収入金額及び必要経費である

②欄の網掛けのされていない部分記載の金額とを併せて算出した額であ

る。 

(ｲ) 給与所得の金額                 ６１００万円 

上記金額は，原告Ｐ２３が第１事件・平成１５年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 



 - 380 - 

(ｳ) 雑所得の金額                ３１万１６９０円  

上記金額は，原告Ｐ２３が平成１５年中に支払を受けた還付加算金の

額であって，当事者間に争いがないものである。 

イ 所得控除の額の合計額            ３５０万０２３４円  

上記金額は，原告Ｐ２３が第１事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものであ

る。 

ウ 課税総所得金額              ３４１１万００００円 

上記金額は，前記アの総所得金額３７６１万１０５３円から前記イの所

得控除の額の合計額３５０万０２３４円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △９１６万７１７６円 

次の(ｱ)の金額から(ｲ)及び(ｳ)の各金額を差し引いた後の金額は，△９１

６万７１７６円となる。 

(ｱ) 課税総所得金額に対する税額       １０１３万０７００円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額３４１１万００００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(ｲ) 定率減税額                     ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ｳ) 源泉徴収税額              １９０４万７８７６円  

上記金額は，原告Ｐ２３が第１事件・平成１５年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

２ 原告Ｐ１関係 

 (1) 第５事件・平成１４年分 

ア 総所得金額                ３５０２万００３８円  

上記金額は，次の(ｱ)～(ｳ)の各金額の合計額である。 
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(ｱ) 不動産所得の金額（別表９－１８の①欄の順号１９） 

△１８９２万９８６２円 

上記金額は，別表９－１８の①欄において算出した金額である。 

(ｲ) 給与所得の金額             ５３９３万２０００円 

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

(ｳ) 雑所得の金額                 １万７９００円  

上記金額は，原告Ｐ１が平成１４年中に支払を受けた還付加算金の額

であって，当事者間に争いがないものである。 

イ 所得控除の額の合計額            ３１４万４０９５円  

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１４年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

ウ 課税総所得金額              ３１８７万５０００円 

上記金額は，前記アの総所得金額３５０２万００３８円から前記イの所

得控除の額の合計額３１４万４０９５円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △６６４万３７３２円 

上記金額は，次の(ｱ)の金額から(ｲ)及び(ｳ)の各金額を差し引いた後の金

額である。 

(ｱ) 課税総所得金額に対する税額        ９３０万３７５０円 

上記金額は，前記ウの課税総所得金額３１８７万５０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(ｲ) 定率減税額                     ２５万円 

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ｳ) 源泉徴収税額              １５６９万７４８２円 

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１４年分確定申告書に記載し
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た源泉徴収税額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (2) 第５事件・平成１５年分 

ア 総所得金額                ３８４０万１７３８円 

上記金額は，次の(ｱ)～(ｳ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 不動産所得の金額（別表９－１９の①欄の順号１９） 

△１６９２万１３６２円  

上記金額は，別表９－１９の①欄において算出した金額である。 

(ｲ) 給与所得の金額                 ５５３０万円  

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

(ｳ) 雑所得の金額                 ２万３１００円  

上記金額は，原告Ｐ１が平成１５年中に支払を受けた還付加算金の額

であって，当事者間に争いがないものである。 

イ 株式等に係る譲渡所得等の金額        ６５８万４４７７円  

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１５年分確定申告書に記載した

株式等に係る譲渡所得等の金額と同額であって，当事者間に争いがないも

のである。 

ウ 所得控除の額の合計額            ２２８万５８２４円  

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１５年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

エ 課税総所得金額              ３６１１万５０００円 

上記金額は，前記アの総所得金額３８４０万１７３８円から前記ウの所

得控除の額の合計額２２８万５８２４円を控除した後の金額である。 

オ 課税される株式等に係る譲渡所得等の金額   ６５８万４０００円  

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１５年分確定申告書に記載した

課税される株式等に係る譲渡所得等の金額と同額であって，当事者間に争
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いがないものである。 

カ 納付すべき税額              △４８５万８３４６円 

上記金額は，次の(ｱ)及び(ｲ)の各金額の合計額から(ｳ)及び(ｴ)の各金額

を差し引いた後の金額である。 

(ｱ) 課税総所得金額に対する税額       １０８７万２５５０円  

上記金額は，前記エの課税総所得金額３６１１万５０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(ｲ) 課税される株式等に係る譲渡所得等の金額に対する税額 

１３１万６８００円  

上記金額は，前記オの課税される株式等に係る譲渡所得等の金額６５

８万４０００円に措置法３７条の１０第１項の税率を乗じて算出した金

額であり，原告Ｐ１が第５事件・平成１５年分確定申告書に記載した課

税される株式等に係る譲渡所得等の金額に対する税額と同額であって，

当事者間に争いがないものである。 

(ｳ) 定率減税額                     ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ｴ) 源泉徴収税額              １６７９万７６９６円  

上記金額は，原告Ｐ１が第５事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

３ 原告Ｐ２の第７事件・平成１３年分 

ア 総所得金額                ２２２５万６７６９円 

上記金額は，次の(ｱ)～(ｳ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 不動産所得の金額（別表９－２５の①欄の順号１６） 

△２０８０万１２３１円  

上記金額は，別表９－２５の①欄において算出した金額である。 



 - 384 - 

(ｲ) 給与所得の金額             ４３０４万５０００円  

上記金額は，被告主張の金額（別紙９の第７の１(1)ア(ｲ)参照）であ

り，当事者間に争いがないものである。 

(ｳ) 雑所得の金額                 １万３０００円  

上記金額は，原告Ｐ２が第７事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た雑所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

イ 所得控除の額の合計額            ２２５万８１２３円  

上記金額は，原告Ｐ２が第７事件・平成１３年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

ウ 課税総所得金額              １９９９万８０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額２２２５万６７６９円から前記イの所

得控除の額の合計額２２５万８１２３円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △７３９万３３００円 

上記金額は，次の(ｱ)の金額から(ｲ)及び(ｳ)の各金額を差し引いた後の金

額である。 

(ｱ) 課税総所得金額に対する税額        ４９０万９２６０円 

上記金額は，前記ウの課税総所得金額１９９９万８０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(ｲ) 定率減税額                     ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ｳ) 源泉徴収税額              １２０５万２５６０円  

上記金額は，原告Ｐ２が第７事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額であって，当事者間に争いがないものであって，

当事者間に争いがないものである。 

４ 原告Ｐ３関係 
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 (1) 第８事件・平成１３年分更正処分の適法性 

ア 総所得金額                １８４７万６９３９円  

上記金額は，次の(ｱ)～(ｴ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 不動産所得の金額（別表９－２８の①欄の順号１８） 

△２１３７万７５４９円  

上記金額は，別表９－２８の①欄において算出した金額である。 

(ｲ) 配当所得の金額                  １２０万円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た配当所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

(ｳ) 給与所得の金額             ３８３４万２５００円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

(ｴ) 雑所得の金額                ３１万１９８８円  

上記金額は，当事者間に争いがないものである。 

イ 所得控除の額の合計額            ２３９万６６２６円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１３年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

ウ 課税総所得金額              １６０８万００００円  

上記金額は，前記アの総所得金額１８４７万６９３９円から前記イの所

得控除の額の合計額２３９万６６２６円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △７７３万８７３２円  

上記金額は，次の(ｱ)の金額から(ｲ)～(ｴ)の各金額を差し引いた後の金額

である。 

(ｱ) 課税総所得金額に対する税額        ３５９万４０００円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額１６０８万００００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 
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(ｲ) 配当控除額                      ６万円  

上記金額は，前記ア(ｲ)の配当所得の金額１２０万円に所得税法９２条

１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

(ｳ) 定率減税額                     ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ｴ) 源泉徴収税額              １１０２万２７３２円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (2) 第８事件・平成１４年分 

ア 総所得金額                １７６４万３５１８円  

上記金額は，次の(ｱ)～(ｴ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 不動産所得の金額（別表９－２９の①欄の順号１８） 

△２２６４万７４３６円  

上記金額は，別表９－２９の①欄において算出した金額である。 

(ｲ) 配当所得の金額                  １２０万円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た配当所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

(ｳ) 給与所得の金額             ３８２９万５０００円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

(ｴ) 雑所得の金額                ７９万５９５４円  

上記金額は，当事者間に争いがないものである。 

イ 所得控除の額の合計額            ３６７万５６８９円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１４年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 
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ウ 課税総所得金額              １３９６万７０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額１７６４万３５１８円から前記イの所

得控除の額の合計額３６７万５６８９円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △８４２万８８８７円  

上記金額は，次の(ｱ)の金額から(ｲ)～(ｴ)の各金額を差し引いた後の金額

である。 

(ｱ) 課税総所得金額に対する税額        ２９６万０１００円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額１３９６万７０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(ｲ) 配当控除額                      ６万円  

上記金額は，前記ア(ｲ)の配当所得の金額１２０万円に所得税法９２条

１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

(ｳ) 定率減税額                     ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ｴ) 源泉徴収税額              １１０７万８９８７円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (3) 第８事件・平成１５年分 

ア 総所得金額                １８１４万６５１０円  

上記金額は，次の(ｱ)～(ｴ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 不動産所得の金額（別表９－３０の①欄の順号１８） 

△２２３１万８２５０円  

上記金額は，別表９－３０の①欄において算出した金額である。 

(ｲ) 配当所得の金額                  １２０万円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１５年分確定申告書に記載し
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た配当所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

(ｳ) 給与所得の金額             ３８２９万５０００円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

(ｴ) 雑所得の金額                ９６万９７６０円  

上記金額は，当事者間に争いがないものである。 

イ 所得控除の額の合計額            １７７万０７１２円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１５年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

ウ 課税総所得金額              １６３７万５０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額１８１４万６５１０円から前記イの所

得控除の額の合計額１７７万０７１２円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △７７５万６５９５円 

上記金額は，次の(ｱ)の金額から(ｲ)～(ｴ)の各金額を差し引いた後の金額

である。 

(ｱ) 課税総所得金額に対する税額        ３６８万２５００円 

上記金額は，前記ウの課税総所得金額１６３７万５０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(ｲ) 配当控除額                      ６万円  

上記金額は，前記ア(ｲ)の配当所得の金額１２０万円に所得税法９２条

１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額である。 

(ｳ) 定率減税額                     ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ｴ) 源泉徴収税額              １１１２万９０９５円  

上記金額は，原告Ｐ３が第８事件・平成１５年分確定申告書に記載し
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た源泉徴収税額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

５ 原告Ｐ４関係 

 (1) 第９事件・平成１３年分 

ア 総所得金額                １６８６万０６６３円  

上記金額は，次の(ｱ)～(ｳ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 不動産所得の金額（別表９－３３の①欄の順号１８） 

△１９６３万２６３７円 

上記金額は，別表９－３３の①欄において算出した金額である。 

(ｲ) 給与所得の金額                 ３６４９万円  

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

(ｳ) 雑所得の金額                   ３３００円  

上記金額は，当事者間に争いがないものである。 

イ 所得控除の額の合計額            ３１４万２９０７円  

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１３年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

ウ 課税総所得金額              １３７１万７０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額１６８６万０６６３円から前記イの所

得控除の額の合計額３１４万２９０７円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △７８４万５５２０円  

上記金額は，次の(ｱ)の金額から(ｲ)～(ｴ)の各金額を差し引いた後の金額

である。 

(ｱ) 課税総所得金額に対する税額        ２８８万５１００円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額１３７１万７０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(ｲ) 住宅借入金（取得）等特別控除額（住宅借入金等特別税額控除額） 
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４１万７９００円 

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た「住宅借入金（取得）等特別控除額（住宅借入金等特別税額控除額）」

と同額であり，第９事件・平成１３年分確定申告書の第二表の「特例適

用条文等」欄に「平成１１年５月１日居住開始」と記載されており，平

成１３年分の合計所得金額（原告Ｐ４の場合，当該年度の総所得金額と

同額である。後記(2)エ(ｲ)，(3)エ(ｲ)において同じ。）が１６８６万０

６６３円（前記ア参照）であることから，措置法４１条の規定を適用し

たものである。 

(ｳ) 定率減税額                     ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ｴ) 源泉徴収税額              １００６万２７２０円  

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額であって，当事者間に争いがないものである 

 (2) 第９事件・平成１４年分 

ア 総所得金額                １１８７万４８１２円  

上記金額は，次の(ｱ)～(ｳ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 不動産所得の金額（別表９－３４の①欄の順号１９） 

△２４６４万２４８８円  

上記金額は，別表９－３４の①欄において算出した金額である。 

(ｲ) 給与所得の金額                 ３６４９万円  

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

(ｳ) 雑所得の金額                 ２万７３００円  

上記金額は，当事者間に争いがないものである。 
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イ 所得控除の額の合計額            ３１４万８０５２円  

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１４年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

ウ 課税総所得金額               ８７２万６０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額１１８７万４８１２円から前記イの所

得控除の額の合計額３１４万８０５２円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △９１１万１３２０円  

上記金額は，次の(ｱ)の金額から(ｲ)～(ｴ)の各金額を差し引いた後の金額

である。 

(ｱ) 課税総所得金額に対する税額        １４１万５２００円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額８７２万６０００円に所得税法

８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(ｲ) 住宅借入金（取得）等特別控除額（住宅借入金等特別税額控除額） 

２２万８２００円  

原告Ｐ４が第９事件・平成１４年分確定申告書に記載した「住宅借入

金（取得）等特別控除額（住宅借入金等特別税額控除額）」と同額であ

り，第９事件・平成１４年分確定申告書の第二表の「特例適用条文等」

欄に「平成１１年５月１日居住開始」と記載されており，原告Ｐ４の平

成１４年分の合計所得金額は１１８７万４８１２円（前記ア参照）であ

ることから，措置法４１条の規定を適用したものである。 

(ｳ) 定率減税額                 ２３万７４００円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ｴ) 源泉徴収税額              １００６万０９２０円  

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 
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 (3) 第９事件・平成１５年分 

ア 総所得金額                １２２６万３７４３円  

上記金額は，次の(ｱ)～(ｳ)の各金額の合計額である。 

(ｱ) 不動産所得の金額（別表９－３５の①欄の順号１８） 

△２４２４万９７５７円 

上記金額は，別表９－３５の①欄において算出した金額である。 

(ｲ) 給与所得の金額                 ３６４９万円  

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た給与所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

(ｳ) 雑所得の金額                 ２万３５００円  

上記金額は，当事者間に争いがないものである。 

イ 所得控除の額の合計額            ３０３万４２７０円  

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１５年分確定申告書に記載した

所得控除の額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

ウ 課税総所得金額               ９２２万９０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額１２２６万３７４３円から前記イの所

得控除の額の合計額３０３万４２７０円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △９０２万９２４１円  

上記金額は，次の(ｱ)の金額から(ｲ)～(ｴ)の各金額を差し引いた後の金額

である。 

(ｱ) 課税総所得金額に対する税額        １５３万８７００円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額９２２万９０００円に所得税法

８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(ｲ) 住宅借入金（取得）等特別控除額（住宅借入金等特別税額控除額） 

２１万７２００円  

原告Ｐ４が第９事件・平成１５年分確定申告書に記載した「住宅借入
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金（取得）等特別控除額（住宅借入金等特別税額控除額）」と同額であ

り，第９事件・平成１５年分確定申告書の第二表の「特例適用条文等」

欄に「平成１１年５月１日居住開始」と記載されており，原告Ｐ４の平

成１５年分の合計所得金額が１２２６万３７４３円（前記ア参照）であ

ることから，措置法４１条の規定を適用したものである。 

(ｳ) 定率減税額                     ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

(ｴ) 源泉徴収税額              １０１０万０７４１円  

上記金額は，原告Ｐ４が第９事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た源泉徴収税額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (4) 第２５事件・平成１７年分 

ア 総所得金額                 ８９９万２１２５円 

上記金額は，次の(ｱ)～(ｳ)の各金額の合計額である。 

 (ｱ) 事業所得の金額              ８０１万４７２１円  

上記金額は，原告Ｐ４が第２５事件・平成１７年分確定申告書に記載

した事業所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (ｲ) 不動産所得の金額（別表９－３６の「更正の請求の額」・「平成１７

年分」欄の順号１９） 

△７７７万２５９６円  

上記金額は，別表９－３６の「更正の請求の額」・「平成１７年分」

欄において算出した金額である。 

 (ｳ) 給与所得の金額                  ８７５万円  

上記金額は，原告Ｐ４が第２５事件・平成１７年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

イ 所得控除の額の合計額            ２９７万８９９６円 
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上記金額は，原告Ｐ４が第２５事件・平成１７年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものであ

る。 

ウ 課税総所得金額               ６０１万３０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額８９９万２１２５円から前記イの所得

控除の額の合計額２９７万８９９６円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △３１３万１８３０円  

上記金額は，次の(ｱ)の金額から(ｲ)～(ｴ)の各金額を差し引いた後の金額

から更に(ｵ)の金額を差し引いた後の金額である。 

 (ｱ) 課税総所得金額に対する税額         ８７万２６００円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額６０１万３０００円に所得税法

８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

 (ｲ) 住宅借入金（取得）等特別控除額（住宅借入金等特別税額控除額） 

１４万５７００円  

上記金額は，原告Ｐ４が第２５事件・平成１７年分確定申告書に記載

した住宅借入金等特別控除額と同額であって，当事者間に争いがないも

のである。 

 (ｳ) 定率減税額                 １４万５３８０円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により計算した定率減税

額である。 

 (ｴ) 源泉徴収税額               ２３５万１７５０円  

上記金額は，原告Ｐ４が第２５事件・平成１７年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (ｵ) 予定納税額                １３６万１６００円  

上記金額は，原告Ｐ４が第２５事件・平成１７年分確定申告書に記載

した予定納税額（第１期分及び第２期分の合計額）と同額であって，当
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事者間に争いがないものである。 

６ 原告Ｐ５の第１１事件・平成１３年分 

ア 総所得金額                １２８６万９８５３円  

上記金額は，次の(ｱ)～(ｳ)の各金額の合計額である。 

 (ｱ) 不動産所得の金額（別表９－４１の①欄の順号１２） 

△１５０７万１９４７円  

上記金額は，別表９－４１の①欄において算出した金額である。 

 (ｲ) 給与所得の金額                 ２７９４万円  

上記金額は，原告Ｐ５が第１１事件・平成１３年分確定申告書に記載

した給与所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (ｳ) 雑所得の金額                   １８００円  

上記金額は，原告Ｐ５が平成１３年中に支払を受けた還付加算金の額

であって，当事者間に争いがないものである。 

イ 所得控除の額の合計額            １７１万７６５６円  

上記金額は，原告Ｐ５が第１１事件・平成１３年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものであ

る。 

ウ 課税総所得金額              １１１５万２０００円 

上記金額は，前記アの総所得金額１２８６万９８５３円から前記イの所

得控除の額の合計額１７１万７６５６円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △６４２万５２００円 

上記金額は，次の(ｱ)の金額から(ｲ)及び(ｳ)の各金額を差し引いた後の金

額である。 

 (ｱ) 課税総所得金額に対する税額        ２１１万５６００円 

上記金額は，前記ウの課税総所得金額１１１５万２０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 
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 (ｲ) 定率減税額                     ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により計算した定率減税

額である。 

 (ｳ) 源泉徴収税額               ８２９万０８００円  

上記金額は，原告Ｐ５が第１１事件・平成１３年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

７ 原告Ｐ６関係 

 (1) 第１２事件・平成１４年分 

ア 総所得金額              １億０５０１万７３１４円 

上記金額は，次の(ｱ)～(ｴ)の各金額の合計額である。 

 (ｱ) 不動産所得の金額（別表９－４５の④欄の順号９） 

△３７８９万６１８９円  

上記金額は，別表９－４５の④欄において算出した金額であり，本件

建物（Ｐ）に係る収入金額及び必要経費である①欄の網掛け部分記載の

金額と，本件建物（Ｐ）以外の不動産に係る収入金額及び必要経費であ

る②欄の網掛けのされていない部分記載の金額とを併せて算出した額で

ある。 

 (ｲ) 配当所得の金額              ６８２万９３０３円  

上記金額は，原告Ｐ６が第１２事件・平成１４年分確定申告書に記載

した配当所得の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (ｳ) 給与所得の金額           １億３６０１万７７００円  

上記金額は，次のａ及びｂの各給与収入金額の合計額１億４４９６万

６０００円から所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同条２

項の規定に基づいて控除した後の金額であり，原告Ｐ６が第１２事件・

平成１４年分確定申告書に記載した給与所得の金額と同額であって，当

事者間に争いがないものである。 
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ａ Ｐ４３からの給与等の収入金額   １億２０００万円  

ｂ Ｐ４４ からの給与等の収入金額  ２４９６万６０００円  

 (ｴ) 雑所得の金額                 ６万６５００円  

上記金額は，原告Ｐ６が平成１４年中に支払を受けた還付加算金の額

であって，当事者間に争いがないものである。 

イ 所得控除の額の合計額            ２５４万６９８０円  

上記金額は，原告Ｐ６が第１２事件・平成１４年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものであ

る。 

ウ 課税総所得金額                １億０２４７万円  

上記金額は，前記アの総所得金額１億０５０１万７３１４円から前記イ

の所得控除の額の合計額２５４万６９８０円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △６０８万２８１５円  

上記金額は，次の(ｱ)の金額から(ｲ)～(ｵ)の各金額を差し引いた後の金額

である。 

 (ｱ) 課税総所得金額に対する税額       ３５４２万３９００円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額１億０２４７万円に所得税法８

９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

 (ｲ) 配当控除額                 ３４万１４６６円  

上記金額は，前記ア(ｲ)の配当所得の金額６８２万９３０３円に所得税

法９２条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額で

ある。 

 (ｳ) 外国税額控除額              １０２万５７９１円  

上記金額は，別表１１－１のとおり，所得税法９５条１項及び所得税

法施行令２２２条１項により計算した金額（下記ｄとｅとのいずれか少

ない方の金額）である。なお，別表１１－１の①～⑤の金額の内容は，
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次のとおりである。 

ａ ①の金額（差引所得税額）       ３５０８万２４３４円  

上記金額は，上記(ｱ)の課税総所得金額に対する税額３５４２万３９

００円から上記(ｲ)の配当控除額３４万１４６６円を控除した後の金

額である。 

ｂ ②の金額（所得総額）       １億０５０１万７３１４円  

上記金額は，前記アの総所得金額である。 

ｃ ③の金額（国外所得総額）        ３０７万０６４７円 

上記金額は，次の(a)及び(b)の各金額の合計額である。 

 (a) 源泉が国外にある給与所得の金額（別表１１－１<ア>） 

２３４２万４９２７円  

上記金額は，前記ア(ｳ)（別表１１－１<Ｃ>）の給与所得の金額１

億３６０１万７７００円に，前記ア(ｳ)ａ（同表<Ａ>）及び同ｂ（同

表<Ｂ>）の各金額の合計額１億４４９６万６０００円のうちに同ｂ

（同表<Ｂ>）の金額２４９６万６０００円（その源泉が国外にある

もの）の占める割合を乗じて計算した金額である。 

 (b) 源泉が国外にある不動産所得の金額（別表１１－１<イ>，別表９

－４５の④欄の順号８上段）      △２０３５万４２８０円 

上記金額は，別表９－４５の④欄において算出した金額である。 

ｄ ④の金額（控除限度額）         １０２万５７９１円  

上記金額は，上記①の金額３５０８万２４３４円に，上記②の金額

１億０５０１万７３１４円のうちに上記③の金額３０７万０６４７円

の占める割合を乗じて計算した金額である。 

ｅ ⑤の金額（外国所得税額）        ９０２万２９２０円  

上記金額は，上記③の金額について納税者が納付することとなる外

国所得税の額であり，原告Ｐ６が第１２事件・平成１４年分確定申告
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書に添付した 2002 W-2 and EARNINGS SUMMARYの Fed.Income Tax Wit

hhold Box 2 of W-2 欄に記載された７万２２８１．６７ドルを原告Ｐ

６が邦貨に換算した金額と同額であって，当事者間に争いがないもの

である。 

 (ｴ) 定率減税額                     ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

 (ｵ) 源泉徴収税額              ３９８８万９４５８円  

上記金額は，原告Ｐ６が第１２事件・平成１４年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (2) 第１２事件・平成１５年分 

ア 総所得金額                ９７４０万６１６０円  

上記金額は，次の(ｱ)～(ｵ)の各金額の合計額である。 

 (ｱ) 不動産所得の金額（別表９－４６の④欄の順号９） 

△３０６６万７８７５円 

上記金額は，別表９－４６の④欄において算出した金額であり，本件

建物（Ｐ）に係る収入金額及び必要経費である①欄の網掛け部分記載の

金額と，本件建物（Ｐ）以外の不動産に係る収入金額及び必要経費であ

る②欄の網掛けのされていない部分記載の金額とを併せて算出した額で

ある。 

 (ｲ) 配当所得の金額              ３２７万３５８８円  

上記金額は，原告Ｐ６が第１２事件・平成１５年分確定申告書に記載

した配当所得の金額と同額である 

 (ｳ) 給与所得の金額           １億２３６６万３９５１円  

上記金額は，次のａ，ｂ及びｃの各給与収入金額の合計額１億３１９

６万２０５４円から所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同
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条２項の規定に基づいて控除した後の金額であり，原告Ｐ６が第１２事

件・平成１５年分確定申告書に記載した給与所得の金額と同額であって，

当事者間に争いがないものである。 

ａ Ｐ４３からの給与等の収入金額   １億０４００万円  

ｂ Ｐ４４からの給与等の収入金額  １３９２万２０５４円  

ｃ Ｐ４５からの給与等の収入金額     １４０４万円  

 (ｴ) 雑所得の金額                １４万３３００円  

上記金額は，当事者間に争いがないものである。 

 (ｵ) 総合課税の長期譲渡所得の金額        ９９万３１９６円  

上記金額は，措置法３１条１項及び所得税法３３条３項の規定に基づ

き，次のａの金額からｂ及びｃの金額を控除し，当該金額を同法２２条

２項２号の規定により２分の１にした後の金額であって，当事者間に争

いがないものである。 

ａ 総合課税の長期譲渡所得の金額（土地等以外） 

４６６４万００１５円  

上記金額は，次の(a)の金額から(b)の金額を控除した後の金額であ

る。 

 (a) 長期譲渡の総収入金額（土地等以外） ７４７０万３１５４円  

上記金額は，航空機貸付け事業に係る航空機を譲渡したことによる

収入金額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (b) 取得費及び譲渡費用の額（土地等以外）２８０６万３１３９円  

上記金額は，航空機貸付け事業に係る航空機の取得費及び譲渡費用

の額であって，当事者間に争いがないものである。 

ｂ 分離課税の長期譲渡所得の金額（土地等） 

△４４１５万３６２２円  

上記金額は，原告Ｐ６が第１２事件・平成１５年分確定申告書第三
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表の「分離課税の短期・長期譲渡所得に関する事項」の「差引金額」

欄に記載した金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

ｃ 特別控除額                    ５０万円  

上記金額は，所得税法３３条４項に規定する譲渡所得の特別控除額

である。 

イ 分離課税の長期譲渡所得の金額               ０円  

上記金額は，措置法３１条１項及び所得税法３３条３項括弧書きの規定

に基づき計算した後の金額である。 

ウ 所得控除の額の合計額            ３０４万７１１４円  

上記金額は，原告Ｐ６が第１２事件・平成１５年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものであ

る。 

エ 課税総所得金額              ９４３５万９０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額９７４０万６１６０円から前記ウの所

得控除の額の合計額３０４万７１１４円を控除した後の金額である。 

オ 納付すべき税額              △２６０万７６２５円  

上記金額は，次の(ｱ)の金額から(ｲ)～(ｵ)の各金額を差し引いた後の金額

である。 

 (ｱ) 課税総所得金額に対する税額       ３２４２万２８３０円  

上記金額は，前記エの課税総所得金額９４３５万９０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

 (ｲ) 配当控除額                 １６万３６８０円  

上記金額は，前記ア(ｲ)の配当所得の金額３２７万３５８８円に所得税

法９２条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額で

ある。 

 (ｳ) 外国税額控除額               ６８万９１３５円 
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上記金額は，別表１１－２のとおり，所得税法９５条１項及び所得税

法施行令２２２条１項により計算した金額（下記ｄとｅとのいずれか少

ない方の金額）である。なお，別表１１－２の①～⑤の金額の内容は，

次のとおりである。 

ａ ①の金額（差引所得税額）       ３２２５万９１５０円  

上記金額は，上記(ｱ)の課税総所得金額に対する税額３２４２万２８

３０円から上記(ｲ)の配当控除額１６万３６８０円を控除した後の金

額である。 

ｂ ②の金額（所得総額）         ９７４０万６１６０円  

上記金額は，前記アの総所得金額である。 

ｃ ③の金額（国外所得総額）        ２０８万０８３３円  

上記金額は，次の(a)及び(b)の各金額の合計額である。 

 (a) 源泉が国外にある給与所得の金額（別表１１－２<ア>） 

２６２０万３７３０円  

上記金額は，前記ア(ｳ)（別表１１－２<Ｄ>）の給与所得の金額１

億２３６６万３９５１円に，前記ア(ｳ)ａ～ｃ（同表<Ａ>～<Ｃ>）の

各金額の合計額１億３１９６万２０５４円のうちに同ｂ（同表<Ｂ>）

及び同ｃ（同表<Ｃ>）の各金額の合計額２７９６万２０５４円（そ

の源泉が国外にあるもの）の占める割合を乗じて計算した金額であ

る。 

 (b) 源泉が国外にある不動産所得の金額（表１１－２<イ>，別表９－

４６の④欄の順号８上段）       △２４１２万２８９７円

  

上記金額は，別表９－４６の④欄において算出した金額である。 

ｄ ④の金額（控除限度額）          ６８万９１３５円  

上記金額は，上記①の金額３２２５万９１５０円に，上記②の金額
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９７４０万６１６０円のうちに上記③の金額２０８万０８３３円の占

める割合を乗じて計算した金額である。 

ｅ ⑤の金額（外国所得税額）        ７５５万９６５７円  

上記金額は，上記③の金額について納税者が納付することとなる外

国所得税の額であり，原告Ｐ６が第１２事件・平成１５年分確定申告

書に添付した外国税額控除に関する明細書の「左に係る外国所得税額」

（相手国での課税標準に係る外国所得税額を指す。）の「計」欄に記

載した金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (ｴ) 定率減税額                     ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

 (ｵ) 源泉徴収税額              ３３９２万７６４０円  

上記金額は，原告Ｐ６が第１２事件・平成１５年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額である。 

 (3) 第２０事件・平成１６年分 

ア 総所得金額                ８４７３万６３１５円  

上記金額は，次の(ｱ)及び(ｲ)の各金額の合計額である。 

 (ｱ) 不動産所得の金額（別表９－４７の④欄の順号９） 

△２５５９万１４８５円 

上記金額は，別表９－４７の④欄において算出した金額であり，本件

建物（Ｐ）に係る収入金額及び必要経費である①欄の網掛け部分記載の

金額と，本件建物（Ｐ）以外の不動産に係る収入金額及び必要経費であ

る②欄の網掛けのされていない部分記載の金額とを併せて算出した額で

ある。 

 (ｲ) 給与所得の金額           １億１０３２万７８００円  

上記金額は，次のａ～ｃの各給与収入金額の合計額１億１７９２万４
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０００円から所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同条２項

の規定に基づいて控除した後の金額であり，原告Ｐ６が第２０事件・平

成１６年分確定申告書に記載した給与所得の金額と同額であって，当事

者間に争いがないものである。 

ａ Ｐ４３からの給与等の収入金額     ９６００万円 

ｂ Ｐ４４からの給与等の収入金額   ３２４万７２００円 

ｃ Ｐ４６からの給与等の収入金額 １８６７万６８００円 

イ 所得控除の額の合計額            ２９４万３８８０円 

上記金額は，原告Ｐ６が第２０事件・平成１６年分確定申告書に記載し

た所得控除の額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものであ

る。 

ウ 課税総所得金額              ８１７９万２０００円 

上記金額は，前記アの総所得金額８４７３万６３１５円から前記イの所

得控除の額の合計額２９４万３８８０円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額              △２０８万４８９０円 

上記金額は，次の(ｱ)の金額から(ｲ)～(ｴ)の各金額を差し引いた後の金額

である。 

 (ｱ) 課税総所得金額に対する税額       ２７７７万３０４０円  

上記金額は，前記(3)の課税総所得金額８１７９万２０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

 (ｲ) 外国税額控除額                     ０円 

上記金額は，別表１１－３のとおり，所得税法９５条１項及び所得税

法施行令２２２条１項により計算した金額（下記ｄとｅとのいずれか少

ない方の金額）であって，下記のとおり，ｅの金額が計数上マイナスと

なることから，零円となる。なお，別表１１－３の①～⑤の金額の内容

は，次のとおりである。 
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ａ ①の金額（差引所得税額）       ２７７７万３０４０円 

上記金額は，上記(ｱ)の課税総所得金額に対する税額である。 

ｂ ②の金額（所得総額）         ８４７３万６３１５円  

上記金額は，上記アの総所得金額である。 

ｃ ③の金額（国外所得総額）       △３６２万４５６０円 

上記金額は，次の(a)及び(b)の各金額の合計額である。 

 (a) 源泉が国外にある給与所得の金額（別表１１－３<ア>） 

２０５１万１７４２円 

上記金額は，前記ア(ｲ)（別表１１－３<Ｄ>）の給与所得の金額１

億１０３２万７８００円に，前記ア(ｲ)ａ～ｃ（同表<Ａ>～<Ｃ>）の

各金額の合計額１億１７９２万４０００円のうちに同ｂ（同表<Ｂ>）

及びｃ（同表<Ｃ>）の各金額の合計額２１９２万４０００円（その

源泉が国外にあるもの）の占める割合を乗じて計算した金額である。 

 (b) 源泉が国外にある不動産所得の金額（表１１－３<イ>，別表９－

４７の④欄の順号８上段）       △２４１３万６３０２円

  

上記金額は，別表９－４７の④欄において算出した金額である。 

ｄ ④の金額（控除限度額）                ０円 

上記①の金額に，上記②の金額８４７３万６３１５円のうちに上記

③の金額△３６２万４５６０円の占める割合を乗じて計算した金額は，

△１１８万７９８０円となることから，控除限度額は，零円となる。 

ｅ ⑤の金額（外国所得税額）        ５９９万３１３９円 

上記金額は，上記ｃの金額について納税者が納付することとなる外

国所得税の額であり，原告Ｐ６が第２０事件・平成１６年分確定申告

書に添付した外国税額控除に関する明細書の「⑤ 外国所得税額」欄

に記載した金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 
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 (ｳ) 定率減税額                     ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により計算した定率減税

額である。 

 (ｴ) 源泉徴収税額              ２９６０万７９３０円  

上記金額は，原告Ｐ６が第２０事件・平成１６年分確定申告書に記載

した源泉徴収税額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (4) 第２７事件・平成１７年分 

ア 総所得金額              １億６４９４万４８８０円 

上記金額は，次の(ｱ)～(ｳ)の各金額の合計額である。 

 (ｱ) 不動産所得の金額（別表９－４８の④欄の順号８）  

△２３１１万９７７１円  

上記金額は，別表９－４８の④欄において算出した金額である。 

 (ｲ) 配当所得の金額             ６３８８万８３２１円  

上記金額は，原告Ｐ６がＰ４６から平成１７年中に支払を受けた配当

等の収入金額であり，原告Ｐ６が第２７事件・平成１７年分確定申告書

の第二表の「所得の内訳」欄に同社からの配当の「収入金額」として記

載した金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (ｳ) 給与所得の金額           １億２４１７万６３３０円  

上記金額は，次のａ～ｃの各給与収入金額の合計額１億３２５０万１

４００円から所得税法２８条３項に規定する給与所得控除額を同条２項

の規定に基づいて控除した後の金額であり，原告Ｐ６が第２７事件・平

成１７年分修正申告書に記載した給与所得の金額と同額であって，当事

者間に争いがないものである。 

ａ Ｐ４３からの給与等の収入金額      ９６００万円 

ｂ Ｐ４４からの給与等の収入金額    ５４８万９５００円 

ｃ Ｐ４６からの給与等の収入金額 ３１０１万１９００円 
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イ 所得控除の額の合計額            ２３８万７９１４円 

上記金額は，原告Ｐ６が平成１７年分修正申告書に記載した所得控除の

額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

ウ 課税総所得金額            １億６２５５万６０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額１億６４９４万４８８０円から前記イ

の所得控除の額の合計額２３８万７９１４円を控除した後の金額である。 

エ 納付すべき税額                ９０万９９００円  

上記金額は，次の(ｱ)の金額から(ｲ)～(ｴ)の各金額を差し引いた後の金額

から更にオの金額を差し引いた後の金額である。 

 (ｱ) 課税総所得金額に対する税額       ５７６５万５７２０円  

上記金額は，前記ウの課税総所得金額１億６２５５万６０００円に所

得税法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

 (ｲ) 外国税額控除額             ２６２６万５７９４円  

上記金額は，別表１１－４のとおり，所得税法９５条１項及び所得税

法施行令２２２条１項により計算した金額（下記ｄとｅとのいずれか少

ない方の金額）である。なお，別表１１－４の①～⑤の金額の内容は，

次のとおりである。 

ａ ①の金額（差引所得税額）       ５７６５万５７２０円  

上記金額は，上記(ｱ)の課税総所得金額に対する税額である。 

ｂ ②の金額（所得総額）       １億６４９４万４８８０円  

上記金額は，上記アの総所得金額である。 

ｃ ③の金額（国外所得総額）       ７５１４万２７３１円 

上記金額は，次の(a)～(c)の各金額の合計額である。 

 (a) 源泉が国外にある給与所得の金額（別表１１－４<ア>） 

３４２０万８０１５円 

上記金額は，前記ア(ｳ)（別表１１－４<Ｄ>）の給与所得の金額１
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億２４１７万６３３０円に，前記ア(ｳ)ａ～ｃ（同表<Ａ>～<Ｃ>）の

各金額の合計額１億３２５０万１４００円のうちに同ｂ（同表<Ｂ>）

及びｃ（同表<Ｃ>）の各金額の合計額３６５０万１４００円（その

源泉が国外にあるもの）の占める割合を乗じて計算した金額である。 

 (b) 源泉が国外にある不動産所得の金額（別表９－４８の①欄の順号

７上段）              △２２９５万３６０５円  

上記金額は，別表９－４８の④欄において算出した金額である。 

 (c) 源泉が国外にある配当所得の金額（別表１１－４<ウ>） 

６３８８万８３２１円  

上記金額は，前記ア(ｲ)の配当所得の金額と同額である。 

ｄ ④の金額（控除限度額）        ２６２６万５７９４円  

上記金額は，上記①の金額５７６５万５７２０円に，上記②金額１

億６４９４万４８８０円のうちに上記③の金額７５１４万２７３１円

の占める割合を乗じて計算した金額である。 

ｅ ⑤の金額（外国所得税額）       ３８４１万０１８６円  

上記金額は，上記ｃの金額について納税者が納付することとなる外

国所得税の額であり，原告Ｐ６が第２７事件・平成１７年分確定申告

書に添付した外国税額控除に関する明細書の「⑤ 外国所得税額」欄

に記載した金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (ｳ) 定率減税額                     ２５万円  

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により計算した定率減税

額である。 

 (ｴ) 源泉徴収税額              ２９６０万２３８０円  

上記金額は，原告Ｐ６が平成１７年分修正申告書に記載した源泉徴収

税額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (ｵ) 予定納税額                 ６２万７６００円  
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上記金額は，原告Ｐ６が平成１７年分修正申告書に記載した予定納税

額（第１期分及び第２期分の合計額）と同額であって，当事者間に争い

がないものである。 

８ 原告Ｐ７の第１３事件・平成１５年分 

ア 総所得金額                ２８１６万５９９３円  

上記金額は，次の(ｱ)～(ｳ)の各金額の合計額である。 

 (ｱ) 不動産所得の金額（別表９－５１の①欄の順号１８） 

△４４２９万２５８９円  

上記金額は，別表９－５１の①欄において算出した金額である。 

 (ｲ) 配当所得の金額              ９３５万７５００円  

上記金額は，原告Ｐ７が平成１５年分確定申告書に記載した配当所得

の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

 (ｳ) 給与所得の金額             ６３１０万１０８２円  

上記金額は，被告主張の計算方法により算出した給与所得の金額であ

って（別紙９の第１３の３(1)ア(ｳ)参照），当事者間に争いがないもの

である。 

イ 株式等に係る譲渡所得等の金額               ０円  

上記金額は，原告Ｐ７が平成１５年分確定申告書に記載した株式等に係

る譲渡所得等の金額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

ウ 所得控除の額の合計額            ２８５万２６３４円  

上記金額は，原告Ｐ７が平成１５年分確定申告書に記載した所得控除の

額の合計額と同額であって，当事者間に争いがないものである。 

エ 課税総所得金額              ２５３１万３０００円  

上記金額は，前記アの総所得金額２８１６万５９９３円から前記ウの所

得控除の額の合計額２８５万２６３４円を控除した後の金額である。 

オ 納付すべき税額             △１４１５万１２３５円 
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上記金額は，次の(ｱ)の金額から(ｲ)～(ｴ)の各金額を差し引いた後の金額

である。 

 (ｱ) 課税総所得金額に対する税額        ６８７万５８１０円 

上記金額は，前記エの課税総所得金額２５３１万３０００円に所得税

法８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

 (ｲ) 配当控除の額                ４６万７８７５円  

上記金額は，前記ア(ｲ)の配当所得の金額９３５万７５００円に，所得

税法９２条１項の規定により１００分の５の割合を乗じて算出した金額

である。 

 (ｳ) 定率減税額                     ２５万円 

上記金額は，負担軽減措置法６条２項の規定により算出した定率減税

額である。 

 (ｴ) 源泉徴収税額              ２０３０万９１７０円  

上記金額は，被告主張の各源泉徴収額の合計であって（別紙９の第１

３の３(1)オ(ｴ)参照），当事者間に争いがないものである。 

 


